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序 論 

 

 エネルギー問題、地球温暖化問題は非常に複雑で、不確定な要素が多く、また不確定の

度合いも高い問題であるにもかかわらず、その時その時に時代の潮流というか、多くの人々

に受け入れられ、国の政策、企業の経営戦略等の決定に際し、基本的な枠組みとして取り

入れられる考え方が形成された。何故そのようになったのであろうか。これが本論文で取

り上げる第一の論点である。 

 本論文では、そのような世界的に多くの人々に受け入れられたエネルギーに対する見方

を世界のエネルギー世論と呼ぶことにするが、この世論形成の過程を考察してみると、そ

のような考え方を創り出し、これを世界に広める影響力を持った人々、あるいはまとまり

を持ったグループの存在が浮かび上がってくる。それらの人々、あるいはまとまりを持っ

たグループが、最初に創り出す考え方は、第一次知識あるいは知的信条と呼ばれうるもの

であるが、本論文では、知識とは、ある自然現象および社会現象とそれらの関係に関する

科学的認識、ならびにある変化をある現象に与えた場合の当該の現象およびその他の現象

に与える影響に関する解釈と定義をすることにする。また、知的信条という言葉が付加さ

れるのは、科学的認識といわれるものについても、人によって認識が異なっていることが

あり、また特に解釈の部分においては、価値観が関係してくるために、知識と呼ぶよりは、

知的信条あるいは知的信条体系という表現の方が適切といえる場合が多いからである。 

 エネルギー分野における第一次知識あるいは知的信条の発信者についてみると、エネル

ギー関係者と非エネルギー関係者の二つに分けられる。前者の場合、１９７０年代半ば頃

まではエネルギー関連企業、エネルギー政策担当者、エネルギー関連国際機関もしくは一

般国際機関のエネルギー担当部局が主要な発信者となっていた。なかでも重要な役割を果

たしたのは、三大国際石油会社（エッソ、ＢＰ（英国石油）、シェル）、アメリカ、イギ

リス、とりわけアメリカのエネルギー政策担当者、政治家であった。 

ビッグ・スリーと呼ばれた三大国際石油会社は、第二次大戦前に「国際石油カルテル」

を構築し、世界の石油市場管理体制を確立した。戦後、多くの国で見られた主たるエネル

ギー源の石炭から石油への転換、いわゆるエネルギー流体革命を推進した世界的なエネル

ギー世論も、彼らが殆ど独占的に所有する情報の提供によって形成されたところが大きか

った。 

第一次知識の他の発信者は、直接的にはエネルギーと関係のない学者、研究者もしくは
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そのグループ、例えば、経済学者、政治学者、環境学者、気象学者等の学者あるいは研究

者とそのグループである。１９５０，６０年代における原子力平和利用の推進については、

核不拡散との関連で、主として、ハーバード大学、MIT の政治学者によって開発された軍

備管理論のコンセプトの一環として、国際的な枠組みが形成された。１９７０年代に入る

と、石油危機を契機に、１９７０年代の半ばから、非エネルギー関連者の発信が目立つよ

うになってきた。まずアメリカの経済学者を中心に多くの経済学者がエネルギー問題の分

析に参入してきた。彼らの経済的分析によるエネルギー観は、石油危機後、多くの国で石

油、エネルギー需要が落ち込んだことによって、一般的にも受け入れられるようになり、

世界のエネルギー世論に取りこまれた。石油危機をきっかけとして、反物質的成長主義、

反原子力発電、ゼロ・エネルギー成長論、ソフト・エネルギー路線等の考え方も注目され

るようになった。 

１９８０年代半ばに入ると、地球温暖化問題が世界的な課題として登場した。これには、

それまでの欧米諸国の学者グループを中心とした研究の積み重ねとこの問題を政治的アジ

ェンダに取り上げさせようとする科学者の強い働きかけがあった。気候変動枠組み条約、

京都議定書によって国際的な対応スキームが決定されてゆく過程では、化石エネルギーの

利用による炭酸ガス排出の抑制が主要な課題となり、地球温暖化問題はエネルギー問題と

しての性格を強めた。 

また、同じくこの頃から、市場原理を重視する経済学派にリードされる形で、世界は、

いわゆるグローバリゼーションの波に飲み込まれ、エネルギー部門もその影響を受けるよ

うになった。 

このように、世界的なエネルギー世論が形成される背後には、ある考え方を最初に創り

出す人々が存在したが、そこから発信される第一次知識あるいは知的信条が一般の人々に

受け入れられるためには、それらの知識、知的信条を創り出した人たちの中で政治的行動

を好む者、多くの学者、調査研究機関の研究員、ジャーナリストなどがわかりやすい形で

エッセンスを人々に伝えるというプロセスが入ってくる。一般的に、これらの第一次知識、

知的信条体系ならびにその要約、解説、補足的情報は、はじめに種々の調査レポート、企

業のエグゼクティブ、政治家のスピーチ等の形で提供され、次いで、主として英語圏のエ

ネルギーならびに一般のジャーナリスト、評論家、学者等によって、英語のエネルギー業

界専門紙誌、科学誌、一般のラジオ、テレビ、その他のメディアを通じて世界に流される。

その後、いろいろな国の言葉に訳され、それらの国のメディアを通じて、それらの知識、
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知的信条体系が世界に浸透してゆくことになる。一般の人々に直接の影響力を持っている

のは、理論の創始者、事実の発見者より、これらを伝達するここにあげたような人たちで

ある。 

次にこのような世界的なエネルギー世論形成の過程を更に詳しく見てみると、エネルギ

ーの特定の分野においては、第一次知識あるいは知的信条の発信が単に世界的な世論の形

成にとどまらず、その知識、知的信条に基づく理念を、政府あるいは民間による制度的枠

組みの設定によって実現しようとする動きに至ったものがあることがわかる。具体的には、

石油、原子力発電、地球温暖化問題に関する分野である。何故、この分野でそのような動

きが出てきたのであろうか。この点が本論文で取り上げる第二の論点である。 

 これは、国際政治学の分野で、１９７０年代以降アメリカを中心に盛んになった国際レ

ジーム論でレジーム形成の要因としてあげている、「パワー」、「利益」、「知識」のう

ち、「知識」とこれを政治に反映させようとする「エピステミック・コミュニティー」が

重要な役割を果たして形成される国際レジームの概念を当てはめて分析するにふさわしい

事象である。 

Ｓ．クラズナーによれば、「（国際）レジームとは、国際関係の特定の分野における明

示的、或いはインプリシットな、原理、規範、ルール、そして意思決定の手続きのセット

であり、それを中心として行為者の期待が収斂していくものである。ここで、原理とは（当

該の問題領域に関する）事実、因果関係、公正（rectitude）についての信条（体系）である。

規範とは、権利と義務という観点から定義された行動の準則（standards）である。ルールと

は、行為に対する特定の許可（推奨）なり禁止の具体的条項である。意思決定の手続きと

は、集団的選択の決定，そしてその実施の際に取られる支配的な形式・慣行である。1」  

次に、「エピステミック・コミュニティー」については、Ｐ．ハースによって、「特定

の領域において専門性と能力があると認められ、その領域内で政策に関連する知識を正統

に主張しうる専門家のネットワーク」2という定義がなされている。 

本論文では、以上のような問題意識に基づき、国際レジーム論を適用し、石油において、

「国際石油市場管理レジーム」、原子力発電分野において、「核不拡散・国際原子力発電

レジーム」、地球温暖化問題分野において、「気候変動レジーム」が形成されたこと、そ

の過程において、知識、エピスステミック・コミュニティーが重要な役割を果たしたこと

を明らかとする。最後に、この論点の分析の締めくくりとして、石油、原子力発電、気候

変動問題の分野で、国際レジームが形成される要因をまとめる。 
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本論文の第三の論点は、これまでに述べてきたような第一次知識、あるいは知的信条を

受け入れる、あるいは強制される側の対応に関する分析である。本論文では、受け入れ側

の事例として、日本を取り出し、第二次大戦後、日本がエネルギー・地球温暖化問題の領

域で、どのように海外からの知識、知的信条に対応したか、またここで指摘したようなエ

ネルギー・地球温暖化問題に関する国際レジームのなかに取り入れられていったかを考察

することである。 

以上が本論文の論点であるが、次に本論文の構成について述べることにする。 

本論文では、まず、第１章において、これまでに述べたような論点と、分析の視点をよ

り詳しく展開する。次いで、それらの論点を、「国際石油カルテル」が形成される１９２

０年代の後半から第二次大戦を経て今日にいたる世界のエネルギー情勢の変化を歴史的に

追う形で取り上げる。はじめに、第２章において、２０世紀を石油の世紀と呼ばせること

になった石油の世界的な生産と利用の拡大が、どのような人々のどのような考え方によっ

てもたらされたかを考察する。第３章では、１９３０～１９６０年代にかけて世界の石油

市場を管理したレジームが挑戦を受け、レジームが変容するとともに、石油中心のエネル

ギー観に対する異論が高まってきたことを指摘する。第４章は、１９６０年代以降、多く

の国において重要なエネルギー源となった原子力発電の分野において、政府間の国際的な

枠組みという制約が与えられる過程を考察し、この分野におけるレジーム形成を論じる。

第５章は、地球温暖化問題におけるレジーム形成の過程を分析し、ここでは特に科学的知

識が重要な役割を果たしたことを指摘する。第６章では、１９８０年代後半から世界的な

規模で進展した電力産業の自由化を取り上げる。この現象を支えたものは、市場原理、価

格メカニズムが、経済効率を高め、人々に自由をもたらすという考え方であった。この現

象が世界的に拡大する過程を分析し、この現象は、市場原理を重視する経済学を信ずる人々

の運動であったが、国際的なレジームが形成されなかったことを指摘し、その理由を明ら

かにする。 

第７章と第８章は、知識受け入れ国の事例として、日本を取り上げ、日本がエネルギー

部門において、海外からの知識、知的信条体系の流入、あるいは強制にどのように対応し

たかを考察する。 

最後に第９章において、エネルギー・地球温暖化問題における知識の発信と伝達、受け

入れについて、総合的な分析とまとめを行うとともに、石油、原子力発電、地球温暖化問

題で国際レジームが形成された要因をまとめる。 
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以上が本論文の論点と構成であるが、従来、エネルギー問題の分析は、エネルギー供給

サイドからのものが多く、消費者サイドからのものは少なかった。本論文も消費者の側か

らの分析は少なく、主として生産者サイドに関する分析であるというそしりを免れないで

あろう。特に１９８０年代以降は、エネルギー政策も、供給サイドの事情だけではなく、

消費者サイドの事情についても十分に考慮したものでなければならなくなっている。この

点については、残された課題として将来研究したいと考えている。 
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第Ⅰ部 

 

第１章 問題の背景、研究の狙いと分析の枠組み 

 

１－１ 問題の背景  

エネルギー観の変遷： 第二次世界大戦後の経済復興をエネルギー面で支えたのは主とし

て石炭であった。１９４９年における世界の一次エネルギー供給量は、石炭換算２３億６,

５００万トンであったが、このうち石炭は６２％を占め、石油の比率は２７％にとどまっ

ていた。しかし、１９５０年代に入ると、世界的に戦後の復興から発展段階に入った経済

活動を支えるに足るだけの石炭が供給されるかどうか懸念されるようになった。 

 また１９５０年代の前半においては、まだ中東地域の石油の潜在力が十分に認識されて

いなかったために、将来の増大するエネルギー需要のうち、石炭で充足できない部分の多

くが、原子力でまかなわれるであろうという見方が、有力なエネルギー将来像として登場

した。この見方を定量的な形で示し、世界に広めたのは、アメリカ原子力委員会の委託に

より、世界の超長期エネルギー需給見通しをまとめた報告書『エネルギーの将来』1通称パ

トナム報告であり、この報告は１９５３年に発表された。 

 この報告では、１９５０年以降５０～１００年間における世界のエネルギー需要量を、

世界の人口、経済成長、エネルギー技術の進歩等々の要素を詳細に検討することによって

推定し、２０５０年には、世界のエネルギー需要量は低く見ても７２Quad.（１Quad.＝１０

１５Ｂｔｕ＝石炭換算約３,８００万トン＝石油換算約２,６７０万トン）、高い場合には５０

０Quad.に達すると推定していた。問題は供給であるが、化石燃料の埋蔵量は小さく、この

需要量の２５％を充足するにすぎず、新再生可能エネルギーが１５％、残りの６０％は原

子力に依存せざるを得ないという結論を出していた。 

  この報告が出版された１９５３年の１２月にはアメリカのアイゼンハワー大統領が国連

総会において、原子力平和利用路線を打ち出した「アトムズ・フォー・ピース」という演

説を行っており、この報告は、アメリカの原子力戦略の歴史的転換を根拠付ける研究の一

つであるとともに、原子力平和利用への世界的な世論形成を後押しするものであった。ま

たこのような結論が導かれた他の大きな理由として、先に触れた中東地域の石油について

の不十分な認識があげられる。中東地域の石油の生産量は、１９５０年の時点では、１７

５万バーレル/日にすぎず、確認埋蔵量も、４１５億バーレルと推定されていたにすぎない2。
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これを１９７５年時点の値と比べると、生産量で、８分の１，確認埋蔵量で、９分の１で

ある。 

 しかし、米英政府は、中東地域の石油の重要性を見抜いており、中東地域の石油の生産

ならびに世界的配分に関し、米英石油協定を結ぼうとした。この協定は１９４４年８月締

結されたが、アメリカの反トラスト法との関連もあり批准に至らなかった3。しかし、その

目的は、セブンシスターズと呼ばれた７つの巨大な石油会社による世界的な石油支配体制

によって十分に達成された4。またこの体制の基礎は、後に「国際石油カルテル」として知

られるようになったスタンダード（ニュージャージー）石油会社、ロイヤル・ダッチ・シ

ェル石油会社、アングロ・ペルシャ石油会社が合意した世界的な石油市場の運営原則とし

て、１９２０年代の後半に築かれていた5。 

 なお、このパトナム報告は、この時点ですでに化石燃料の利用による炭酸ガスの排出が、

地球環境に影響を与える可能性があると指摘していた。パトナム報告に沿うかのように、

アメリカは１９６０年代に原子力発電所建設ブームに突入した。日本でもこのような動き

をうけて、１９５５年に原子力基本法が制定され、６６年には最初の商業用原子力発電所

が建設された。アメリカに遅れることおよそ１０年で、日本も７０年代には原子力発電所

建設ブームをむかえた。 

 パトナム報告が発表されてから３年後の１９５６年５月には、欧州経済協力機構（ＯＥ

ＥＣ）が『欧州の増大するエネルギー需要に如何に対処するか』6という表題の通称ハート

レー報告を発表した。 

 この報告では原子力に対する過大な期待を戒めるとともに、石油輸入の増大により，Ｏ

ＥＥＣ域内の石炭産業の将来が脅かされるのではないかという懸念をうかがわせている

が、なお石炭がエネルギー源の太宗としてとどまるであろうという自信というか、期待を

表していた。この見方は、１９５６年秋のスエズ動乱によって強められた。しかし、国際

石油産業におけるニューカマーＥＮＩ（イタリア炭化水素公社）、あるいはソ連の登場に

よる世界的な石油供給量の増大、中東地域における大油田の発見、アメリカの石油輸入禁

止政策の導入等によって、世界は石油時代へと急激に移行しつつあった。 

 イギリス石炭庁経済顧問のＥ．シューマッハー7は、１９５７年以降の数年間におけるエ

ネルギー供給過剰傾向は一時的なものであり、石油も４０年くらいで枯渇してしまうし、

また安全保障上からも、国内の石炭を最大限に維持すべきだと強く主張したものの、結局

石炭の増産に反対する原子力ロビーや、石油会社の活発な石油の売り込みによって、消費
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国の石油依存傾向が増大していくことになった。原油の確認埋蔵量の追加の方が石油の消

費量の増大より大きいから不安はないというセブンシスターズ（七大国際石油会社）の主

張が受け入れられるようになってきた。 

 １９５０年代末にかけて、石油の供給過剰傾向は一層顕著になり、更に折からの自由貿

易促進ムードともからんで、６０年１月には、ＯＥＥＣから、低廉な輸入石油の増大と消

費者の自由なエネルギーの選択を勧告する報告『ヨーロッパにおける新しいエネルギー構

造を目指して』8通称ロビンソン報告が発表された。前述のハートレー報告との違いが目立

つのは、石油の輸入可能量を大きく見るようになった点で、これは中東地域における石油

供給量の増加と同地域における石油埋蔵量に対する認識の変化を反映したものであった。

ロビンソン報告は、石油が低廉かつ安定的に豊富に輸入できるようになるので、高価な域

内の石炭に固執するべきではなく、消費者の自由なエネルギー選択こそが、各国の経済成

長を促進する上でもっとも望ましい政策原理であると主張した。 

 日本も早速、１９６１年に欧州エネルギー政策調査団を派遣したが、同調査団は日本も

同じような状況にあるので、欧州と同様の政策を採るべきであるとし、エネルギーに関す

る消費者選択の自由、すなわち実質的に国内炭を縮小する体制を勧告する報告書9をまとめ

た。 

 １９５０年代後半から６０年代にかけての長期エネルギー予測は、需要について概して

小さめの数値を出しており、見通しを修正する度に上方に修正していたが、この時期にお

いてはエネルギー・ＧＮＰ弾性値はほぼ１と見ておいてよく、エネルギー需要見通し上方

修正の理由は、主として経済見通しの上方修正に対応したものであるとされた。この意味

で、エネルギー見通しの方法論に対する問題意識、疑問は、６０年代には希薄であった。

エネルギー見通しを定期的に発表する国際石油会社に対してエネルギー情報提供者として

の信頼が醸成されたのも自然の成り行きであったといえる。 

 １９６０年から７０年にかけて世界の原油生産量は２.２倍に増大した。なかでも、中東、

アフリカ地域の生産量は３.６倍に増大し、この地域の世界の原油生産量に占める比率は、

２６％から４４％に増大した。一方、同じ期間における世界の石炭生産量は１４％の増加

にとどまった。 

 １９４０年代に行われた各種の推定によると、世界の原油の究極可採埋蔵量は約６００

億バーレルとされていたが、これが５０年代には、１～１.５兆バーレル、更に６０年代に

入ると約２兆バーレルに増大した。これは主として中東地域における相次ぐ大型油田の発
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見によるものであった。エクソン石油会社（元スタンダード石油）の主要取引銀行である

チェースマンハッタン銀行は、６０年代の自由世界の石油需要の伸び率は、年率５％、一

次エネルギー供給に占める石油の比率は１９５０年の約３８％、１９６０年の約４７％か

ら更に増大するであろうという予測を発表した10。６０年代には、この種の石油に関するバ

ラ色の未来予測が、エッソ（元スタンダード（ニュージャージー）、エクソン）、シェル、

ＢＰ、モービル等の国際石油会社に加え、ＯＰＥＣ(石油輸出国機構)、ＯＥＣＤ（経済協

力開発機構）からも発表された。 

 エッソ、シェル、ＢＰ社が定期的に発表する世界石油エネルギー需要見通しは、エネル

ギー関係者に絶大な影響力を持つようになっていた。これらの見通しの発表と前後して、

大同小異の見通しが各国政府、国際機関、銀行あるいは独立のオイルエコノミスト等から

発表されたが、それらの見通しは、このような石油会社の見通しと大同小異で、これらの

石油会社の見通しを一層、流布させることになった。６０年代は、学者で世界のエネルギ

ー世論形成に影響力を持つものはほとんどいなかったが、そのなかでは、マサチューセッ

ツ工科大学のＭ．エーデルマン教授が、１ドル原油価格論を唱えて注目された11。この説も、

国際石油会社の見方をバックアップすることになった。 

 エッソ、シェル、ＢＰの御三家の他に、モービル、ガルフ、アルコ、ソーカル、テキサ

コ社などの予測もしばしば引用されたが、これら大石油会社の見通しには、概して大きな

違いはなかった。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ、１９７４年からは新設された国際エネル

ギー機関，ＩＥＡ）の予測は、先進工業国政府お墨付きのものであり、また石油会社と違

って、中立機関のものであるということで、国際的なエネルギーに対する見方を形成する

上で大きな影響力を持っていたが、予測の前提となる原油の埋蔵量、石油情勢の見方につ

いては、結局のところ、国際石油会社のコンサルタントや情報に依存せざるを得ず、結果

的にそれらの予測は国際石油会社の見通しを流布させることに貢献した。ＩＥＡは、エネ

ルギー需要見通しを作成する際、エネルギー需要予測アドバイザリー委員会の国際石油会

社メンバーを通じて石油に関する情報を得てきた。１９６７年のスエズ危機も、石油の長

期的な将来像には大きな影を落とさず、７０年代初頭まで、これらの石油会社は、自由世

界の石油需要は１９７０年の３,７００万バーレル/日から８０年には、約７,１００万バーレ

ル/日へ、すなわち年率約７.５％で増大するだろうという点でほぼ一致した見方を出してい

た。また、１９７０年代に入っても１９７３年のいわゆる第一次石油危機までは、１９８

０～８５年のＯＰＥＣの原油生産量については３,５００～４,０００万バーレル/日という
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楽観的な見通しが出されていた。 

 このような状況のなかで、１９７３年１０月第四次中東戦争が勃発し、アラブ石油輸出

国機構が石油を政治的武器として利用することになり、国際石油会社の中東地域の石油に

対する支配に暗雲が漂いはじめた。ＯＰＥＣは、国際石油会社との対決的交渉を通じ、彼

らが顧客に対して石油を十分に確保してやれないのではないかというパニック状態にある

こと、彼らの力が落ちてきたことを認識し12、この事件を契機に、独自に原油価格を設定し、

また資源温存政策を前面に打ち出し、生産制限を実施した。 

 石油資源に対する支配力を侵食された国際石油会社は石油に対する見方を大きく変化さ

せた。エッソ、シェル、ＢＰ社等は、今や世界は石油時代の終わりの時期に入りつつあり、

早急に石油代替エネルギーを開発しなければならないと主張しはじめた。消費国のエネル

ギー政策担当者、企業、コンサルタント等もこれに唱和した。これは消費国の節約の励行、

備蓄の増強、代替エネルギーの開発、エネルギー担当省の新設あるいは部局の強化、とい

った政策を推進するために不可欠かつ都合のよいエネルギー観であった。 

 しかし、一部の経済学者は、石油危機直後にも石油価格が上がれば需要が低下し、供給

が増大するから特段の手段を講ずる必要はないと主張していた13。それは確かに中長期的に

は正しかったのだが、当面の施策を立案し実行しなければならない政策担当者、エネルギ

ー関連企業経営者には聞き入れられにくいものであった。 

 石油危機の影響を踏まえたエネルギー見通しが、１９７４年以降７０年代末にかけて，

ＩＥＡ、アメリカ連邦エネルギー庁、国際石油会社等から出されたが、ここでも政策立案

の基礎になったのは国際石油会社の見方であった。その見方は、石油価格が上がっても石

油は必需品で、価格弾力性が小さく需要にはそれほど影響を与えず、１９８０年代末には

石油供給に制約がでてくるがそれまでは石油需要は堅調に伸びていくというものであっ

た。 

 日本もこのようなエネルギー観に基づいてエネルギー計画を立案した。１９７９年の第

５回先進国首脳会議（サミット）が東京で開催されたとき、日本政府のエネルギー見通し14

では１９８５年の日本の石油輸入量は７４５～８８６万バーレル/日と見込まれていた。こ

の会議において、各国の石油輸入目標量が急遽議論されることになり、日本は苦慮の末、

８５年６３０～６９０万バーレル/日という数字を飲むことになった15。しかし、１９８５年

の実際の輸入量は、３８０万バーレル/日にとどまった。 

 １９７９年はイラン革命に端を発したいわゆる第二次石油危機が発生した年でもあっ
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た。イランの石油供給の停止、高騰する原油価格を背景として、メジャーを中心としたエ

スタブリッシュメントのエネルギー見通しでは石油資源の有限性、石油価格上昇の必然性

が、一層強く打ち出され、一般的にも受け入れられた。１９８０年代前半には、スポット

価格は４０ドル/バーレルを越え、政府販売価格16もこれを追う形で引き上げられた。１００

ドル/バーレルに高騰するだろうという見通しも、あながち荒唐無稽に聞こえなくなった。

しかし、１９７９年以降、いずれの先進工業国においても、ＧＮＰの伸びにかかわらず、

エネルギー・石油の消費量は、前年比で横ばいかマイナスということになり、ＯＰＥＣは、

１９８３年に入ると、遂に基準原油の政府販売価格を引き下げざるを得なくなった。 

 このような事態の進展を背景に多くの人々が、原油価格は将来２～５年間程度は実質で

値下がりするが、その後は横ばいか微増に転じ、一方先進国の石油需要は、将来ほとんど

伸びず、エネルギー・ＧＮＰ弾性値も、長期的に０.５程度にとどまるだろうと考えるよう

になった。 

 このように見てくると、多くの人々は、遠い将来を予測するに際し、近い過去の経験に

頼りすぎるという傾向があることがわかる。石油危機後１０年にして、石油といえども市

場メカニズムに従い、値上がりすれば需要が低下すること、すなわち石油も長い目で見れ

ば経済原則に従うことを学んだにもかかわらず、近い過去の石油需要の落ち込みが大きな

ところから、多くの人が、１９８０年代半ばに至り、今度は石油価格が下がっても脱石油

構造が定着したので、石油需要は増加しないという見方をとるようになったのである。 

 このような多くの人のエネルギーに関する考え方に対し、種々の異論が投げかけられた。

そのような異論の中で、特に注目され、徐々に影響力を増し、部分的には多くの人々の考

え方の中に取り込まれるほどの影響力を持つようになったエネルギー観としては、反石油

資源希少論者を含むエコノミストのエネルギー観、ならびにソフト・エネルギー論者に象

徴される環境重視のエネルギー観がある。 

 まず前者についてみると、石油危機を契機として、価格要因を無視した国際石油会社や

政府の非科学的なエネルギー見通しに不満なエコノミストが、計量経済学の手法を使って

エネルギー需要分析、予測に参入してきた。エコノミストは、市場原理を基本にして物事

を考える。資源の枯渇は経済的な意味ではあり得ず、供給が不足気味になれば価格が上が

り、過剰気味になれば価格が下がるだけであると論じた。  

 １９６０年代を通じ、また７０年代に入っても長い間、多くの人々のエネルギー観の基

礎となった国際石油会社等、エスタブリッシュメントのエネルギー予測は価格という要素
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を無視もしくは軽視しており、エコノミストの目には問題があると見えたわけである。 

 １９７４年１０月に発表されたＯＥＣＤの「１９８５年へのエネルギー展望」17の作業に

は、ハーバード大学経済学部教授Ｈ．ハウタッカー(Hendrik Houthakker)とケルン大学経済

学部教授のＨ．シュナイダー(Hans Schneider)がリーダーとして参加し、需要分析のいろは

である需要の価格弾力性という概念が予測に導入された。Ｈ．ハウタッカーは、これに先

立って１９７４年１月２２日付の、『ウオール・ストリート・ジャーナル』紙において、

彼の開発した原油価格シミュレーションモデルの結果を発表し、ＯＰＥＣが原油価格を下

げなければ，ＯＰＥＣの原油輸出量は激減するであろうという見通しを発表していた。後

からみればこれは慧眼だったといえるが、当時、この分析はいわゆるエネルギー専門筋か

らは、机上の空論と一笑に付されるか、敬して遠ざけられた。ハーバード大学経済学部教

授のＷ．ホーガン18(William Hogan)，ＭＩＴ教授のＬ．クリステンセン(L.Christensen)、Ｌ．

ラウ(L. Lau)等19はエネルギーと他の生産要素との代替の可能性に着目した計量経済学的研

究を行い、エネルギー需要の伸び率と経済成長率の関係は、フレキシブルだということを

示した。このような経済学者による分析結果は、第二次石油危機後に先進工業国のエネル

ギー需要の伸びが著しく低下するに及んで、ようやく多くの人々に受け入れられるように

なった。しかし、先にも指摘したように、今度はいったん下がったエネルギー・石油需要

は、価格が下がっても増加しないという石油危機後と同じ思考パターンに基づく逆の方向

への過ちを犯すようになった20。 

 多くの人々のエネルギーに対する考え方に対し、経済学者からの異論以上に、強烈なア

ンチテーゼとして登場したのが、反物質的成長主義、反原発主義、ゼロ・エネルギー成長

論等々と呼ばれる見方、考え方であった。これらを総称して、政治学者のＭ．グリーンバ

ーガー(Martin Greenberger)は、レフォーミストのエネルギー観と名付けた21。この見方は、

環境論者、地域主義論者等々にとって受け入れやすいエネルギー観であった。この考え方

の中にもバリエーションがあるが、共通していることは需要面においては用途に適したエ

ネルギーを選択し、有効に利用すること、供給面においては、大規模集中型エネルギー供

給システムよりは、小規模分散型再生可能エネルギー供給システムを選択するという、い

わゆるソフト・エネルギー路線を選好するという点である。 

 このようなエネルギー観の伏線としては、１９６０年代後半からの環境問題の深刻化に

よって物質的成長主義を告発する風潮が高まってきたことがあげられる。１９７０年、ロ

ーマクラブが発表した『成長の限界』22は世界的に大きな反響を呼んだ。同書は、システム
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ダイナミックスによる長期予測という形で、永続的な物質的成長が不可能であることを簡

明に示し、石油危機の発生もあって、タイミングよく人々の心をとらえた。このような反

物質的成長、反ＧＮＰムードを一層かき立てたのが、その３年後に出版されたＥ．シュー

マッハーの『スモール・イズ・ビューティフル』23であった。 

 Ｅ．シューマッハーはもともとイギリス石炭庁の人で、長い間石油、原子力に反対し、

国内石炭の保護育成に腐心した人であったが、同時に哲学者、宗教家であり、本人として

は、宗教家としての側面をもっとも重くみていたといわれている24。この本も巨大技術の人

間疎外をついて人々の心をとらえ、世界的に注目される本となった。 

 １９７６年にはいると、エントロピー理論を経済学に結びつけるという作業を通じ、こ

のような考え方に理論的分析を加えたＮ．ジョルジェスク・レーゲン(N. Georgescu-Roegen)

の『エネルギー経済学の神話』25が発刊されるとともに、同年１０月には、アメリカの外交

雑誌『フォーリン・アフェアーズ』にＡ．ロビンズ(Amory Lovins)の「エネルギー戦略・・・

ゆかざりし道」26が発表された。翌年にはこの論文を敷衍した『ソフト・エネルギー路線』

27が出版された。 

 更に１９８０年代後半に入ると、地球温暖化問題が世界的にクローズアップされるよう

になった。この問題については気象学者を中心に古くから関心が払われており、１９５８

年は地球観測年に指定され、炭酸ガスの常時計測が開始されていた。８０年代に入ってア

メリカの干ばつ、猛烈な台風の襲来などの異常気象が相次ぎ、アメリカの科学アカデミー

と環境保全庁は、８３年に炭酸ガス増大の危険を警告する報告28を発表した。８４年には国

連の中に環境特別委員会が設置され、８７年にこの委員会の報告書が、『地球の未来を守

るために』29という題で発表された。 

 １９８８年６月にはカナダ政府主催による「大気の変化に関する会議」が開催され、同

年１１月には、「気候変化に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）」が設置された。ＩＰＣＣ

には、２０カ国以上から集まった３００人以上の科学者がこの問題を研究するとともに必

要な対策を検討することになった。８９年９月のフランスのアルシュ・サミットにおいて

も地球規模の環境問題の重要性が指摘され、出来うる限り炭酸ガスの発生量を抑制するこ

とが合意された。１９９０年には、ＩＰＣＣの第一次報告書30が公表された。この報告書で

は,、もし何らの規制もとらず、温室効果ガスの排出量が予想通りに増加し続けたら、地球

の表面気温は、中位予測で、１０年間あたり、摂氏０.３度（プラスマイナス０.１５度）程

度上昇するであろうし、もし、大気中の濃度を現在のレベルに保とうとしたら、直ちに人
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間の活動による炭酸ガスの排出量を６０％以上削減しなければならないとしていた。また、

結論として、ＩＰＣＣは、人間活動に起因する様々な排出物が温室効果ガスの濃度を現実

に上昇させており、これによって温室効果が進み地表面の温度は、一層上昇するだろうと

確信すると報告したのである。これは、世界的に権威のある科学者３００人の結論である

ということで世界中の人々が地球温暖化抑制に取り組まなければならないというムードを

醸成する上で決定的な役割を果たした。以後この報告は気候変動に関する最も権威のある

報告書として引用されるようになるのであるが、この報告については第５章で見るように

疑問を呈する専門家も多い。 

 ＩＰＣＣ報告を受ける形で、１９９２年国連環境と開発に関する会議で、「国連気候変

動枠組み条約（ＵＮＦＣＣ）」が合意され、１９９４年、同条約は発効した。 

 その後締約国会議（ＣＯＰ）が定期的に開催され、１９９７年京都で開催された第３回

ＣＯＰにおいていわゆる京都議定書が締結された。これにより先進工業国は炭酸ガス排出

抑制目標量を公約することになった。このように地球温暖化問題は８０年代後半から一挙

に国際的にも国内的にも最も重要な政策課題の一つとして取り上げられるようになり、

人々がエネルギー問題を論ずる際に、この問題に言及するようなった。レフォーミストの

エネルギー観が、地域的な環境問題の深刻化、地球温暖化問題に対する世界的な関心の高

まりによって、多くの人に受け入れられるようになったといえる。 

 また１９８０年代の後半からエネルギー情勢に大きな影響を及ぼすようになった他の一

つの要素として登場したのが、規制緩和、市場主義導入の世界的な広がり、いわゆるグロ

ーバリゼーションの進展であった。 

 １９７０年代の２度の石油危機に伴って生じた先進各国における経済活動の混乱、低迷

のなかで、それらの問題に対処する方策として、まずアメリカ、イギリスで規制緩和が重

要な政策として取り上げられるようになった。 

 アメリカでは、１９７０年代から運輸（鉄道料金規制の緩和、航空輸送業への参入・料

金規制の緩和等）、エネルギー、金融（預金金利の自由化、証券手数料の自由化等）等の

部門で規制緩和が開始され、８０年代初期、レーガン共和党政権の誕生によって、これが

一段と加速され、本格化していった。イギリスでは、１９７９年のサッチャー政権の成立

によって、国営企業の民営化が相次いで行われるとともに労働に関する諸規制の緩和など

も積極的に行われた。 

 こうした米、英を中心とする規制緩和政策の動きは１９８０年代半ばにはオーストラリ
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ア、ニュージーランドといった英連邦諸国にも受け入れられ、またＥＵ統合の動きの中で、

金融部門の規制緩和などはフランス、ドイツといった欧州大陸諸国にも広がっていった。

これらの国々においても、インフレの高進、失業者の増加、財政赤字の拡大、対外収支の

不均衡等が、「政府の失敗」によるところが大きいと認識されるとともに、規制緩和政策

が米、英において成功しつつあることによって、この政策の対策としての有効性を確信す

るようになってきたのである。 

「市場の失敗」を補うための政府の介入が「大きな政府」や過剰な規制を呼び、種々の非

効率や非合理性を生んだ、その結果が種々の経済的困難の発生であり、これは「政府の失

敗」であり、「規制の失敗」であるという考え方が世界中に広まることになった。 

 こうした世界の潮流の中で、日本においても１９８０年代に入ってから、「規制緩和」

が推進されるようになってきた。それは当初は行政改革の主要な分野としての取り組みで

あり、許認可事業の整理合理化や、公的部門の役割の見直し（国鉄、電電公社、たばこ産

業などの民営化）などが実施された。それが次第に経済構造の改革という視点を強め始め

たのは、１９８０年後半から９０年代にかけてである。その背景には、日米構造協議にお

ける米国側の要請があった。そして９０年代に入ってのバブル経済の破綻、不況の長期化、

円高の進行などが政府の取り組みに本腰を入れさせることになった。このような動きの中

で日本でも、当初予想されていなかった電力、ガス部門の自由化が推進されることになっ

た。 

 

１－2  研究の狙いと分析の枠組み  

 三つの論点と分析の枠組み：以上第二次大戦後の世界のエネルギー情勢とエネルギー問

題をめぐる考え方の変遷を概観したが、エネルギー問題、地球温暖化問題は非常に複雑で、

不確定な要素が多く、また不確定の度合いも高い問題であるにもかかわらず、その時その

時に時代の潮流というか、多くの人々に受け入れられ、国の政策、企業の経営戦略等の決

定に際し、基本的な枠組みとして取り入れられる考え方が存在した。何故そのようになっ

たのであろうか。これが、本論文の第一の論点である。 

 何故、例えば、１９６０年代において、一般的に石油資源が無限に存在するかのように

考えられたのだろうか。また、石油危機を契機に、多くの人々が何故石油資源は枯渇する、

だから石油価格は上がり続けると思いこむようになってしまったのだろうか。エネルギー

需要と経済活動の関係は何故ある時まで１：１と考えられ，またある時点からそうではな
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いと思いこまれるようになったのだろうか。６０，７０年代における原子力発電に対する

バラ色の期待はどのようにして生まれたのだろうか。本当に地球は温暖化しているのだろ

うか、炭酸ガスの増大が温暖化の大きな要因なのだろうか。何故そのような疑問を呈する

ことがためらわれるようになったのだろうか。８０年代後半から９０年代後半にかけて何

故多くの人が、市場主義が最も優れていると信じ、エネルギー部門にもこの考え方を導入

すべきだと考えるようになったのだろうか。 

その時その時に、世界的に多くの人々に受け入れられたエネルギーに対する見方をここ

では世界のエネルギー世論と呼ぶことにするが、そのような世界のエネルギー世論が形成

される過程を考察してみると、その背後には、そのような考え方を創り出し、これを世界

に広める影響力を持った人々あるいはまとまりを持ったグループの存在が浮かび上がって

くる。 

 本論文では、まず、具体的にどのような人々、グループがそのような役割を担ったかを、

主として世界のエネルギーに関する業界紙、学会誌等の記事、論文等から、特定するとと

もに、それらの人々、グループが、何故、影響力を持ったかを、知識の発信者側と受け手

側双方の状況から考察する。 

次に、特にそれらの人々、グループの中に、ある問題を政治的なアジェンダとして取り

上げさせ、解決策を実現させるように働きかけるグループが存在することに着目し、その

ようなグループの誕生と行動、国際的な枠組みの形成について、国際レジーム論を適用し

て分析することにした。これが本論文の第二の論点である。 

国際レジーム論は、国際政治学の分野で、１９７０年代以降アメリカを中心に盛んにな

った理論であるが、ここで取り上げた問題は、この理論でレジーム形成の要因としてあげ

ている、「パワー」、「利益」、「知識」のうち「知識」とこれを政治に反映させようと

する「エピステミック・コミュニティー」が重要な役割を果たして形成される国際レジー

ムの概念を当てはめて分析するにふさわしい事象であると考えられるからである。 

 国際レジーム論は、相互依存が浸透し、様々な分野で多国間協力が形成されている国際

社会の状況を説明するために構築された理論で、この背景としては、１９７０年代以降、

「米ソのデタントが進展する・・・一方で、経済など様々な分野が〈政治化〉し、貿易、

国際通貨体制がゆらぐとともに、エネルギー、食糧、環境、海洋など、今の言葉で言えば

地球規模の問題が顕在化し、それらの問題領域を取り扱うことが出来る国際政治学上の新

しい分析の枠組みが求められた」31ことが指摘される。 
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 レジームとはどういうものか幾つかの概念化が行われたが、１９８２年の International 

Organization 誌のレジームに関する特集号で以下のような、Ｓ．クラズナー( Stephan D. 

Krasner)によってまとめられた“合意された定義”がなされた32。 

 この定義によれば、「国際レジームとは、国際関係の特定の分野における明示的、或い

はインプリシットな、原理、規範、ルール、そして意思決定の手続きのセットであり、そ

れを中心として行為者の期待が収斂していくものである。ここで、原理とは（当該の問題

領域に関する）事実、因果関係、公正（rectitude）についての信条（体系）である。規範と

は、権利と義務という観点から定義された行動の準則（standards）である。ルールとは、行

為に対する特定の許可（推奨）なり禁止の具体的条項である。意思決定の手続きとは、集

団的選択の決定，そしてその実施の際に取られる支配的な形式・慣行である。」33 この定

義に対しても、原理、規範、ルール、手続きの概念が曖昧であり、明確に４つに分けるこ

とが難しいという批判もあるが、レジームには原理、規範という理念に係わる部分と、ル

ール、手続きというシステム運営上の手続きに係わる部分があるということを明確にする

とともに、特に理念に係わる部分の重要性を強調出来るという点で優れており、当面この

定義がレジーム分析に最も適していると考えられるので、本研究においてもこの定義に基

づいて分析をすすめる。次に、エピステミック・コミュニティーについてみると、Ｐ．ハ

ースによれば、「特定の領域において専門性と能力があると認められ、その領域内で政策

に関連する知識を正統に主張しうる専門家のネットワーク」34である。エピステミック・コ

ミュニティーについて、日本では「知識共同体」35、「認識共同体」36、「専門家のコミュ

ニティー」37等と訳されている。しかし、私は、Ｐ．ハースの与えている定義において、政

策に関連する知識を主張するという点が含まれていることを重視すると、「知的専門家集

団」という訳の方がふさわしいのではないかと考えているが、それでもなおぴったりしな

いという感じもある。くだけた言い方で、「知の仕掛け人」、「知の戦略集団」といった

言葉も浮かんでくるが、それではくだけすぎの感じもする。そのようなこともあり、本研

究では、エピステミック・コミュニティーをあえて日本語に訳さずそのまま使うことにし

た。またエピステミック・コミュニティーという言葉は使っていないが、同様の概念をあ

らわす言葉として、active scientists（能動的科学者）とか、action-intellectuals（行動するイン

テリ）といった言葉も使われていることを指摘しておく。核抑止システムについて論じた

Ｔ．ホワイト(T. White)は、「アメリカには新しいパワーシステムが存在する。アメリカの

action-intellectuals（行動するインテリ）である。この学者仲間(Brotherhood)は、アメリカの
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政府ならびに政策に最も刺激的かつ牽引車的な影響を与え、アメリカの防衛体制を形成し、

外交政策を導いている。38」と述べている。 

本論文では、以上のような問題意識に基づき、第二次大戦の前後から今日に至る世界の

エネルギー情勢、エネルギー政策の展開の中で「国際石油カルテル」、「ＯＰＥＣカルテ

ル」という国際石油市場管理レジーム（第２章）、「核不拡散・国際原子力発電レジーム」

（第４章）、「気候変動レジーム」（第５章）という国際エネルギーレジームが形成され

たことを論証するとともに、それぞれのレジームの形成の過程で、エピステミック・コミ

ュニティーもしくはそれと比べられるようなグループが果たした役割を明らかとする。ま

た、最後に、この分野で国際レジームが形成される要因をまとめることにする。なお、１

９８０年代後半以降の世界的な電力市場自由化の動きについても、エネルギー問題と知識

という視点から非常に重要な現象であるので、同様な分析を行ったが、ここでは、「電力

市場自由化レジーム」（第６章）が形成されなかったことを示し、その理由をまとめた。 

 本論文の第３の論点は、これまでに述べてきたような第一次知識あるいは知的信条を受

け入れる側、あるいは強制される側の対応に関する分析である。本論文では、第Ⅱ部にお

いて、受け入れ側の事例として、日本を取り出し、第二次大戦後、日本がどのようにその

ようなコンセプトに対応し、ここに指摘したような国際レジームのなかに取り入れられて

いったかを考察することである。 
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第２章 国際石油会社と世界のエネルギー世論の形成 

 

２－１ アクナキャリー協定 

 第二次世界大戦後から、１９７０年代の前半に至る世界のエネルギー市場の大きな流れ

を一言でいえば、主たるエネルギー源の石炭から石油への転換いわゆるエネルギー流体革

命の進展であり、この変化を強力に推進したのはメジャーズ、あるいはセブンシスターズ

と呼ばれた七大国際石油会社、すなわち、１９世紀後半にアメリカの石油市場で独占的地

位を築いたスタンダード・オイル石油会社が分割されて作られたスタンダード・ニュージ

ャージー石油会社（後のエクソン石油会社）、スマトラとロシア・バクーの石油で基盤を

築いたロイヤル・ダッチ・シェル石油会社、イランの石油で足場を築いたアングロ・ぺル

シャン石油会社（後の英国石油会社 略称ＢＰ）のいわゆるビッグ・スリーと中東石油の

発見、生産、輸送、販売の全部門もしくは一部の部門で巨大石油会社の仲間入りをしたス

タンダード・カリフォルニア石油会社（後のシェブロン石油会社）、テキサコ石油会社、

ガルフ石油会社、スタンダード・ニューヨーク石油会社（後のモービル石油会社）であっ

たといえる。七大国際石油会社の世界的な市場支配の実態を明らかにしたのは、米連邦取

引委員会が１９５２年８月に発表した「国際石油カルテル報告」1であった。 

  この調査報告によれば、ビッグ・スリーは, １９２８年、他の４社の意見も聴取して、

世界の石油市場を支配するために、「プール組織（１９２８年９月７日）」という合意文

書を作成した。この文書は、ビッグスリーの話し合いが行われたスコットランド・アクナ

キャリー城にちなんで後年「アクナキャリー協定」と呼ばれるようになった。ここでは、

まず、.本協定の概要を紹介することにより、このカルテルの原理、規範、ルール、手続き

をみることにしよう。この協定は、序説、支配原則、及び政策と手続き規定の三つの部分

から成っていた2。 

原理、規範、ルール、手続き： 序説：まず序説では、統制を妥当化するための石油産業

の実態を要約し、過当な競争状態にあるため、近年公益のために石油産業が担っている負

担や責務を、引き続き将来も果たしうるほど十分な投資に対する収益をあげていないし、

今日の状況が変化しない限り、そうすることは不可能のように思われるとし、・・・収益

をあげるために無駄を省き、経費のかさむ施設の重複を切り捨てねばならないと、カルテ

ルの原理を述べている。 
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 支配原則： 次いでこの目的を達成するためのグループの活動諸原則として、次の七つ

の支配原則が定められた。 

（１）現在の取引量と将来の消費増分中に占める各グループの比率を、各グループが承諾

すること。 

（２）現存施設は、現在の消費量を十分供給することができるから、これらの諸施設は、

諸生産者の利用に供すること。ただし、これを利用する条件として、利用しようとする生

産者が、同じ施設を新たに創設する場合に負担する費用よりも小さいが、施設の所有者の

経費よりも少額でない経費を支払うこと。 

（３）石油製品に対する社会の増加需要に応じて、最も効果的な方法で供給する必要のあ

る施設にかぎって追加する。二重施設は、消費を賄うためにも、また消費の増加を創り出

すためにも必要でないという事実を無視して、自分自身の製品を供給することを可能とす

るために、目下一般に行われている諸生産者の二重施設を設置しようとする諸行為は停止

しなければならない。 

（４）生産は、地理的地位の有利性を保持するものとし、均一の品質をもつ基本的生産物

の価値は、これを産出しまたは船積みする地点のいずこにおいても同一であり、またこの

ことは、各生産地域に対して、その生産地域に地理的に近接している領土における消費を

賄う有利性を与えるもので、当該地域における生産がこの利益を保持しなければならない

ことを認める。 

（５）輸送上の最大限の効率と節約を確保する目的をもって、供給は、もっとも近い生産

地域から行なうものとする。 

（６）生産が、その地理的地域における消費を越える分は、つぎの二つの方法のうち、い

ずれかの方法で処理することのできる過剰生産とする。すなわち、生産者はこのような過

剰生産を閉鎖するか、または他の地理的地域の生産と同じ市場価格で提供する。 

（７）公衆の、また同じく石油産業の最大の利益は、結果として消費の減退をともなうコ

ストの絶対額の増大となるような効果をもつ諸手段の採用を防止して、販売の行われるこ

とであろう。 

 連邦取引委員会は、この支配原則について次のような解釈を行っている。すなわち、「こ

の原則の（１）－（６）は、石油資源のプールによる統制を行う企図にとって欠くことの

できない要点に関するものであるとし、（１）石油産業に対する各社のシェアとして、各

社の現状維持を承認し、（２）現存施設を有利な条件で競争者に利用させ－ただし施設の
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所有者にとって現実のコスト以下ではなく－、（３）増加需要を賄うのに、現実に必要な

場合に限って新たな施設を追加し、（４）各生産地域に関しては、地理的な立地の財務上

の有利性を維持し、（５）最も手近な生産地域から供給を行い、（６）所与の地理的地域

の過剰生産は、すべてこれを阻止して、他の地域の価格構造の混乱を防ぐ、などによって

統制を完遂しようというものであって、（７）は、消費者の利益ということを、産業の節

約と安定をはかる目的にすりかえたものである3。」 

 以上の連邦取引委員会の解釈に関し、私は、（１）～（６）については解説なので特に

問題はないと考えるが、（７）の解釈については、資源産業としての石油産業の特性を考

慮すると同意しがたく、消費者の利益にもなっていたと考える。すなわち、偏在した資源、

油田毎に大幅に異なる生産コストの上に成り立っている世界の石油産業は本来的に寡占構

造を持つもので、カルテルの存在は安定的な石油市場をもたらし消費者にとっても利益と

なるものであると考えている。全くの自由市場は１８６０年代のアメリカの石油市場で現

出したが、市場価格の乱高下に石油業者は疲弊し、消費者にとってもそれは好ましいこと

ではなかった。１９３０年代テキサスにおける大油田の発見で収拾のつかなくなった石油

市場に、テキサス鉄道委員会は、石油の生産割当制度を導入し、オクラホマ企業委員会も

同様の制度を導入した。後に触れるように、世界の石油市場においても、何らかの管理が

行われ、今日にいたっている。 

 政策と手続規定：次に具体的な手続きについて述べているが、その前に何故それらの手

続きが必要であるかを以下のように述べている。すなわち、「これらの諸原則が遵守され

る場合には、その成果として、米国の国内市場以外の、世界市場の安定をもたらすであろ

うし、世界市場の安定は全員の利益となるであろう。以上のことを実行するためには、諸

グループは、各生産国に存在している特殊条件にもとづいて、各生産国においてはそれぞ

れ個別に考慮しなければならないのであろうが、均一の政策を採用することが必要であろ

う」4ということであり、具体的に以下のような細かな手続きを規定した。 

i カルテル活動の領域： まず活動の領域を、「なお一層の考慮を払わねばならない潤滑

油、パラフィン・ワックスおよび特殊製品をのぞく、また米国向けの輸出品全部をのぞく、

石油および石油製品の輸出全部を包括する」5ものと規定している。世界市場の安定を狙い

ながら、カルテルの活動領域を米国以外に限っていることは、米国の国内市場と輸出貿易

は、ともに協定の影響を被らない経済的・政治的地域であることを明らかにして、カルテ

ルを米国のアンチトラスト法から防衛したものである。それにもかかわらず、協定は、米
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国の輸出と輸入の両者に当然に影響を及ぼした。原則（１）を遵守することは、米国会社

の諸外国における生産数量を自動的に制限し、したがって米国向け船積数量を制限するこ

とであった。輸出に関しては、米国の輸出をアクナキャリー協定の原則に従わせるように

明らかに意図された機構が即座に樹立された。アクナキャリー協定が成立してわずか数ヶ

月内に、ウェッブ・ポレメン輸出組合法(Webb-Pomerene Export Trade Act)によって二つの米

国輸出貿易組合が設立された。一つは１９２８年１２月に設立された、スタンダード石油

会社（ニュージャージー）とその四つの子会社をメンバーとするスタンダード石油輸出会

社（Standard Oil Export Corporation）であった。その二は、１９２９年初頭に設立された輸

出石油組合（Export Petroleum Association Corp.）で、石油製品の輸出に従事している米国石

油会社１６社とスタンダード石油会社をメンバーとしたもので、ウェッブ・ポメレン法に

よって、もっとも重要な米国の石油会社全部を単一の輸出組合に結集したものである6。こ

の組織は、アクナキャリー協定の場合と同じく、所属組合員に対して、”現状維持”クオ

ータを割り当てる機能をもっていた。 

 世界最大の石油産出国であり、最大の輸出国である米国を除外して、石油の世界市場の

安定をはかることは難しいことであった。輸出組合の、あるメンバーたちは、アクナキャ

リー協定が公式に米国の輸出貿易を除外しているにもかかわらず、協定の諸原則を米国の

輸出貿易に適用しようと試みた。 

ii クオータ（割当）： 基準期間とその後の各年に対する二つの型のクオータが設定され

た。各グループの取引量を第一に各国別に、第二に各国全体を合計して取り扱っている。

すなわち、 

（a）基準期間中（１９２８年）に諸グループが各国で引き渡した各製品の数量はこれを合

計し、その中に占める各グループの比率は、各製品毎に、また各国別に決定する。この比

率は、当該国で、各グループが供給する権限をもつクオータである。 

（b）各グループのすべての国を合計した引渡総計が、各製品毎に、全グループの引渡総計

に対して占める比率はさらに確定する。 

 あるグループは、ある国々ではクオータ以下に販売することもあるだろうし、他の国々

ではクオータ以上に販売することもあるだろう。基準期間のクオータで決められた比率を

維持するように、後年の販売実績量を調整することが必要であれば、その方法が定められ

なければならない。その方法は次のように成文化された。 

（c）任意のある一年間に、（a）にもとづいて一つのグループが供給した全量の合計が、（b）
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にもとづく全グループの総供給量中に占める当該グループのパーセンテージを基準とした

数量より少ない場合には、当該グループは、過剰供給を行った諸グループに対して、その

差額をオッファーする権利を有するものとし、過剰供給を行った諸グループから、その過

剰供給に比例して、ガルフ価格基準で買いとらねばならない。 

 このようにして、個々の国々においても、世界市場全体としても、参加グループの”現

状”の地位を決定し、この”現在”の状態の維持が国際石油会社グループの内部の特殊な

価格体系による売買（後述、ⅴ.のカルテル内部の価格形成方法）と結びつけられることに

よって保たれることになった。過少供給・過剰供給の調整は、極めて細部にわたって規定

された7。 

iii 輸送施設のプール： 各グループは、割り当てられたクオータを自己の船舶で輸送する

権利をもっていたが、自己の船舶で輸送できないか、またはそれを欲しない場合には、カ

ルテルの管理機関である協会が船腹の割当を行なうようになっていた。 

 参加諸グループは、自己の手持ち過剰船腹をアウトサイダーの傭船に出すに先立って協

会に提供すること、参加グループが外部から確保することのできる運賃以上を協会が支払

う意向のある場合は、協会はまず最初に前記船腹を要求することが合意され、カルテル統

制にしたがって船腹の実行プールがつくられた8 。 

iv 供給の相互交換： 交換の主たる目的は、もっとも近距離の生産地域から各市場に供給

を行なって、輸送交差の排除による輸送費の低下をはかること、相互に既存の施設を利用

し合って重複施設の建設傾向を最小限度におさえることにあった。 

 供給源のいかんにかかわりなく、クオータの維持と取り決めの範囲内にある石油製品の

輸入は全部、これをグループから購入する義務があった。すなわち、アウトサイダーから

の供給源を排除し、カルテル内部で経済的に供給系統をつくりあげたわけである。さらに

これを強化する二つの規定が設けられた。第一の規定は、アウトサイダーに対しては、カ

ルテル・メンバーに対するよりも有利に販売しない、というものであった。第二の規定は、

あるメンバーが、クオータ以上の供給過剰分をもっていて、協会の設定した価格以上で販

売したいと望む場合には、各グループがクオータに比例して、それを買い取る権利を持ち、

かれらのクオータを越えて建値でこれを供給するというものである。すなわち、生産の過

剰部分は、カルテル・メンバー間に低価格で配分されるが、外部に対して行なう販売は、

内部の相互交換の場合よりも決して低価格では行なわれないことになった 。 

v カルテル内部の価格形成方法： カルテル内部の販売と交換に対して採用された価格形
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成方法は、カルテル・メンバーに対して、石油供給の交換から生ずる経費節約の全額を留

保し、また、均一の品質の基本的製品の価値は、その生産地または船積地において、すべ

て同一であるという、原則第四を発動するように仕組まれた。 

 まず、その時々の船舶運賃を基準として、六ヶ月以前に、各船積港から各輸入港にいた

る相対的な運賃率表が準備された。各グループは、ガルフ価格を基準としたＦＯＢ船積港

価格を受け取る。商品がＣＩＦ輸入港で供給される場合には、諸販売会社は各グループに

対し、このＦＯＢ価格に加えて、前記運賃率表による輸入港までの船舶運賃を支払わなけ

ればならない。船舶運賃率の協定は、石油価格の重要な構成要素である運賃の安定をはか

るためであった。販売または供給の交換が行なわれ、輸送費が含まれる場合には、この輸

送経費は、そのときどきの運賃率に妥当な考慮を払って作成された前記の運賃率表によっ

て定められることとなった。いったんカルテルの相対的運賃率表が決定されると、この運

賃率は公開市場の民間傭船運賃率を反映しないようになっても、六ヶ月間は変更できなか

った。カルテル・メンバーたちがタンカーを圧倒的に支配している事実は、この恣意的な

運賃率を遵守することを容易にした。石油の供給は地理的に最も有利な立地を有する地域

へ仕向けられることになっていたから、適用される経費は、最も近距離の船積港からの、

あらかじめ決定されている運賃であった。船積各港における基準価格は、米国ガルフ・プ

ライスと協定されていたから、カルテル内部で使用される価格は、各船積港における均一

の基準価格プラス協定運賃であった9。 

vi 交換性と価格形成体系の運用： カルテル価格形成の方法と供給の相互交換とを結合す

ることが、どのようにカルテル・メンバーの利益として作用するかが、具体的な事例で示

された。そこでは、アングロペルシャのイギリス市場へアングロペルシャはペルシャから

石油を運ばずに、アメリカのシェルから供給を受け、一方でシェルのイタリア市場へ、ア

ングロペルシャがペルシャから石油を輸送することによりお互いに運賃を安くできること

が示されていた。 

vii カルテル価格対世界価格形成の方法： 供給の相互交換によって達成される運賃の節

約が、全部、カルテル・メンバーの利益のために保留される仕方は、カルテル価格の形成

方法と世界価格の形成方法とを比較すれば、明らかとなる。 

 カルテル内部の取引に対する価格形成方法は、つぎの諸要素をもっている限定された複

合的基準地点制度（Modified multiple basing point system）であった。基準地点制度について

は、Ｆ．マハループによるわかりやすい解説がある10。（１）各々の船積港が基準地点に選

 29



定された。（２）米国湾岸公表価格は、各基準地点でそのとき行われている基準価格とし

て指定された。（３）船舶運賃率表は、各々の船積港から、各々の輸入港に至る相対的な

運賃率を示すものとして作成された。（４）各種製品に対する品質の標準化がカルテル目

的であることが表明された。 

 この内部的なカルテル取引に対する価格形成方法に対して、第二次世界大戦に至るまで

の世界価格の形成方法は、次の諸要素をふくむ単一基準地点制（Single basing point system）

であった。（１）米国湾岸を単一の、支配的基準点として共通に認め、（２）引渡価格決

定の出発点として、米国湾岸価格を共通に遵守し、（３）品質の格差に対して標準調整を

共通に使用し、（４）米国湾岸から仕向地諸港にいたる標準タンカー経費を、基準地点価

格に加えるものとして共通に使用した。世界貿易の全当事者によってこの価格形成方法が

共通に受け入れられたことは、各市場において均一の引渡価格を生むことになった。 

 連邦取引委員会は、ガルフ・プラス価格形成体系は、アクナキャリー協定の企画者たち

が、実質的な節約を達成し、自分たちでこれを留保することのできる構造であったとして

している。 

 ⅷ．協定の管理： 協定はカルテルの運営のために、協会（アソシエーション）を設置

した。協会はカルテルの諸目的の遂行するに必要な、統計的、販売管理的中枢機能を担う

ことになっていた。11 

 協会の具体的任務は以下のように定められていた。 

１．協会が販売諸会社に供給することを必要とする各種製品に対する総需要に関して、出

来うる限り事前に諸グループに通報し、諸グループがそのときどきにこれを知っている状

態にしておくものとする。 

２．各グループに対して、各製品のクオータを割当、地理的にもっとも有利に立地する地

域に船積みを仕向けるものとする。 

３．協定に規定されている、会員の支配下にある過剰輸送設備のプールを管理し、このプ

ールから、または協会が傭船することを必要と考える外部の船腹から、メンバーが自己の

船舶で輸送しない製品に対して、輸送施設を供給するものとする。 

４．６ヶ月の事前期間中に、各船積み港または基準地点から、協定中に示された各輸入港

にいたる相対的運賃率表を作成するものとする。 

５．各船積み港において適用される基準価格をたてるものとする。 

６．毎年の協会年の１月３１日以後出来る限り速やかに、前年中の２階級ガソリンに関す
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る協会の総需要の３％に関わる封緘入札を全メンバーに要求し、これを受領するものとす

る。 

  このように、この協定のポイントは、ガルフ・プラスと呼ばれる石油価格の決め方とカ

ルテル加盟会社の相互融通によってカルテル加盟会社のコストを削減し、利益を確保する

とともに、加盟会社の市場シェアーを維持することであった。ベネズエラ、中東で大量の

石油が生産され、この制度の問題が浮かび上がり、買い手の不満が高まると、基準地点を

変更したり、二カ所指定するなどの変更が加えられたが、基本的な点では基準地点制度に

よって国際石油市場が管理される仕組みが長い間続くことになった。 

 

２－２ 国際レジームとしての「国際石油カルテル」 

 第１章で述べたように、Ｓ. クラズナーによれば、「レジームとは、国際関係の特定の分

野における明示的、或いはインプリシットな、原理、規範、ルール、そして意思決定の手

続きのセットであり、それを中心として行為者の期待が収斂していくものである。ここで、

原理とは（当該の問題領域に関する）事実、因果関係、公正（rectitude）についての信条（体

系）である。規範とは、権利と義務という観点から定義された行動の準則（standards）であ

る。ルールとは、行為に対する特定の許可（推奨）なり禁止の具体的条項である。意思決

定の手続きとは、集団的選択の決定，そしてその実施の際に取られる支配的な形式・慣行

である。」以下、クラズナーの定義ならびに山本吉宣のレジーム論12に基づき「国際石油カ

ルテル」が国際レジームに該当するかどうか検討する。 

 国際レジームとしての「国際石油カルテル」： ここでまず国際関係の特定の分野につ

いてみれば、それは世界の石油市場である。行為者（アクター）は七つの国際石油会社で

ある。レジーム論では、レジームを形成する行為者とは何であり、又レジームによって制

御される行為者（客体）が何であるかが問題とされる。ここで、山本吉宣は、「軍備管理

とか、安全保障についてのレジームにおいては、作る側、規制される側ともに国家である

ことが多いが、・・・国際関係におけるレジームを広く考えた場合、作る側にせよ規制さ

れる側にせよ、行為者を国家に限ることは適切ではない。」13として、行為者として、国家、

非政府主体、国家・非政府主体の三つのカテゴリーを置き、これらを作る側、規制される

側にそれぞれ配し、九つの組み合わせを示している。なお、非政府主体による私的レジー

ムについては、すでに多くの研究が出されている14。「国際石油カルテル」はこの組み合わ

せの中では、非政府主体がルールのセットを作り、非政府主体の行動を統御しようとする
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組み合わせに該当し、七つの国際石油会社が非政府主体となっている。 

 次に原理であるが、これは先に見たように、カルテルの「序説」で、過当競争を排し、

公益のために石油産業が担っている負担や責務を引き続き将来も果たしうるほど、十分な

投資に対する収益をあげるためであるとし、それには、無駄を省き、経費のかさむ施設の

重複を切り捨てねばならないが、そのためには統制が必要であるとしているのである。ま

た、これは消費者のためでもあるとし、支配原則の７番目にそのことがうたわれているが

これも、原理の一つであるといってよいだろう。この点については、先にも触れたように

連邦取引委員会は目的のすり替えだとしているが、私は国際石油会社の見方を取る。以上

をまとめると、国際石油カルテルの原理は、「世界の需要の伸びに対し、リーズナブルな

価格で安定的に、すなわち、過当競争と無駄を排し、将来の投資を保証するような価格で、

石油を供給する」ことであるということになるだろう。  

 規範については、先に見たカルテルの「七つの支配原則」がこれにあたり、ルールと意

思決定の手続きは、「政策と手続き規定」の中で詳細に規定されている。 

 次にレジーム形成のなされ方という点から見た場合、「国際石油カルテル」は、どのよ

うな位置付けがなされるであろうか。山本は、レジームの形成のなされ方として強制・支

配、交渉、自然発生によるものという３つの型と、要因として力、利益、信条体系という

３つの要因をあげ、これらを縦、横に組み合わせ、９つのレジーム形成のなされ方と要因

の組み合わせのタイプを示している15。「国際石油カルテル」はこの組み合わせの中では、

利益という要因をめぐる交渉によって成立したタイプであるといえる。もともと、アクナ

キャリー城におけるビッグ・スリーの話し合いの原因になったのは、ロシア市場における

シェルとモービルの激しい石油販売競争であった。このような競争を避け、安定して石油

市場の拡大を図るにはどうしたらよいのかが課題だったのである。より具体的には、カル

テルに参加した石油会社にとって、基本的には市場は拡大するが、一方で過剰生産の恐れ

が常に存在する石油市場において、現在の石油会社の市場シェアーを維持すること、寡占

利潤が保証される価格決定方式ならびに関連した規定を作ることが課題であった。メンバ

ーが直面していた状況は、Ａ．スタイン(Arthur Stein)の指摘する、共通の利益に関するディ

レンマ(Dilemma of Common Interest)であり、最適解を得るためにはプレーヤーの協力

(Coordination)が必要な状況であった16。そこで、規定作成上留意されたのはメンバーの裏切

りを防ぐことであり、メンバーの行動について細かな規定が定められた。他の大きな問題

はアウトサイダーへの対応であったが、これについてはその都度事態に応じて解決策が検

 32



討されレジーム維持の努力が払われた。実際問題として、国際石油カルテルの場合、カル

テルメンバーの数は７社と少なく、その中でもビッグ・スリーと呼ばれた３社の力が強く、

他の４社もビッグ・スリーに何らかの形で関係を持った会社であり、メンバー間での、裏

切りへの懸念は小さく、問題はアウトサイダーへの対処であった。カルテル運営に当たっ

てこの点が常に問題となったが、国際石油カルテルは、この問題により適切に対処出来る

ように、１９３０年には、「ヨーロッパ市場に関する追加覚え書き」(Addendum to 

Memorandum for European Markets)を締結し、問題のある地域と特別な地域協定を作る等の

手段で対応した17。 

 なかでも重要だったのは、１９３０年代ヨーロッパにおける主要な石油生産国であった

ルーマニアの生産者をカルテル規定に従わせることが出来るかどうかであった。１９３０

年ルーマニア協定を締結したが、脱退者が出た。このために再び交渉が行われ、ルーマニ

アの独立業者達が１９２８年を基準年として権利を持つことになっていた生産クオータよ

りも大きいクオータを、カルテルメンバーが出し合い、彼らに与えることによって、新た

なルーマニア生産協定が締結された18。 

 このような努力によって、１９３０年代半ばには、国際石油会社は世界の重要な生産地

域の大部分の支配権を確立したが、更にこれを強化するために、１９３４年カルテルメン

バーは、ロンドンに集まり”現状維持”諸原則の修正と再建を行ない、「諸原則の覚え書

き草案」を作成した19。 

 カルテルはこのように幾多の困難を解決しながら、増大する世界の石油、なかんずく巨

大な可能性を秘めた中東の石油を世界の石油市場に混乱を招くことなく如何に導入するか

という課題を巧妙なシステムを構築し、実行することによって解決したといえる。このよ

うにして、このカルテルは維持され、増大する世界の石油需要に対し、安定的な価格で安

定的な供給が行われた。国際レジームとして有効に機能したといえる。次に問題となるの

は、それでは、この国際レジームとしての「国際石油カルテル」はいつまで機能していた

かという点である。まず、連邦取引委員会は、次のように述べている。 

 「米国諸会社の間で、指導的役割を果たしたように見えるニュージャージー・スタンダ

ードは、１９３８年に、覚え書き草案協定からの脱退の口頭通告を発したと述べ、またそ

の後残っているかも知れない諸活動は、すべて１９３９年９月の戦争勃発で終えんしたと

述べている。このことから、カルテル協力は戦争の勃発で終えんしたものと一般にいわれ

ている。しかし、英国とオランダの協力関係はスタンダードの脱退にともなって、決して
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冷却しなかったし、米国の諸会社は、戦時中も戦後もある程度、引き続き協力していた。

連合王国においては、大英帝国政府の承認を得て活動する産業委員会が”現状維持”諸原

則の線に緊密に沿ってその範を取った国際的供給と地方的販売に対する戦時プール計画を

設立し、運営した。また、中立国であるスエーデンにおいては、米国の諸会社がかれらの

子会社に対して、覚書草案のもとで作り上げられた型の地方諸協定は、米国のアンチトラ

スト法の侵害となる恐れがあることを理由として、今後締結してはならない、と通告した

のは、１９４２年にいたってのことであった。その後でさえ、協力は全く停止されていな

かった。というのはスエーデンの調査委員会は、過小取引と過剰取引の調整が”現状維持”

にしたがって、１９４３年に考慮されたこと、また１９４６年には、１９４７年の販売価

格と販売条件が合意されたことを知ったからである。各種の国際諸協定のもとで統制を行

い、かつ、これを拡大する累積的な努力を１０年以上も行ったことは、明らかに”現状維

持”諸原則の恒久的性格を承認することとなった。したがって、協力的にお互いに相関係

し合っている国際グループの間での諸原則の遵守は、事実上商習慣となった20。」 

 このように、連邦取引委員会は、第二次大戦後も、多年にわたって築き上げられた協力

的関係により、暗黙の了解によるカルテル体制の維持が、事実上商習慣と見られるほどの

形で継続したとしているわけである。第７章で指摘するように、戦後の日本における石油

産業再建の過程で日本の石油会社とアメリカ、イギリスの石油会社との提携が行われるが、

ここでも国際石油カルテルの諸原則が考慮されていたと推定される。また、国際カルテル

体制の柱の一つである価格の基準地点制度は、戦後も基準地点を加えたり、変更したりし

ながら運用されたことが明らかにされている21。また、１９７５年１月に発表されたアメリ

カ多国籍企業委員会（通称、チャーチ委員会）の報告はアメリカ系メジャーが、１９５０

－７２年の期間において国際石油カルテルの市場管理ルールに沿って、世界の石油市場を

管理していたと述べている22。 

 第二次大戦後、中東の石油を世界の石油市場に混乱を招くことなく如何に導入するかは、

国際石油会社のみならず、アメリカ、イギリス両国政府にとっても大きな問題であった。

両国政府は、この問題を解決するために１９４４年８月、国際石油協定を締結した。 

 この協定は、「利用できる埋蔵量、合理的な技術の採用、及び先進国、消費国の経済的

関連要因と利害などを十分考慮し、またすべての者に十分な満足を与えることを目的とし

て、供給は世界の各生産地域から行わなければならない・・そして・・・これらの原則の

採用は生産者あるいは消費者として、石油貿易に利害関係を有するすべての国の間の国際
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協定によって、最もよく促進され得ると規定した。また、両国政府は実態調査と諮問機能

を持つ国際石油委員会の創設に合意した23。」しかし、この協定は、アメリカのアンチトラ

スト法との関連から問題があるとの指摘等があり、調印はされたが、批准されなかった。 

 「しかし、世界の石油貿易を”秩序ある方法”で行うことについてこの協定は不要であ

った。当時存在していたわずか７つか８つの国際石油会社が十分にその責を果たす力を持

っていたし、事実その後１０年間その役割を果たすことが出来たのである24。」と井口東輔

は指摘している。 

 このように、国際石油カルテルは、第二次大戦に至るまで有効に機能してきたし、その

後も基本的枠組みは商習慣とまで見られるほど世界の石油市場に浸透していたといえる。 

 以上の分析により、「国際石油カルテル」は、国際レジームであったと考える。 

 

２－３ 石油・エネルギー情報源としての国際石油会社 

石油中心のエネルギー観：表２－１に見られるように、原油埋蔵量、原油生産量、石油

精製能力、分解能力、タンカー量で，圧倒的なシェアーを持つ七大国際石油会社は、必要

に応じ原油、製品の融通をするなどのネットワークを構築し、第二次大戦後も世界の石油

市場を管理し、石油中心の世界のエネルギー世論を作り上げていった。 

 １９５０年代はまだ石炭が一次エネルギー供給量の最大のシェアーを占めていたこと、

中東石油の潜在能力が十分に認識されていなかったことにより石炭中心のエネルギー観が

多数を占めていたが、安価な石油の供給が増大するにつれ、これらの石油会社が発信する

情報は、世界の国々のエネルギー政策、エネルギー企業の経営方針の基本として受け入れ

られるようになり、石油中心のエネルギー観が世界のエネルギー世論として受け入れられ

るようになった。 

 第１章で触れたように、１９６０年代に入ると、石油の生産と消費に拍車がかかった。

１９６０年から７０年にかけて、世界の原油生産量は２.２倍に増大した。なかでも中東、

アフリカ地域の生産量は、３.６倍に増大した。世界の石油の消費量もこの間に、３.８倍に

増加した。１９４０年代に行われた各種の推定によると、世界の原油の究極可採埋蔵量は

約６００億バーレルとされていたが、５０年代には１～１.５兆バーレル、６０年代には、

約２兆バーレルに増大した。エクソン社の主要取引銀行であるチェースマンハッタン銀行 
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は、６０年代の自由世界の石油需要の伸び率は、年率５％、一次エネルギー供給に占める

石油の比率は１９５０年の約３８％、１９６０年の約４７％から、更に増大するだろうと

予測していた。25 時の英国石油会社（ＢＰ：British Petroleum Co,）の会長ブリッチマンは、

１９６２年のアメリカ石油協会年次総会において「石油生産の長期見通しとその問題点26」

という題で講演し、自由世界の石油需要は、１９６２年の２,１５０万バーレル／日から、

７０年には３,２００万バーレル、８０年には４,６００万、９０年には５,６００万、２００

０年には６,６００万バーレル／日に達するだろうと述べた。年平均伸び率でいえば、６０

年代が約５.０％、７０年代３.７％、８０年代２.０％、９０年代２.４％となる。問題は供

給であるが、この試算で２０００年までに追加が必要とされる埋蔵量３,５７０億バーレル

は、決して実現不可能な数字でないとしていた。 

 その一年後には、ＯＰＥＣから、ほぼこれと同様の見通しが発表され、石油のバラ色の

将来が展望された27。１９６５年４月、ロイヤル・ダッチ・シェル社取締役のラウドンは、

イギリス石油協会のカドマン卿追悼記念講演会で、世界石油産業の明るい展望を披露した。

すなわち、１９９０年には世界の石油および天然ガス需要量は、その当時の３倍の約１億

バーレル／日に達するだろうと述べるとともに、石油産業が必要とされる石油の追加量を

発見し、生産し、消費者に提供する能力をもっていることに絶対の確信を表明した28。この

ような見方は、当時のエネルギー観の主流となり、低廉な輸入石油、消費者のエネルギー

選択の自由という方向を覆すことは困難な状況となった。 

 １９６６年、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は、『総合エネルギー政策 問題点と目標29』

を発表したが、これも以上のようなエネルギー観を普及させるものであり、石油の安定供

給に問題はなく、石油需要が年率７.５％で伸びても、２０００年の石油供給が確保される

という楽観的な見通しを発表した。エッソ、シェル、ＢＰ社が定期的に発表する世界石油

エネルギー需給見通しは、エネルギー関係者に絶大な影響力を持つようになった。これら

の見通しの発表と前後して、各国政府、国際機関、銀行あるいは独立のオイルエコノミス

ト等から発表される見通しは、石油の埋蔵量、将来の生産量等の重要な要素について大体

これら石油会社の数値をベースとするようになっていた。 

 １９６７年のスエズ危機も、石油の長期的な将来像には大きな影を落とさず、７０年代

初頭まで、これらの石油会社は、自由世界の石油需要は１９７０年の３,７００万バーレル

／日から８０年には７,１００万バーレル／日へ、すなわち年率約７．５％の率で増大する

だろうという点で、ほぼ一致した見方を出していた。 
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 世界のエネルギー世論形成の上で大きな影響力を持っている『オイル・アンド・ガスジ

ャーナル』誌は、石油危機２年前の１９７１年１１月１５日号の冒頭の論説欄において「世

界の石油供給は豊富であり、確認埋蔵量と推定される追加的確認埋蔵量を考えるとき、近

い将来、供給不足の事態がやってくるとは、考えられない。……石油がなくなるという危

険はどこにもない。……ガスや石炭や原子力の供給が種々の理由によって目標量を達成で

きなくても、石油がこれを埋めるだろう30。」と述べていた。 

 １９７０年モービル石油会社の副社長（探査生産部門担当）は、２０年間の石油見通し

を発表したが、これによると、９０年の自由世界の石油需要量は９,８００万バーレル／日

に達すると推定されていた。１９７０～９０年の間において年率５.２５％の伸びが見込ま

れていたわけである。また８０年代には４,５００億バーレルの確認埋蔵量の追加があると

予想されており、石油需要は十分に、充足されるだろう、と自信に満ちた結論を下してい

た31。 

 １９７２年、ロイヤル・ダッチ・シェル社の探査生産部長は、３０年にわたる、すなわ

ち２０００年にいたる石油の将来を発表した32。この報告は、「石油供給、エネルギー供給

は十分に期待されるので、エネルギー危機といったものを考える必要はない。しかし、エ

ネルギー源別にみると、原子力には制約があり、石炭も石油・ガスには競争できないだろ

うから、結局、伸びるエネルギー需要の多くの部分は、石油・ガスによって充足されねば

ならないだろう」としていた。また同社の予測では、２０００年の自由世界のエネルギー

需要量は、石油換算３億バーレル／日で、このうち石油は５７％の１億７,０００万バーレ

ル／日を占めるとされていた。石油は１９７０年から３０年間、年平均５.４％で伸びると

みられていたわけである。国際石油会社が１９６０年代のような力を、その後２０～３０

年間持ち続けられたら、あるいは実際にもそのような姿が実現したかも知れないが、７０

年代に入り、ＯＰＥＣ攻勢の前に国際石油会社は大きく後退させられた。 

 世界のエネルギー世論形成の上で、同じく有力なジャーナルである『ペトロリアム・プ

レス・サービス』（略称は、ＰＰＳ、１９３４年１月創刊）は、石油危機が発生する一年

前の１９７２年１０月号において、エネルギー危機が差し迫っているという警告を批判し、

以下のように論じていた。「確かに、石油需要は１０年で倍増し、石油の埋蔵量は石炭に

比べて小さい。しかし、２０世紀中に石油がなくなることはない。……この期間中に化石

燃料の供給が不足することはない。……必要なのは需要の増大に見合って、石油の確認埋

蔵量を追加していくことなのだ33。」 
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 しかし、シェル社のスポークスマンであるチャンドラーは、１９７３年の英石油協会夏

期会合で、石油需要が８０年まで年率７．５％で伸びていき、これを充足しようとすれば、

石油価格は１９８０年までに、バーレル当たり７ドルまで引き上げられなければならない

だろうと述べるようになっていた34。リビアの攻勢に端を発し、石油価格が徐々に上昇しは

じめ、将来、石油価格は上がるかも知れないという変更が、７０年代初め頃から加えられ

ることになったのである。しかし、なお、現実に石油危機が発生するまでは、楽観的見通

しが支配的であった。 

 国際石油会社の見通しには、それまでのパフォーマンスの良さから神通力があり、特に

問題にされることがなかったが、当時の国際石油会社の予測で注目されるべき点の一つは、

推定された石油需要の伸びと、石油危機の可能性ならびにその背後にある石油埋蔵量の推

定値が論理的に斉合していなかった点である。このころ、石油の究極可採埋蔵量は約２兆

バーレル、確認埋蔵量は約７,０００億バーレルというのが、これらの見通しに共通する作

業前提となっていた。石油の生産には石油需要量、確認埋蔵量、埋蔵量対生産量の比率、

物理的に適正な生産速度といった要素が絡んでくるが、これらの基準に照らすと、２兆バ

ーレルという究極可採埋蔵量と年率７.５％の石油需要量の伸びが２０～３０年続くという

推定は両立しがたいものであり、石油会社は、どうみても原油が２兆バーレルよりはるか

に多く、４兆バーレル程度は存在すること、ならびに年々の追加確認埋蔵量がかなり大き

くなることを、公にはしていないし、自らも気づいていなかったのかも知れないが、本能

的に認めていたのではないかと、Ｐ・オーデルは指摘していた35。 

石油危機と石油資源有限論： しかし、１９７３年の石油危機により、石油市場に対す

る支配力を侵食された国際石油会社は、自分たちが管理出来る資源量が減少したこともあ

り、石油に対する見方を大きく変化させることになった。エクソン、シェル、ＢＰ社等は、

いまや世界は石油時代の終わりの時期に入りつつあり、早急に石油代替エネルギーを開発

しなければならないと唱えはじめたのである。消費国のエネルギー政策担当者、企業、コ

ンサルタント等がこれに続いた。 

 先に引用した『ペトロリアム・プレス・サービス』(Petroleum Press Service) は、石油危機

を境に１９７４年１月号から『ペトロリアム・エコノミスト』（Petroleum Economist）と名

称を変更したが、その最初の号の論説で、次のように述べるにいたった。すなわち「サウ

ジアラビアが産油量を８００万バーレル／日から、２,０００万バーレル／日に引き上げて、

アメリカ的生活様式の維持を可能にしてくれるなどという考え方は、幻想の最たるもので
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あった。今にして、われわれはそれに気づいたのである」と、一年前に述べていたことを

否定した。もちろん、この見方の変更には石油危機という免罪符が与えられていた。 

 代替エネルギーの開発といい、省エネルギーの強化と言っても、短期的には多くを期待

できないので、結局のところ相当の期間は石油に依存せざるを得ず、したがって、石油・

エネルギー価格は実質でよくて横ばいであり、おそらくは上昇していくだろうという国際

石油会社を中心とするエスタブリッシュメントの見方は、石油危機後わずかの間に、国際

エネルギー世論として形成された。 

 このような状況のなかで、石油危機の影響を折り込んだ予測として最初に注目されたの

は、１９７４年１０月に発表されたＯＥＣＤの『１９８５年へのエネルギー展望36』と、同

じ年の１１月に発表されたアメリカ連邦エネルギー庁（ＵＳＦＥＡ）の『プロジェクト・

インデペンデンス報告』37であった。ＯＥＣＤの報告は、エネルギー価格変化のエネルギー

需要に与える影響という問題を計量経済学手法で分析したという点で、それまでの国際石

油会社の予測とは異なっていた。 

 この報告では、まず基準ケースとして１９７４年時点での石油エネルギー価格（約３．

５ドル／バーレル）が実質的価格でみて横ばいに推移するという前提を取り、この条件の

もとで１９７２～８５年の自由世界の一次エネルギー需要の伸び率は、年平均で４.９％と

推定していた。そして、仮に原油価格が７２年価格で６ドル／バーレル（１９８５年価格

ではおよそ１６.５ドル／バーレル）に上昇した場合、これが４.３％、また９ドル／バーレ

ル（同じく２５ドル／バーレル）になった場合は３.８％に低下するとしていた。これをエ

ネルギー・ＧＮＰ弾性値でみると、ベースケースの場合はおよそ１.０、６ドル・ケースで

およそ０.８５、９ドル・ケースでおよそ０.８であった。 

 ＯＥＣＤ諸国における１９８５年の石油需要量は、ベースケースで７,１００万バーレル

／日、６ドル・ケースで５,６００万バーレル／日、９ドル・ケースで４,９００万バーレル

／日であり、石油輸入量はベースケースで５,２００万バーレル／日、６ドル・ケースで３,

３００万バーレル、９ドル・ケースで２,１００万バーレル／日と予測された。 

 ここで注目されるのは、９ドル・ケース（１９８５年価格では、約２５ドルになる）の

値が、１９８０年代半ばの姿に近いものをいいあてていた点である。しかし、当時、主と

して議論されたのは、多数説の見方に近いベースケースであり、また、ここで導入された

エネルギー・石油価格とエネルギー・石油需要の間の関係の計量経済学的分析というアプ

ローチは、国際石油会社等の伝統的なエネルギー関係者の間では敬して遠ざけられた。当
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時はまだ国際石油会社の見通しに対する信頼が揺らいでおらず、９ドル・ケースの結果や

計量経済学的分析が大きく注目されることはなかったのである。 

 ニクソン大統領の肝いりで、１９７４年に発表された米国連邦エネルギー庁の『プロジ

ェクト・インデペンデンス報告』も、エネルギー価格の需要ならびに供給に及ぼす効果を

強調し、原油価格が１１ドル／バーレルまで上がれば石油需要の伸びが低下し、さらに国

内の石油生産加速政策が効果を現して、石油輸入量がゼロになるという予測を出したが、

国際石油会社をはじめとするエネルギー専門家からは、ほとんど問題にされなかった。 

 石油価格が上がっても石油は必需品で、価格弾力性が小さいので需要には大きくひびか

ず、石油需要は増大していくだろうという国際石油会社を中心とする見方が、多くの政策

担当者に受け入れられ、引き続き政策前提として採用されることになったのである。 

 １９７５年１２月には、エクソン社は以下のような世界エネルギー予測を発表した。 

（１）１９７７～９０年の先進工業国のエネルギーＧＮＰ弾性値は、０.８５となる。 

（２）１９７７～９０年の自由世界のエネルギー需要の伸び率は年平均４％で、９０年の

エネルギー需要量は、石油換算１億６,０００万バーレル／日に達する。 

（３）石炭、原子力も伸びるが、石油は１９９０年でも５０％のシェアを維持する。 

（４）ＯＰＥＣの原油生産量は、１９８０年３,７００万バーレル／日、９０年４,７００万

バーレル／日となる。 

（５）原油の生産量と埋蔵量からいうと、１９８０年代末には石油供給に制約が発生する。 

１９７６年に発表されたＢＰ社の予測でも、ほぼ同様の見通しが展開されていた。 

（１）１９７５～９０年の自由世界のエネルギーＧＮＰ弾性値は、０.８５～０.９である。 

（２）原油価格は実質横ばいで推移する。 

（３）エネルギー需要は１９８５年で、石油換算５６～６４億トン（１億１,２００万～１

億２,８００万バーレル／日）、うち石油は２４～２９億トン（４,８００～５,８００万バー

レル／日）である。 

 このような国際石油会社の見方は、中立を装った代替エネルギー戦略研究グループ（Ｗ

ＡＥＳ）報告38にも中心テーゼとして掲げられ、石油の枯渇、価格上昇の見通しが強く打ち

出された。短期的には、省エネルギーにも代替エネルギーの開発にも大きな期待が寄せら

れないので、エネルギーＧＮＰ弾性値は０.８～１.０前後で推移し、石油需要量も増大せざ

るを得ず、一方で石油資源量が貧しくなってくるので、石油価格も徐々に上昇していくだ

ろうというエネルギー観が、多くの国でエネルギー政策立案の前提として採用された。 
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 １９７９年には、イラン革命に端を発したいわゆる第二次石油危機が発生した。イラン

の石油供給停止、高騰する原油価格を背景として、石油資源の有限性、石油価格上昇の必

然性が、一層強く打ち出されることになった。１９７９年９月、ＢＰ社は「石油危機・・・

再び」39という論文を発表した。そこで、同社政策顧問Ｒ.ベルグレーブは次のように述べて

いた。「われわれは過去数年間にわたり、消費者が石油需要を増大させようとしても、供

給が対応できなくなる時期がやってくると警告してきた。いまやその日がやってきた。自

由世界が、１９７８年以前以上に石油があると信じて行動することは、もはや思慮あるこ

ととはいえない。」同じく１０月、シェル社社長のドブリィンは次のような見解を発表し

た40。すなわち、自由世界の石油生産量は、８０年代は年率２.９％で増大するが、９０年以

降は２０００年まで横ばいで推移し、その後急速に低下していくだろうというものである。

同年１２月に発表されたエクソン社の『エネルギー予測１９８０～２０００』では、中東

石油（アラビアン・ライト）の価格を、７９年１８ドル／バーレル、８５年２５ドル／バ

ーレル（１９７９年価格）、９０年２８ドル／バーレル（同）と予測し、また将来のエネ

ルギーコストは、従来の見通しよりはるかに高くなるだろうとしていた。この予測で注目

されることは、にもかかわらず、１９７８～９０年の期間における先進工業国のエネルギ

ーＧＮＰ弾性値を０.９（ＧＮＰ３.０％、エネルギー２.６％）と高くみていることである。

同社は、その一年後に発表する予測では、実質エネルギーコストの上昇が続くという点は

変えなかったが、需要については大幅に下方修正した。すなわち、先進国のＧＮＰの伸び

では、１９７９～２０００年でおよそ３％／年と据え置かれる一方で、エネルギー需要の

伸び率は１．２％／年に低下するだろうということで、この間のエネルギー・ＧＮＰ弾性

値は０.４と大幅に下方修正された。 

１９８０年代前半には、石油会社の在庫政策が価格の変動を強め、スポット価格は４０

ドル／バーレルを越え、政府販売価格もこれを追う形で引き上げられた。原油価格が、１

００ドル／バーレルに上がるだろうという見通しも、あながち否定できないような状況に

なっていた。しかし、１９７９年以降、いずれの先進工業国においても、ＧＮＰの伸びに

かかわらず、エネルギー・石油の消費量は、前年比で横ばいかマイナスということになり、

ＯＰＥＣは、１９８３年に入ると、遂に基準原油の政府販売価格を引き下げざるを得なく

なってしまった。 

 このような事態の変化を背景に、エネルギー多数世論は、原油価格は将来２～５年間程

度は実質で値下がりするが、その後は横ばいか微増に転じ、一方先進国の石油需要は、将
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来はほとんど伸びず、エネルギー・ＧＮＰ弾性値も、長期的に０.５程度にとどまるだろう

と変化した。新たな伝統的知恵（ニュー・コンベンショナル・ウィズダム）の形成である。 

 多数説の一つの特徴は、遠い将来を予測するに際し、近い過去の経験を重視しすぎるこ

とである。石油危機後１０年にして、石油といえども市場メカニズムに従い、値上がりす

れば需要が低下すること、すなわち石油も長い目でみれば経済原則に従うことを学んだに

もかかわらず、近い過去の石油需要の落ち込みが大きなところから、多数説は１９８０年

代半ばに至り、今度は石油価格が下がっても脱石油構造が定着したので、石油需要は増大

しないという見方をとるようになった。 

 一方、供給側からみても国際石油会社を中心とした保守的な石油の埋蔵量推定値、なか

んずく非ＯＰＥＣ地域に対する小さな値を前提とすれば、自由世界の石油消費量が今後と

も年率２％近くで伸びていくことは不可能ということになり、８０年代半ばにいたり、多

くのメジャーが前述したように石油需要の伸びの停滞、石油価格の２～３年もしくは４～

５年後からの実質的上昇の開始という見方を発表するようになった。ＯＰＥＣや消費国政

府も類似の見方を発表するようになった。 

 将来の不確実性が一層増大しているとみられるのに、何故これほど統一的な見方が出て

くるのだろうか。その大きな要因は、原油の生産・販売に占めるシェアでは、後退を余儀

なくされ、また予測のパフォーマンスも低下したが、国際エネルギー世論の形成という面

においては、国際石油会社が、なお大きな影響力を残していたことに求められるだろう。

国際石油会社にとって代われるほどの情報量、分析能力、宣伝力、権威を有しているとこ

ろが簡単に見つかるわけもなく、やはり国際石油会社の見方を引用することが、一般的に

は最も手っ取り早く、多くの人の合意を得られたからである。 

 

２－４ 「ＯＰＥＣカルテル」の形成と国際石油市場管理レジームの変容 

 第２節（２－２）で述べたように、第二次大戦後も、国際石油カルテルの仕組みは、い

わば商習慣のような形で存続し、世界の石油市場を、管理する時期が続いたが、この仕組

みは１９５０年代に三つの大きな問題に直面した。その内の二つは政治的な事件を背景と

したもので、１９５１－５４年のイランによるアングロイラニアン石油会社（ＢＰ,（英国

石油）のイランにおける石油探査、開発、生産会社）国有化問題と、１９５６年のエジプ

トのナセル大統領によるスエズ運河の国有化をめぐる紛争である。 

 １９５１年、モハマド・モサデグ首相の下で、イランは、アングロイラニアン石油会社
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の資産を国有化し、石油産業の実質的な支配を企てた。世界の石油市場の９８％を支配し

ていた七大国際石油会社・セブンシスターズはイラン石油のボイコットでこれに対抗した。

もしモサデグ政権の企てが成功すれば、ソ連がイランにおける影響力を強め、他の主要産

油国がこの先例を見習う可能性も高かったことから、アメリカは国際石油会社側に立つ調

停の声明を出した。最終的にはモサデグ政府が、ＣＩＡの手で倒され、パーレビ国王が復

位するとともに、アメリカがイギリスと交渉し、ＢＰに加え、アメリカとフランスの石油

会社を参加させる形でイランコンソーシアムという石油会社を設立し、事態が収拾された

41。 

 スエズ運河国有化については、アメリカは機敏な反応を示した。国防動員本部が動き、

海外石油供給委員会に行動計画を策定させた。更に、この計画に基づき、石油業界のメン

バーから構成される緊急中東委員会が設置され、中東石油の輸送停止に伴う石油供給不足

を回避する措置とスケジュールが作成されることになった。この委員会の中心となったの

はアメリカ系の国際石油会社５社であり、これにヨーロッパから、ＢＰ，シェル等がオブ

ザーバーとして参加した。ここでもセブンシスターズが顔をそろえ、石油供給・配送計画

を練ったわけである。ここで作成された計画は、その後勃発したスエズ動乱の際にほぼ予

定通りに実施され、ヨーロッパに対する緊急石油輸送が行われた42。 

 １９５０年代に、国際石油会社が直面した他の一つの試練は、経済的な背景から出てき

たもので、アメリカの石油輸入制限、ソ連原油の進出、中東ならびに中東以外の地域にお

ける原油生産量の増大を背景に世界の原油市場が供給過剰傾向になり、５０年代末に市場

価格が大幅に値下がりしたことであった。このような状況を背景に、ＢＰとガルフ石油会

社は、１９３３年に締結したクウエート原油引き取りに関する基本契約を改定し、相互の

販売地盤を侵さないという販売制限条項を廃止、お互いの市場に進出出来るようにした。

ＯＰＥＣの設立： １９６０年初めには、エクソン石油会社を始めとする国際石油会社は、

産油国の利益取り分を計算するベースとなる公示価格を引き下げた。これに対し、産油国

の利益を守るために中東産油国が団結しようという動きが高まった。原油価格低落による

経済的苦境の中にあったベネズエラのＰ．アルフォンソ石油鉱業大臣がこの動きに同調し、

理論的リーダーとしてＯＰＥＣ（石油輸出国機構）設立に重要な役割を果たした。他の立

役者としては、サウジアラビアのＡ．タリキ(Abdullah H. Tariki)石油大臣、アラブ連盟石油

局長であったイラクのＭ．サルマン(Mohammed Sulman)があげられる43が、これらの人物や、

その他の重要な人物を引き合わせる上で、石油業界紙、ＰＩＷ(Petroleum Intelligence Weekly)
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の編集者、Ｗ．ジャブロンスキー(Wanda Jablonski)の果たした役割も特記される44。Ｗ．リ

ーマン(Wayne Leeman)によれば、「Ａ．タリキを含むアラブ石油当局者中堅どころの行動

エネルギーの根源はアラブナショナリズムの高揚にある。その目標は、独立、統合、社会

改革であり、最終目標は、彼らの否定にもかかわらず、石油産業の国有化となる。45」また、

Ｊ．ハーツホーン(J. Hartshorn)によれば、「アラブ世界の政治家、石油当局者達は、石油を

アラブ世界の統合に寄与する有力な経済的武器であるとして、１９５１年アラブ連盟内に

石油専門家委員会を設置し、連盟各国の専門家を集めた。・・・この委員会には欧米留学

の経験を持つ多数のアラブ石油専門家が加わっているのであるが、彼らの影響力は単に委

員会内部にとどまらず、出身国政府部内にも次第におよんでいくことになる。・・・政府

としても人材不足で、石油会社との折衝に際し、専門家としての彼らを起用せざるを得な

かった。その結果、本来技術専門家である彼らが、漸次法制的経済的諸問題についての理

解度を深め、それに応じて政府部内における発言権を増大するに至り、かつ若年の身を持

って石油関係当局の要職につくことにもなったのである。・・・しかしながら彼らの力の

源泉は封建的社会体制の下で彼らが先天的に享受した身分もしくは階級に由来するもので

はなく、彼らの能力の稀少価値に対する評価によるものであった。その意味で彼らの地位

は不安定な要素を持っているわけで、地位の安定は彼らの能力、換言すれば、石油会社と

の交渉による成果如何にかかっているのである。したがって、彼らは絶えず会社側から政

府にとり従来より一層有利な条件を獲得すべく努力することになり、それがまた同時にア

ラブ民族の経済発展に寄与するという信念にも合致していたわけである。46」私はこの記述

は、アラブ諸国において石油をイッシューとしたエピステミック・コミュニティーのよう

なものが生まれていたことを推測させるものであると考えている。いずれにしても、中東

産油国の揺籃期に国際石油会社と渡り合える人材が育ちつつあり、そのような人々が１９

６０年の国際石油会社の公示価格引き下げに端を発したＯＰＥＣ結成ならびに設立後のＯ

ＰＥＣ運営に大きな力となったと考えられるのである。 

 １９６０年８月、国際石油会社による、事前通告無しの中東原油公示価格の引き下げは、

関係産油国に大きな衝撃を与えた。主要産油国は、同９月１０～１４日、バグダッドで会

議を開き、ＯＰＥＣ(Organization of Petroleum Exporting Countries, 石油輸出国機構）を設立

した。ＯＰＥＣ結成の目的は、結成時の第二決議において、「ＯＰＥＣの基本的な目的は、

メンバー国の石油政策を統一すること、メンバー国及びメンバー国全体の利益を守るため

の最善の手段を決定することである」と唱い、第一決議において、「石油会社に対し、石
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油価格を安定させ、不必要な価格の変動をさせないよう要求する。メンバー国は価格を引

き下げる前の水準に戻すよう努力する。石油会社に対し、新たな状況が発生し、価格を引

き上げる場合には、影響を受けるメンバー国に対し、その事情を十分に説明することを確

約するよう求める。」と当面の具体的な目標を掲げたが、その中味は、控えめなものであ

った47といえる。この段階では、加盟国の生産量を調整したり、独自に価格を設定して、世

界の石油市場をコントロールするところまでは、意識はされていたとしても具体的な目標

としては掲げられていなかった。また、規約、手続きも、実質的なものは、殆どなかった。

結成後、１０年間ほどの主たる成果は公示価格のさらなる引き下げを阻止したこと、利益

配分をする際、利益の対象に含まれていた利権料をあらかじめ産油国の取り分として（利

権料の経費化）認めさせ、残りの分に利益配分率を乗じて産油国の利益を算定させるよう

にした程度にとどまった。石油ビジネスを全て国際石油会社に依存していた産油国として

はやむを得ないことであったといえるだろう。なお、利権料の経費化については、イラク

が反対の立場をとったことにより、ＯＰＥＣとしての決定ではなく、ＯＰＥＣの勧告に基

づき各産油国が個別に石油会社と交渉して獲得することになったものであった。このよう

に、ＯＰＥＣが結成されたものの、１９６０年代は、先に触れたアメリカ多国籍企業委員

会（通称チャーチ委員会）報告にも指摘されているように、なお国際石油会社が世界の石

油市場を管理していた時代であったといえる。 

 事情が変わったのは、１９６９年リビアで革命により、権力を獲得したカダフィ大佐が、

国際石油会社に相談することなく一方的にリビア原油の価格と生産量を決めたことであっ

た。この要求に最初に屈したのはオクシデンタル石油会社であった。まず減産を飲まされ

たオクシデンタル社はエクソン社に、原油を生産コストに近い形で融通してもらえるよう

頼んだが、エクソン社は公示価格での原油供給を申し出ただけでこれを拒否した48。オクシ

デンタル社は、１９７０年９月４日、リビア政府とバーレル当たり３０セントの即時値上

げ、その後５年間で４０セントまで値上げすることに合意した。アメリカ国務省はリビア

原油の値上げが全世界の連鎖値上げを招くことがわかっていながらオクシデンタルの救援

に乗りださなかった49。国務省は、リビアの要求は、品質格差を考慮するならば妥当なもの

であり、石油会社は値上げに応じるべきであるという姿勢を貫いた。また、ヨーロッパは

リビアの石油なしにはやっていけないので、リビア石油のボイコットは成功しないだろう

と見ていた50。国務省の石油担当官、Ｊ．エイキンス(James Akins)は、リビアの当初の４０

セント値上げ要求は妥当なものであり、石油会社に対してもそう主張したと上院公聴会で
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証言している51。彼はリビアの石油値上げが引き金になって雪崩式の値上げが起きるという   

石油会社の主張は幻想であると片づけ、サウジアラビアは値上げに加わらないだろうと予

想した52。石油会社もイランの石油国有化時のように米英政府に援助を要請しなかった。こ

のような事情で、リビア政府のオクシデンタル社への要求に同社が屈服すると、次いでエ

クソン、ＢＰが要求を飲み、これがペルシャ湾岸へ波及することになったわけである。 

リビアにおける国際石油会社の譲歩は、国際石油会社全体の力の後退、ＯＰＥＣ台頭の

引き金となった。リビアにおける一方的な価格、生産量の決定は、中東の産油国に直ちに

波及し、テヘラン協定53、ジュネーブ協定54、リヤド協定55が締結され、公示価格の引き上

げ、産油国の利権への参加と参加比率の引き上げが決められた。このような中で、１９７

３年１０月、第四次中東戦争が勃発すると、アラブ産油国は、イスラエル支持国に対する

石油輸出禁止政策を実施した。この戦略は大成功となり、ＯＰＥＣ産油国は原油価格を、

３～４倍に引き上げ、生産量の決定権も国際石油会社から奪うとともに、原油利権への直

接参加を達成した。その後、参加比率は徐々に引き上げられ、最終的に１００％となり、

国際石油会社は、原油を生産する単なる操業者に後退し、産油国から得るものは操業に対

するサービス料だけとなった。ＯＰＥＣ産油国は自国の資源に対する権利を国際石油会社

の手から奪ったといえる。世界の原油輸出量で圧倒的なシェアを持つＯＰＥＣは、原油価

格の決定、あるいは生産量の調整により、世界の石油市場を管理するようになった。 

 国際石油市場管理レジームの変容： 表面的には国際石油会社が築いた国際石油市場管

理レジームが崩壊し、ＯＰＥＣカルテルによって新たなレジームが誕生したようにも見え

る。しかし、その後のＯＰＥＣの行動を見てみると、レジームメンバーが替わったこと、

そのことによる制約が加わったこと等によって、ルール、手続きは変更されたが、国際石

油市場管理レジームとしての原理は本質的に変わっておらず、レジームの変容であるとい

う見方が出来る。以下この点について論じることにする。  

 まず何が変わったのかを見ることにしよう。 

 第一は、石油危機を契機に、ＯＰＥＣ産油国における石油管理権すなわち、原油の生産

量、価格の決定権が国際石油会社からＯＰＥＣ産油国政府へ移転したことである。 

 第二は、そのために、以下のような国際石油市場管理レジームとしての弱点がもたらさ

れたことである56。第一は、ＯＰＥＣが主権国家間のカルテルであるために、協定違反があ

っても制裁措置をとれなくなったこと、第二は、加盟国間の間に資源条件や経済構造の面

で大きな格差があるために共通した政策を取ることが難しくなったこと、第三は、主要加
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盟国が湾岸産油国に集中いているために、ＯＰＥＣの石油政策が中東地域の政治情勢やア

メリカの中東政策などによって大きな影響を受けることになったことである。また、この

他にも、サウジアラビアが、生産量を変動させる必要がある場合、調整生産者（スイング

プロデューサー）の役割をつとめてきたが、それにも限界があり、ＯＰＥＣには、国際石

油カルテルにおけるビッグ・スリーのような決定的なプレーヤーが存在しないという弱点

がある。国際石油カルテルは秘密に運営されてきたが、ＯＰＥＣの運営は基本的にオープ

ンとなっていることもカルテルとしての弱点と見ることも出来るだろう。岩崎徹也は、更

に、「（国際石油カルテルメンバーが行っていたように、）民間の独占組織においては、

株式の持ち合い、合弁企業の設立、中立的金融機関の介在など資本関係を通じた利害の共

通化を行いやすいが、ＯＰＥＣの場合、国家主権が邪魔をしてこのような利益の共通化が

極めて難しい57」という弱点を指摘している。 

 第三の変化した点は、レジームとしてみた場合のルール、手続きが国際石油カルテルの

ように詳細に決められておらず、違反に対する調整、ペナルティー等も規定されていない

ことである。ルール、手続きについてＯＰＥＣ創設協定（１９６２年１１月６日）で決め

たことは極めて事務的なことだけであり、実質的なルール、手続きはその都度、最高意思

決定機関である総会において、原則全会一致で決定される仕組みになっている。総会の主

要な決定事項は、①ＯＰＥＣの政策、実施方法、及び手段の決定、②加盟申請の認可、③

理事会に対する報告、勧告の作成の支持、それに基づいて提出された報告、勧告の審議、

④予算・決算の承認、⑤総会議長、事務局長、理事長などの任命、⑥規約改正である。 

 ＯＰＥＣカルテルにとって、最も重要なことは、他のカルテル同様、価格と、全体なら

びにメンバー別の供給量を決めることである。価格については、長期戦略委員会の世界の

需給見通しをベースにした勧告をもとに議論され、決定されたが例えば１９７９、８０年

のいわゆる第二次石油危機に際しては、総会決定の価格に多くのメンバーが独自の名目を

付けた上乗せを行ったことがあった。供給量については、まず全体については前記の世界

の需給見通しがベースとされ、次いでメンバー別の振り分けには、各メンバーの埋蔵量、

直近の生産量に加えて人口、 財政的必要性等の要因が考慮されて計算された。 

 以上、国際石油カルテルからＯＰＥＣカルテルになって変化したところを述べたが、次

に変わらなかったところは何かを見ることにする。 

 まず、レジームにとって最も重要な原理であるが、国際石油カルテルの原理である「世

界の需要の伸びに対し、リーズナブルな価格で安定的に、すなわち、過当競争と無駄を排
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し、将来の投資を保証するような価格で石油を供給する」という原理は、以下に見るよう

にＯＰＥＣカルテルにも基本的に引き継がれていたと判断される。リーズナブルな価格と

いうのは、国際石油カルテルの場合には、石油会社にとって将来の投資を保証する価格で

あったが、ＯＰＥＣカルテルにとっても、時により、国により表現の違いはあったにして

もこの点は、同じであった。すなわち確かに、産油国の石油資源は産油国のものであり、

産油国が生産量、価格を決定し、産油国の発展に寄与するように石油資源を生産してゆく

という新たな原理が加わり、このために、資源の乏しい産油国は石油を出来るだけ温存し、

高い価格で供給するという政策を選好し、資源の豊富な産油国、とりわけサウジアラビア

は低廉な価格で石油代替エネルギーの開発を抑制し、石油時代を長びかせるという政策を

選好した。このことは、ＯＰＥＣの団結を乱す一つの要因となったが、いずれの国にとっ

ても、他のメンバーの意向と全く独立に意思決定をし続けることは、ＯＰＥＣ全体ならび

に自国にとってもマイナスであることを認識し、その時その時の状況の中で、ＯＰＥＣ全

体にとって、将来の石油の生産を保証する価格、生産量を探り、妥協してきている。また、

第二次石油危機に際し、原油価格に関して、極めて強気の見方が出来る時には石油に代替

しうるエネルギーの価格に、漸次引き上げるという目標も掲げられたが、これもその価格

であれば石油の競争力があるわけで、再投資のための収入が見込めるという意味でリーズ

ナブルな目標価格が掲げられたといえるであろう。このような目標を達成するために、過

当競争を避けることは、ＯＰＥＣにとっても当然のことである。無駄を排するということ

は、国際石油カルテルの場合、先に見たように特別な意味を持っていた。国際石油カルテ

ルから、OPEC カルテルに変わって、原理の中で変更があったとすればこの無駄を省くとい

うことの意味合いであろう。しかし、以上見てきたように、全体としてみれば基本的に原

理は引き継がれたと判断される。 

 次に規範という点を見ると、原理を実現するための最も重要な規範は原油価格とその体

系、あるいは加盟国の生産量を決定し、それをメンバーに遵守させることであるがこれは

ＯＰＥＣカルテルも国際石油カルテルも同じである。確かに国際カルテルのように、きめ

細かな調整の方法、違反をした場合の規定は存在せず、カルテルとしての弱さは否定し得

ないが、精神としては、同じものを求めている。また、国際石油カルテルの場合には、加

盟メンバーの市場シェアーを維持するという規範が存在したが、これはＯＰＥＣカルテル

の場合には、与えられた条件の中で各加盟国の経済的発展に最も貢献する形で石油資源を

利用するという形に置き換えられていると解釈出来る。その意味では厳密な加盟国別の市
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場シェアーの維持を目的とするものではないが、与えられた条件は急激に変わるものでは

なく、現実に加盟国の生産割当量の変化は、政治的要因等によってあるメンバーの生産量

が激減したような場合を除きマージナルであった。 

 次に、ルール、手続きについてみると、先に指摘したように、ＯＰＥＣの場合、総会に

おいてその都度決定してきているが、国際石油カルテルのように厳密、厳格なものは規定

しておらず、違反した場合の調整、罰則規定も存在しない。 

 このように見てくると、国際石油カルテルからＯＰＥＣカルテルに代わっても、Ｖ．ア

ガルワル58のいうルールと手続きというレジームの点では変わったが、原理と規範というメ

タレジームの点は変わっておらず、この点から、Ｓ．クラズナーの理論59に基づき、私は、

国際石油市場管理レジームが、「国際石油カルテル」から「ＯＰＥＣカルテル」に変容し

たと考える。国際石油カルテルは原理、規範、ルール、手続きが厳格に決められたハード

なレジームであるが、ＯＰＥＣカルテルの場合は、ルール、手続き面が厳格でなくソフト

なレジームであるといえるだろう60。また、このレジームの変容は、第４次中東戦争を契機

としており、Ｏ．ヤングの指摘する基盤となっている力の構造の変化によってレジームの

変容がもたらされるという事例に当てはまると考える61。次に、ＯＰＥＣカルテルの国際石

油市場管理レジームとしての有効性という点を考えると、「その後の歴史が示すように、

メジャーに代わってＯＰＥＣがカルテルとして、原油価格の新たな管理者としての役割を

担うようになって以降、１９７９から８０年の第二次石油ショックの際の価格急騰や、８

６年の価格暴落など、原油価格は激しい変動を繰り返すようになった。62」（表２－２参照）

ということで、国際石油カルテルに比べレジームの機能は低下したといえる。先にあげた

ようなメンバーの変化によるカルテルとしての弱点がもたらされたために、国際石油カル

テルのように円滑な生産調整、価格決定が行われなくなったのはやむを得なかったといえ

るだろう。 

 このようにＯＰＥＣカルテルは、国際石油カルテルに比べ弱点を多く持っているが、指

標となる価格を決めたり、ＯＰＥＣ全体としての生産量、国別割当を作成してきており、

国際石油市場の安定化に貢献してきたことも事実である。この点については、Ｓ．ガレン

(S. G. Gulen)、Ｒ．カウフマン(Robert Kaufman)等63の計量経済学手法による分析によって

も明らかにされている。 
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for OPEC's pricing and output decisions" The Energy Journal 16(3) 1995 p.1-38. 
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第３章 石油危機と世界のエネルギー世論の変化 

 

 第１章で述べたように、１９７３年の石油危機を契機としてそれまでと異なったエネル

ギーに対する見方が有力になってきた。すなわち、石油資源の有限性を強調する見方、石

油価格について経済理論に基づいた解釈をしようとする見方、環境を重視する見方である。

本章では、どのような人々が、このようなエネルギー観を主張し、一般の人々がそのよう

な新しいエネルギー観をどのように受け入れていったかを見ることにする。 

 

３－１ 石油資源枯渇説の登場 

 枯渇説と非枯渇説：化石エネルギー資源の枯渇説は目新しい物ではなく、古くから折り

にふれ唱えられてきた。有名なものとしては、１９世紀後半に、経済学者のＷ・ジェヴォ

ンス（William Jevons）が,『石炭問題』1のなかで石炭資源枯渇の危機を叫んでいたことがあ

げられる。ジェヴォンスは、当時の石炭消費の伸びを続けると、早晩、石炭資源が極めて

乏しくなるとともに石炭価格が高騰し、その結果、イギリスの産業革命はストップするだ

ろうと述べていた。化石資源ではないが、T・マルサス(Thomas Malthus)が『人口論』2のな

かで、農地面積の有限性から人口の幾何級数的増加が不可能であることを指摘したことが、

同様の脈絡のなかで思い起こされる。 

 その後の経過をみると、資源、農地には確かに物理的限界が存在するが、そのことが経

済活動の拡大を抑制する要素となったことはなく、利用可能な資源量、農地の増大、技術

進歩による利用度拡大の可能性を、軽視もしくは放棄することには問題があるということ

が、教訓として残された。 

 世界の石油産業の歴史は、石油供給過剰の歴史であり、如何に市場を管理し、価格崩落

を防ぐかの歴史であったという見方も根強い。１９６０年代に石炭の地位が低下したのは、

石炭資源が乏しくなったからではなく、石炭が石油に経済的に競争できなくなったからで

あり、７０年代に見直されたのは石油価格高騰で、石炭の経済性が改善されたからであっ

て、突然、石炭資源量が増大したからではなかった。 

 石油危機後の世界のエネルギー世論の重要なポイントの一つは、石油が有限かつ希少な

資源だという点を強調することであった。このため、石油価格の高騰が不可避だというわ

けであるが、この点についても、根強い反論が出されていた。 
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 一つは、ハーバード大学経済学部教授 H・ハウタッカー(Hendrick Houthakker)に代表され

るエコノミストから出されたもので、資源の枯渇は、経済的意味ではあり得ず、天然資源

といえども供給が不足気味になれば価格が上昇し、余剰気味になれば価格が下落するだけ

だというものである。彼は物理的にみて、石炭、石油、ガスのような化石エネルギー資源

が有限だということには議論の余地がないが、これを経済財としてとらえ、経済的な分析

によっても、これらの資源が枯渇するという結論を出す人は、間違った経済分析をしてい

るのだと述べていた3。 

 多数説に対する他の有力な反論は、究極可採埋蔵量が、通常いわれている２兆バーレル

よりはるかに大きいとするものである。代表的な論者は、Ｐ・オーデル(Peter Odell)エラス

ムス大学経済学部教授で、彼は、国際石油会社の究極可採埋蔵量の推定値は間違いではな

いかも知れないが、制約があり、特に中東、アメリカ以外の地域の埋蔵量の推定値が極め

て小さいこと、国際石油会社以外の推定者、推定機関の推定値の大きさ、今後の探査技術

の進歩、これまでの推定値の推移等を考慮すると、世界の究極可採埋蔵量は２兆バーレル

ではなく、５兆バーレル以上と判断できると主張している4。  

 石油危機をきっかけとして、エネルギー政策議論が盛んになったが、重要な前提条件が

十分に検討されないままに議論が進められていたという面があり、原油の埋蔵量は、その

ような吟味がされることの少なかった前提条件のなかで、最も重要なものの一つであった。 

 石油危機後、国際石油会社の情報源としての権威も低下したが、多くの人々は、なお彼

らの発表する究極可採埋蔵量２兆バーレルという数値を議論の大前提においている。これ

は正しいのだろうか。 

 ここでは、まず、石油の埋蔵量についてどのような推定値が、どのような機関によって

発表されてきたか、多数説と異なる推定値にはどのようなものがあり、それがどのような

根拠に基づいているのか、そのような少数説が、何故一般的に強い関心をもたれなかった

のかという論点を取り上げる。 

 第二に、この点に関連して、世界の生産量・確認埋蔵量比率（いわゆるＲ／Ｐ比）が長

い間、３０年前後で推移しているが、これをどう解釈したらよいのかという点を取り上げ、

最後に第三の論点として、石油危機の経験を通じて、石油需要の価格弾力性が意外に高い

ことが認識されるようになったが、これから石油供給の価格弾力性も意外に大きなことが

認識されるようになるのではないか、という点を取り上げることにする。 

 

 57



３－１－１ 究極可採埋蔵量推定値の推移について 

 メジャーの圧倒的な情報力と根強い異論： 表３－１は、原油埋蔵量の推定で権威があ

るとされている機関、研究者が発表した究極可採埋蔵量推定値を発表年次順に示したもの

である。この推定値の経年変化は『オイル・アンド・ガスジャーナル』5 誌と『ワールド・

オイル』6誌が毎年発表する確認埋蔵量の最新の値と並んでよく引用されるものである。 

 世界の究極可採埋蔵量は、１９４０年代のはじめには、わずかにおよそ５,０００億バー

レル、５０年代初めでも約１兆バーレルと推定されていたにすぎない。ちなみに『オイル・

アンド・ガスジャーナル』誌によれば、１９８５年末では、確認埋蔵量ですら約７,０００

億バーレルと推定されている。１９４０年代初めにおいては、究極可採埋蔵量が今日の確

認埋蔵量相当分にも達していないとされ、特に疑義もさしはさまれなかったのである。表

３－１にみられるように、究極可採埋蔵量の値は、その後、年を追うごとに増大していっ

たが、今日では、およそ２兆バーレルが定説となっている。 

 表３－１を見ると、戦後の、エネルギー世論の拠りどころとなった石油埋蔵量の推定値

は、かなり少数の人、もしくはグループによって提供されていたことが分かる。スタンダ

ード（ニュージャージー）社の地質専門家で、後に独立したＬ．ウィークス、米国立科学

アカデミーのＫ．ハバート、モービル社のＪ．Ｄ．ムーディー、ＢＰ社のＨ．Ｒ．ワーマ

ンといったところが、石油埋蔵量推計の御三家もしくは御四家といったところである。メ

ジャーと呼ばれる国際石油会社もしくは米国科学アカデミーというわけであるが、１９７

２年のウィークスの、３兆７,０００億バーレルという大きな数値を例外として、彼らの埋

蔵量推定値は、そのときどきでかなり似かよったものであり、世界のエネルギー世論の基

礎として引用されてきた。 

 しかし、この表を更によく見ると、これらの人々、グループの数値とは大きく異なった

数値が出されていることに気がつく。１９７７年にフランス石油研究所が、世界エネルギ

ー会議の委託で世界の著名な石油埋蔵量推定者、機関に対して行ったアンケートの調査結

果をみると、約４兆バーレルという解答が４つ寄せられている。これは、表３－１では１

９７７年の Delphi Survey,WEC(Istanbul)の欄に示されているもので、この調査が WEC（世

界エネルギー会議）イスタンブール会議のために行われたために、この表ではこのように

示されている。 

 フランス石油研究所の行ったアンケート調査の結果を、さらに詳しく示したものが表３

－２である。解答者２８人の内訳は示されていないが、国際石油会社もしくはその他の大 
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石油会社の人が多数を占め、これらの人たちによって２兆バーレル近辺の平均的数値が提

供されたとみられる。ソ連の地質調査所は、１９７７年に４～６兆バーレルという数値を

出しており、このアンケートの２８番目の４～７兆バーレルという数値は、ソ連地質調査

所のものではないかと推定される。何故このように異なった推定値が出てくるのだろうか。 

 第一に、深海洋、極地などの非在来地域における推定値の違いがあげられる。すなわち、

解答者のうち非国際石油会社系の推定者が、これらの地域に大量の石油が存在し、これら

の地域から大量の石油が究極的に生産されるだろうとみているのに対し、国際石油会社系

の推定者は、ゼロもしくは非常に小さいと見ている。 

 第二に、在来地域についても国際石油会社の推定値はラテンアメリカ、アフリカ、東南

アジア地域について非常に小さいことが、この表からも読みとれるが、このことは、別の

調査によっても示されている。これは、石油業界筋すなわち国際石油会社の推定値とアメ

リカ地質研究所のＢ・グロスリング、ならびにソ連の地質調査所の推定値を、これらの地

域について比較したものであるが、これによると、ラテンアメリカ地域の究極可採埋蔵量

を、国際石油会社では１５０～２３０億バーレルとしか見ていないのに対し、グロスリン

グは、その３～４倍の４９０～１２２５億バーレル、ソ連の地質調査所も６２０億バーレ

ルと推定している。アフリカ地域の埋蔵量の推定値については、この差は一層広がり、東

南アジア地域の推定値についても同様に大きな差がある7。 

 従来から、ソ連の発表する石油埋蔵量の推定値は、通常いわれている値よりはるかに大

きなことが指摘されていたが、これは定義の違いに基づくもので比較できないと、西側世

界ではほとんど無視されてきた。 

 この点に関連して、Ｐ・オーデルは、１９８３年ソ連科学研究所が発表した石油埋蔵量

の推定結果は非常に詳細にわたっており、アメリカ地質調査所（ＵＳＧＳ）の調査結果と

比較できるようになったとし、非共産圏の石油埋蔵量について表３－３のような興味深い

比較表をまとめている8。すなわち彼は、アメリカ地質研究所の究極可採埋蔵量の確率によ

る分類は、生産コスト要因に関連させていると判断されるので、それらの数値は、ソ連科

学研究所のコスト別に推定されている資源入手量の範囲と比較し得るとし、以下のような

考察を行っている。 

 まず第一に、アメリカ地質研究所の推定値の方が大きいのは、北米とヨーロッパの最低

コスト石油資源量（１バーレルあたり６ドル以下で生産される石油）だけである、その他

の地域、カテゴリーの推定値は、すべてソ連の推定値が大きくなっている。 
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表３－３ 非共産圏世界における原油の究極可採埋蔵量に関する 

アメリカ地質研究所とソ連科学研究所の推定値の比較 

（単位：１０億バーレル） 

ｱﾒﾘｶ地質研究所（USGS）

確率による推定 

ソ連科学研究所生産コスト別

推定 

ソ連科学研究所推定値

対USGS推定値の比率 

 

(A) 

95% 

(B) 

中位 

(C) 

5% 

(D) 

6 ﾄﾞﾙ/ﾊﾞｰ

ﾚﾙ以下 

(E) 

11 ﾄﾞﾙ/ﾊﾞ

ｰﾚﾙ以下 

(F) (D/A) (E/B) (F/C) 

北アメリカ 

ラテンアメリカ 

西ヨーロッパ 

アフリカ 

中東 

アジア・大洋州 

226 

170 

45 

117 

670 

54 

292 

208 

49 

136 

726 

59 

347 

372 

74 

198 

947 

124 

250 

248 

33 

171 

706 

104 

348 

354 

74 

258 

1027 

143 

732 

633 

104 

429 

1266 

301 

0.94 

1.46 

0.73 

1.46 

1.05 

1.92 

1.19 

1.70 

1.50 

1.89 

1.42 

2.41 

2.05 

1.59 

1.41 

2.17 

1.34 

2.42 

合計 1,072 1,410 2,072 1,512 2,204 3,465 1.41 1.56 1.67 

出所：Ｐ．オーデル「東西で大きく相異する推定量」『ペトロリアム・エコノミスト』1985 年 9 月号、石

油評論社、ここの原表ではトン表示になっているものを、この表ではバーレル表示に直している。 

 

 第二に、１１ドル／バーレル以下で生産されるとみられる石油埋蔵量についてみると、

アメリカ地質研究所の推定値は、非共産圏全体で１兆４０００億バーレルとなっているの

に対し、ソ連の見通しでは、２兆２０００億バーレルと１.６倍となっている。地域別にみ

ると、量的には中東、比率的にはラテンアメリカ、アフリカ、アジア太洋州の値で、ソ連

の推定値が、アメリカの推定値を大きく上回っている。国際エネルギー世論をリードして

きたのは、国際石油会社の推定値であったが、以上みてきたように、数は少ないが、それ

以外のところが発表している推定値と比べると、国際石油会社の推定値はかなり小さいこ

とが分かる。何故国際石油会社の推定値は小さめに出てくるのだろうか。P・オーデルはこ

の点について、次のような理由が考えられるとしている9。 

 第一は、国際石油会社の私企業という制約からくる経営上の配慮に由来するバイアスで

ある。石油会社にとって、あるいは他の業種の企業にもあてはまるとみられるが、経営上
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最も重要な要素について確固たる展望を持つ必要のある期間は１０年間程度が適当であ

り、そのような観点からみると、次節で触れるように、石油会社にとっては、常に１５年

程度の埋蔵量が確保されていれば悪くないという事情がある。 

 第二に、国際石油会社は植民地主義の先兵とみられ、特に中南米諸国において排斥され

た歴史があるという点である。当然のことながら、このような地域における国際石油会社

の石油探査活動は不活発であり、先に指摘したように、この地域における国際石油会社の

発表する確認埋蔵量の推定値は非常に小さく、他の地域に比べ、その他の推定機関の発表

しているものとの差が著しく大きい。中南米のほかに、アフリカ、東アジアでもこのよう

な傾向がうかがえることも、先に触れた通りである。 

 石油危機後は、国際石油会社もＯＰＥＣ地域での石油に対する支配力を失った結果、Ｏ

ＰＥＣ以外の地域、特に中東以外の地域における石油の探査活動に力を入れるようになっ

たが、少なくともそれまでは、中東で十分な石油の埋蔵量を確保していたために、その他

の地域における探査活動へのインセンティブが小さかったという点が、中東以外の地域の

埋蔵量の推定値が小さめに出てくる第三の理由としてあげられている。 

 このようにみてくると、国際石油会社の公表する推定値には、国際石油会社としての限

界がある推定値だということを、念頭においてみる必要があるということになるだろう。 

 一部の人たちは、このような観点から、国際石油会社の発表する埋蔵量の推定値に疑問

を投げかけてきたが、一般的にはなお国際石油会社の推定値である２兆バーレルという値

が利用されている。確かに、現在でも原油埋蔵量を世界的な規模で推定し、石油の生産コ

ストを推定できるところといえば、情報量、技術的ノウハウからみてまず国際石油会社が

浮かんでくる。アメリカ地質研究所、ソ連の科学研究所あたりが限られた分野で、国際石

油会社に匹敵もしくは越えているところがあるのかも知れないが、信頼性、知名度、推定

値の発表頻度といった点で、まだ彼らに太刀打ちできない。 

 また国際石油会社の過小評価傾向のある推定値は、石油代替エネルギー開発、省エネル

ギー、緊急時対策といったエネルギー政策の推進に都合のよい前提であった。このような

状況のもとで、国際石油会社の見方が、世界のエネルギー世論の基礎となってきたことは

やむを得なかったといえるかも知れない。 

 しかし、国際石油会社の推定値には、これまでにみてきたような問題点があり、傾向的

にみれば国際石油会社は、この数値を上方修正し続けてきていること、石油の探査開発技

術の進歩が現時点で止まってしまったとは考えられないこと、石油危機後、従来石油が存
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在しないと思われていたようなところでも、石油が発見されていること、石油供給者は石

油の価格をつり上げようとしているが、政治的軍事的事件の発生もしくはその高い可能性

がないと大幅にあげることはできず、石油危機後も潜在的供給圧力の前に思うように価格

を上げられないことなどを考え合わせると、究極可採埋蔵量は、５兆バーレル以上と判断

できるとするＰ・オーデルの見方は、それなりに説得力を持っていると評価出来る。 

 

３－１－２ 生産量・埋蔵量比率の推移について 

 何故３０年なのか： 石油は長い間、およそ３０年で枯渇するといわれてきたが、いわ

ゆる生産量・埋蔵量比率の推移をみると、長い間、大体３０年前後で推移してきている。

この調子でいけば、あと３０年経っても、この値が３０年前後で、さらに３０年は大丈夫

ということになるようにも思われるが、何故この比率がほぼ３０ということで推移してき

たのだろうか。この点については、以下の、Ｐ・オーデルによる、主として石油会社の経

営上の理由から見た説明が説得的である10。 

 まず、石油会社あるいは他の業種の会社にとってもあてはまるとみられるが、経営上、

最も重要な要素について、確固たる展望を持つ必要のある期間は、１０年間程度が一般的

である。このような経営上の観点からみた場合、石油会社にとって最も重要な要素である

確認埋蔵量を何年分確保している必要があるだろうか。石油会社にとって適正な生産量・

埋蔵量比率は、埋蔵量の規模、技術的見地からの適正生産規模、予想される需要の伸び率

等の要素に依存するが、最も重要なものは、予想される需要の伸び率である。もし、需要

量が将来横ばいで、伸びないということであれば、経営上の配慮からは、常に１０年分の

生産量・埋蔵量比率を持っていればよいということになる。仮に、年率３％で伸びるとい

うことになっても、１０.５年分の埋蔵量を保有していれば、１０年間は維持できるという

ことになる。年率７％という高い需要量の伸び率を想定しても、１４年分の埋蔵量を保有

していれば、１０年間はやっていける。仮に、手堅い経営政策をとって１５年先の将来に

備えることにしても、生産量・埋蔵量比率は、たかだか１５～２０年分あればよいという

ことになる。それ以上を保有することは、消費者には供給に対する安心感、生産者には早

く生産してしまおうという圧力を増大させるために、石油価格を下げる要因となり、石油

会社にとっては好ましくないことになる。アメリカの生産量・埋蔵量比率は、長い間、８

～１０年程度で推移しているが、これは石油会社にとって必ずしも好ましくない状況では

なかったといえるであろう。むしろ、常に８～１０年程度の値を維持できるという確信が
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あって、そのような状態が続いていたとすれば、理想的な状態であったといえよう。世界

全体でも、世界が政治的に安定し、石油資源が偏在していなければ、生産量・埋蔵量比率

は３０年でなく１０～１５年程度の方が石油会社にとっては好ましいということになるだ

ろう。この比率が５０年以上とか、あるいはサウジアラビアのように１００年以上という

のは、まったく無意味であり、そのように大量に発見してしまったのは、むしろ石油会社

にとってはミステイクだったということになるだろう。 

 １９５０年代の末から６０年代の初頭にかけて、サウジアラビア、イランの二大産油国

で次々と大油田が発見されるとともに、さらにアルジェリア、ナイジェリア、リビア、ア

ブダビでも大油田が発見され、新興大産油国が誕生したが、このような新油田の発見、新

興産油国の誕生は国際石油会社にとって頭痛の種となった。 

 エクソン社のＨ．ペイジ(Howard Page)副社長は、かつてオマーンから戻ったばかりの地

質専門家から「あそこには、埋蔵量１００億バーレルの油田があることは間違いないと思

う」と告げられたことがあり、これに対して彼は「そうか、それならその油田は眠らせた

ままにしておこう。それで問題は解決だ。もし生産しないことが分かっているのなら、な

にがしかの金をかけてもかまわない。だが生産するのなら金は一銭も出さない。もしそう

すれば、アラムコの利権を失いかねないからだ」11と答えたという。 

 

３－１－３ 増大した非ＯＰＥＣの原油確認埋蔵量 

 長期的には高い石油供給の価格弾力性： ここで、石油危機を通じてよく引用されたこ

とは、エクソン社が、１９６０年代においては、年々追加される確認埋蔵量の方が消費量

よりも大きかったために、確認埋蔵量がネットでも追加され問題がなかったが、７０年代

に入ると、この関係が逆になり、急速に確認埋蔵量が費消されており、このような事情が

その後も続くとみられるので、事態は深刻だという発表である12。ところが、この数値をＯ

ＰＥＣと非ＯＰＥＣとに分けてみると、ＯＰＥＣの場合には、確かに１９７０年代に入る

と、確認埋蔵量の追加がないのであるが、非ＯＰＥＣの場合には、かなりの追加があり、

特に８０年代に入ると事情は飛躍的に好転している。ＯＰＥＣの場合は、７０年代以降確

認埋蔵量の追加が小さくなったのは、一つには、すでにこれら諸国は十分な埋蔵量を発見

済みであったことがあげられるし、また他の理由としては、石油会社が政治的・経済的リ

スクの大きな同地域における探査開発を回避したことがあげられる。 

 石油危機のおかげで、非ＯＰＥＣ、非中東地域、アメリカ非４８州地域の探査開発が進
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んだことは、世界全体の石油価格の安定化に大いに貢献することになった。もちろん、現

在でも探査開発投資を行えば、最も効率の高いのはなお中東地域であること、また世界的

にみて、なかんずく非ＯＰＥＣ地域では、巨大油田を発見する可能性が小さいことを理由

に、石油価格高騰の必然性を説く議論が、継続されるだろうが非ＯＰＥＣの中小油田の開

発は、かなり石油価格に弾力的であり、ＯＰＥＣを中心とする既存大産油国のカルテルに

よる価格決定、生産調整は執拗な挑戦にさらされるだろう。 

 現在でも探査開発投資を行えば、最も効率の高いのは中東地域であるという点に関連し

ていえば、１９８７年、イラン、イラク、ＵＡＥが、確認埋蔵量を一挙に１００～２００％

も引き上げた結果、世界の原油のＲ／Ｐ比を１０年も引き上げたことが想起される。これ

はＯＰＥＣ内の生産割当てを有利にするために,ＯＰＥＣ諸国が行ったもので、原油の確認

埋蔵量の数値は、一層信用のおけないものになったという評価が出てきたが、私は、中東

における埋蔵量が通常いわれているよりはるかに大きなものであることを示す一つの徴候

とみてもよいのではないかと考えている。サウジアラビアの内陸部にも大油田があるとい

う情報も流されている。 

 石油危機のあと、石油需要の価格弾力性は小さく、石油価格が上がっても石油需要の伸

びは簡単には止まらず、一方、石油の探査開発は長い時間と巨額の資金が必要とされるの

で、石油価格があがっても石油供給は簡単には増大しないということで危機感が増幅され

た。しかし、石油危機後の経過を見ると、石油価格の高騰で石油需要が予想外に低落し、

１０年くらいの長期で見ると、石油需要の価格弾力性は意外に大きいのではないかといわ

れるようになった。供給面においては、非ＯＰＥＣの石油供給量が大幅に増大した。石油

供給の価格弾力性については、カルテル的に支配されているＯＰＥＣ石油よりは、価格に

敏感な非ＯＰＥＣ石油の生産量と価格の関係を見るべきであると考えると、石油供給の価

格弾力性も、長期的には意外と高いと考えられるようになった。実際、非ＯＰＥＣの石油

生産量と石油価格を相関させて、供給の価格弾力性を推計すると、0.2～0.3 という比較的高

い値が得られた13。 

 

３－２ イデオロギーとして利用された資源枯渇説 

 １９６０年代を通じて安定していた原油価格は、７３年から７４年にかけて４倍にはね

上がり、さらに７９年から８０年にかけて２.５倍に高騰した。その後、多くの人々にその

まま上がり続けるかとみられていたところ、８３年３月にいたって、ＯＰＥＣは原油価格
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を大幅に引き下げざるを得なくなった。８６年に入ると原油価格は１バーレル当たり１０

ドルを割り込むケースも出てきた。その後、１５ドル程度に戻り、１９９０年にはイラク

のクウェート侵攻で一時的に３０ドルを超えて急騰したが、短時日で低落し、事態が収拾

されると再び１５ドル程度に落ちついてきた。 

  第一次石油危機をきっかけとして、原油価格の変動、将来展望に関して種々の考え方が

発表され、経済学者による分析も活発に行われるようになった。石油危機後の大幅な原油

価格の変動と、さまざまな原油価格理論を振り返ってみると、あらためて次のような素朴

な疑問がわいてくる。 

１）過去１００年間ほどの原油価格の推移（表２－２参照）をみると、必ずしも長期的、

趨勢的に上昇してきたとはいえないが、第一次石油危機、第二次石油危機後の数年間、さ

らに今日においても、何故、一般的に原油価格は上がり続けると考えられているのだろう

か。長期的に原油価格が上昇していくという議論はどのような論理に基づいており、その

論理は正しいのだろうか。 

２）第一次石油危機後ならびに第二次石油危機後の高騰した原油価格は早晩、低落せざる

を得ないと、早い時期に予測した分析も数多いが、それらの分析はどのような論理に基づ

いていたのだろうか。また若干のタイムラグはあったものの、これらの見通しは、現実の

ものとなった。何故、原油価格低落の議論は一般的に受け入れられなかったのだろうか。 

３）何故、原油価格は短期間の間に４倍になったり、２.５倍に上がったかと思うと、２分

の１やら３分の１に下落するのだろうか。このような動きを予測できる理論、モデルはあ

るのだろうか。 

４）原油価格は、経済論理以上に政治的、軍事的あるいは宗教的要因に左右されるように

みえるときがある。経済的要因とそれ以外の要因の関係をどのように考えたらよいのだろ

うか。 

 

３－２－１ 原油価格趨勢的上昇の論理 

 有限資源の価格論： 石油資源は長期的にみれば枯渇していくので、石油価格も趨勢的

に上昇せざるを得ないというのは、もっともなように聞こえる。国際石油会社は石油危機

前後から石油資源が有限であること、石油需要の価格弾力性が小さいこと、代替エネルギ

ー開発のリードタイムが非常に長く、コストも高いことを根拠として石油価格高騰論を唱

えはじめた。この見方は、消費国における省エネルギー政策、代替エネルギー開発政策の
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遂行に好都合であったし、産油国にとってもプラスであった。 

 このような状況を背景に、原油価格の趨勢的上昇を説明する理論として、まずＨ・ホテ

リング(Harold Hotelling)の有限資源の価格論がもてはやされるようになった14。この理論は、

１９３１年に発表されたものであるが、石油危機を契機に５０年ほど経って見直されたわ

けである。彼は、有限な資源の保有者が、それを採掘しつくすときまでの累積利益の現在

価値を最大化するような採掘パターンを求め、次のような結論を導いた。すなわち、 

①有限資源は生産するにつれて稀少になり、生産コストが上昇する。 

②したがって、有限資源の価格は、インフレ率と同じかそれ以上の率で上昇していかなけ

れば、生産者にとって経済的魅力がなく、地中に温存しておいた方がよいことになる。 

 これを分かりやすくいえば次のようになる。いま、１バーレルの石油を持っている人に

は、その石油をいま売ってその代金を銀行に預け、一年後に利子とともにその金を引き出

すか、一年後に石油を売って、現金に換えるかという２つの選択がある。そして、この２

つが等価になるためには、石油価格が利子率分だけ上昇しなくてはならないということで

ある。この理論では、ある有限資源の価格が上がってくれば、競争財が現れて価格上昇が

抑制されるのではないかという分析が欠けていると指摘されるだろう。 

 Ｗ・ノルドハウス(William D. Nordhaus)は、この点を説明するためにバックストップテク

ノロジーという概念を導入した15。彼によれば、ある一定の時期までは量的には制約がある

が、採掘（生産）コストの安いエネルギー源（たとえば石油）が供給の中心を占めている

が、その間に、その他のエネルギー源も開発され、その一定の時期以降は、これらの量的

に制約があまりないが、生産コストの高いエネルギー源（高速増殖炉、ソーラーなど）が

供給の中心を占めるようになる。彼は、この一定の時期以降の段階における技術構造をバ

ックステップテクノロジーと名づけたのである。バックストップテクノロジーのもとでの

エネルギー価格は、エネルギーの稀少性に左右されず、資本財の価格と資本財の投入量に

によって規定される。バックストップテクノロジーのもとでのエネルギー価格がいくらで、

またそのエネルギーがどの時点で入ってくるかが分かれば、その時点にいたるまで生産コ

ストの安いエネルギー、たとえば、石油の価格は、徐々にそこに近づくように上昇してい

く。すなわち、この研究によれば、石油の価格は、最終的にはバックストップテクノロジ

ーのもたらすエネルギーの価格によって歯止めをかけられるのであるが、問題は、室田泰

弘16も指摘しているように、石油価格の上昇によって資本財価格も影響を受けることで、有

効なバックストップテクノロジーのもとでのエネルギー価格水準の測定が困難なことであ
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る。 

 石油危機後の状況では、一般的に石油に代替するエネルギー、あるいはエネルギー供給

技術の登場は非常に遠い将来のことで、コストも非常に高いといわれていた。そこで、こ

の分析も石油価格の上昇に歯止めをかけるというよりも、それほど高いところまで上がっ

ていくのかという感じを持たせる方向に作用した。 

 原油価格の趨勢的上昇を支持する理論的アプローチとして、しばしば計量経済学モデル

による分析も引用された。Ｒ・ピンダイク(Robert Pindyck)のものが代表的なものであり、

彼の原油価格モデルは、最適化型とシミュレーション型をミックスした計量経済モデルで、

数多い原油価格モデルの基本的な論理構造を知る上で参考となる17。 

彼のモデルは石油の供給、需要、価格に関する関係を次のような６つの数量的な関係式に

まとめて、それを連立方程式として解くものである。 

 第一の関係は、石油の総需要は、石油の価格とトレンド的上昇（時間を変数）で決まる

とするもので、これを数量化した式が石油の需要関数と呼ばれているものである。 

 第二の関係は、非ＯＰＥＣの石油供給量は、石油の価格と非ＯＰＥＣの累積生産量で決

まるとする関係で、これを数式化したものが非ＯＰＥＣの石油供給関数である。この式で

は累積生産量が増えるにつれて、関数が下方にシフトすることになるが、これによって資

源制約が表される。 

 第三の関係は、非ＯＰＥＣの累積生産量は、一期前の累積生産量に当期の生産量を加え

たものであるとする定義的関係である。 

 第四の関係は、ＯＰＥＣに対する石油の需要は、第一の関係で求めた石油総需要から、

第二の関係で求めた非ＯＰＥＣの石油供給量を差し引いたものであるとする適宜的関係で

ある。 

 第五の関係は、ＯＰＥＣの残存資源量は、一期前の資源量から当期の生産量を差し引い

たものであるとする定義的関係である。 

 第六の関係は、ＯＰＥＣが以上のような体系のなかで販売利益の現在価値を最大化させ

るような生産量と価格との関係を示したものである。ここで、資源量に対する制約条件は、

資源が枯渇に近づくにつれ採掘コストが上昇するという形で取り入れられる。 

 シミュレーションの結果、ＯＰＥＣにとっての最適価格は、いったん低下するが、その

後は上がり続けるというものである。なお、現在価値に戻すときの割引率（ｒ）を変更し

た場合、最適経路がどのように変化するかが示されているが、割引率を高くすると、すな
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わち、将来の価値より現在の価値を高く考えるほど、ＯＰＥＣにとっては価格を高目にし

ておいた方がよいとしている。 

 以上のような議論は、有限資源の理論として、一定の前提のもとで正しいが、実際にこ

の理論を応用して原油価格の経路を推計しようとすると、外生的に与える原油埋蔵量ある

いは代替エネルギー技術進歩の見方如何で無数の経路が出てくることになり、現実的見地

からは、これらの与件として与える条件の吟味がより大きな意味をもってくる。この点に

ついては、石油危機後に開発された多くの原油価格モデルを比較したＤ・ゲートリー 

(Dermot Gately)が、将来の原油価格経路に関する異なった結論は、モデルの構造の違いによ

るというよりは、むしろ重要な前提条件を、どのように設定したかによる部分の方が大き

いという形で指摘している18。究極可採埋蔵量を２兆バーレルでなく５兆バーレルと想定し

たり、石油代替エネルギー技術の開発スピードが早いという想定をおけば、長期にわたっ

て原油価格が大幅に上昇するといった結論は出てこない。 

 確かに、この種の問題は経済学の対象領域ではなく、地質学者、科学技術者の通説に従

うほかはないのかも知れないが、そうだとすると、現実的立場からは経済理論の結論につ

いては注意する必要があるということになる。 

 石炭が良い例で、かつては、”黒ダイヤ”と呼ばれ、エネルギーの大宗であり、ホテリ

ングの理論通りであれば、生産量を増大させるにしたがって、価格を上げる必要があった

はずだが、石油の登場で多少の値下げでは追いつかず、埋蔵量が豊富であるにもかかわら

ず、放棄されかかった。１９７０年代に入って石油価格が急騰したために息を吹き返した

が、８０年代に入って、上昇しすぎた石油価格が低落すると石炭の前途に再び陰りがさす

ようになった。長期的には石油も石炭の”二の舞”を演じ、大量に存在するにもかかわら

ず、安い競合財が大量に導入されて、石油が今日ほど求められなくなる日がくる可能性も

ある。 

 石油危機で、石油の供給に対する不安が高まったことから、ホテリングの理論あるいは

ピンダイクの理論の有限資源の価格は長期的に上昇するという面が注目されるようになっ

たが、このことは資源問題に関し、誤った観念を植えつける結果になったと思われる。複

雑な条件を極度に単純化し、形式的な厳密性を備えた議論は、その限りにおいて正しい理

論となるが、理論を成立させている条件が、現実とかけ離れていると、日常的な意思決定

には役に立たないどころか、ミスリーディングとなる。Ｈ・ホテリングの有限資源の理論

は、その一例といえるだろう。 
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 H・ハウタッカーは「ホテリングの議論に関して、５０年経って再発見されたという見方

もあるが、価値がない議論だから、５０年も放っておかれていたとみるべきだ」と述べて

いる19。 

 

３－２－２ 原油価格低落の論理 

 計量経済モデルによる分析： 石油危機後、少なくとも１０年ほどの間は原油価格高騰

論が多数説となったが、一方で、原油価格は早晩低落せざるを得ないとする分析も早い時

期に出されていた。このような分析のなかで、最初に注目されたのは H・ハウタッカー、M・

ケネディ(Michael Kennedy)の世界石油市場モデルによる分析結果であった20。 

 このモデルは、計量経済型シミュレーションモデルで、「原油の供給関数と、さらに精

製プロセスと輸送とのアクティビティとそのコストを特定化した上で、競争市場のもとで

は長期的には、各アクティビティの総収入とコストは等しくなるという条件式を加えてい

る。…このような体系のもとで、いくつかの原油価格の想定で、将来時点における石油の

需給構造を求めている。パラメーターとしては、ガソリンと重油の価格弾力性が１、灯油

と軽油のそれが０.５、所得弾力性はすべて１、世界の所得の成長率は４％、アメリカとカ

ナダの石油供給の価格弾力性は０.３３という値を使っている21」。H・ハウタッカーは、シ

ミュレーション結果を１９７４年１月２２日の『ウォール・ストリート・ジャーナル』紙

に以下のように発表した。 

 「リーズナブルと思われる石油の需要と供給の価格弾力性を想定してみると、ＯＰＥＣ

が決定した原油価格は高すぎて、長期的には、ＯＰＥＣの石油輸出量は激減するとみられ

る。すなわち、もし７ドル／バーレル（１９７３年価格）という価格を実質で維持すれば、

ＯＰＥＣの輸出量は、１０～１５年後にはきわめて低い水準に落ちてしまうだろう。この

価格のもとでは小型車への移行、住居の断熱化、石炭利用、原子力利用が非常に魅力的な

オプションになる。…７ドル／バーレルへの原油価格の高騰は、世界の価格システムを激

変させてしまったので、過去のトレンドの外挿は突如として役に立たなくなってしまった

のである。もし、この価格のもとで OPEC の輸出が増大し続けるというのであれば、需要

と供給の弾力性がきわめて小さいことを仮定しなければならないが、そのようなことは過

去の事実からみても支持されない仮定である。…人々は、エネルギーが必需品だと叫んで

いるが、それによって、エネルギーといえども、需要と供給の法則に従うのだという事実

から目がそらされてはならない。…消費国としては、確かに短期間でできることといえば、
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節約しかないかも知れないが、決してＯＰＥＣの言いなりになるよりほかに方法がないと

考えるべきではない。」 

１９７３年以降１０～１５年間の世界の原油市場の推移をみるとき、ハウタッカーの予

測は、時間的なずれは多少はあったものの、方向としては正しかったといえる。著名な多

くのトラディショナルな予測が石油危機の直後にあって、石油の値段が上がっても石油の

需要は低落しないという見通しを出していただけに、慧眼だったといえる。その後、C・ブ

リッツアー22、D・ゲートリー23等も同種のモデルを開発し、原油価格は遅かれ早かれ低落

せざるを得ないという結論を出していた。 

 しかし、同じようなモデルを開発し、反対の結論を導いているものも発表されていた。

たとえば、佐和・森モデル24である。このような結論の違いは、主として需要ならびに供給

の価格弾力性の推定値の違い、与件として与える世界の原油埋蔵量の値によっているとみ

られる。 

 先にも触れたように、D・ゲートリーは、石油危機後に作られた多くのモデルを比較研究

し、結論の違いはモデルの構造、論理構成の違いからもたらされるというよりは、多分に

重要な外生条件をどうみるかによっていたと指摘していた。究極可採埋蔵量の推定値は、

原油価格の見通しにおいて重要な役割を果たすものであり、この意味で国際石油会社の発

表していた原油埋蔵量の推定値は、国際エネルギー世論形成の上で重要な意味を持ってい

たわけである。いずれにしても、石油危機後の高騰した原油価格は低落せざるを得ないと

いうＨ．ハウタッカー等の研究は、発表時期が原油価格の上昇期もしくは上昇しそうにみ

える時期であったこと、また政策上のインプリケーションとしては、市場メカニズム重視

で政府の諸施策は、最小限でよいことを意味しており、省エネルギー対策、代替エネルギ

ー開発対策を推進しようとする各国政府には、受け入れにくいものであった。それよりは、

石油については一番詳しい国際石油会社の情報分析、見通しが取られるべきだということ

で、一般的には H・ハウタッカー等の研究成果は、敬して遠ざけられた。 

 

３－２－３ 原油価格の急騰と急落 

 経済学の範囲を超える原油価格の変動：これまでに取り上げてきた原油価格論は、どち

らかといえば長期的な原油価格の動きを説明するのもで、短期的な急騰、急落を説明する

ものではなかった。短期間に四倍にはね上がったかと思うと、二分の一に下がったりする

原油価格の動きを説明もしくは予測するモデルはなかったのだろうか。 
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 結論的にいえば、私には、この問題に直接的な解答を与えてくれるモデルは見つからな

かった。ただ、独占的供給者は自由に価格を決められるという辻村江太郎の独占価格の理

論が参考となった25。この理論は、独占の度合いを示す尺度にもなる需要の価格弾力性と供

給者側の市場支配力を示す尺度となる市場感応弾力性という概念を用いて、独占的市場に

おける供給者の価格政策を次のように論じている。 

 まず完全競争の場合を取り上げると、企業利潤は価格を限界費用に等しくすることによ

って最大化され、そこで生産量が決定される。ところで、価格の変化に対して需要がどの

程度変化するか、すなわち、需要の価格弾力性との関係で完全競争を解釈すると、完全競

争というのは、生産者にとって無限大の価格弾力性をもつ消費者に物を売っている状況で

ある。すなわち、価格を少しでも上げると、需要はゼロに落ち込むということで、個別企

業には価格を操作できる余地がない。需要の価格弾力性が小さい場合には、価格をつり上

げても需要の低落が小さいから利益を上げやすい。すなわち、この値は、利益を上げやす

いかどうかを判断する一つの指標となる。辻村は、さらに供給者側の条件にも着目し、あ

る企業が、自社の供給量を１％変化させたとき、市場全体の供給量が何％変化する（と意

識する）かを示す指標に着目し、これを市場感応弾性値と名づけた。完全競争の場合には、

一企業の供給量は原子的数量で、自己の供給量を変化させても、全体の数量には何の変化

も与えられないから、この値はゼロとなる。一社で市場を独占している場合には、自社が

１％供給量を増やせば、市場全体の供給量も１％増えるので、この値は１となる。 

 辻村は、この二つの概念を利用して、企業が利潤を極大化する条件を検討し、世界の石

油市場は、市場感応弾性値が、需要の価格弾力性（の絶対値）より大きい場合に相当し、

限りない供給制限と価格の吊り上げが行われる市場であるという結論を出し、この場合、

現実の社会で、有限の価格と供給量が有限値をとる条件は、すでに経済学の範囲を逸脱し

て、社会学的な条件、すなわち買い手側の憤激が暴動にまで発展しない範囲に売り手が自

主規制するとか、国家権力によって売り手の行動が外部から規制されるとか、経済学的な

要素に対する介入が不可避となるのであるとしている。  

 

３－２－４ 経済理論と政治的、軍事的、宗教的要因 

 複雑な要因が絡む原油価格： 以上、石油危機後の原油価格モデルのいくつかを紹介し

評価してきたが、問題の１つは、それらのモデルは基本的、長期的な趨勢を示すことはで

きるかも知れないが、途中の経過において、いつどのような事態のもとで乱高下が発生す
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るかについては、何も示していないという点である。経済の理論を基礎としたそれらのモ

デルによって描き出される姿が、政治的、軍事的事件で大きく狂わされてしまうことを、

原油価格の歴史は示している。他の条件にして等しければとか、競争条件が満たされ、限

界費用が価格に等しいといった条件やら、前提をおくところに経済学の厳密性が設定され

ること自体に、違和感が出てくることも否めない。微分・積分の世界とイスラム文化の世

界を包括して論ずることには、そもそも無理があるわけだが、現実の石油の価格の話にな

ると、まったく切り離して論ずることもできない。 

 １９７０年代の石油価格の急騰に限らず、石油価格の急激な変化の背後には、多くの場

合、政治的事件、大きな制度上の変更が存在していたことから、原油価格の変動を政治的・

制度的要因と結びつけて説明する人々も多い。むしろ大多数の人々は、何らかの経済的論

理に政治的・歴史的事件を加味して原油価格論議を展開しているといってよいだろう。 

 例えば、第二次大戦後における原油価格の急激な変化、なかんずく上昇の背後には、モ

サデクのイラン石油国有化（１９５１年）、スエズ紛争（１９５６年）、TAP（アラビア半

島横断）パイプラインの閉鎖（１９７０年）、第四次中東戦争（１９７３年）、イラン革

命（１９７９年）、イラン・イラク戦争（１９８０年）、イラクのクウェート侵攻（１９

９０年）といった政治的・軍事的要因が存在したことを重視する。また、このような見方

を重視するもう一つの重要なポイントは、国際石油産業の構造である。すなわち、石油の

埋蔵量、生産量、販売量が誰によって、どの程度支配されているか、利潤の配分構造がど

うなっているか、共同行為がどの程度行われているかなどの点が、石油会社とその直接の

関係者の力関係だけでなく、政府との関係、国際政治との関係、宗教、イデオロギー等と

の関係まで拡大されて分析される。石油は単一の財としては、世界貿易の中で最大のシェ

アを占めているにもかかわらず、その貿易は、比較的少数の企業もしくは国の支配下に置

かれてきた。このため、供給のコントロールによる価格操作を受けやすく、政治的かけ引

きの道具にも使われやすかった。このような状況のもとでは、経済理論的アプローチが時

に無力にみえたのもやむを得なかったといえよう。 

 辻村の言葉を借りれば、経済学の範囲を逸脱した状況であるから、社会学的な説明が必

要になるということなのであろう。しかし、このような政治的・制度的要因を重視した歴

史的説明は、後知恵的になるところが多く、価格の推移を事後的かつ定性的に語ることは

できるのだが、数量的分析・予測になるとあいまいにならざるを得ない。話が多岐に渡っ

て、シミュレーション型や最適型のモデルの説明よりは、興味をそそられるのだが、この
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先どうなるのかと問われると心もとなくなってくるのが、このアプローチである。しかし、

石油価格を論ずるということになれば、経済原則が優位な原則なのか、政治要因が優位な

原則なのか、あるいは両者の関係をどうみるかという点について、考えざるを得ないこと

も事実だろう。 

 

３－３ ローマクラブと「成長の限界」 

３－３－１ ローマクラブと「成長の限界」 

 システム・ダイナミックスによる分析： ローマクラブは、世界の資源問題、人口問題、

環境汚染の問題などによる人類の危機の接近に対し、これを回避する道を探索することを

目的に、１９６８年４月ローマに集まった世界各国の科学者、経済学者、プランナー、教

育者、経営者など３０人ほどによって作られた民間組織である。１９７０年３月スイス法

人として設立された。１９７０年７月、ローマクラブの評議員会はマサチューセッツ工科

大学 （ＭＩＴ）のＪ．Ｗ．フォレスターによって考案されたＳＤ（システム・ダイナミッ

クス）手法26を用いて、有限な地球上での人口や経済成長がどのような帰結をもたらすかを

検討するプロジェクトの実施を決定した。このプロジェクトチームを率いたのが、Ｄ．Ｈ．

メドーズである。この研究の成果は、１９７２年３月、『成長の限界』27と題する報告書に

よって発表された。この中で、１９００年から１９７０年にかけての人口成長や経済成長

の趨勢がこのまま続いてゆくと、資源枯渇や、環境汚染の悪化によって工業生産だけでな

く、農業生産も減少し、２１世紀中には世界の人口が食糧不足のため減少して行く等の試

算結果を発表したのである。すなわち、「（１）世界の人口、工業化、汚染、食糧生産、

及び資源の使用の現在の成長率が不変のまま続くならば、来るべき１００年以内に地球上

の成長は限界点に到達するであろう。最も起こる見込みの強い結末は人口と工業力のかな

り突然の、制御不可能な減少であろう。 

（２）こうした成長の趨勢を変更し、将来長期に渡って持続可能な生態学的ならびに経済

的な安定性を打ち立てることは可能である。この全般的な均衡状態は、地球上の全ての人

の基本的な物質的必要が満たされ、全ての人が個人としての人間的な能力を実現する平等

な機会を持つように設計しうるであろう。 

（３）もしも、世界中の人々が第一の結末ではなくて第二の結末にいたるために努力する

ことを決意するならば、それを達成するために行動を開始するのが早ければ速いほど、成

功する機会は大きいであろう。28」という報告を出し、世界的な反響を呼んだのである。 
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３－３－２ ローマクラブはエピステミック・コミュニティーか  

  ローマクラブの性格： ローマクラブ事務局によれば、「ローマクラブは、１９７０年

３月にスイス法人として設立された民間組織で、世界各国の科学者、経済学者、プランナ

ー、教育者、経営者などから構成され、現在（１９７２年）の会員は２５カ国、約７０名

で、現に政府の公職にある人たちはメンバーに含まれない。またローマクラブは、いかな

るイデオロギーにも偏せず、特定の国家の見解を代表するものではない。ローマクラブの

目的は、最近にいたって急速に深刻な問題となりつつある天然資源の枯渇化、公害による

環境汚染の進行、発展途上国における爆発的な人口の増加、軍事技術の進歩による大規模

な破壊力の脅威などによる人類の危機の接近に対し、人類として可能な回避の道を真剣に

模索することである。１９６８年４月、ローマで最初の会合を開催したことにちなみ、ロ

ーマクラブと名づけられている。このクラブの設立に大きな役割を演じたのは、ヨーロッ

パ財界の有力な国際派であるイタル・コンサルタント社の社長であり、オリベッティ社の

副会長、フィアット社の重役を兼務しているアウレリオ・ペッチェイ（Aurelio Peccei）博士

である。また、初期の頃の日本のメンバーは、大島恵一（東京大学教授）、大来佐武郎（日

本経済研究センター理事長）、小林宏治（日本電気社長）等であった。29」また当時のロー

マクラブ常任委員会メンバーは、アレキサンダー・キング（ＯＥＣＤ科学局長）、大来佐

武郎、アウレリオ・ペッチェイ（イタリア・オリベッティ社副社長）、エドワード・ペス

テル（ハノーバー工科大学教授）、ヒューゴー・ティーマン（スイス・バッテル研究所所

長）、キャロル・ウイルソン（ＭＩＴ教授）であった。 

  ローマクラブ常任委員会は、ローマクラブの任務について、「ローマクラブはいろいろ

な方法で、安定した状態にいたる計画を立てることへの挑戦、如何にして新しい未来を創

造するか等を議論するような活動を支援することを計画している。ＭＩＴで開始された世

界の動態的な変化に関する実質的な研究は、今後ＭＩＴとともに、ヨーロッパ、カナダ、

ラテン・アメリカ、ソ連、日本等での研究によって引き継がれるであろう。知的な啓蒙は

政治と結びつかなければ実効を期待し得ないので、ローマクラブは、政治家、政策立案者、

科学者等が公式な政府間の折衝という制約なしに、未来の地球システムに対する危機と希

望に関して議論することが出来るような、世界的な討論の場を設けることを促進していき

たい。30」と述べている。また、『成長の限界』の後のローマクラブの活動を総括した１９

７３年１２月のローマクラブ東京シンポジウムでの方向、議論をまとめた『新しい世界像
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を求めて』の後書きのなかで、ローマクラブの性格を次のように、５点にまとめている31。 

（１）ローマクラブはゼロ成長を提唱するもののグループではない。  

（２）ローマクラブは先進社会の諸問題の解決のみを目指すものではなく、全体として   

の世界システム及びそこに含まれる不均衡に関心を持つグループである。 

（３）ローマクラブは未来学者の集まりではなく、現在の方法論では解決不可能な、よ   

り長期的かつ根源的問題にこそ取り組まねばならないと考えている者のグループで   

ある。 

（４）ローマクラブは、右とか、左とかの政治体制を越えて、より客観的、包括的な政   

策立案の基準を求めようという、自由な個人の集団である。 

（５）ローマクラブは転換を促すための大衆宣伝機関ではない。ただし、現在の問題複合   

体の解明に成功したならば、適当な組織やメディアを通じて、クラブの成果の普及に努め

たいと考えている。 

 ここで、ローマクラブは大衆運動をする機関ではないとしている一方で、何らかの方法

で成果を普及させたいとしており、政策への結びつけにも意欲を見せている。例えば、『成

長の限界』のまえがきにおいて、「今回の報告書でも指摘されているように、問題の性質

上、適切な措置をとるのが遅れれば取り返しのつかない事態になる可能性が強いので、本

報告書がその第一歩である基礎的な研究の続行と並行して、研究の成果を政界レベルでと

りあげ、デシジョン・メーキングに反映させていく努力が重要である。32」と述べ、『新し

い世界像を求めて』のまえがきでは、「ローマクラブも“人類の危機”について“診断書”

を書く段階から“処方箋”を書く段階、更には“治療”の段階へと進まなければならない、・・・

しかしどう政策に結びつけるのか、という意味でローマクラブの性格づけはまだ固まって

いない。この意味で１９７４年２月上旬オーストリアのザルツブルグで開かれたメキシコ、

セネガルの大統領、オーストリア、カナダの首相らとローマクラブ常任委員会の間で開か

れた懇談会は、政策決定者への働きかけとして注目される。33」と述べている。更に１９９

２年に出された『成長の限界』の続編とも言える『限界を越えて』の中には、ローマクラ

ブの政治的影響力について以下のような記述がある。 

「ＭＩＴの研究者（ジェラルド・バーニー）がその後１９８０年に出されたアメリカ政府

大統領諮問委員会報告書（邦訳『西暦２０００年の世界』 家の光協会）の実質上のリー

ダーとして活躍した。この邦訳書に触発されて日本の環境庁内に“地球的規模の環境問題

に関する懇談会”が出来、１９８２年その報告を受けた当時の原文兵衛環境庁長官が、Ｕ
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ＮＥＰに、２１世紀における地球環境の理想の模索とその実現に向けた戦略の策定を任務

とする特別委員会の設置を提案した。こうして８４年国連総会の承認を得て“環境と開発

に関する世界委員会”（通称ブルントラント委員会）が発足した。この委員会が出した報

告書34は、“持続可能な開発”という重要な概念を打ち出すのである。つまりこの“成長の

限界”ならびにローマクラブの活動が、ある意味で、現在の地球環境に関する国際的な取

り組みの出発点となっているのである。35」  

 以上ローマクラブの性格と活動についてみてきたが、ここで、ローマクラブが、エピス

テミック・コミュニティーにあたるのかどうかについて、Ｐ．ハース(Peter Haas)の定義36に

基づいて考察することにしよう。Ｐ．ハースによれば、「エピステミック・コミュニティ

ーとは特定の領域において専門性と能力があると認められ、その領域内で政策に関連する

知識を正統に主張しうる専門家のネットワークである。」 

 まず、ローマクラブがカバーする専門領域は、ローマクラブ自身が使っている言葉で言

えば、「将来の地球システムに対する危機と希望に関する事項、・・・現在の方法論では

解決不可能なより長期的かつ根元的問題、・・・全体としての世界システム及びそこに含

まれる不均衡に関連する事項」である。これを専門領域といえるかどうかは議論のあると

ころであろうが、問題領域としては比較的明瞭であり、学際的なアプローチで挑戦すべき

分野の一つであることは確かであろう。ローマクラブのメンバーは、経済、環境、工学、

経営、教育等の分野で学問的研究成果をあげるとともに、現場での長い経験を有し、社会

的にも高い評価を受けている人々で、表記の分野に関し、専門性を有していると判断され

る。確かに、自身でそのような研究を行える時間と知識を有してはいないであろうが、そ

のような研究を出来るＭＩＴのメドーズ助教授のような研究者を探しだし、その研究成果

を評価出来るということにおいて専門性と能力があると認められるのではないだろうか。

この点に関連して、『成長の限界』のはしがきには、「『成長の限界』は、ローマクラブ

が第一段階の作業を委託したＭＩＴメドーズ助教授らのグループの研究成果であり、ロー

マクラブとしては無条件にこの報告書が正しいと考えているわけではない。常任委員会の

意見も取り入れてもらったが、同時に常任委員会としての見解もとりまとめてコメントと

いう形で報告書に附した。37」という微妙な表現がある。すなわち、ローマクラブとしては

『成長の限界』の報告を全面的に正しいとは考えていない、ローマクラブと『成長の限界』

は一体ではないといっているのである。このような点から判断すると、ローマクラブ自身

は、世界モデルを開発し分析するような専門家の集まりではないが、種々の世界システム
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に関する問題は何か、適用された手法、得られた結果について判断が出来、政治的な影響

力も持っているシニアーな専門家の集まりであると考えられる。Ｐ．ハースのエピステミ

ック・コミュニティーの定義の特徴の一つとして、政策に関連する知識を主張しうるグル

ープであることがあげられている。この点について、ローマクラブは、政策への結びつき

は視野に入れているものの、意識的に若干距離を置き、研究と議論の場を提供するという

立場を貫いてきたように見える。しかし、政治家、行政官にも太いパイプをもっていると

ころにローマクラブメンバーの強みというか特徴があり、結果的には政策決定にあたりロ

ーマクラブの報告が数多く参照、引用されたことも明らかである。意識的に、強力に政策

への働きかけを行わなかったことは、エピステミック・コミュニティーとしては若干欠け

るところがあったかも知れないが、むしろ専門家としての節度も感じられ、評価されると

いう考え方も出来るであろう。以上の考察から、ローマクラブは、エピステミック・コミ

ュニティーの一つの態様であると考える。 

 

３－４ ソフト・エネルギー路線の登場 

 ハード路線とソフト路線：経済成長のもたらした負の側面としての公害問題の深刻化、ロ

ーマクラブの『成長の限界』の発表に、石油危機が加わり、１９７０年代に入ると反物質

的成長主義、反原発主義、ゼロ・エネルギー成長論、ソフト・エネルギー路線等々と呼ば

れるエネルギー観が、多数世論の強烈なアンチテーゼとして登場した。M．グリーンバーガ

ー(Martin Greenberger)がレフォーミストのエネルギー観と名付けたものである38。 

 ソフト・エネルギー路線という言葉を世界に広めたのは A・ロビンス (Amory Lovins)の

『ソフト・エネルギー・パス』39であった。Ａ．ロビンスの主張は、エネルギー分野固有の

問題だけでなはなく、環境問題、社会的制度的問題、政治的意思決定プロセスと一般大衆

の参加の問題など多岐にわたっているので、簡単にまとめることは困難であるが、ここで

は、まず初めに、彼がトラディショナルなエネルギー路線、すなわち彼の言うハード・エ

ネルギー路線をどのように定義し、どのように攻撃したかを見ておこう
40
。 

まず、ハード・エネルギー路線のもとでは、将来のエネルギー需要は、予測される経済

成長を満たすために、相変わらず増大していくと考えられる。GNP とエネルギー需要の間

には密接な関係があり、両者の間の過去の弾性値が、将来も続くと想定される。電力化が

進む一方で省エネルギーの可能性はきわめて低い。 

次に供給についてみると、産油国の資源温存策、新規大規模油田の発見確率の低下など
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から、石油についての将来の見通しは明るくないので、需給ギャップは原子力と石炭の大

規模な開発と利用だということになる。この両者を急速に開発して、将来のエネルギーの

供給を行おうとすると、集中型の発電所・転換プラントを数多く必要とし、電力の供給を

拡大するということになってくる。これには、巨額の投資が必要となるとともに、エネル

ギー転換のために大量のエネルギーのロスが発生する。更に、この路線では、大気汚染、

熱汚染（発電所からの廃熱）、炭酸ガスによる温室効果、放射性廃棄物の蓄積、大気中へ

常時放出される放射性物質などの問題が発生する。 

また、政治的には、エネルギーの集中化が権力の集中化を加速拡大し、大規模施設が需

要地から遠い地点に建設されるため、建設地点の地域と需要地域の住民の間に、深刻な利

害対立が発生し、世界的には、核物質の利用技術があらゆる国へと伝播し、核ジャック、

ヤミ市場などを通じて大量のプルトニウムが思いもよらぬ場所や人手に渡る恐れも増大し

ていく。 

これがＡ．ロビンスの描くハード・エネルギー路線の未来像であり、それに対する攻撃

である。そしてこのような暗い未来を招かないための、実現可能で好ましい選択肢として、

彼は、ソフト・エネルギー路線を提示したわけであるが、この路線は、次のような考え方

に基づいたエネルギー戦略である。 

まず、エネルギー需要は、GNP とは無関係に考え得ること、エネルギー節約の余地と利

用機器効率の向上の可能性がきわめて大きいこと、化石燃料資源を効率よく利用しつつ、

再生可能な自然のエネルギー（太陽熱・光、水力、風力、バイオマス等）を利用地点付近

で、需要の質と規模に合わせて分散的に自然界から捕獲すること、そして、その技術は誰

にも習得が可能で、環境に調和し、大量のエネルギーを低い価格で供給することを可能と

するものであり、自由で多様な社会を築くのに貢献し得るというものである。 

結論的に、ソフト・エネルギー路線とハード・エネルギー路線は、技術的には両立する

が、社会的、文化的、政治的には排他的であるとし、ハード・エネルギー路線を速やかに

取り下げるべきだとしている41。 

 ソフト・エネルギー路線の評価：以上、Ａ．ロビンスのハード・エネルギー路線に対す

る攻撃と、ソフト・エネルギー路線の内容を紹介したが、次に彼が『ソフト・エネルギー・

パス』を出版したあとのエネルギー情勢の変化を振り返り、彼の主張のどのような点が実

現したか、あるいは実現しなかったか、あるいは問題があったかを見ることにする。 

 まず、第一に、エネルギーと GNP の関係であるが、これを固定的に考えるべきでないと
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いうＡ．ロビンスの主張は、事実として認められたといえよう。 

 第二のポイントは、第一の点と裏腹の関係にあるといえるものであるが、Ａ．ロビンス

は、エネルギー利用機器の効率を改善することにより、エネルギー消費量を大幅に節減で

きると指摘したが、これも事実によって正しかったことが証明されたといえる。さらにこ

の点に関連していえば、それまでエネルギー問題といえば、供給サイドに力点が置かれて

いたのに対し、需要サイドの重要性を示した点においても、彼の指摘は評価される。ただ

し、日本の民生部門、自動車利用においてみられたように、個々のエネルギー機器の効率

は高くなったが、より大きな機器を、時間も長く使うようになり全体としてエネルギー消

費量を押し上げたという事態が発生していることも留意されるべきであろう。 

 第三のポイントは、再生可能エネルギーの重要性を強調したことで、これによりエネル

ギー問題と環境問題を結びつけて考える必要があるという認識を、世界に広めたことは評

価される。太陽熱温水器、風力発電等々、多くの再生可能エネルギー利用機器システムが

現実のものとなったが、再生可能エネルギー利用のムードを高めたＡ．ロビンスの貢献は

大きかったといえる。 

 第四のポイントとしては、しかし、Ａ．ロビンスの主張は、このような面を強調するあ

まり言い過ぎの面があったことも否めないという点である。たとえば、先に指摘したよう

に、彼は、ソフト・エネルギー路線とハード・エネルギー路線は、技術的には両立するが、

社会的、文化的、政治的には排他的であるとし、ハード路線を速やかに取り下げるべきだ

としているが、この点については、私は、“ソフト”と“ハード”は以前から共存し、こ

れからも、共存するであろうし、特に、速やかに取り下げるべきだと考える必要もないと

考える。 

 第五のポイントは、Ａ．ロビンスが電気の使用を抑制すべきだと主張している点に関す

るものであるが、この点についても再考もしくは留保が必要だと考えられる。 

 確かに発電熱効率、送配電ロス、なかんずく前者の点を考えると問題があることは認め

るが、最終消費段階での効率は高く、特に GNP 単位当たりのエネルギー消費量を少なくす

るためのエネルギー生産性の高い製品の生産には電力が不可欠である。石油危機後、多く

の国において、最終エネルギー消費に占める電力の比率の高まりと、GNP 単位当たりのエ

ネルギー消費量の低下が同時に達成されている。高付加価値製品、サービスを生産、提供

するには、電力が最も優れたエネルギーだからである。 

 確かに、電力を厨房や暖房のような熱エネルギー用途で利用するのは、エネルギー利用
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上大きなロスになるという見方もできるが、人口稠密な都会の生活では安全性、清潔性の

観点から、このような用途にも実際上電力しか利用できないとというケースも増大してき

ている。また、電力は、どのような一次エネルギーからも生産される。一次エネルギーの

なかには、低熱量の褐炭のように電力に変換して利用することが最も適しているようなエ

ネルギー源も多い。電力化を悪と見るのではなく、如何に環境に与える影響を小さくしつ

つ、低廉に電力を供給できるようにするかを追求すべきだと考える。 

 第六のポイントは、原子力発電を強く否定したことであるが、この点は、原子力発電の

問題点を鋭く浮かび上がらせたと評価できるだろう。その後、アメリカにおけるスリーマ

イル島原子力発電所、ソ連におけるチェルノブイリ原子力発電所の事故で世界的に原子力

発電所建設は下火になり、さらに原子力発電を積極的に推進しようとしている先進工業国

は、フランスと日本の２国のみといってよい状況となった。 

 第七のポイントは、Ａ．ロビンスのソフト・エネルギー路線が、地域的、禁欲的、利他

的、博愛的、平和的といった形容詞に象徴される特定の生活様式、行動形態、価値観と結

びつけて論ぜられている点である。私には、Ａ．ロビンスのソフト・エネルギー路線は、

新たなユートピア論の出現を思わせるところがあり、ユートピア論のもつ陥穽と危険を感

じる。 

以上、A.ロビンスの「ソフト・エネルギー路線」の評価されるべき点、問題点について見

てきたが、ロビンスのエネルギー観は、カーター大統領時代のアメリカのエネルギー政策

に大きな影響を与えた。また、その他の国々においても、基本的には新再生可能エネルギ

ーは補完的なエネルギーという扱いに大きな変化はないが、個別にみれば、風力、太陽光

発電のような技術には期待をかけるようになり、従来のエネルギー観も、変化している。 
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第４章 核不拡散・国際原子力発電レジームの形成と知識の役割 

 

４－１ 核不拡散・国際原子力発電レジームの形成 

 アトムズ・フォー・ピース演説と国際原子力機関の発足：第二次大戦後、アメリカは核

兵器の独占を目的とし、ウランの生産を含む世界の全ての原子力活動を国際機関（「国際

原子力開発機関」）の統制下におくという最初の原子力国際管理案（バルーク案）を１９

４６年６月、国連原子力委員会に提出した。この案では国際原子力開発機関が、ウラン、

トリウムなどの核分裂物質、主要な原子力施設などを独占的に所有・管理することになっ

ており、アメリカが独占する核兵器は、このための全ての体制が整ったところで、この機

関に引き渡されるとされていた。すなわち、この案は国際的な管理システムが出来るまで、

当時核兵器を所有していた唯一の国アメリカの核兵器の独占を許しておくことを意味する

とともに、ソ連をはじめとする当時核兵器を保有していなかった国々の軍事利用を禁ずる

だけでなく、平和利用にも大きな制約をつけるものであった。また、この案には、特にソ

連の原子力活動を国際原子力開発機関の統制下におくために、国連安全保障理事会におけ

る拒否権の行使を認めないという条項が含まれていた1。このため、討議はソ連の反対で行

き詰まり、その後凡そ７年間（１９４７－５３年）は、米ソ間の対話が失われ、核兵器開

発競争が激化した。１９４９年にはソ連が、１９５２年にはイギリスが独自に原爆を製造

した。また、イギリスは野心的な原子力発電計画を打ち出した。アメリカの機密政策が次

第に意味を失う中で、１９５３年８月にはソ連で水爆実験が行われた。これらのことは、

アメリカの核の独占が不可能であること、原子力の平和利用の面でも後れをとる可能性が

出てきたことを示すものであった。更にアメリカ国内では、原子力関連業界を中心に、原

子力商業利用の解禁を求める気運が高まってきた2。 このような事情を背景に、アメリカは

政策を転換し、ソ連に対し、平和共存を呼びかけるとともに、原子力における国際協力の

促進と原子力貿易の解禁ならびに原子力開発利用の民間企業への門戸開放を呼びかけた。

これを世界に公表したのが、１９５３年１２月、国連総会でアイゼンハワー大統領が行っ

た「アトムズ・フォー・ピース」（平和のための原子力）演説であった。この歴史的演説

でアイゼンハワーが提案したのは、米ソがともに参加する国際原子力機関ＩＡＥＡ

(International Atomic Energy Agency)を設置し、そこに主な核開発国政府が、天然ウランやそ

の他の核物質を供出し、それを自らの責任において国際的に流通させる、というものであ
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った。ソ連の慎重な対応により国際原子力機関ＩＡＥＡの発足は１９５７年７月と大幅に

遅れたが、川上幸一は、米ソの核不拡散協調の起源がここに見られると指摘している3。 

 一方、国連総会における演説のわずか２ヶ月後の１９５４年２月１７日アイゼンハワー

は、核物質・核技術の国際移転に関して、国連総会で提出したものと大きく異なる政策を

特別教書の中で明らかにした。そこに示されたアメリカ原子力法の改正方針には、二国間

ベースで核物質・核技術を相手国に供与するという政策が提唱されていた。それは、ＩＡ

ＥＡの保障措置の他にも政治的影響力の行使を含む各種の保障メカニズムが必要であると

いう認識を示すものであった。この考え方は、１９５４年８月３０日に可決された新しい

原子力法（１９５４年原子力法）の中に明文化された。このようにしてアメリカで最初に

制度化された二国間協定方式に、イギリスを初めとする国々が直ちに追随し、またたく間

に二国間協定の多重ネットワークが世界中に張りめぐらされる結果となった4。ＩＡＥＡの

発足にともない、保障措置の実施がＩＡＥＡに移管された後も二カ国協定で二カ国間で決

められた直接保障措置は二カ国協定の条項として存続した。二国間協定、国際原子力機関

の保障システムの枠組みの中で世界の原子力発電は１９６０年代に飛躍期を迎えることに

なった。１９６０年代後半に入ると、商業用原子力発電市場でヨーロッパ勢のアメリカ離

れが進展した。まず、西ドイツ、スエーデンが、やや遅れてフランスがアメリカのライセ

ンス（軽水炉）からの独立を果たし、重水炉のカナダとともに海外市場へも進出しはじめ

た。核燃料サイクルの分野でも、ヨーロッパは濃縮ウランの国産化を進め、輸出余力も持

つようになり、使用済み燃料の再処理ではアメリカの失敗とは対照的にフランス、イギリ

スが本格的な商業化に成功した。 

 ＮＰＴ条約の発効：一方、１９６０年２月フランス、１９６４年１０月には中国が原爆

の実験に成功し、核兵器保有国が際限なく増加するのではないかという懸念が強まった。

また、東西冷戦構造の激化に伴い核拡散の危惧も広がり、１９６４年アイルランドなどの

非核保有国が核兵器不拡散条約（NPT: Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear 

Weapons）を提唱した。また、このような核兵器の拡散、６２年のキューバ危機で核戦争

の恐怖に脅えた米ソ両国は、１９６３年、部分的核実験禁止条約（ＰＴＢＴ）を締結する

とともに、核拡散の防止に共通の利益を見出し、そのための協力策を模索した。問題は、

非核兵器国の核兵器国に対する不満と不安をいかに緩和するかであった。原子力産業でア

メリカと競争関係にあった西ドイツは、非核兵器国に対する国際原子力機関（ＩＡＥＡ）

の保障措置が適用されれば、原子力開発において不利になるとして抵抗し、他の欧州原子
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力共同体（ＥＵＲＡＴＯＭ：European Atomic Energy Community）諸国も、エネルギー政策

と商業的利益の観点から米ソと対立した5。このような状況の中で、米ソ両国は、１９６７

年ジュネーブの軍縮委員会に両国同一内容のＮＰＴ条約案を提出した。１９６８年４月、

国連総会でＮＰＴの審議が始まった。核兵器国の核軍縮義務が不明確なことや、非核兵器

国の安全保障にアジア、アフリカ、中南米諸国から強い不満が表明されたが、最終的には、

非核兵器国の原子力開発が不利益を被らないよう配慮するとの条項をＮＰＴ条約に入れる

ことで妥協が成立した。１９６８年７月、ＮＰＴの署名が開始されたが、当初は署名に慎

重な国が多かった。しかし、ヨーロッパ諸国が６８－６９年にかけて署名すると、日本も

７０年２月に署名した。ＮＰＴ条約は７０年３月に発効している。 

 ＮＰＴ条約第１条は、核兵器国が非核兵器国に核兵器を移転することを禁じ、第２条は、

非核兵器国が核兵器を保有することを禁止した。これによりＮＰＴが成立した当時、すで

に核兵器を保有していた米、ソ、英、仏、中の五カ国は、引き続き核保有を続けることが

認められた。その代わりとして、第６条において核兵器国には核軍拡競争をすみやかに停

止し、核軍縮の効果的措置と全面完全軍縮条約について交渉を誠実に遂行することが義務

とされた。また第４条においてＮＰＴに加盟した非核兵器国は、核兵器の保有禁止の義務

を負うが、核の平和利用（原子力発電等）を行う権利が認められた。 

 岩田修一郎は、ＮＰＴは世界の国々を核兵器国と非核兵器国に二分するもので、「主権

国家平等の原則に照らせば、条約の差別性は明らかである、にもかかわらず世界の大多数

の国がＮＰＴに加盟したのは、核兵器国がこれ以上増えることは自国の安全保障にとって

マイナスであるという判断によるもので、差別性に対する不満よりも核拡散を防止するこ

とのメリットの方が大きいという計算が優先されたからである。6」としている。また、非

核兵器国の選択は、当時の国際情勢の判断によるもので、この条約に無期限に拘束される

ことには大きな不安があった。したがって、ＮＰＴ条約においては、条約の期限を無期限

にするか否かについて、２５年後にもう一度会議を開いて再検討することが約束されたの

であると指摘している7。 

 ＮＰＴには世界の多数の国が加盟したが、加盟を拒否した国もいくつかあった。イスラ

エルは国防政策上の必要性を理由に、ＮＰＴに加盟しなかった。イスラエルが核兵器を開

発、保有していることは、中東地域の公然の秘密とされている8。インドは、ＮＰＴが特定

少数国のみの核兵器を認める差別条項であると反発し、ＮＰＴへの加盟を拒否した。イン

ドと対立する隣国パキスタンは、インドがＮＰＴに加盟しないかぎり加盟しないとの立場
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を貫いている。  

 ＩＡＥＡは、発足当初は核物質・核技術の国際移転の実施はおろか、その監視において

もほとんど実績を持たなかったが、ＮＰＴ条約第３条でＩＡＥＡ保障措置が取り上げられ

たことにより、１９７０年の同条約発効以後、核拡散監視機関として大きな役割を演ずる

ようになった9。このようにして、ＮＰＴ条約とＩＡＥＡ保障措置がリンクされたことによ

り、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）憲章、二国間条約、ＮＰＴ条約を柱に核不拡散・国際原

子力発電レジームが形成されることになったと考えられるが、以下この点について、節を

あらためて論ずる。 

 

４－２ 国際レジームとしての核不拡散・国際原子力発電レジーム 

以上見てきたように、非核兵器保有国の原子力発電所は、国際原子力機関憲章、二国間

条約、核拡散防止条約を柱とした国際的な枠組みのなかで運転されてきた。この枠組みを、

核不拡散・国際原子力発電レジームという名前で呼ぶこととし、以下、これが国際レジー

ムであることを論じることにする。Ｈ．ミュラー(Harald Mueller)は、安全保障分野で、戦

略核兵器レジーム、ヨーロッパ軍備秩序、核戦争防止レジーム、核不拡散レジームの４つ

のレジームが存在している10としているがここで論じようとしているレジームは核不拡散

レジームに相当するものである。本研究では、核不拡散の後に国際原子力発電という言葉

を付加したが、これはこのレジームが、実質的に、主として非核兵器保有国の原子力発電

所の運転を監視・規制することを目的としている点を重視したためである。 

 ここでも、まず、核不拡散・国際原子力発電レジームが国際レジームであるかどうかの

議論を、Ｓ．クラズナーのレジームの定義に沿って進めることにする。 

 はじめに、国際関係の特定の分野は、国際原子力機関、二国間条約、核不拡散条約いず

れの場合も非核兵器保有国の保有する原子力発電所の核不拡散の見地から見た管理であ

る。レジームを形成する行為者、規制される行為者はともに国家である。 

原理、規範、ルール、手続き： 次に原理であるが、条約に沿ってみると、ＮＰＴ条約で

は、前文において、「核兵器の拡散が核戦争の危険を著しく増大させることを信じ、・・・

平和的な原子力活動に対する国際原子力機関の保障措置の適用を容易にすることについて

協力することを約束し・・・核技術の平和的応用の利益が、平和的目的のため、全ての締

約国に提供されるべきであるという原則を確認し、・・・核軍備競争の停止をできる限り

早期に達成し、及び核軍備の縮小の方向で効果的な措置をとる意図を宣言し、・・・協定
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する」とうたっている。また、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）憲章では、第２条において、

「機関は全世界における平和、保健及び繁栄に対する原子力の貢献を促進し、及び増大す

るように努力しなければならない。また機関は、できる限り、機関が自ら提供し、その要

請により提供され、またはその監督下もしくは管理下において提供された援助がいずれか

の軍事目的を助長するような方法で利用されないことを確保しなければならない」、また

第３条において、「そのための保障措置を設定し、実施する」としている。二国間条約に

ついては、日本とアメリカが結んだ「原子力の平和利用に関する協力のための日本国政府

とアメリカ合衆国政府との間の協定」（昭和４３年２月２６日署名、発効、以下：日米原

子力協定）を例にみると、「両国政府が世界における平和的利用のための原子力の研究、

開発及び利用が核兵器不拡散条約の目的を最大限に促進する態様で行われることを確保す

ることを誓約していることを再確認し、両国政府が国際原子力機関の目的を支持している

こと及び両国政府が不拡散条約への参加が普遍的に行われるようになることを促進するこ

とを希望していることを確認して、・・・協定する」とうたっている。長期的には核兵器

保有国が、核保有量の減少に踏み切ることが重要であるという原理については、ＮＰＴ条

約第６条にうたわれている。Ｈ．ミュラーは、核不拡散レジームの原理を以下の４点にま

とめている11。すなわち、１．核兵器の拡散は核戦争の可能性を高める。（従って核兵器が

拡散しないような対策が必要である）２．多国間核不拡散政策は平和目的の原子力エネル

ギー利用の継続更には拡大と両立する。３．核兵器の拡散は、長期的には核兵器国が核兵

器保有量を減少させる状況に至った時にのみ防止される。４．検証が重要であるという４

つの原理である。  

 次に規範、ルールについてみると、ＮＰＴ条約では、以下のように示されている。 

 １．核兵器国の核兵器等の移譲の禁止及び核兵器等の製造等についての非核兵器国に対

する援助等の禁止、（第１条） ２．非核兵器国の核兵器等の受領、製造等の禁止、（第

２条） ３．非核兵器国による国際原子力機関との保障措置協定の締結、保障措置の受託

（第３条） ４．原子力の平和的利用、設備、資材、情報の交換に関する締約国の権利（第

４条） ５．核爆発の平和的応用の利益の非核兵器国による享受（第５条） ６．核軍備

競争の停止、核軍縮の効果的措置、全面完全軍縮条約に関する交渉（第６条） 

なお、ここでいう核兵器国とは第９条で、１９６７年１月１日時点で核兵器を保有する

国であるという定義を行っている。これは具体的にはアメリカ、ソ連、イギリス、フラン

ス、中国の５ヶ国を指している。 
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 また、国際原子力機関憲章では、第３条 A ならびに B 項で、規範、ルールを示している。

まず、第３条 A 項では、以下のような規範、ルールが示されている。 

 １．全世界における平和利用のための原子力の研究・開発及び実用化を奨励し、援助す

る。（第３条Ａ１） ２．要請を受けた時は機関のいずれかの加盟国による他の加盟国の

ための役務を実施または物資・設備及び施設の供給を確保するための仲介者として行動す

る。（第３条Ａ１） ３．平和目的のための原子力の研究、開発または役務を行う。（第

３条Ａ１） ４．平和目的のための原子力の研究・開発及び実用化の必要を満たすため、

途上地域のニーズを考慮しつつ、物資、役務及び施設を提供する。（第３条Ａ２） ５．

原子力の平和利用に関する科学上及び技術上の情報の交換を促進する。（第３条Ａ３） ６．

原子力の平和利用の分野における科学者及び専門家の交換及び訓練を奨励する。（第３条

Ａ４）７．保障措置を設定し、実施し、適用する。（第３条Ａ５） ８．健康を保護し、

ならびに人命及び財産に関する危険を最小にするための安全上の基準を設定し、これが適

用されるよう措置をとる。（第３条Ａ６） 

 このように国際原子力機関憲章第３条Ａ５では、ＩＡＥＡを通じて核物質または設備が

供給されている場合には、これらの核物質等が軍事転用されないことを確保するために保

障措置を実施すること、また二国間もしくは多数国間の原子力協定の当事者が要請した場

合に保障措置を適用することを定め、これに基づいてＩＡＥＡと関係国との間に保障措置

協定が締結されている。またＮＰＴでは、締約国である非核兵器保有国に対し、平和的原

子力活動にかかる全ての核物質を対象とする包括的保障措置協定をＩＡＥＡとの間で締結

するよう義務づけており、ＩＡＥＡの保障措置システムが強化された。保障措置の具体的

な内容、方法については、国際原子力機関と加盟国との保障措置実施協定に委ねている。 

 次に、憲章第３条 B 項では、以下のような規範、ルールが付加されている。 

１．平和及び国際協力を助長する国際連合の目的及び原則に従い（第３条Ｂ１） ２．機

関が受領する特殊核分裂性物質の利用については、平和的目的にのみ利用されるよう管理

する（第３条Ｂ２） ３．機関の資源を、世界の全ての地域における効果的な利用、最大

限の一般的利益を確保する方法で配分する（第３条Ｂ３） ４．機関は、加盟国に対し、こ

の憲章の規定と両立しない政治上、経済上、軍事上その他の条件による援助を行ってはな

らない。（第３条Ｃ） ５．憲章の規定に合致する諸協定の条項に従うことを条件として、

諸国の主権に対して妥当な尊敬を払って実行しなければならない。（第３条Ｄ）６．また

加盟国に対しては、加盟国が負う義務を誠実に履行しなければならないという義務を課し
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ている。（第４条Ｃ） 

 手続きについては国際原子力機関憲章第５条（総会）、第６条（理事会）で定めている。

総会は、全加盟国の代表で構成され、通常会期は毎年１回、本部であるウイーンで開催さ

れる。また、理事会の要請や加盟国の過半数の要請があれば、事務局長は特別会期を招集

することが出来る。総会の任務は、総会選出理事国の選出、加盟の承認、加盟国の特権免

除の停止、予算の承認、財政規則の承認、事務局長任命の承認である。決定は出席し投票

する加盟国の３分の２以上の多数を必要とする予算等の重要事項を除いては、出席し投票

する加盟国の過半数により行う。理事会の構成、任務については、第６条に定められてい

る。ＮＰＴでは、第８条で、条約の改正、条約運用の検討会議等について定めている。 

 以上、核不拡散・原子力発電レジームの原理、規範、ルール、手続きについてみてきた

が、レジーム運営の柱となっている詳細かつ具体的なルール、手続きは、国際エネルギー

機関と加盟国との間で結ばれる保障措置実施協定12にゆだねられているので、その内容を、

ＮＰＴ第３条１及び４に基づいて日本と国際エネルギー機関が締結した保障措置実施協定

（1977 年 12 月 2 日公布）を例にとって要約しておく。 

 この協定は９８条からなる詳細なもので更に１８条の議定書が付加されている。実施協

定は、前文から第２６条に至る第一部とそれ以降の第二部に分かれている。第一部ではま

ず、前文及び第１条で、日本国政府は、平和的な原子力活動に係わる全ての原料物質及び

特殊核分裂性物質が核兵器その他の核爆発装置に転用されていないことを確認することの

みを目的として保障措置を受託するとし、第５～８条において保障措置の実施に関し、実

施の態様、商業上及び産業上の秘密及び秘密情報の保護、最適な費用効果の確保、第９条

において国際原子力機関から派遣される査察員の指名、第１０～１３条において、核物質

の消耗または希釈、国外への移転、非原子力活動に使用される核物質に関し規定している。

また、第１８，１９条において、不転用の確認に関する事項を規定している。第二部では

より詳細に、国際原子力機関の検認活動の実施にあたっての国内制度の利用と適用の手段、

保障措置の開始点、核物質の輸出入、保障措置の免除とその条件、在庫目録の作成、設計

情報・その他情報の提供、設計情報の検討、物質収支毎の記録の保持、計量・操作記録の

記載事項と報告、異常な出来事または状況が生じた時の特別報告、査察・特定査察の範囲

とそのための査察員の接近、査察の通告、通告なしの査察等が細かく規定されている。 

 以上のような原理、規範、ルール、手続きをもった国際的な枠組みは、Ｓ．クラズナー

の国際レジームの定義に当てはまるものであり、核不拡散・国際原子力発電レジームは国
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際レジームであるといえる。 

 核不拡散・国際原子力発電レジームの性格： それでは次にこのレジームのタイプ、形

成のされ方と要因についてみることにしよう。核不拡散・国際原子力発電レジームは、第

２章で紹介した山本吉宣の「レジームと主体」の分類によれば、作る側、規制される側と

もに国家のタイプのレジームとなる。次に、レジーム形成のなされ方と要因について同じ

く、山本吉宣の提示した「レジームの形成のなされ方と要因」の分類に当てはめると、信

条体系を要因とし、交渉によって形成されたレジームといえる。このレジームの形成にあ

たって、最も大きな問題となったのは何もしないでおけば、核兵器保有国が増加し、核戦

争の危険が高まる、また、すでに核兵器を保有している国にとっては、一挙に核兵器を撤

廃することは、核兵器保有国自身の危険を増大させるだけでなく、世界を不安定にさせ、

核戦争の可能性を高める恐れがある、そこで、非核兵器保有国には、今後とも保有を認め

ず、核兵器保有国だけは縮小のための努力はするものの、核兵器を保有し続けるという矛

盾した要求を如何に非核兵器保有国に認めさせるかという点であった。頼みは、非核保有

国としても核戦争を避けたいという点では核保有国と一致しており、核保有国が非核保有

国の安全を保障してくれるのであればやむを得ないという理解を持ってくれるであろうと

いう期待であった。この期待を支える知的信条体系は、次節で取り上げるアメリカの軍備

管理エピステミック・コミュニティーが創り出した軍備管理の考え方を基盤としていた。

Ｅ．アドラーは、経済学はイギリス人とスコットランド人の発明であるが、軍備管理理論

はそれに匹敵するアメリカ人の発明であるという評価を行っている13。このような知的信条

に基づく期待のもとに、核保有国、特にアメリカは、非核保有国との交渉にのぞみ、ＮＰ

Ｔを成立させた。 

以上見てきたところから、核不拡散・国際原子力発電レジームは交渉によって形成され

たレジームと考えられるのであるが、次にこの点について、O.ヤングの制度形成交渉モデル

に照らして分析を加えることにする14。 

 このモデルが、着目するところは、交渉者が二人以上であること、不確定性が存在する

かどうか、統合的な交渉であるかどうか、すなわち、相互に利益となる交渉であるかどう

かである。まず、交渉者が二人以上であることは、明らかである。次は、不確定性の存在

であるが、核戦争に関しては、いろいろな面で大きな不確定要素が存在する。問題となる

のは、統合的交渉かどうかである。核兵器国は、そのように考えるであろうが、非核兵器

国にとっては、簡単に答えの出せる問題ではない。理念的には理解出来ないこともないが、
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核兵器国が、核兵器全廃の方法、時期を明確に示さない状況の中では、必ずしも同意する

必要はないともいえる。そのような状況の中で、条約に加盟することは、当該国の自発的

な世界平和への協力の意志を示すことであり、条約加盟によって得るものがあっても制約

を受けるべき性格の条約であってはならないだろう。平和目的のための核研究、開発が保

証されているのもそのためであるが、規則違反の結果、極めて重大な事態が発生すること

が予想されるため、一方で非核加盟国に対し、細かな査察措置が決められ、レジームとし

ては、ハードなものになっている。このように、統合的交渉であるかどうかについては危

ういバランスの上に立って肯定的な答えが出されたものであるといえよう。Ｏ．ヤングは、

制度交渉形成モデルが、成功する条件として、５つのポイントをあげている。第１は、交

渉が統合的であることである。これは前述したように、結果的には肯定されたが、問題も

残されている。第２は、公平であり、すべての参加者に受け入れ可能であることである。

これは、第１の条件と同様の条件であり、いろいろ問題はあるが、最終的には圧倒的に多

数の国に受け入れられた。しかし、この条約は不平等であるとしてインドは加盟せず、イ

スラエル、パキスタンも参加していない。このように数は少ないが幾つかの国が条約に加

盟しておらず、このことがこのレジームの運営にとって一つの問題となる。第３は、明確

な解決策が存在するとともに、明快かつ信頼出来る遵守メカニズムが存在することである。

これも非核保有国に対する査察が詳細に決められていることによって確保されているが、

これを実施する際に規定の網を逃れたり、規定に従わない国が存在するという問題が起こ

っている。第４は、外部からのショックあるいは危機があるとレジーム形成の成功率が高

まるとしているが、このレジームの場合も、インドの核実験、キューバ危機に触発されて

形成されたという側面がある。第５は、一人あるいは複数の個人が仲介者的リーダーシッ

プを発揮すると、成功しやすいということであるが、ＮＰＴの場合、アメリカがリーダー

シップを取り、ソ連その他の核兵器国が協力した。ということで、制度形成交渉モデルに

も当てはまっていたといえる。 

 

４－３ 核不拡散・国際原子力発電レジームの形成と軍備管理エピステミック・コミュニ

ティー 

 軍備管理論の誕生とエピステミック・コミュニティー： 人類の歴史をふり返ってみる

と新しいエネルギーの登場は、戦争の形式と生活様式に革命的な変化をもたらしてきた。

石炭の登場は産業革命をもたらし、石油の登場は、自動車・航空機の普及をもたらし、人々
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の活動範囲を画期的に拡大するとともに、生活様式を革命的に変化させ、更に戦争の形態

を一変させた。電気の登場は、ラジオ、テレビ、電信電話、パソコンをもたらし情報革命

への道を開いた。ところが原子力エネルギーの登場は、これまでのところ人々の生活に革

命的な変化をもたらしていない。平和的利用であげられる主なものは発電と医療用の利用

程度のものである。発電はゴミでも出来るものであり、原子力エネルギーの利用としては

寂しい感じがする。ところが軍事力という面から見ると革命的な変化がもたらされた。核

分裂エネルギーの武器としての利用は、これまでの武器の利用の概念を越えるものであり、

核兵器はあまりに破壊力が大きく、報復を考えれば、実際上使えない武器となったのであ

る。この究極的ともいえる武器への対応は、従来の戦略思考、戦争経験では答えの出ない

問題であった。原爆の威力を認識した多くの科学者は、この技術をアメリカが独占するの

ではなく、人類全体の財産として公開し、世界全体で開発、管理すべきであると考えたが、

このような考え方がアメリカの科学者の間に広まる上でオランダの科学者、Ｎ．ボーアの

果たした役割も大きかったことが指摘されている15。Ｊ．シムズ(Jennifer Sims)16によって、

第二次大戦終盤のころから、１９４６年のバルーク案提案に至るまでの科学者の努力を追

って見ると以下のようになる。１９４４年６月、Ｊ．フランク、Ｌ．シラード、Ｇ．シー

ボーグ等７名の科学者から構成されていたシカゴ大学の「社会的・政治的意義委員会」は、

スティムソン国務長官にレポートを提出し、原爆の機密が保たれると考えるのは間違いで、

他国が原爆を持つのは数年内と考えられる、したがって、アメリカが原爆を無差別に使用

すれば、戦後の原子力管理問題では有利な立場に立てないという観点から国際連合の全代

表の眼前で、砂漠か無人の島で新兵器のデモンストレーションを行うのが最善であると提

案した。シカゴ大学総長のＡ．コンプトン(Arthur Compton)は、このレポートを政府当局者

に橋渡しした。第二次大戦が終了するとアメリカ、イギリス、カナダは国際的な核兵器管

理対策を策定する必要性を認識し、１９４５年１１月、トルーマン・アトレー・キング宣

言によって国連軍備管理撤廃会議を開催することを提案した。ソ連、中国、フランスもこ

の提案を支持した。これによって、核に関する基本方針の決定を迫られたアメリカは、こ

れを作成するために、Ｄ．アチソン(Dean Acheson)国務省次官を委員長とするアチソン・リ

リエンソール委員会を設置した。同委員会は、コンサルタントボードを作り、Ｄ．リリエ

ンソール(David Lilienthal、ＴＶＡ総裁)が長となって、実質的な作業を行った。ドラフトは、

出来るだけ科学的に書くというリリエンソールの方針に従って書かれたが、内容的には、

メンバーの一人であった科学者 Ｒ．オッペンハイマー( Robert Oppenheimer)の考え方が強
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く反映されたという。そこでは、管理(Control)ではなく協調的開発(Cooperative 

Development)という言葉が使われており、考え方としては、先にあげたシカゴ大学科学者グ

ループの公開・共同開発路線に沿っていた。しかし、幾つかのスクリーニングプロセスを

経、決定的には、国連代表にＢ．バルーク(Bernard Baruch)大統領顧問が任命されたことに

よりアメリカが核を独占し、世界の核開発を管理するという色彩が強められ、国連安全保

障理事会における拒否権を行使出来ないという項目も加えられた。このような変更の背景

の一つとして、１９４６年におけるソ連との関係悪化によって、核優位を維持すべきだと

いう考え方が受け入れられやすい状況になったことがあげられている。以上、第二次大戦

終盤の頃からバルーク案提案に至る時期における核技術をめぐる科学者の動きを追った

が、アチソン・リリエンソールプラン、バルーク案は、核不拡散を目的とした最初の試み

として重要な意味をもつものであった。結局、バルーク案は、ソ連の同意を得られず、交

渉が行き詰まり、その後１０年間ほどは厳しい冷戦の中で、米ソを中心に核優位をあらそ

う軍拡時代に入った。しかしそのような時期においても、軍備撤廃交渉が行われ、１９５

８年には、ジュネーブで「サープライズアタック（不意打ち攻撃）会議」が開催されるな

ど核抑止への努力が続けられた。 

 E.アドラー(Emanuel Adler)は、アメリカの核戦略には、二つの学派の考え方があるとし、

その違いを以下のように説明している17。 

 第一の学派は軍備管理を選好する学派である。以下、軍備管理学派と呼ぶことにする。

この学派は、まず戦争が起こる要因を、危機における不安定性と誤った認識に求める。核

戦争については勝つことが出来ず、その一方で防ぐ手段を講じなければ発生する可能性が

あるとする。そこで、アメリカの核戦争能力そのものより、敵に第一撃を思いとどまらせ

る戦術、敵との協力、核を使うための障壁を高めること、核バランスを保つための技術的

変化を重視する。敵に対し不意の攻撃に対する脅威の応酬の可能性を理解させるとともに

危機時における安定性を高めることを重視する。これが軍備管理理論を支える基本的な考

え方である。この学派は、１９６０年代の冷戦の激化、政治的、イデオロギー的違いによ

り、アメリカとソ連のギャップがただちに埋まるとは考えないが、ソ連は抑止と軍備管理

の論理を理解すると期待する。すなわち、両国は共通する利害関係を有し、協調の基盤が

あると考える。一般的な軍縮は失敗するとみる。軍備管理が国家安全保障の重要な柱であ

るとともにこの政策のもとでは、種々の一方的な手段を実行することが可能であり、また

平和への心理を生み出すことが可能であるとする。 

 96



 他の一つの学派は、アドラーの場合名前はつけられておらず、単に軍備管理学派に挑戦

する学派と呼ばれている。この学派は、戦争は、野心的な覇権国が、熟慮したプランによ

って起こすと考える。特に戦争をリーズナブルなコストでできると信じたときに最も起こ

しやすいと考える。したがって核兵器の使用には高い可能性がある。核戦争においても、

正しい戦略がとられれば勝つことができるとする。戦略的には、敵の軍事目標に攻撃を加

えるカウンターフォース戦力を選好する。抑止についてはより制約の少ないものを選好し、

敵との協調は不安定を招き、危険であると考える。また、長期的にはこちらの戦略の方が、

核戦争が起こる可能性が低いと考える。この学派に属する学者、民間戦略家としては、Ａ．

ウオールシュテッター（Albert Wohlstetter）, Ｈ．カーン（Herman Kahn）, Ｒ．パイプス（Richard 

Pipes）等があげられている。 

 岩田修一郎も、第二次大戦後から今日に至るアメリカの核戦略の考え方には、核兵器の

使用を抑止することに重点を置く考え方（「抑止学派」）と核優位を重視する考え方（「防

衛学派」）の二つの大きな流れがあり、大勢的には前者の核抑止の考え方が主流であった

といえると指摘している18。 

 次に E.アドラーは、第一の学派に関連して、軍備管理・核抑止コンセプトを創造し、こ

れを実際の政治の上に反映させる上で、一群の学者、民間戦略研究者が、軍備管理エピス

テミック・コミュニティーとして大きな役割を果たしたと指摘する。彼によれば、「 軍備

管理エピステミック・コミュニティーとは、軍備管理自体を含め国家安全保障にかかわる

種々の問題について見解の相違はあるものの、知的、イデオロギー的、政治的理由によっ

て、軍備管理手法を採択した科学者、民間戦略家の非公式な集まりである。19」 

 まず、彼らは以下のような知的信条を共有している20。すなわち、第一に、冷戦によって

近未来的には、軍備撤廃は空虚な考えであり、超大国が軍備管理による核バランスを保つ

ことによって、アメリカの国家安全保障が強化され、核戦争を防ぐ度合が高まる。第二に、

合理性の仮定、現実主義の仮定、共産主義の脅威（核戦争の脅威とほぼ同じ扱い）に基づ

き、軍備管理政策を創造出来る。核戦略はイメージサイエンスであり、核戦争のように前

例のない事態に対しては、人間行動に関するある一般的命題、例えば合理性の仮定を置き、

抽象的モデルによるシミュレーション、ゲームの理論に頼らざるを得ない。ここでＥ．ア

ドラーは、したがって軍備管理理論は本来的に正当であるとか真実であるとはいえず、軍

備管理に関する知識は価値と分かちがたく、エピステミック・コミュニティーの存在、共

有する仮定と期待、「理論」が規範の妥当性を確認させるのであると述べている21。 
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第三に、期待の相互依存性を重視する22。Ｔ．シェリング(Thomas Shelling)の言葉を使えば、

「我々が考えるように彼も考える。・・・彼は攻撃しようとする。その時彼は、我々も攻

撃するだろうと考え、攻撃を決定する。したがって我々も攻撃しなければならない。」 

この知的信条を背景に、学者と政治家は徐々に戦争と平和、武器と交渉、摩擦と協調につ

いて共通の理解に達するようになり、核兵器を撤廃するのではなく、より我慢できるよう

にするための方法を話し合えるようになった。 

 次に、Ｅ．アドラーは軍備管理エピステミック・コミュニティーの性格と政治力につい

て以下のようなことを述べている23。 

 これらのメンバーは豊富な科学的知識とこれを問題解決に利用する自信を有し、学問の

世界におけるプレステージを利用して政治に対する影響力を持っている。彼らはお互いに

よく知っており、一つのコミュニティーであるが、有力な大学、研究機関、シンクタンク、

政府の重要な地位に分散し、政界へのコネを持っている。具体的に何人かをあげれば、Ｔ．

シェリング (Thomas Schelling), Ｌ．ボーン(Lewis Bohn),  Ａ．カッツ(Amrom Katz)であ

る。このコミュニティーのメンバー、例えばＪ．ウイースナー（Jerome Wiesner), Ｈ．ヨー

ク(Herbert York）Ｉ．ラビ(Isador Rabi)は、アイゼンハワー大統領のＰＳＡＣ（大統領科学

アドバイザリー委員会）に属し、ケネディ大統領のＡＣＤＡＣ（軍備管理・軍縮委員会）

には、Ｊ．キリアン(James Killian), Ｐ．ドティ(Paul Doty)等が属していた。更に、Ｍ．バ

ンディ(McGeorge Bundy),  Ｃ．ケイゼン(Carl Kaysen)、Ｗ．ロストウ(Walt Rostow)等が、

ケネディー政権の要職の座についていた。彼らの大多数が、ハーバードかＭＩＴの出身で、

時にチャールズリバーギャングと呼ばれていた。 

 Ｒ．カルコヴィッチ(Roman Kalkowicz)もこのようなグループの存在を指摘し、彼らは、

組織的な研究を行い、国際政治にはある種の因果関係の論理があり、したがって異なる種

類とレベルの脅威と強制を組み合わせることにより、国際的な場で予想される結果が得ら

れるという知的信条を共有し、核時代の戦争と政治の問題に学問的専門的知識を利用して

取り組んだと述べている24。  

 Ｅ．アドラーは、このコミュニティーは、新しい概念を創造するだけでなく、それを人々

の意識の場にあげたことに活躍の鍵があったと指摘している。例えば、米ソ首脳のホット

ラインはＴ．シェリングの考案したものであるが、これを、Ｊ．マクロイ(Johm McCloy)が

実現させた。また、軍備管理の推進者、スポークスマンとして強力な指導力を発揮したＲ．

マクナマラ(Robert McNamara)国防長官の教育と説得に成功したことも彼らの活躍にとって
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大きな要因となったと指摘している25。また、ソ連に対し、軍拡競争には技術的解決は存在

せず、したがって制限されなければならないという軍備管理の考え方を浸透させる上で彼

らの力が大きかったとしている。米ソが１９７２年ＡＢＭ条約を署名し、レジームを作っ

たのは、バランスオブパワーや技術が変化したからではなく、あるいは戦略的な文化政治

目標をお互いに深く分かちあったからでもなく、核戦争を回避することにより絶対的かつ

共有された関心を増進するためにアメリカの知的な発明（innovation）に米ソの考え方が収

斂できたからであろうと、知識の果たした役割を高く評価しているのである26。Ｍ．エヴァ

ンゲリスタも、米ソ冷戦を終結させる上で、アイディア、規範が重要な役割を果たしたこ

とを強調している27。  

 

４－４ 核不拡散・国際原子力発電レジームの展開 

 強化される保障措置： 国際原子力機関憲章、二国間条約、核不拡散条約を柱に核不拡

散・国際原子力発電レジームが形成され、そのレジームの下で、世界の原子力発電所数が

増大し、発電量も増大した。しかし、問題も発生し、新たに国際的な自主規制が導入され

るとともに、ＩＡＥＡの保障措置も拡大・強化された。この結果、このレジームを構成す

る基本的な条約、取り決めも、国際エネルギー機関憲章、核不拡散条約、二国間条約に、

後述するロンドン供給国グループガイドライン、ＩＮＦＣＥ（国際核燃料サイクル評価）

合意が加わわるとともに、ＩＡＥＡ保障規定自身も強化されることになった。なお、地域

的な非核地帯を規定した、トラテロルコ条約28、ラロトンガ条約29が、ＩＡＥＡ／ＮＰＴの

保障措置との関連を持っているところからこの二つの条約もこのレジームを構成する条約

として追加しておく必要があると考える。 

核不拡散・国際原子力発電レジームが形成された後、最初に大きな試練となったのは、

１９７４年５月、インドにおける平和目的の名で行われた核爆発実験であった。この事態

に対し、アメリカは、イギリス、ソ連と協議し、輸出規制強化のためにロンドン供給国会

議を招集した。参加１２カ国（日本も参加）が最終的に、１９７８年１月に合意した供給

国輸出ガイドライン30は、平和目的を含むあらゆる核爆発の禁止、核ジャックに対する防護

措置（核物質の物理的防護）、ＩＡＥＡ保障措置の適用範囲の拡大（技術や事後生成物質

にも適用）、その他を輸出の条件とすることを申し合わせた。具体的には、センシティブ

な品目や技術のリスト（トリガーリスト）を決め、それらの輸出を供給国が規制する場合

の基準を示し、供給国の共同歩調による輸出自主規制を実現した。これには、条約のよう
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な拘束力はないが、会議の主要参加国は、ＩＡＥＡに対し、このガイドラインを非核兵器

国との協定に反映させることを通告した。 

これとは別に、核拡散に対する懸念を強めたアメリカのカーター大統領は、再処理・プ

ルトニウム利用路線から、再処理の無期延期、プルトニウム以外の増殖炉、代替核燃料サ

イクルへの切り替えという新たな政策を打ち出し、これを国際的にも適用させるという方

針を打ち出した。この政策の理論的基礎を提供したのは、「フォード・マイター報告」31と

呼ばれる報告であった。この研究は、社会科学者、自然科学者２１人によってなされたが、

このうち大学教授が１６名で、そのうちの７名はハーバード大学教授であった。メンバー

の中には、カーター政権の国防長官となるＨ．ブラウン（カリフォルニア大学学長）、原

子力担当国務次官補となるＪ．ナイ（ハーバード大学教授）、ＩＮＦＣＥ技術調整委員会

議長となるＡ．チェイズ（ハーバード大学教授）が含まれていた。この報告は、２年間に

わたる検討の結果をまとめ、世界はエネルギー不足に直面しておらず、一方で、原子力に

は、安全性、経済性の上でリスクがあり、核兵器能力の拡散は恐るべき問題なので、プル

トニウムを核燃料として使用すべきではないという結論を出した。アメリカは、関係国に

呼びかけ、１９７７年１０月、核不拡散の観点から核燃料サイクル事業のあり方を検討す

るための国際核燃料サイクル評価ＩＮＦＣＥ(International Fuel Cycle Evaluation Program)と

いうプロジェクトを開始した。アメリカの狙いは、①再処理技術の拡散を阻止し、途上国

の使用済み燃料の国際管理体制として、多国籍再処理センターの設立をはかること。②ウ

ラン濃縮についても、ウラン資源国などの濃縮工場建設の動きには、多国籍濃縮工場を提

案して牽制し、技術の提供などを通じてアメリカが主導権を握る。③供給国のセンシティ

ブな（拡散促進的な）輸出行動にたがをはめることであった。議論の争点は民間のプルト

ニウム利用の是非とそのあり方となったが、２年以上にわたって行われたこのプロジェク

トは１９８０年２月に最終報告をまとめ、以下のような結論を発表した。すなわち、原子

力の幅広い利用、途上国のニーズへの対応、核不拡散への効果的な措置が、可能かつ、な

されるべきであり、そのことは、継続的な国際協力を通してのみ達成可能であることを認

識すると報告した。これは、平和利用と核不拡散の両立が可能であるという日本や西欧諸

国の主張が通ったことを示すものであった32。報告の中の、天然ウランと濃縮サービスに関

し、供給国と消費国それぞれによる輸出入規制が、より統一的で、首尾一貫し、かつ予測

可能な形で適用されることを期待するという表現や、核燃料の再移転または再処理に関し、

二国間協定に基づく事前同意権が存在する場合には、予見しうる形で、かつ消費国の事情
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を個別に考慮する形で、更にはこの同意権が設けられた際に関係者間で達せられた合意に

一致する形で行使されるべきであるという表現には、より具体的に消費国への配慮が取り

入れられていることがわかる。一方で、ＩＮＦＣＥの提案した国際プルトニウム貯蔵制度、

国際使用済み燃料管理等の制度については、望ましい方向とされ、その後も検討が行われ

ているが、この点は議論の成り行きによって将来大きな問題となる可能性があるといえる。

このように、ＩＮＦＣＥは、アメリカの望むようなプルトニウム利用の禁止という国際的

な合意をもたらすことはなかったが、原子力発電所の運転、計画という点からみると、重

要な合意であり、ロンドン供給国ガイドラインと同様に、核不拡散・原子力発電レジーム

の一つの構成要素となったと考えられるのである。 

 １９９１年には、ＮＰＴに加盟し、包括的保障措置協定を締結して、ＩＡＥＡの保障措

置を受けていたイラクが、核物質の存在をＩＡＥＡに申告せず、秘密裏に核兵器開発計画

を進めていたという事実が判明した。更に、同じくＮＰＴに加盟していた北朝鮮が、ＩＡ

ＥＡとの保障措置協定に基づき申告した情報に矛盾があったことから、ＩＡＥＡが特別査

察を要求したところ、北朝鮮がこれを拒否するという事態が発生した。このような事態を

受けて、IAEA に新たな権限を付与し、保障措置の強化が検討されることになった。この結

果、１９９７年５月、ＩＡＥＡ特別理事会で、「ＩＡＥＡ追加議定書」（ＩＮＦＣＩＲＣ

／５４０）が採択された。この議定書では、これまでの核物質のみに対する保障措置から、

核物質を用いない核燃料サイクル研究開発活動、原子力資機材の製作及び輸出入等に関す

る情報提供、また、それらが行われている場所への立ち入りといった措置を加え、保障措

置の適用範囲を拡大している。 

 このように、保障措置が拡大、強化される一方で、査察に積極的に協力し、査察の結果

も良好な国に対しては、統合的な保障を行い、査察の回数を削減するといった制度も導入

された。最初にこの統合保障措置を適用されたのは日本で、２００４年９月、日本の商業

用発電炉、研究炉等については、査察回数が削減される等保障措置の効率化が図られた。

ただし、このような動きの中で、アメリカのブッシュ大統領が、国際社会の平和と安定に

対する脅威である大量破壊兵器等関連物資の拡散を阻止するために参加国が共同して取り

うる措置を検討しようという提案（拡散安全保障イニシアティブの拡大）を２００３年５

月に行っている。さらに、国際原子力機関事務局長エルバラダイ氏が、濃縮・再処理を多

国間管理のもとにおく、使用済み燃料についても、多国間アプローチを考える等を内容と

する提案を行っているが、これらの提案は、ＩＮＦＣＥにおいて、カーター政権が導入し
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ようとした政策に通ずるところがあり、供給国、消費国の間の困難な交渉を予想させるも

のがある。 

 ＮＰＴ無期限延長交渉：核不拡散・原子力発電レジームを支えるＮＰＴ条約は発効後２

５年が経過した１９９５年に、条約の期限を無期限とするか否かをめぐる審議を開始した

33。会議の開催前は、核兵器国（米、ロ、英、仏、中）やヨーロッパ諸国を中心にＮＰＴの

無期限延長を求める国が多く、無期限延長に反対ないし消極的なアジア・アフリカの非同

盟諸国の数を上回っていた。しかし、ＮＰＴの加盟国は１７８ヶ国と多く、無期限延長を

決めるために必要な加盟国の過半数の投票が得られるかどうかはっきりしていなかった。 

 そこで、非核兵器国の支持をとりつけるために核兵器国は積極的な対策を実施するとと

もに外交的働きかけを行った。アメリカは、核軍縮義務怠慢の批判をかわすため、渋るロ

シアを督励して、１９９３年１月、第二次戦略兵器削減条約（ＳＴＡＲＴⅡ）の署名にこ

ぎつけた。続いて非核兵器国側が一致して要求する核実験の全面禁止問題に関して、クリ

ントン大統領は、レーガン、ブッシュ政権以来自粛してきた地下核実験の停止（モラトリ

アム）を、軍やペンタゴンの抵抗を抑えて、１９９６年９月まで延長すると発表した。と

同時に、他の核兵器国に呼びかけて、懸案の全面的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期実

現に向けて動き始め、その結果１９９４年初めからジュネーヴの軍縮会議で本格的なＣＴ

ＢＴ交渉がスタートした。また、１９９５年４月には、ＮＰＴ加盟の非核兵器保有国に対

して、他の核兵器保有国とともに、アメリカないしその同盟国を攻撃しない限り、アメリ

カは核兵器を使用しないことを保障する宣言を発表した。さらに、ＮＰＴの無期限延長を

勝ち取るためには、同条約に基づく核不拡散体制の信頼性を高める必要があると考えたア

メリカは、旧ソ連のウクライナ問題と北朝鮮問題の早期解決に取り組み始めた。ウクライ

ナには、ソ連が崩壊したとき、旧ソ連の戦略核弾頭が１５００発以上も残っていたが、ウ

クライナはロシアへの引渡しを渋っていた。対ロ関係を懸念するウクライナの軍部が引渡

しに強硬に反対したからで、クラフチェク大統領は、軍部を納得させるためにも、しかる

べき代償を要求していた。結局、アメリカは日本を含む先進国に協力を呼びかけ、一定の

財政援助をウクライナに約束することにより、この問題を解決することに成功した。次に

北朝鮮問題に関し、１９９４年、カーター大統領が個人の資格でピョンヤンを訪問、金日

成主席と会談し、同年１０月ジュネーヴで米朝枠組み合意協定の署名にこぎつけた。これ

により、北朝鮮は、建設中の黒鉛減速炉を破棄し、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の全面的

核査察を受け入れることを約束、その代わりに、１００万キロワット規模の軽水炉２基と
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重油の提供を受けることになった。そして、この目的のために「朝鮮半島エネルギー開発

機構」（ＫＥＤＯ）という組織が米韓日三カ国により設立され、軽水炉の建設計画が進め

られることになった。次に、先進国の非核兵器国についてみると、Ｇ７の中で、カナダ、

ドイツ、イタリアは、早い段階から無期限延長支持を明らかにしており、問題は、唯一の

被爆国日本であった。しかし、日本もそれに反対することは、核保有国を目指しているの

ではないかと思われかねないということで、結局、無期限延長の支持に回った。 

 次に取り組まなければならなかったのが、非同盟諸国対策であった。とりわけインドネ

シアは、１０８ヶ国からなる非同盟諸国（ＮＡＭ）グループの議長国として、ＮＰＴの無

期限延長案に強く反対していた。しかし、冷戦の終結により、非同盟諸国は冷戦時代のよ

うな結束力を失っていた。 また、先進国と非同盟諸国の関係も、非同盟諸国同士の関係も

ＮＰＴが成立した２５年前とは異なるものになっていた。ＮＰＴ成立時は、核兵器国と非

核兵器国を分ける条約の差別性に対する不満や、大国のエゴに対する感情的な反発が強か

った。差別性に対する不満は残っているが、核時代の現実に対する慣れも生まれていた。

また、アメリカを中心とする核兵器国とこれに同調する先進諸国の働きかけ、締め付けも

大きな要因となって、非同盟諸国は協同歩調をとれなくなっていた。アメリカは更に、日

本をはじめとするＧ７のメンバーにも分担してもらって、新規加盟国への勧誘に乗り出し

た。こうして核兵器国とその同盟国による新規加盟国増加作戦は着々と進み、会議開始時

点では、加盟国数は１７８に達した。その過半数は９０である。非同盟グループが全員団

結して反対すればともかく、すでに核兵器国側の強力な多数派工作によって切り崩しが進

んでおり、無期限延長反対派は、次第に劣勢に追い込まれた。しかし、それでもまだ完全

に安心はできないと考えたアメリカ等は、次に、会議での決定方式についても、慎重な配

慮をめぐらせた。非同盟グループは、無記名・秘密投票方式を主張したが、米国等は記名

投票方式にこだわった。 

 会議が始まってみると、各国代表による一般演説が行われた最初の一週間で、無期限延

長に反対ないし消極的姿勢を示した国が２０カ国程度にとどまり、ＮＰＴの再検討・延長

会議の方向は早い段階で大勢が決まった。従来、非同盟諸国内の有力国として、核兵器国

に対する強い不満を示してきたメキシコは、無期限延長に対する明確な反対姿勢を示さず、

アラブの盟主エジプトは無期限延長に反対したが、具体的な代案を出さなかった。非同盟

諸国会議の議長国であるインドネシアは、複数回の延長案（２５年ごとに自動延長する）

を提示したが、これに賛同する国は１１カ国だけであった。 
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 結局、カナダがとりまとめた無期限延長案が、日本、アメリカを含む１０３カ国の支持

を得るに至り、インドネシアが非同盟諸国と共同提案した自動延長案や、メキシコが提示

した独自の無期限延長案を圧倒的に上回った。ここで、アメリカ等の意向を受けた、Ｊ．

ダナパラ（Jayantha Dhanapala）議長（スリランカの駐米大使）は、なるべく投票を避け、

いわゆるコンセンサス（全会一致）方式で決定しようとした。その方が、誰も傷つかずに

済むからである。しかし、インドネシア、マレーシア等は、無期限延長反対の姿勢を貫く

ため、最後までコンセンサス方式での決定を拒んだため、結局議長は「賛成多数と認め、

投票なしで」無期限延長が決定されたと宣言した。 

 こうしてＮＰＴの無期限延長が決まった。世界の大多数の非核兵器国は核兵器を開発保

有する選択肢を自ら放棄し、核査察その他の業務を負う。現在の核兵器国は、引き続き核

兵器を持つことが認められるが、核軍縮を推進していく義務を負う。ＮＰＴの無期限延長

の決定に付随するものとして、二つの文書の採択も投票なしで合意された。一つは「条約

の再検討プロセスの強化」であり、将来５年ごとに開かれる再検討会議において、ＮＰＴ

加盟国は条約の完全な実施と検証の強化に向けて取り組むこととなった。もう一つは「不

拡散および軍縮の原則と目的」であり、未加盟国のＮＰＴ加盟の促進、全面核実験禁止条

約（CTBT）の交渉促進などが掲げられた。 

 岩田修一郎はこのような経緯を以下のようにまとめている34。すなわち、核兵器国主導の

無期限延長の決定プロセスに、すべての国が賛同したのではなかったが、ＮＰＴ体制から

脱退することを考える国はなかった。無期限延長の決定過程に消極的抵抗を示した国には、 

無条件に無期限延長に同意すれば、今後、核兵器国に核軍縮を迫る梃子を失うという計算

や、条約の未加盟国の核能力に対する戦略的な不安など、さまざまな思惑が入り交じった

たためであり、１９９５年の時点において世界の大多数の国は、ＮＰＴ体制の維持がそれ

ぞれの国益に合致すると最終的に判断したということであろう。 

 しかし、ＮＰＴ条約発効後、５年ごとに開かれる再検討会議は、厳しさを増しており、

核不拡散・国際原子力発電レジームが、変容を迫られる可能性が出てきているようにもみ

える。 
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第５章 地球温暖化問題1の登場と気候変動レジームの形成 

 

５－１ 気候変動レジーム形成に向けてのアジェンダ設定段階、交渉段階、実施段階 

 相互依存が浸透し、様々な分野で多国間協力が形成されている国際社会の状況を説明す

るために構築された国際レジーム論は、１９７０年代以降、アメリカで盛んになったが、

最近では気候変動レジームという言葉もよく耳にするようになってきた。 

 本章では、はじめに第１節（５－１）において、気候変動枠組み条約、京都議定書によ

って、気候変動問題に対する国際的な枠組みとしての気候変動レジームが形成されていく

過程を概観し、次に第２節（５－２）で、国際レジーム論でいう知識というレジーム形成

要因ならびに知識を政治的行動に結びつける上で重要な役割を果たすとされるエピステミ

ック・コミュニティーに焦点をあて、両者が、レジーム形成の過程でどのような役割を果

たしたかを分析する。第３節（５－３）においては、エピステミック・コミュニティーと

しての、ＩＰＣＣについてより詳しく分析し、最後に第４節（５－４）において、国際レ

ジームとしての気候変動レジームの性格について論ずることにする。 

 Ｏ．ヤング(Oran Young)は、レジームの形成過程を、交渉のなされ方の違いに着目して、

アジェンダ設定段階、交渉段階、実施段階に分けて分析している2。 

 気候変動レジームの形成過程の分析もこの３つの段階に分けているものが多い3。本論文

においても、この３つの時期区分による分析を行うことにする。具体的には、まず地球温

暖化問題が国際政治の舞台に登場するまでの時期であるアジェンダ設定段階については、

科学者を中心にこの問題に関する研究成果の発表と、政治的行動を訴える国際会議が開催

され始めた１９８０年代後半から、気候変動枠組み条約の内容を交渉する政府間交渉委員

会（ＩＮＣ：Intergovernmental Negotiating Committee）の第１回会合が開催される１９９１

年２月までの時期とする。次に、交渉段階としては、このＩＮＣ第１回会合から、１９９

２年の地球サミットで各国によって署名されたＦＣＣＣ（気候変動枠組み条約）をめぐる

国際交渉が行われ、その結果設けられた条約加盟国会議（ＣＯＰ：Conference of Participtaing 

Countries）の第３回会合で京都議定書が合意された１９９７年までとする。次の実施段階の

時期は、１９９７年以降となる。ＦＣＣＣの批准やＦＣＣＣで定められた条項の国内的実

施などを行う時期である。なお、沖村理史は、１９９２～１９９７年は、交渉と実施の段

階が同時に進展していた時期としている4。 
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５－１－１ 地球温暖化問題前史とアジェンダ設定段階    

地球温暖化問題前史： 温室効果ガス特に炭酸ガスと水蒸気によって引き起こされる「温

室効果」については古くは１８２７年フランスの科学者フーリエによって指摘され、１９

世紀の終わりにはスウェーデンの科学者アレニウスによって、産業活動による炭酸ガス排

出量の増加によって地球表面温度の上昇がもたらされるという仮説が立てられていた5。そ

の後１９５０年代後半まで、この問題は、ほとんど人々の関心を集めなかった6。Ｊ．ラン

チベリー(John Lanchbery)は、この間に、関心が薄れた理由として、第一に、１９５０年代

まで、多くの科学者がこの現象は、“段階的に”進行すると考えていたこと、第二に、人

間活動による影響が地球大の気候に影響を与えることについて疑問を持っていたこと、第

三に、人間活動による気候変動への影響の証拠は決定的ではなく、矛盾していると考えら

れていたことをあげている7。しかし、全く忘れ去られていたわけではなく、折に触れ言及

されていた。例えば、１９５３年アメリカ原子力委員会がまとめた『エネルギー問題の将

来』8がある。そこでは化石エネルギーの燃焼による炭酸ガス排出量の増大によって地球温

暖化が生じる可能性が指摘されていた。Ｊ．ランチベリーによれば、この問題の研究の転

機となったのは、欧米諸国で、第二次大戦後、科学の役割に対する認識が高まり、”ビッ

グ・サイエンス”研究の波が、大気、大洋、地質調査に及び、１９５７年が「国際地球観

測年」と指定されたことであった9。これを契機に地球環境の変化のプロセスとそれに与え

る人間の影響を理解するための、地球規模の科学コミュニティーの組織が作られ、モニタ

リング基地のネットワークが形成された10。１９５８年アメリカはハワイのマウナロア山に

おける温度測定を開始した。１９７０，７１年には、マサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ）

が、人間の活動による気候変動の可能性に関する懸念について報告書をまとめた11。しかし、

１９４０年代から７０年代半ばまでの地球寒冷化傾向のため、温暖化の可能性については、

一般の人々は殆ど関心を示さず、科学者のなかでも、例えば、後に地球温暖化説の推進的

学者となるＳ．シュナイダー( Stephen H. Schneider)は、７０年代初め頃は寒冷化説を唱えて

いた12。この状況は、７０年代後半になって、世界の気温が上昇に転じたことによって変化

した。１９７９年には全米科学アカデミーが『炭酸ガスと気候の科学的評価』13という報告

書を発表し、炭酸ガスの濃度が、産業革命以前の２倍の水準になると、地球の平均気温が

３度程度上昇するという警告を発した。更に全米科学アカデミーは、１９８３年、気候変

動に関する最初の最も包括的な研究成果とされる『変わりつつある気候』14という報告書を
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発表したが、これは、もともと、シェール・オイル、タールサンドなどから生産される合

成燃料の気候への影響を、評価するために行われた研究の成果であった。１９８０年代半

ば頃からは、アメリカ以外での成果も注目されるようになってきた15。 

アジェンダ設定段階 科学者の行動とＩＰＣＣ第一次評価報告書：１９８０年代半ばか

ら、科学者を中心とする地球温暖化問題に関するアジェンダ設定の動きが明確になってき

た。１９８５年１０月には、オーストリアのフィラハで、国連環境計画（ＵＮＥＰ）、世

界気象機関（ＷＭＯ）、国連学術連合（ＩＣＳＵ）が共催する「炭酸ガス及びその他の温

室効果ガスの気候変化へ及ぼす影響の科学的評価に関する会議」が開催された。この会議

では、地球温暖化問題について、世界の科学者の間で暫定的なコンセンサスが生まれ、国

際的な温暖化対策を進める何らかの活動が必要だという合意が形成された16。この後、この

合意に沿って、１９８７年９月フィラハで、１１月にイタリーのべラジオで気候変動に対

応する政策形成のためのワークショップが開催された。この三つの会議では、国際条約制

定の必要性についての勧告が出されるなど、科学者の政治への働きかけという点からも注

目される会議となった。こうした気候変動問題の国際的な政治問題化への動きは１９８８

年６月、決定的な政治的モメンタムを得ることになった。まず、１９８８年６月のトロン

トサミットでは、特に地球環境問題の重要性が指摘され、地球規模の気候変動に関する政

府間パネルの設立を奨励するという声明が出された。またＷＭＯ執行委員会では、ＩＰＣ

Ｃ （気候変動に関する政府間パネル Intergovernmental Panel on Climate Change）の設置が決

定された。同じく、６月、アメリカ上院エネルギー委員会で、アメリカ航空宇宙局（ＮＡ

ＳＡ）ゴダード研究所のＪ．ハンセン(James Hansen)博士が、９９％の確率で地球温暖化が

進行しているという証言を行い、折からの異常気象に悩まされていたアメリカで大きな反

響を呼んだ17。さらに、トロントサミットの直後に同じくトロントでカナダ政府が主催した

「大気の変動に関する国際会議」には４０カ国以上の国から科学者だけでなく、法律家、

政府関係者、企業関係者等が集まり、当面の政策目標値として、炭酸ガスの発生量を２０

０５年までに１９８８年水準から２０％削減しようという目標が提言された。この会議に

よって気候変動の問題が初めて高度な政治的課題として取り上げられるようになったと指

摘されている18。 

 このような動きを受けて、１９８８年１１月、ＩＰＣＣが設立された。ＩＰＣＣは、Ｗ

ＭＯ、ＵＮＥＰのもとに設置された政府組織であり、国が指名する科学者と行政官によっ

て構成された。 
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 ＩＰＣＣの目的は、「第一に、温暖化問題に関する科学的知見を世界的に集約すること。

第二に、気候変動による環境ならびに社会経済に与える影響の評価を行うこと。第三に、

対応戦略を検討すること。」で、それぞれの目的に対応して、三つの作業部会が設置され

た。第１作業部会は、気候システムと気候変動の科学的な知見の評価、第２作業部会は、

気候変動がエコロジー、技術、社会経済、人間の健康系にもたらしうる脆弱性（感度と順

応性）についての部門・地域的影響を含む評価、第３作業部会は、気候変動緩和策がもた

らす科学、技術、環境、経済、社会への影響評価を担当することになり、１９９０年夏ま

でに第一次評価報告書をまとめることになった。このように、ＩＰＣＣは、新しい科学的

研究を行うことはなく、すでにある研究成果を評価する、また、科学としての中立客観性

を守り、余計な政策介入や政策判断を厳しく慎む一方で、政策立案や意思決定に役立つ科

学的評価を行なうという微妙かつ難しい対応を迫られた19。 

 １９９０年８月、予定通り１年半という短い期間で、ＩＰＣＣ第一次評価報告書20がまと

められた。ＩＰＣＣの評価報告書の作成は、各国政府関係者によって厳しいレビューを受

けるが、政治家ならびに一般の人々にわかりやすくまとめた「政策決定者のための要約」21

の作成に関しては、一語一句の細かな言い回しに至るまで徹底的に精査された22。その意味

でＩＰＣＣの活動自体は政府間の監視によってかなり限定されるものの、いったん報告書

が公表されれば、それは大きな権威を持つことになった。 

 ＩＰＣＣが設立された翌年の１９８９年には多くの気候変動問題についての国際会議が

開催された。即ち、３月「ハーグ環境首脳会議」、５月「ＩＥＡ閣僚会議」、「ＵＮＥＰ

管理理事会」と続き、７月の「アルシュ・サミット」では、環境問題が主要な議題となり、

経済宣言の３分の１が環境問題で埋められた。１１月には「環境大臣オランダ会議」が開

かれ、「多くの先進国の見解では、第一段階として遅くとも２０００年までに炭酸ガス排

出量の安定化が達成されるべきである」とするノルドヴェイグ宣言が採択された。この中

で、５月の「ＵＮＥＰ管理理事会」においては、「ＵＮＥＰ事務局長に対し、ＷＭＯの事

務局長と協力し、ＩＰＣＣの作業、最近開かれた国際会議及び今後開かれるものの成果を

考慮しつつ、気候変動に関する枠組み条約についての外交交渉の準備を開始することを求

める」という決議を行っており、以後国際的な交渉はこの線に沿って枠組み条約の形成に

向かって動くことになる。 

 このような動きの中で、ＩＰＣＣは精力的に作業を行い、先に述べたように、１９９０

年８月、第一次評価報告書をまとめ，同年１１月の第２回世界気候会議に提出した。この

 111



中で世界的に最も強いインパクトを与えたのは、第１作業部会が指摘した次の点であった。

すなわち、もし何らの規制もとらず、温室効果ガスの排出量が予想通りに増加し続けたら、

地球の表面気温は、中位予測で、１０年間あたり、摂氏０.３度（プラスマイナス０.１５度）

程度上昇するであろうし、もし、大気中の濃度を現在のレベルに保とうとしたら、直ちに

人間の活動による炭酸ガスの排出量を６０％以上削減しなければならないという点であ

る。この報告は、温暖化問題が差し迫った問題であるということを世界に広く認知させる

ことになった。 

 これに対し、第２、第３作業部会の報告は、地域的な気候の変化という更に不確実性の

高い問題、また直接国家の政策に影響を及ぼす事柄を扱っていたために、中身のあるコン

センサスが得られず、注意深く言葉を濁しただけの報告となったが23、まさに、この部分が

その後の気候変動枠組み条約、京都議定書等の具体的な対策の策定と合意における最大の

論点となるのである。 

 第１作業部会がまとめた科学的評価それ自体は、１９８５年のフィラハ会議のものと殆

ど同じであり代わり映えがしないものであったが、それはＩＰＣＣが独自に科学的調査は

行わず、それまでの成果を評価するというマンデートに基づく必然的結果であったといえ

る。しかし、フィラハ会議の合意が科学者の合意であったのに対し、ＩＰＣＣの報告は政

府間の合意となった。科学者達がＩＰＣＣという組織に組み込まれることによって、政府

関係者の厳しいレビューを受けるという大きな制約を受けながらも、それと引き替えに各

国の政策に影響を及ぼす能力、すなわち政治的パワーを獲得することになったのである。  

 

５－１－２ 気候変動レジーム形成に向けての交渉段階 

京都議定書の採択： アジェンダ設定段階を終え、地球温暖化問題をめぐる国際的な状

況は、気候変動枠組み条約の内容を交渉する段階に入った。この期間は、１９９１年２月

の政府間交渉委員会(ＩＮＣ：Intergovernmental Negotiating Committee)第１回会合から９７

年１２月の第３回締約国会議（ＣＯＰ３：Conference of Participating Countries:3)における京

都議定書採択までの期間である。 

 ＩＰＣＣの第一次評価報告書が公表された第２回世界気候会議の閣僚宣言では、気候変

動に関する国際条約の具体的内容についてＩＮＣの設置を要請した。これを受けて、１９

９０年１２月に開催された第４５回国連総会において、気候変動枠組み条約作成のためＩ

ＮＣが設立された。Ｊ. ランチベリー(John Ranchbery)は、ＵＮＥＰ、ＷＭＯあるいは、そ
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の他の国際機関ではなく、国連総会が、この設置を決めたことは、その後の気候変動に関

する交渉をより国際的にするという点で大きな意味を持っていたと指摘している24。１９９

１年２月のＩＮＣ第１回会合では、コミットメントとメカニズムについての作業部会の設

置が決まった。第２回会合では条約の内容に関する具体的な議論が始まった。条約の目標、

原則が議論されるとともに、より緊急な課題として先進国の温室効果ガス排出削減目標を

どうするかという問題に多くの時間が割かれた。アメリカは数値目標をあくまで努力目標

にとどめること、炭酸ガスのみならず、すべての温室効果ガスを対象とすることを求めた。

これは、メタンなど他の温室効果ガスの排出を削減の対象とすることによって、炭酸ガス

の排出増加の余地を残すための方策であると考えられた25。日本は、一人当たりの炭酸ガス

排出量を２０００年までに安定化するという案を提出するとともに、「誓約と審査」(Pledge 

and Review)という制度を提案した。これは、各国が条約の目標を達成するための計画を公

表し、その計画の達成状況を定期的に審査し、改善措置を検討するという制度である。各

国は計画を立案し、実行する必要はあるが、計画を達成できそうもないときは改善策を講

ずればよいわけで安定化目標の法的強制力を弱める制度であった。これらの案は、条約に

具体的数値を盛りこみたいとするＥＣ諸国からも、温室効果ガス削減について何らの約束

も出来ないとするアメリカからも賛同を得られなかった。しかし、この考え方はその後も

残り、「通報と審査」(Communication and Review)という形になって条約に取り込まれた。

ノルウエーからは「共同実施」(Joint Implementation)という制度が提案された。これは、Ｏ

ＥＣＤ加盟諸国とロシア東欧の旧共産圏の国々の間で、温室効果ガス削減プロジェクトを

通してもたらされる排出削減量の一部もしくは全体を、プロジェクトを実施した国の排出

量の削減と見なすという制度である。経済的に温室効果ガスの減少を図ることが出来ると

いうことから、ＥＣ諸国を中心として多くの国の支持が得られ条約に取り込まれた。サウ

ジアラビア、クウェート等の産油国は、気候変動防止対策による石油消費量の減少を恐れ、

人間活動の結果による気候変動は根拠がないという立場を取り続けた。気候変動による海

面上昇で国家の存亡の危機に瀕する太平洋・カリブ海の島国は、小島嶼国連合（ＡＯＳＩ

Ｓ:Alliance of Small Islands States) というグループを作り、高い削減率、厳しい制度を要求

した。その他の多くの発展途上国は、将来の経済発展と開発の余地を残す条約が結ばれる

ことを望み、発展途上国による対策には反対の立場を取った。９１年９月の第３回、１２

月の第４回会合でも、温室効果ガスの削減目標が議論されたが、各国の主張が対立し、ま

とまらなかった。９２年２月の第５回会合でも決着がつかなかった。しかし、消極的な態
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度を取っていたアメリカも盛り上がる国際世論を前に国内対策を打ち出さざるを得ず、２

０００年までに全温室効果ガスの排出量を安定化するという指標をまとめた26。このような

状況を受けて、４月下旬に行われたＥＣドロール委員長と米国ブッシュ大統領のトップ会

談を経て開催された第５回ＩＮＣ再開会合で最終的な合意が達成された。この会合で採択

された国連気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣ)は、同年６月リオデジャネイロで開かれた国

連環境開発会議（ＵＮＣＥＤ)で署名が行われ、同条約は１９９４年３月に発効した。 

  国連気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣ:United Nations Framework Convenntion on Climate 

Change )では、条約の目標として、「気候系に対して危険な人為的な影響を及ぼすこととな

らない水準まで大気中の温室効果ガス濃度を安定化させる」（第２条）ことを掲げ、この

目標を達成するための原則として「先進国と途上国の共通だが差異のある責任に基づく気

候の保護」（第３条１項）を「各国の特別な状況に配慮」（第３条２項）するとともに、

各国が「持続可能な開発を推進する権利と義務を有しつつ」（第３条４項）、「予防的な

措置」（第３条３項）を進めるため「国際的な協力をする」（第３条５項）という５つの

原則を定めている。枠組み条約は一般原則を定めるもので、曖昧なところの明確化ならび

に具体的な目標達成措置の決定は、後に決められる議定書、付属書、決議、勧告、ガイド

ライン等に委ねられる。 

 ＵＮＦＣＣは、５０カ国以上の同条約への批准を得て、１９９４年３月に発効したが、

条約の発効以前は、条約加盟国会議（ＣＯＰ：Conference of Parties to the UNFCC)を設置し、

準備作業を行うことが出来なかったために、暫定的に、同条約作成の交渉の場となってき

たＩＮＣがこの作業を行った。 

 ＵＮＦＣＣ採択後、初めてのＩＮＣ会合であるＩＮＣ６は、１９９２年１２月、ジュネ

ーブで開催され、以降ＣＯＰ１までに６回開かれた。最初の頃の会合はゆったりとしたペ

ースで、主として手続き的な議論が行われたが、９４年８－９月に開かれたＩＮＣ１０の

頃になると、現行の枠組条約の４条２(a)および(b)に規定されている約束は、「究極的な目

的」の達成に対し、不十分であるという見解の一致が先進諸国で見られるようになった27。

更に先進諸国は途上国にも温暖化防止への取り組みの必要性を主張したが、ＡＯＳＩＳを

除く開発途上国は、まず先進国が条約に明記された温室効果ガスの排出を２０００年まで

に１９９０年レベルに戻すという約束を果たすべきで、途上国の義務を強化すべきではな

いという立場を取り続けた28。ＣＯＰ１直前のＩＮＣ１１では、多くの先進国が条約で定め

たれた約束を達成出来ないことが明らかとなり、この点について、途上国側は不満を持ち、
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新たな約束よりも、まず最初に決めたことを実行すべきであると主張した29。このような対

立を残したまま議論は、ＣＯＰ１へと持ち越されることになった。 

 １９９５年３月から４月にかけて、ベルリンで開催されたＣＯＰ１では、ベルリン・マ

ンデートが合意された。ここでは「枠組み条約の４条 2(a)および(b)の規定が妥当でないと

結論し、議定書及びその他の法的文書の採択によって２０００年以降の期間の適切な行動

を取るためのプロセスを開始することに合意する」とうたわれ、さらに「このプロセスは、

２００５年、２０１０年、２０２０年といった特定の期間に数量化された抑制及び削減目

的の設定を目的とする」とし、これをＣＯＰ３までに採択することが要請される旨が書き

込まれた30。この決定により、９７年のＣＯＰ３までに温室効果ガス排出量の数量化された

削減目標を含む議定書の採択を目指して交渉がスタートすることになった。激しい対立の

中で、ベルリン・マンデートが採択されたのは、次のような環境ＮＧＯの働きによるもの

であったといわれている31。 

 「政府代表団に対する報道機関による取材や社会一般からの圧力が高まるにつれ、環境

ＮＧＯはより積極的な勢力であるＧ７７とＥＵの橋渡しをするため努力を重ねた。ホスト

国のドイツは、他のＥＵ加盟国とともに、開発途上締約国の約束を議定書交渉の議題に乗

せることを求めないと主張して、議論を進展させようとした。これに基づき、インドを中

心とした開発途上国は、いわゆる「グリーン・グループ」（Ｇ７７マイナスＯＰＥＣ）を

作り、ベルリン・マンデートを支持し、ＥＵと連係することとなった。グリーン・グルー

プの交渉のポジションを示した「グリーン・ペーパー」の一部は環境ＮＧＯによって創案

されたものであった。32」更に、環境ＮＧＯは、報道機関を通じて、交渉の遅滞はアメリカ

とＯＰＥＣによるものだというイメージを一般社会に投げかけるのに一役買った。このよ

うにして、高まった国際世論の圧力に屈するように、アメリカはベルリン・マンデートの

支持に回ることになった。これを受けて、それまで反対の立場にいたＯＰＥＣやカナダ、

オーストラリアも国際世論からの非難を浴びてまで反対することは出来なくなった33。 

 ＣＯＰ１で合意したベルリン・マンデートの内容に従い、「数量化された温室効果ガス

の抑制および削減目標を含む、議定書及びその他の法的文書」を９７年のＣＯＰ３までに

採択することを目指した交渉が開始された。この期間の交渉は、ＣＯＰ１までの議長を務

めたラウル.エストラダが議長となり、ＡＧＢＭ（Ad Hoc Group on the Berlin Mandate:ベルリ

ン・マンデートに関するアドホックグループ）という場で行われた。 

 この交渉プロセスにおいて最も大きな争点となったのは、「数量化された削減目標の設
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定」についてであった。これには、どのガスを削減の対象とするか、吸収源を考慮したネ

ットアプローチにするのか、また、すべての先進諸国に一律の削減率を課すのか、それと

も差異化を認めるのか、といった問題を解決する必要があった。その上で、先進諸国の具

体的な排出量を決定することになるので複雑な交渉にならざるを得なかった。さらに、共

同実施や排出権取引などの問題も絡んできた。 

 １９９６年、ジュネーブで開かれたＣＯＰ２では、まず９５年１２月に公表されたＩＰ

ＣＣ第二次評価報告書34の評価が争点の一つとなった。この報告は、「気候変動へ人間活動

が影響しているか否か」という問いに、「地球の気候に対する検出可能な人間の影響が示

唆されるという解答」を提示した。しかし、中位予測による２１００年の平均気温上昇は

約２度と第一次報告より１度下がっていた。交渉に参加していた殆どの国は、この報告書

を議定書採択のための議論の科学的基盤とすることに賛成していたが、ＯＰＥＣ諸国など

が、不確実性の部分をついて反論した35。これに対し、アメリカ代表団のティモシー・ワー

ス国務次官はＣＯＰ２の各国演説の中で、「ＩＰＣＣの取り組みは、国際的関心事の基盤

をなすもので、今日の気候変動の傾向に対して明らかな警告を発しており、それ故米国政

府内でも緊急性の高い問題であるとする認識が形成されている。合衆国は科学的見解は

我々が緊急に行動するよう求めている、という立場を明確に支持する36」として第二次評価

報告書を支持し、さらに、「合衆国は、今後の交渉は、現実的かつ実証が可能で拘束力の

ある中期の排出目標を設定する合意に焦点を当てるよう提言する。37」と初めて「拘束力の

ある目標」という表現を使った。これにより、ＣＯＰ２の閣僚宣言には、「ＩＰＣＣの第

二次評価報告書を、現在の気候変動の科学に関する最も包括的かつ権威のある評価として

認める38」ことと、温室効果ガスの排出削減目標に関しては、「排出抑制および相当の削減

のための数量化された法的拘束力のある目標39」とする旨が書き込まれた。しかし、産油国

やロシアなど１４カ国は、宣言を出すことに反対し、オーストラリアも「法的拘束力」の

部分には賛成出来ないとした。宣言は、「テークノートする」（記録する）という形で合

意された。 

 ＣＯＰ２の宣言を受けて、「拘束力のある目標」として具体的にどのようなものを設定

するかについて交渉がスタートした。ところが、具体的な削減目標や対象ガス、途上国の

参加の問題や柔軟的措置などの問題については各国間の主張に大きな開きがあり、ＣＯＰ

３直前の会合であったＡＧＢＭ（９７年１０月）でも解決されず、問題はＣＯＰ３に持ち

越された。  
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 ここで、ＣＯＰ３に臨む主要な国、グループの立場、主張は以下の通りであった。 

 まず、アメリカは、対象ガスとして、６種のガス（炭酸ガス、亜酸化窒素、メタン、代

替フロン２種（ＨＦＣ，ＰＦＣ），六フッ化硫黄）をとりあげ、全体の合計量で削減する

方式を主張した。更に、オーストラリアなどとともに吸収源も含めた包括的アプローチを

取ることを提案した。アメリカはまた、途上国の参加を強く要求した。アメリカは、「エ

ボリューション」という途上国の発展段階に応じて、排出に関する義務を負うことを求め

るシステムを挿入することを主張し、削減目標に関しては、２００８－２０１２年の期間

に、１９９０年レベルで安定化することを掲げていた。 

 次に、ＥＵは、削減目標として、２００８～１２年に、１９９０年レベルから１５％削

減することを提案し、対象ガスには、アメリカが主張しているような代替フロン等のガス

は含めないことを主張した。また、議定書にＥＵバブル40を認める内容を書き込むことに固

執した。 

 日本は、まず削減目標に関しては、差異化を主張した。この主張は、各国の省エネ努力

レベルを無視して排出削減を一律に規定することは、省エネ努力の進んでいる国がそうで

ない国と比較して，過重の負担を課せられることになるとの理由からであった41。このため、

日本の主張は、先進国全体での削減目標は、２００８～１２年において１９９０年レベル

から５％削減するというものであったが、日本については、この差異化を考慮して、２.５％

とするものであった。対象ガスについては、ＥＵと同様に３種のガスとしており、途上国

の参加についてはアメリカの提案である「エボリューション」などは時期尚早であるとの

立場を取った。 

 開発途上国は、ＡＯＳＩＳを除いた大多数の国が、アメリカの提案した「エボリューシ

ョン」に対し、ベルリン・マンデートの決議内容を越えるものであると反発した。さらに、

途上国は、ＯＰＥＣが主張していた補償基金の設立42と、ＡＯＳＩＳが主張する先進諸国の

１５％削減提案などを含めて、途上国（Ｇ７７＋中国）としての案を提出した。このよう

に国によって異なる主張をどのように妥協させ、議定書に書き込むかが、１９９７年１２

月１日から京都で開催されたＣＯＰ３の課題であった。なかでも中心的な議題は、先進国

の温室効果ガスの排出量削減目標の設定となった。このため、会議の、ほとんどの時間が

ＥＵとアメリカ、日本の三極交渉にあてられた。また、この議論は、対象ガスや吸収源問

題、削減目標の差異化、目標達成のための柔軟的措置などを含めたパッケージ交渉であっ

たため、非常に複雑な交渉が行われ、議論は閉幕までもつれ込んだ。  
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 日本が主張していた差異化については、初日に動きがあった。初日の本会議で、アメリ

カのキンブル国務次官補が、「交渉を前進させるために、慎重に限定された枠内での差異

化を受け入れても良い」と述べ、国によって異なる削減率を課す「差異化」を受け入れる

姿勢を明らかにした43。最初は、絶対に受け入れがたいとしていたＥＵも、終盤ではわずか

な幅の「差異化」を認めることになり、議定書に書き込まれる数字にも「差異化」が考慮

された。アメリカは、開幕前、削減目標は、「１９９０年レベルでの安定化」を主張して

いた。しかし、交渉が進むにつれて、次々と数字を上げていった。アメリカは、数字より

も対象ガスの種類や排出権取引、吸収源を考慮するネットアプローチなどの削減の枠組み

を重視していたためであった44。激しい議論の結果、アメリカが主張していた対象ガスを６

種とすることや、吸収源を含めたネット方式が採用され、最終的には、排出権取引きも議

定書に盛り込まれることになった。 

 温室効果ガスの削減目標については、ＥＵが、最初１５％の削減目標を掲げていたが、

会議終盤でＥＵバブルを認めさせることなどを条件に８％まで下げてきた。アメリカも、

対象ガスの種類や吸収源を考慮したネット方式が認められるならばと、削減目標率をじり

じりと上げ、最終的には、７％に上げた。このような動きを受けて日本も数字を上げざる

を得ず、数値目標は日本・米国・ＥＵの間で「マイナス５，６，６％」、「５，６，７％」、

「６，７，８％」と動いた45。結局、「６，７，８％」であれば、先進諸国の全体の削減率

が５％を越えるという理由からこの数字で決着が着いた46。ここで、会議中の日本の数値の

変化については第８章で再度触れることにする。ここに至るアメリカ、ＥＵ、日本の交渉

が非常に長引いたために、アメリカが主張していた「途上国の参加」については、議論を

詰める時間がなくなり、この条項は削られた。こうして、１９９７年１２月１１日、先進

国の具体的削減数値を盛り込んだ京都議定書が採択された。 

 

５－１－３ 気候変動レジーム実施段階 

 京都議定書の発効へ向けて：ＣＯＰ３において、先進国の具体的な排出削減数値を含む

京都議定書が採択されたが、未解決の問題が数多く残され、そのような問題を解決し、議

定書発効に向けた準備を進めることが、ＣＯＰ３以降の課題となった。 

 未解決の大きな問題としては、まず「途上国の参加」という問題があった。これは、Ｃ

ＯＰ３でアメリカが主張していたが、時間切れとなって議定書から削除されたものである。

この問題に関しては、ＣＯＰ４以降「途上国の自主的な目標の設定」として先進国から再 
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提案されたが、一部の国を除いて途上国側はこれに反対している。他の大きな問題の一つ

は、いわゆる、京都メカニズムと呼ばれた「排出権取引」、「共同実施」、「クリーン開

発メカニズム（ＣＤＭ）」の三つのメカニズムの具体的な方法である。 

 京都メカニズムは、アメリカの主張によって議定書に盛り込まれたもので、アメリカは

これらのメカニズムを制約なく利用出来ることを主張していた。一方途上国にとっての関

心は、技術移転や産油国への補償の問題などであった。 

 このような状況で、１９９８年１１月、アルゼンチン、ブエノスアイレスでＣＯＰ４が

開かれた。まず、「途上国の参加」については、先進諸国側と中南米諸国の一部の国が賛

成、それ以外の途上国が反対した。次に、「京都メカニズム」に関しては、その利用に上

限を設定すべきであるという主張をＥＵや途上国が行ったのに対し、ＥＵを除く他の先進

諸国はこれに反対した。また、「補償基金設立」の問題については、先進諸国側が反対し、

途上国側が賛成した。結局、この会議は、具体的な内容については、ほとんど何も決めら

れずに閉幕した。しかし、「ブレノスアイレス行動計画」が採択され、京都メカニズムの

運用方法など具体的なルールの作成を２０００年のＣＯＰ６までに完了させるということ

は決められた。 

 ＣＯＰ６は、２０００年１１月オランダのハーグで開催された。ここでの主要な課題は、

「途上国の自主的目標設定」、「京都メカニズム」、「罰則を含めた遵守規定」であった

が、ここでもなかなか合意が得られず、会議終盤になってプロンク議長が調停案を示し、

合意を取り付けようと図った。この調停案は、「京都メカニズム」については上限を設け

ないこととし、アメリカの主張を配慮していた。また、削減目標の不遵守の対策について

も、罰金をともなわないなどアメリカの意向を取り入れたものとなっていた。しかし、森

林などの吸収源についての提案は、日米、特に日本の主張とは異なるものであった。この

調停案に基づくと、日本に認められた吸収源による削減量は、０.５６％であった。これに

対し、日本は、６％の削減量のうち、３.７％を吸収源でまかなおうという計画であったた

めに、この提案は日本にとって、受け入れられないものであった。アメリカもこの提案を

受け入れられないと主張し、結局時間切れで決裂となった。 

 このような結果を受けて、ＣＯＰ６再開会合が２００１年７月に開催されることになっ

た。ここでも日本は、吸収源に関して３.７％の削減を認めるように主張し、ＥＵが認めら

れないとして対立した。一方アメリカは、すでにブッシュ新政権によって、京都議定書か

らの離脱を宣言しており、議定書発効は日本が議定書に批准するかどうかにかかってきた。
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このような状況のもとで、最後まで日本が吸収源について主張を曲げなかったため、つい

にＥＵが歩み寄り、日本の提案が認められる形で合意された。これにより、京都議定書の

運用ルールに関する包括的な合意が成立し、議定書発効に向けて大きく前進することとな

った。その後も紆余曲折はあったが、２００５年２月、同議定書は発効した。 

  

５－２ 気候変動レジーム形成過程における知識ならびにエピステミック・コミュニティ

ーの果たした役割 

 直接的役割と間接的役割： 以上、気候変動問題に関するアジェンダ設定段階、交渉段

階、実施段階における国際的な交渉の経過を概観したが、ここで、それぞれの段階におい

て、レジーム形成要因としての知識ならびに、これを政治的行動に結びつける上で重要な

役割を果たすとされるエピステミック・コミュニティーの果たした役割を論ずることにす

る。 

 アジェンダ設定段階： まず、アジェンダ設定段階、つまり地球温暖化のメカニズムが

世界に認知され、国際政治の舞台に登場するまでの時期であり、具体的には、１９８０年

代半ばから１９９０年のＩＰＣＣ第一次評価報告書の公表を経て、政府の具体的な交渉が

始まるまでの時期であるが、この時期、特に、ＩＰＣＣ設立までの時期は科学者がこの問

題を牽引したと言えるであろう。すなわち、科学者によって問題のメカニズムが明らかに

され、地球温暖化の脅威が世界に伝えられ、世界の人たちをこの問題に振り向かせたとい

う意味で、科学者は大きな役割を担ったといえる。また、ここに至るまでの間に、Ｐ．ハ

ースのいうようなエピステミック・コミュニティーとしての科学者のネットワークもでき

あがっており、それらのグループが重要な役割を果たしたことがうかがえる。具体的には、

ＩＣＳＵ(International Council of Scientific Union: 世界科学者連合)とＷＭＯによって１９６

０年代に始められたＧＡＲＰ（Global Atomospheric Research Program: 地球大気研究プログ

ラム）に関係する科学者のグループがあげられるが、このプログラムのリーダーは、初代

ＩＰＣＣ議長のＢ．ボーリンであった。次に、ＩＩＡＳＡ(Insitute for International Applied 

Analysis: 国際応用システム研究所)，ハーバード大学、ＳＥＩ(Stockholm Envronment Institute:

ストックホルム環境研究所)の気候問題研究者が中心となって１９８０年代前半に活躍した

ＡＧＧＧグループ(Advisory Group on Greenhouse Gases:：温室効果ガス・アドバイザリー・

グループ)、１９８６年ＩＣＳＵによって始められたＩＧＢＰ(International Geosphere 

Biosphere Program:国際自然生態系プログラム)に関係する科学者グループ、ＷＭＯのプログ
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ラムであるＧＣＯＳ(Global Climate Observing System:地球気候観測システム)のメンバー、Ｉ

ＧＢＰとＧＣＯＳのＧＡＩＭ(Global Analysis, Interpretation and Modelling Project: グローバ

ル分析・解釈モデリング・プロジェクト）の科学者グループ等があげられる47。ＩＰＣＣ初

代議長Ｂ．ボーリン、ＩＰＣＣ第１作業部会議長Ｊ．ホートン卿はともにＧＡＩＭに参加

している。ＧＡＩＭは、ＩＰＣＣの作業をサポートした。 

しかし、完全に科学者主導でこの問題をリードすることが許されたのはＩＰＣＣが設立

されるまでで、この後は政治の力が加わるようになった。これは、しかし、科学者が政治

的対応を要求していたのであるから、当然の成り行きであったともいえる。また、アメリ

カが、気候変動問題の対応について、科学者だけに任せるのは問題であり、政治による制

御が必要であるという判断をして、ＩＰＣＣを設置させたのだという見方48もあり、政治の

力が加わってくることは、そのような点からも当然の成り行きであったといえるだろう。

このようにアジェンダ設定段階においても徐々に政治の力が強められ、ＩＰＣＣという科

学者中心ではあるが、行政官も加わる形の組織が作られることになった。ＩＰＣＣは、こ

のことによって政府間の制限を受けるようになったが、その見返りに、政治的パワーを持

つことになったといえる。なお、ＩＰＣＣがエピステミック・コミュニティーであること

については、第３節（５－３）で詳しく論ずるが、ここでは、エピステミック・コミュニ

ティーであるということで論を進めることにする。 

 その後の経過をふり返ってみると、ＩＰＣＣ報告書、なかんずく政治家、意思決定者の

ための要約を作る段階では、政府のチェックが大きく働いた。しかし、ＩＰＣＣのなかで

最も重要な科学的知見の評価を担当した第一作業部会の作業は、ＩＰＣＣ設立以前に出来

ていた科学者のネットワークによってサポートされ、ＩＰＣＣ議長、第一作業部会議長が

科学的知見の評価を重視して、作業をリードした。ＩＰＣＣが公表した第一次評価報告書

の内容とその報告が世界に与えたインパクトを考えれば、仮に科学者主導を阻止したいと

いう意図がアメリカにあったとしても、その意図は達成されなかったといってよいだろう。

そして、この報告によって、気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣ）に関する交渉の開始が具

体的に決まっていったことを考えれば、やはりアジェンダ設定段階において、エピステミ

ック・コミュニティーが果たした役割は大きかったといえる。 

また、アジェンダ設定段階の後半に入ると、知識という要因がメディアを通して大きな

影響力をふるうようになったことも見逃されてはならない点であろう。すなわち、大勢の

メディアでプレッシャーをかけたトロント会議での声明に入った「２０％」の削減という
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数字と、多数のジャーナリストとテレビカメラの前で行われたハンセン博士の温暖化の確

率「９９％証言」が大きな反響を呼び、国際的な世論が形成されたことは、知識が果たし

た役割の一つとして評価されるといえる。 

 沖村理史は、科学者がアジェンダの設定において大きな役割を果たしたことは認めるが、

極めて短期の間に条約交渉が開始されたことに鑑み、欧州諸国の果たした役割と国際的な

イッシュー間のバランスを追加的な要因として指摘している49。ここで国際的なイッシュー

間のバランスとは、地球温暖化問題アジェンダ設定段階の前期が冷戦終了の時期と重なっ

ており、東西対決といった安全保障問題のアジェンダに代わる国際的なアジェンダとして、

気候変動問題が国際政治の舞台に上ってきたことであると説明されている。関総一郎も、

冷戦の終結に伴う地球環境化問題のクローズアップ、欧州における中道左派政権の成立と

いう国際政治の変化を要因の一部としてあげている50。  

 結論的に言えば、気候変動レジームの形成において、アジェンダ設定段階、特にその初

めの段階でエピステミック・コミュニティーは大きな役割を果たしたと言えるし、後半の

段階においても世論を盛り上げるという間接的効果も含めて、影響力を有していたと考え

る。 

 アジェンダ交渉段階： 次に、アジェンダ交渉段階、すなわち実際に条約が作成されて

ゆく時期における知識とエピステミック・コミュニティーの果たした役割についてみるこ

とにしよう。 

 まず、気候変動枠組条約を作成する必要性が認識され、そのためにＩＮＣを設置し、こ

こで政府間の交渉が開始されたことは、第２回世界気候会議に提出されたＩＰＣＣによる

第一次評価報告書の強い影響によるものであったといえる。また、科学者達によって報告

された科学的知見が、国際社会に、この問題に取り組む契機を作ったことは疑いのないと

ころであろう。それでは、実際に気候変動枠組条約が作成されていく交渉段階でも、専門

家達はその交渉に影響力を持ち得たのであろうか。ＩＰＣＣがエピステミック・コミュニ

ティーとしてこの交渉自体に直接的な影響を及ぼしたかという点については、かなり限定

的であったといわざるを得ないであろう。例えば、採択された条約の温室効果ガスの排出

抑制削減に関するコミットメントの部分が、曖昧な表現となった点にそのことが表れてい

る。アメリカは最後まで、２０００年の目標について明記することを避けようとした。結

果的には、１９９０年レベレで「安定化」(stabilize)の代わりに「戻す」(return)という表現

を使い、なおかつ、１９９０年レベルに「戻す」という表現を２０００年の目標という文
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章と直接リンクしないようにすることで、妥協した。この文章は、同条約の４条２の(a）と

（ｂ）に書かれているが、一見しただけでは温室効果ガスの排出を２０００年までに１９

９０年レベルに戻すことが本当に要請されているのかどうか疑わしく、非常にわかりにく

い内容となっている。このような表現になったのは、条約交渉過程で、最後までアメリカ

が自国の利害に固執したためであり、ＩＰＣＣの科学的なデータを重視したものではなか

った。また、森林の吸収分を排出量から差し引ける「ネット方式」や、ＥＣ諸国が主張し

ていた「共同実施」が条約に書き込まれたことも、目標の達成が簡単になるとの意図によ

るものであり、ＩＰＣＣの科学的なデータを重視したものではなかった。このような点か

ら、科学的な知識がこの段階で持った影響力は、前段階に比べ相対的に小さくなったと判

断されるのである。 

 また、この段階では、まだ先進国と開発途上国、更には先進国の中、開発途上国の中で

の利害の対立から来る激しい政治的駆け引きの中で、ＩＰＣＣが明らかにした知見が真剣

に議論されることは少なくなってきた。ＩＰＣＣは、１９９４年に「もし、炭酸ガスの排

出が今日のレベルのまま横ばいで続いたとしても、大気中の濃度は着実に上昇し、１００

年後には産業革命以前の２倍近い値になる」51という内容の特別報告を行っている。これは、

「２０００年に１９９０年レベルに戻す」ことが書かれた枠組条約の約束の内容は妥当で

はないという意味を持ち、ＣＯＰ１での議論に影響を与えたという指摘もある52が、この報

告書の内容が各国政府の立場に直接的な影響を及ぼしたかどうかは明確ではない。 

 ところが、このようなＩＰＣＣの報告書は、環境ＮＧＯやマスメディア、一般の人々の

間に広まり、彼らの関心を高めることで各国政府に圧力をかけるという間接的な影響を持

っていたと考えることが出来る。実際、ベルリン・マンデート合意の際に、大きな役割を

果たした「グリーン・ペーパー」は、環境ＮＧＯの参加によって作られたものであった。

ＣＯＰ１における環境ＮＧＯの積極的な活動の理論的基礎は、ＩＰＣＣで明らかにされた

科学的知見である。これは、世界に温暖化の現状や広報の進み具合などを報じるマスメデ

ィアも同様である。こうした環境ＮＧＯの活動やマスメディアの報道によって、世界的に

地球温暖化防止に対する世論が盛り上がり、各国政府がこれを無視出来なくなったことを

考えれば、エピスティミック・コミュニティーが提供した科学的知見が間接的に国家の政

策に影響を与えていたと考えて良いだろう。 

 この段階で最も大きな影響を持ったと思われる科学的知見は、ＩＰＣＣが１９９５年１

２月に公表した第二次評価報告書53である。この報告書は、「人為的活動による地球気候へ
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の影響はすでに現れている」と指摘しており、その後の交渉の科学的基盤となった。この

ことは、１９９６年のＣＯＰ２の閣僚宣言に「ＩＰＣＣの第二次評価報告書を現在の気候

変動に関する最も権威のある評価として認める」という形で世界に示された。 

アジェンダ実施段階： 次に、具体的な運用ルールを決めるアジェンダ実施段階におけ

る知識、エピステミック・コミュニティーの果たした役割についてみることにしよう。こ

の段階になると国家の利害対立が先鋭化し、交渉は難航した。ＥＵに比べて温室効果ガス

の削減コストが高くつくと主張する日本は、最後まで森林の吸収源による削減量３.７％の

数字にこだわった。開発途上国は、途上国への義務の強化については、議論をすることさ

え拒否し、技術移転や補償の問題を優先的に解決するよう要求した。また、ＥＵが少しで

も厳しい制度を設定しようとしたのは、ＥＵよりも削減コストの高い日本や米国より優位

に立てるからであった。さらに、アメリカは、京都議定書はアメリカの経済を損ない、労

働者を傷つけるものだ、として京都議定書から離脱した。この段階では、このように知識

の要因よりも利益の要因が優先していたといえる。 

 しかし、間接的な知識の要因は、ここにも見いだすことができる。上記のような厳しい

状況のもとで、合意に至るもっとも大きな鍵となったのは、日本の動向であった。日本は

アメリカが議定書離脱を表明したあと、「アメリカ抜きでも議定書発効を」と主張するＥ

Ｕに対し、「アメリカ抜きの議定書は意味がない」としてアメリカの議定書復帰の説得を

続け、一時はもしアメリカが復帰しなければ日本の批准もあり得ないという態度をとった。

そのため、ＣＯＰ６再開会合が開かれる直前まで、合意は得られないのではないかとの推

測が飛び交った。しかし、会議終盤になって日本が態度を変え、最終日ぎりぎりで合意に

漕ぎ着けた。日本が合意を決める鍵となったのは、第８章で見るように外交的配慮、国際

的なバランスへの配慮であった。このように日本政府が考えるような雰囲気を国際会議の

中につくり出しているのは、前過程同様、環境ＮＧＯや各種メディアの活動であった。会

議の規模が大きくなり、国際的な関心が高まれば高まるほど、彼らの活動は国家の動向に

対して大きな影響力を持つようになる。以上のようなことから、この会議でも、科学者の

知的情報をＮＧＯやメディアが利用したことが、国家的アクターを合意に向かわせた一つ

の要因として指摘される。 

 以上気候変動レジーム形成過程における知識ならびにエピステミック・コミュニティー

の役割について考察してきたが、結論的にいえば、第一に、アジェンダ設定段階において

知識、エピステミック・コミュニティーは、直接的に大きな役割を果たしたが、交渉、実
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施段階に移行するにつれ、その役割は減少したということである。第二は、しかし、交渉、

実施段階においても、マスコミ、環境ＮＧＯを通じた世論の盛り上げという間接的なルー

トを通じた役割が評価されるべきであるということである。 

 

５－３ エピステミック・コミュニティーとしてのＩＰＣＣ 

 ＩＰＣＣの政治性：これまで、ＩＰＣＣがエピステミック・コミュニティーであるとい

うことで論を進めてきたが、ＩＰＣＣには種々の問題があることも指摘されている54。ここ

では、そのような点の指摘も含めて、あらためて、ＩＰＣＣがエピステミック・コミュニ

ティーであるかどうかについて、検討することにしたい。Ｐ．ハースによると、エピステ

ミック・コミュニティーとは、まず、「特定の領域において専門性と能力があると認めら

れ、その領域内で政策に関連する知識を正統に主張しうる専門家のネットワーク」55である。

後半の部分は、政策決定者にアドバイスを提供し、決定者の解釈に大きな影響力を持ちう

るのが、エピステミック・コミュニティーであることを含意していると判断される。 

 ＩＰＣＣがカバーする専門領域は、気候変動に関する科学ならびにその知見からもたら

される地球への影響の可能性に対処するための政治的、経済的な対策に関わる領域である。

ＩＰＣＣに参加した専門家は、主に、気候問題に関する自然科学者、政治的、経済的対策

に関する社会科学関係の学者、研究者、行政官で、殆どが各国政府によって指名された専

門家であった。ただ、制度的には一般に開放されており、自由参加で、保険会社の人や関

係するＮＧＯの人なども若干ではあるが入っていた。彼らは、この領域内で専門性と能力

が認められ、この領域内で政策に関連する知識を正統に、すなわち権威を持って、主張出

来る専門家のネットワークであったろうか。ＩＰＣＣは、種々の報告書等を通じて、世界

のトップクラスの気候問題に関する科学者、政治、経済等の社会科学系の学者、研究者を

集め、さらにこの問題に詳しい行政官を集めており、気候変動問題の研究に関するもっと

も権威のある組織、場であると繰り返し述べている。ＩＰＣＣの中で、最も重要だったの

は、気候変動に関する科学的知見を評価する第１作業部会であるが、そこには、世界のト

ップクラスの気候問題の専門家が集まったといえる。さらに、第２，第３作業部会のメン

バーを加え、総合的に見ると、ＩＰＣＣは気候変動問題に関する領域において専門性と能

力があると認められ、その領域内で政策に関連する知識を正統に主張しうる専門家のグル

ープであるといえるだろう。 

 次にネットワークかどうかということであるが、これは、ネットワークの定義にもよる
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わけである。ここでは、公の会合の場だけでなく、メンバー間の非公式なメール、電話等

による接触で意見交換が出来るような人々のつながりと考えることにする。少なくとも第

一作業部会に集まった気候関連学者の何人かは長い間の顔なじみでネットワークと呼ぶに

ふさわしい関係にあったと思われる。それ以外の多くのＩＰＣＣのメンバーは、ＩＰＣＣ

の創設によって集まってきた専門家、行政官であるが、彼らもＩＰＣＣの活動を通じて、

それなりの連帯感を感じるようになり、特にドラフトを作成するメンバー等の間では、非

公式にも意見の交換が出来る状態になっていたであろう。このように見てくると、ＩＰＣ

Ｃの全部のメンバーとは言えないが相当数のメンバーは、専門家のネットワークという条

件にも適合すると判断される。 

 次にＰ．ハースのエピステミック・コミュニティーの定義の中には、政策決定者にアド

バイスを提供し、決定者の解釈に大きな影響力を持ちうることが含意されているとしたが、

Ａ．ハーゼンクレバーもエピステミック・コミュニティーの政策決定者への影響力を重視

している56。ＩＰＣＣは、そのような政治的影響力を持っていたであろうか。 

 確かに、ＩＰＣＣは気候変動に関する研究をまとめ、中立性を守った評価を行うという

立場から、各国政府に政策を勧告したりすることはない。この点で、ＩＰＣＣは、政治的

なパワーを有していないかに見える。また、各国政府の監視を受けているので、必ずしも

科学者主導で報告書をまとめることが出来ていないところもある。しかし、各国政府代表

者によるレビューが、逆にその報告書に政府間のお墨付きを与える結果となっていると解

釈することも出来る。また、社会・経済的側面を評価する部分では、取るべき対策につい

て相当具体的な議論を行っているので、各国の政策形成に影響を及ぼすことが予想される。

ＩＰＣＣの行う評価が、直ちに各国の政策に適用されるわけではないが、気候変動問題に

おける最高の科学者の知見に基づいた各国政府代表による討議の結果であるという報告書

の科学的、政治的な重み、それを報道するマスコミやＮＧＯ，一般の人々の連動した間接

的圧力を考慮に入れれば、ＩＰＣＣは政治を動かすに足る影響力を有しているといえるだ

ろう。以上の考察から、ＩＰＣＣは政治的影響力を有していると考える。  

 次に、Ｐ．ハースは、エピステミック・コミュニティーは、種々の異なる背景と原理に

基づく様々な専門家から構成されているにしても、単なる専門家の集団ではなく、メンバ

ーは以下にあげるイ～ニの４つの条件を満たしているという57。 

 イ．メンバーは、社会的行動に関し、ある価値観に基づく合理的基準をもたらす幾つか

の原理的知的信条を共有している。 
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 この点に関していえば、ＩＰＣＣ のメンバーは、程度の差はあっても、人間活動に基づ

く気候変動は、人類全体、地球環境に悪影響をもたらすので、人類全体で問題を解決する

必要があるという信条を原理として共有しているといってよいだろう。 

 ロ．メンバーは当該領域における中心的な問題の設定とその解決に貢献した経験の分析

から導かれ、さらに可能な政策選択肢と期待される結果の多様な関係を明らかにする基盤

として使われるようになる因果関係に関する信条体系を共有している。 

 この点についても、ＩＰＣＣメンバーの所属、過去の業績等から見て、当てはまるとい

えるだろう。 

 ハ．正当性を有しているという考え方を共有している。これは、彼らの専門領域におけ

る知識の正当性を計る当該領域に固有で内部的な基準を共有しているということである。 

 これについても、各国政府の任命によっているのであるから、全体としてみればこの条

件も満たされていたと判断してよいだろう。 

 ニ．政策的関心を共有している。どのようにすれば人類の福祉が向上するかということ

について、彼らの専門的能力が向けられた一群の問題について行動のセットを共有してい

る。ＩＰＣＣの議論の過程でも、いろいろな対策が出され、なかには共有出来ない見解の

違い、例えば、原子力発電への評価の違い等があったものの、全体としては、人類の福祉

の向上のための一群の対策を支持出来る共通の基盤を持っている人が集まったと言えるだ

ろう。ということでここまで、Ｐ．ハースのあげている条件を、ＩＰＣＣは満たしていた

といえる。 

 Ｐ．ハースは、さらにエピステミック・コミュニティーが政治家の協調を得られる大き

なモメンタムとしてａ．不確定性、ｂ．解釈 ｃ．制度化をあげている58。  

ａ．不確定性： まず、政治家は、不確定なことに対して、情報、判断を求める。気候変

動の問題は典型的な事例である。よく分からない。しかし、政治家としては決断を下し、

何かやらざるを得ない。多数決というのもなじまないが、とりあえず、世界的に権威のあ

る科学者に、それも数が多い方がベターであるが、可能性が高いのはこういうことであろ

うという情報が与えられれば、政治的決断がしやすくなる。Ｐ．ハースは、政治家は、当

該の問題についてわからないので、専門家の意見を求める、そこでエピステミック・コミ

ュニティーは政治家の協調を得られるとしている。Ｏ．ヤングも、レジームの形成される

タイプの一つとして、制度形成交渉モデルをあげている中で、「不確定のヴェール」が存

在するためにレジームが形成されるという理論を展開している59。例えば利用可能な戦略が
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不確定である、戦略の可能な組み合わせから生じる結果も不確定である、結果が、自らの

利益とどう関係しているか不確定である。このような状況の中で長期的に見て、レジーム

がそれぞれのアクターの利益にどのように影響するか、個々のアクターには予測すること

が難しいような状況でレジームが形成されやすいとしている。すなわち、規定を故意に曖

昧にしておいた方が合意が得られやすいとしている。Ｐ．ハースも不確定性の存在がレジ

ーム形成の一つの要件としているが、それはレジーム形成によってその不確定の度合いを

低くするためであるということで、不確定と国際協力との関係に関して、全く逆の評価を

している60。 

 私は、不確定性について以下のように考える。まず、Ｐ．ハースの言うように、問題の

中味、対策、対策の効果等について政治家、政策決定者がよく分からないことはエピステ

ミック・コミュニティーのレーゾンデートルであり、レジーム形成の重要な要件であると

考える。しかし、私はこの点を深めて、実は科学者の間でも、意見が分かれており、科学

的にも不確定であること、更には、科学者には求められていないか、あるいは答えられな

いような価値判断を含むような問題であることがレジーム形成にとって必要な要素である

と考える。すべての科学者、学者、研究者にとって確実なものであれば、政治家にとって

は大きな問題とはならない。仮に問題が深刻であっても、人々の合意を得やすく、対策が

取りやすいという意味では、問題は解決されたようなものである。専門家の間でも紛糾す

るような問題であればこそ、専門家の意見、判断が求められるといえる。勿論、最終的に

は、政治家が、人々の意向をうかがいながら、政治的な判断を行うことになる。石油が枯

渇するといわれ続けてきたが、生産量・埋蔵量比率は３０－４０年程度で長い間、推移し

てきた。石油が３０年でなくなることが確実であれば、政治的問題としては解決したよう

なものである。打つ手はいくらでもある。問題は、石油が３０年でなくなるかどうかはっ

きりしていないところにある。エピステミック・コミュニティーが政治家の協調を得られ

るためには、与えられる科学的知識に不確定なところが必要だという皮肉なことが指摘さ

れていると考える。この点に関連して、規定を故意に曖昧にしておく、対策とそれを実施

した場合の効果についても曖昧にしておいた方がレジームを形成し易いというＯ．ヤング

の指摘も重要な指摘であると考える。規定が明確で、対策の効果も明確であると、関係す

るアクターの間の利害関係が明確になり、レジームに参加しないというアクターが出てく

る可能性が高くなる。全く不明瞭というのではないが、かなりの不確定性が残されている

と、多くのアクターが世論のようなものに押されて、レジームに参加せざるを得なくなる
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ことが期待される。科学的にも見解が分かれていて、不確定なところが残されていること

は、この面からもレジーム形成上好ましいことになる。科学者が多数決で決めるような科

学的判断が、レジーム形成には向いていることになる。 

 気候変動問題はこの条件によく当てはまっている。気候変動の因果関係、影響の度合い、

いろいろな対応策とその効果等、ＩＰＣＣという権威、世界の行政エリートがいうのだか

ら何となく正しそうだが、なお、本当にそうなのだろうか、いかがわしいという感触もぬ

ぐい得ない。エピステミック・コミュニティーの出番である。核戦略についても、核戦争

が起こった場合、実際どうなるかは分からない。実験も出来ない。頭の中で作り上げたコ

ンピューターシミュレーションで議論するしかない。当然不確定であるが、その中でも最

も確からしいところをとって対策を講ずる以外に方法はない。 

ｂ．解釈： 二番目は解釈である。Ｐ．ハースは、政治家、政策決定者が求める情報は、

単なる思いつきや、生のデータではなく、社会的、物理的現象に関する人間の解釈である。

すなわち、ある社会的、物理的プロセスならびにそれらのプロセスと他のプロセスの関係

を説明し、更に非常に科学的もしくは技術的に専門的な知識を必要とする対策の、当該プ

ロセスへもたらしうる結果についての情報である。ＩＰＣＣは、人間活動と気候変動の関

係を明らかとし、気候変動を抑制するための対策とその効果を示した。私は、ここで解釈

についても、以下のような別の視点を加えたいと考える。政治家、一般の人々は、情報、

判断を求めるが、生のデータとそれに基づく学問的分析は理解出来ない。政治家、一般の

人々が求めるのは、これをわかりやすい形にした情報、判断、すなわち、解釈、解説であ

る。難しい問題の場合、エピステミック・コミュニティーならびにそのコミュニティーに

は属していないがそのような解説が出来ると思われる学者、研究者、ジャーナリストによ

る解釈、解説が必要とされるのである。エピステミック・コミュニティーは専門家の集ま

りであるが、情報を流す時には一般の人にわかりやすい形で提供しなくてはいけない。い

みじくも、ＩＰＣＣは、先に触れたとおり、独自に研究はしない、ＩＰＣＣから見て既存

の信頼出来る種々の研究を評価し、その評価結果とそれをわかりやすく要約し、解説した

ものを報告することになっている。実際にも大きな影響力を持ったのは、評価報告書本文

ではなく、「政策決定者のための要約」であった。これによって、ＩＰＣＣのブランド力

が一気に高まった。ＩＰＣＣは、この意味での”解釈”というモメンタムも満たしていた。  

ｃ．制度化：Ｐ．ハースのあげている第三のモメンタムは制度化していることである。科

学者は一人でも政治家に働きかけることが出来る。しかし、グループとして働きかけた方
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がパワーフルとなる。国際的なグループとなれば更に強力となる。ＩＰＣＣは、国連のお

墨付きの制度であり、Ｐ．ハースのあげるこのモメンタムを十分に備えていた。 

 以上、Ｐ．ハースのあげたエピステミック・コミュニティーの３つのモメンタムに言及

し、ＩＰＣＣは、それらのモメンタムを有していたことを示した。 

 以上の考察に基づき、ＩＰＣＣは、Ｐ．ハースの言うエピステミック・コミュニティー

であったと考える。 

 エピステミック・コミュニティーの科学者あるいは学者のネットワークという点を重視

すれば、ＩＰＣＣよりは、それ以前に、一般の人々の目にはつきにくかったが気候問題に

関する科学者だけで出来ていたグループの方が、正統に見えるだろうし、政治的影響力と

いう点を重視すれば、ＩＰＣＣは、画期的なエピステミック・コミュニティーであったと

いうことになるだろう。また、社会現象としてＩＰＣＣを考えると、ＩＰＣＣが気候変動

問題に関する最高の権威であるとマスコミ、学者、研究者、行政官、ＮＧＯ等が繰り返す

ことにより、世界中の人々が、ＩＰＣＣは、世界でもっとも権威のある気候変動問題に関

する調査、議論の場であると考えるようになったという事実が重要である。  

ＩＰＣＣの問題点： 確かに、ＩＰＣＣは、政治的に影響力の強いエピステミック・コ

ミュニティーとなったが、ＩＰＣＣにはいろいろの問題があったことも指摘されており、

Ｐ．ハースのあげたエピステミック・コミュニティーが持つ条件に照らして、ＩＰＣＣの

正当性に疑問も投げかけられている。例えば、Ｓ．ベーマークリスティアンセン(Sonja 

Boehmer-Christiansen)は次のように指摘している61。「ＩＰＣＣになってから、科学は客観

的な知識を供給することを停止したと見られるようになった。・・・科学者は一般的に違

いに関心を持っているのに、モデルの結果は、“大筋において同じ結果”であったと報告

されている。・・・ＭＩＴのＲ．リンゼン（Richard Lindzen)教授はＩＰＣＣの報告は、大

型モデルに深く依存しており、その正当性は、他のモデルの結果との比較によって主張さ

れている。しかし、あるモデルの結果が、現実より、他のモデルの結果に近くなることは

よく知られていることで、そのような状況のなかでは、コンセンサスを求めて行く方法に

は期待が出来ない62。・・・さらに、Ｒ．リンゼンは、ＩＰＣＣの現在のシナリオを強調し、

他のシナリオを抑圧するようにという圧力があったと主張しているが、このことはアンケ

ート調査によってある程度裏付けられている63。・・・ＩＰＣＣとしてコンセンサスが得ら

れたということ自体についても問題が投げかけられている64。」ここで、Ｒ．リンゼンが指

摘している、いろいろなモデルのシミュレーションの結果が似たようなものになることに
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ついては、第９章でも触れることにする。  

 ＩＰＣＣの問題点についてここで、日本から参加したＩＰＣＣメンバー二人の声を紹介

しておこう。まず、石谷久東大工学部教授は以下のように述べている。 

 「・・・報告書に書いてあるのはやや物理的なフィージビリティーで、非常に極端なケ

ースだということを十分認識していただかないといけません。・・・結果だけが先走ると

非常に危険だと思いますね。・・・この報告書は、本来、アセスメントを目的としたもの

であって、提出ペーパーはオーソライズされたものだけを集めるという条件でしたが、オ

ーソライズする学会に偏向があり、その結果、ペーパーが偏った分野のもになっていまし

てね。・・・そのような中で感じたのは、数多くの意見があって様々な方策が提示されて

いますけれども、共通の基礎で比較に耐えるような評価がなされているケースが非常に少

ないということでした。また、口では簡単に言いますが、いざ横並びに並べようと思うと

単位やベースが違うということで殆ど比較できません。・・・参加者はかなり温暖化問題

に意識も高いし、特定技術を非常に信奉している。再生可能エネルギーを極端に期待して

いる人もいるし、それから、一般に反原子力の人が非常に多かったことが特徴的でした。

これはヨーロッパの特質ではないかと思います。・・・政府レビューとは言っても、結局

はレビューを担当した個人の意見を反映しているという面がでました。・・・もうひとつ、

ＩＰＣＣで非常に困る点は、ヨーロッパは一国一人が参加するので全体として参加者は多

数になりますが、アメリカ、日本は極端な少数になるわけです。・・・議論の中心がヨー

ロッパに移ったとかいわれますが、それも結局はいま述べた制度にあるわけです。もう少

しアジアの人たちが入っているといいのですが、ＩＰＣＣは、出席に要するお金がないと

つきあえないし、国からの補助も限界があります。その辺、今後ああいう国際会議の運営

は非常に大きな問題だと思います。65」 

次に、塚本弘通商産業省地球環境担当審議官の声を聞いてみよう。 

「一つは、膨大な作業に必要な相互調整を全部英語でやっていくこと。もう一つは、最終

的に政策当局者の総会を開き、承認を得る必要があり、そのときには、それまでずっと科

学的知見の領域で議論していたことに対して、政治的要素を含めた議論がなされますが、

それも全部英語でです。国連の会議ですから公用６カ国語の通訳もありますけれども、報

告書の作成と承認のプロセスは、基本的には英語ということですね。やはり、この作業は、

全体としてマザーターム
マ マ

を使用できるアングロサクソン系の人たちが中心で、・・・かな

りアングロサクソンベースで進んだというのが偽らざる印象です。」66 
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このように見てくると、ＩＰＣＣは、エピステミック・コミュニティーとして強力なパ

ワーを発揮したが、一歩つっこんでみると、そこにはいろいろな問題があり、今後似たよ

うな世界的な問題が発生した時にこのような方法がよいのかどうか、ＩＰＣＣの反省に立

って、よく考える必要があると思われる。また塚本の発言には、気候変動問題の議論がア

ングロサクソン系の人々にリードされていたことがよく表されており、非英語国の人々に

は考えさせられるものがある。 

 

５－４ 国際レジームとしての気候変動レジーム 

 原理・規範・ルール・手続き：これまで、「気候変動枠組み条約」、「京都議定書」に

よって、気候変動レジームが形成されたということで話を進めてきたが、ここであらため

て、この二つによって気候変動レジームが国際レジームとして形成されたのかどうか、ま

た形成されたとした場合、そのタイプ、形成のされかたと要因、レジームとしての有効性

について論ずることにする。ここでも、まず、Ｓ．クラズナーの国際レジームの定義に当

てはまるかどうかの分析から始めることにする。 

 まず、国際関係の特定の分野は、気候変動に関する問題である。行為者は国家である。

レジームが形成される段階においては、科学者、科学者団体、ＮＧＯもそれなりの役割を

果たしたが、レジームが成立した段階からは主たるアクターは国家となった。気候変動レ

ジームは、山本吉宣の「レジームと主体」に関する、作る側、規制される側のマトリック

ス表示に従えば、作る側も規制される側も国家である。 

 次に原理であるが、これは、気候変動枠組み条約第２条に，「気候系に対して危険な人

為的干渉を及ぼすこととならない水準において大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させ

ることを究極的な目的とする。」と唱われている。 

 また規範については、条約の目標を達成し、条約を実施するための措置をとるにあたっ

て、指針とすべき５つの原則が第３条にうたわれている67。 

 第一の原則は、衡平の原則および共通だが差異のある責任原則である。 

衡平の原則、共通だが差異のある責任、および、各国の能力にしたがって、現在および将

来の世代のために気候系を保護すべきであり、それゆえ、先進国は率先して気候変動およ

びその悪影響に対処すべきという原則である。第二の原則は、発展途上国などの個別のニ

ーズ、特別な事情への考慮原則である。発展途上国（特に気候変動の悪影響を著しく受け

やすい途上国）および条約により過重なまたは異常な負担を負うこととなる締約国の個別
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のニーズおよび特別な事情について十分な考慮が払われるべきという原則である。第三の

原則は、予防原則である。条約は、深刻なまたは回復可能な損害のおそれがある場合には、

科学的な確実性が十分にないことをもって、気候変動の原因を予測し、防止し、または、

最小限にするための予防措置をとることを延期する理由とすべきではないとする。ただし、

このような気候変動に対処するための政策および措置は、費用対効果の大きいものとする

ことを考慮すべきであるとしている。第四の原則は、持続可能な発展の原則である。締約

国は、持続可能な発展を促進する権利と責務を有する。第五の原則は、協力的で開放的な

国際経済体制の確立に向けての協力原則である。 

 また、この条約は、以下のような、差異化された義務を課している。まず、発展途上国

（非附属書Ⅰ国）に対しては、・目録の作成、定期的更新、公表、１２条に基づくＣＯＰ

への提供（４条１項（ａ））、国家計画の作成、実施、公表、定期的更新（同（ｂ））、

１２条にしたがった実施に関する情報のＣＯＰへの送付（同（ｊ））など（４条１項）・

研究および組織的観測（５条）・教育、訓練および啓発（６条）・実施に関する情報の送

付（１２条）である。次に、附属書Ⅰ国に対しては、上記の発展途上国に課される義務に

加えて、・気候変動を緩和するための政策と措置の実施（４条２項（ａ））・これらの政

策と措置とそれによる効果の予測に関する情報を１２条にしたがって送付（同（ｂ））・

適当な場合、他の附属書Ⅰ国との経済的手法、行政的手法の調整を行い、温室効果ガスを

発生させる活動を助長する自国の政策と慣行を特定、定期的に検討（同（ｅ））すること

である。次に、（付属書Ⅰ国のうちの）附属書Ⅱ国に対しては、上記の発展途上国および

附属書Ⅰ国に課される義務に加えて、・資金の供与（４条３項、４項）・技術移転（４条

５項）の義務を課している。 

 次に、ルールと意思決定の手続きについては、ＣＯＰとのつながりのなかで、第７条に

次のように記されている。ＣＯＰは、条約の最高機関として、条約およびＣＯＰが採択す

る関連する法的文書の実施状況を定期的に検討し、権限の範囲内で、条約の効果的な実施

を促進するために必要な決定を行う。ＣＯＰは、通常毎年一回開催される。国際連合、そ

の専門機関、国際原子力機関およびこれらの国際機関の加盟国またはオブザーヴァである

条約の非締約国に加えて、会合に出席する締約国の３分の１以上が反対しない限り、条約

の対象とされている事項について認められた政府または民間の団体・機関もオブザーヴァ

として出席できる（７条６項）。ＣＯＰの決定はすべてコンセンサスで行われている。 

 次に事務局については、第８条で以下のように定めている。事務局は、ＣＯＰの会合お
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よび補助機関の準備と補佐、締約国による情報のとりまとめと送付に対する支援、事務局

に提出される報告書のとりまとめと送付などを行う。 

 以上気候変動枠組み条約における、原理、規範、ルール、手続きについてみてきたが、

気候変動レジームの規範、ルール、意思決定については京都議定書が更に詳しく定めてい

る。 

 まず、規範であるが、義務については、附属書Ⅰ国については、数量化された排出削減

義務（第３条）を定め、また権利としては、この目標の達成のために３つのメカニズム、

すなわち、共同実施（第６条）、クリーン開発メカニズム（第１２条）、排出量取引（（第

１７条）を利用出来ることを定めている。またルールとして履行監視のための報告審査制

度として、推計のための国内制度と調整の方法（第５条）、情報の提出と割当量の計算（第

７条）、情報の審査（第８条）について定め、更に遵守確保の制度として、遵守の手続き

（第１８条）、多数国間協議手続き（第１６条）が定められている。また議定書の機関に

ついて、締約国会合（第１３条）、補助機関（第１５条）、事務局（第１４条）に関する

規定が定められた。  

 しかし、吸収源、市場メカニズムを利用した３つのいわゆる京都メカニズム、遵守、政

策及びそれに関する措置、排出量及び政策措置の報告・審査等について京都議定書でも十

分に詰められておらず、時に京都議定書が「枠組み議定書」と呼ばれるゆえんとなってい

る68。 

 以上の考察により、気候変動枠組み条約と京都議定書をベースに国際レジームとしての

気候変動レジームが形成されたと考える。 

 レジームの性格： それでは次に、このレジームの形成のなされ方と要因、性格につい

て論ずることにする。まず、形成のなされ方と要因であるが、これも山本吉宣の分類を適

用すると、初期の段階は、信条体系を要因とし、交渉によって形成過程が進捗し、次第に

利益を要因とし、交渉によって形成されるタイプに移行して形成されたレジームであると

いえる。始まりは、気候問題を研究している科学者が人間活動による温室効果ガスの排出

が温暖化をもたらし、地球上に大きな被害をもたらす可能性があるので早急に対策を立て、

実行する必要があるという指摘であった。知的信条を要因とし、自然発生的にこのレジー

ム形成への運動が始まり、交渉の初期の過程では、科学者が直接的に重要な役割を果たし

た。しかし、問題が国家間の経済的利害をめぐる交渉の色合いを強めるに従い、科学者の

役割は後退した。ここでは、Ｏ．ヤングの制度形成交渉モデル69を当てはめてこのレジーム

 134



の特徴を探ることにする。 

 まず、交渉が二人でないことは明らかである。不確定な要素の存在については、前節で

詳しく指摘したとおりである。統合的な交渉であるかどうか、すなわち、すべてのレジー

ム加盟国が利益を受けるかどうかであるが、これは自明のことである。問題はその利益を

得るためのコストが国によって大きく異なること、非加盟国もフリーライダーとして利益

を受ける点である。Ａ．スタイン(Arthur Stein)の説70に当てはめれば、このレジームは、一

見したところ、ある事態を避けようとする際に発生するジレンマ(Dilemma of Common 

Aversion)に基づくレジームであり、この場合、対策としては、協同ではなく、協調ですむ

ものである。すなわち、地球温暖化を避けたいことは関係者すべてが望むことであり、そ

のために、自国で出来るものについては協力するという奉加帳的外交71が基本となるべきも

のであった。交渉の初期の段階においてはそのような考えを持っている国が多かった。と

ころが、交渉が進むにつれ、差異のある義務を課すという点では奉加帳的な考え方が取り

入れられたものの、義務化するという条項が入り、奉加帳的外交の枠を越えた。交渉が進

むにつれ、対策にかかる経済的な費用と発生する可能性のある経済活動への負の効果を考

慮すると、如何に経済的なマイナスの効果を小さくするかという利益をめぐるジレンマ

(Dilemma of Common Interest)という側面が出てきた。更に実際の交渉では、これに環境問

題に関心が高いか低いかという国としてのモラルが問われるというもう一つのジレンマの

要素が入ってきた。統合的交渉であるかどうかは、Ｏ．ヤングがレジームが成功するため

の条件としてあげている公平性とも関連してくる。すべての参加者に受け入れ可能である

かどうかという基準であるが、最終的に、合意はされたものの、国により、経済的負担は

大きく異なっており、課題が残されたといえる。次に成功するための条件としてあげられ

ているのは、明白な解決策、明確かつ信頼出来る遵守メカニズムが示されていることであ

る。いずれも形式的には定められているが、なお、具体的に詰めなければならないことが

多く、この点も問題点である。いずれも不確定のヴェールがかかっていること、世界的な

異常気象というショックがあったこと、ＩＰＣＣ議長のＢ．ボーリンとそのグループ、政

府間交渉におけるＥＵという、一人、あるいは、複数の仲介者的リーダーが存在すること

等のＯ.ヤングがあげている制度形成交渉モデルの成功の条件を満たしていたために合意は

されたが大きな問題を含むレジームだといえる。 

 本来、奉加帳的外交で対応すべき問題であったものが、その枠を越えてしまったという

点に関連し、村瀬信也は、国際環境法の基本原理から見ても京都議定書は問題があるとい
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う指摘を行っている72。彼の議論をまとめれば次のようになる。まず、地球環境の保護は、

一般に個々の国家の利害に直接関わる問題ではなく、国家は国際社会の一般利益を実現す

るために、敢えてその義務を受託するものなので、そうした条約の締約国になるというこ

とは、自発的に義務を履行する意思を有することを前提としている。その意味で、地球環

境条約は、いわば、”締約国性善説”に立ち、非締約国については”性悪説”に立つ。非

締約国は、義務を引き受けないで、利益だけを、“ただ乗り”する存在と見なされるので

ある。そこで、地球環境レジームでは、締約国に対しては、遵守促進・遵守管理を基本と

し、非締約国に対する対外的な措置として”制裁”ないし”強制”を基本とするという構

造が定着しつつある。京都議定書に即して言えば、“制裁”はアメリカのように、“ただ

乗り”を決め込む非締約国に対する措置として考慮すべきものであっても、少なくとも締

約国となって削減義務を引き受けようとしている締約国に対しては、本来考慮すべき措置

ではない。ということで、京都議定書は国際環境条約の基本原理に反しているというわけ

である。私は、気候変動枠組み条約と京都議定書による気候変動レジームは、未確定の要

素を多く抱えるとともに、いろいろの問題を抱えているので、遅かれ早かれ変容せざるを

得ないと見ている。 
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第６章 電力市場自由化と知識の役割 

 

６－１ イギリス、アメリカで始まった電力市場の自由化 

６－１－１ イギリスにおける電力市場の自由化 

 サッチャーの経済改革：石油危機以降の１９７０年代、イギリス経済は、高いインフレ

率と税負担、労働組合の圧倒的な力とストライキの頻発、勤労意欲の低下等の要因により

深刻な不況に陥った。１９７４年保守党党首に選ばれたマーガレット・サッチャーは、政

府の役割の縮小、競争原理・経営者の自己責任の貫徹、国営企業の民営化を柱とした自由

主義政策の導入を掲げた。後にサッチャー内閣の産業相となるキース・ジョゼフがまとめ

たフリードリッヒ・ハイエク、ミルトン・フリードマン流の自由主義経済の導入政策を、

サッチャーは、鉄の意志で実現してゆくことになる。サッチャーは、後に、イギリスの経

済改革の立役者はキース・ジョゼフであったと語っている1。１９７９年の総選挙で保守党

が勝利をおさめ、首相に就任したマーガレット・サッチャーは、ブリティッシュ・テレコ

ム、ブリティッシュ・スティール等の民営化とともにエネルギー部門の民営化を進めた。

１９８２年、１９８４年には、北海原油・ガスに対する政府の持ち分を民営化した。また、

第一次世界大戦の直前にウインストン・チャーチル海軍大臣の主張で購入したブリティッ

シュ・ペトロリアムの株式を売却した。その後、ブリティッシュ・ガス、ブリティッシュ・

コール（石炭）も民営化された。さらに国営独占企業の中央電力庁を、地域配電会社１２

社、発電会社３社、送電会社１社に分割し、民営化した。以下、電力部門の民営化、自由

化の経緯を追うことにする2。 

 １９４７年に国有化された電気事業は、大半の発電設備、送電線網、イングランドとウ

エールズにある１２の地域配電会社、スコットランドにある二つの垂直統合型電力会社、

そして北アイルランドの垂直統合型電力会社１社をカバーしていた。その後１９５７年の

電力法によって、発電、送電設備の運営管理、関係する全ての設備投資に責任を持つＣＥ

ＧＢ（中央電力庁：Central Electricity Generating Board）が設立された。電気事業が国営化さ

れていた１９４７年から１９９０年までの期間には、しばしば電気事業の経営がマクロ経

済の政策運営に利用された3。例えば、１９７０年代に政権を担っていた労働党は、石油危

機によって発生した高率なインフレに対処するために、電気事業の収支を度外視して電気

料金の上昇をおさえるよう圧力をかけた。逆に、保守党が政権の座にあった１９８０年代
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においては、電気事業が抱える負債を減少させるために、電気料金の大幅値上げが促され

た。 

 さらに幾度かの通貨危機と二度にわたる石油危機を通じて、政府は電気事業に対して、

輸入原油ではなく、国内で産出される石炭をより多く利用することを求めた。イギリス政

府にとって、国内石炭産業の維持は主要な政策目標であり続けた。石炭産業保護政策は、

電力法が成立した１９５７年から始まり、それ以降、ＣＥＧＢは絶えず高い国内石炭を一

定量購入させられてきた。これは、電気料金を上げる大きな要因となった。 

 このような状況の中で、１９７９年首相となったサッチャーは電力部門の民営化に着手

した。最初のステップは、１９８３年の電力法(Electricity Act of 1983)の制定であった。こ

の法律は、非電気事業者が発電市場に新たに参入しようとする際の障壁を取り除くこと、

独立発電業者が送電線へ自由にアクセス出来ることを定めた。 

 しかし、同法による規制緩和効果は乏しかった。それは、ＣＥＧＢが採用していた報酬

率が低いために、独立発電業者からの電力の買い入れ価格が安くなり、独立発電業者にと

って発電市場が魅力的でなく、また送電線への自由なアクセスについても、新規参入者に

対する差別は完全には取り除かれていなかったためであった4。 

 電力自由化イギリスモデルの導入：本格的な電気事業の再編は、サッチャー政権の第３

期（1987-90）に入って行われ、１９８９年の電力法(Electricity Act of 1989)によって、電気

事業規制緩和の「イギリスモデル」が生まれた。このモデルでは、発電・送電・配電部門

が完全に分離された。それまで発電設備と送電設備を独占的に保有していたＣＥＧＢは、

１９９０年３月３１日に解体され、発電設備は、原子力を保有するNuclear Power（後のBritish 

Energy）、及び National Power と Power Gen の３社に分割され、送電設備は１２の地域配電

会社によって所有される National Grid のものとなった。さらに、電力取引所の機能を持つ

パワープールが設置された。原則的に、卸電力のすべてはここを経由することが求められ

たことから、これは強制プールと呼ばれた。また、１ＭＷ以上の大口需要家を対象とした

小売り自由化は、同日から実施されるとともに、独立の規制担当局として、電力規制庁

(OFFER: Office of Electricity Regulation)が設置された。 

 これ以降、地域配電会社や発電会社の株式は、漸次市場に放出され、着実に民営化の道

がたどられることになった。また、小売り自由化の対象範囲は、1990 年 4 月に 100ｋＷ以

上の需要家に、1998 年 9 月から翌年 5 月にかけて一般消費者も含んだ全ての需要家に拡大

された。 
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 パワープールの機能は全国一律の卸電力市場の役目を担い、この市場を通じた競争的な

価格形成が期待された。しかし、実際には発電会社と需要家（配電会社や大口需要家）の

間で相対契約を結ぶことが容認されており、双方はプール市場での価格変動リスクを回避

するための価格差契約（CfD: Contract for Difference）も締結していた。CfD は、発電会社と

電力購買者が、事前に同意価格（ストライク価格）を合意し、たとえプール価格が変動し

ても、双方はそのリスクをヘッジできるという契約である。 

 イギリスでは、送電系統使用料、配電系統使用料、配電会社の供給料金の３者にプライ

スキャップ制を用いて、従来の伝統的な総括原価方式を放棄した。また、卸電力価格は入

札制度によって決定されることになった。 

 しかし、貿易産業省（ＤＴＩ：Department of Trade and Industry）は、これらの制度による

電力市場運営には、問題があるとして、１９９７年１０月、ＯＦＦＥＲに対し、電力取引

ルールの見直しを要請した。ＯＦＦＥＲは翌年７月、提案書を提出し、その中で強制プー

ル制度には、①価格設定が競争制限的になっている、②需要サイドの参加がない、③入札

と価格設定に技術的な複雑さが存在する、④コストと価格が乖離している、⑤強制的なプ

ール市場への参加義務がある、等の問題があることを指摘した5。 

 こうした反省点に立ち、2001 年３月から卸電力市場に新たな取引協定（ＮＥＴＡ：New 

Electricity Trading Arrangements）が導入された。この新しいシステムの原則は、次の通りで

ある。①電力の売買は自由な契約行為により行われるべきであり、電力の売買（契約）方

法についての枠組みは何ら設けないこと、ただし、民間主導の電力取引所の設立を促すこ

と、②契約量と実際の供給量・需要量の差に対する決済システムを制度的に提供すること

（インバランス決済）、③リアルタイムでの需給調整を、市場原理を活用して行うシステ

ムを提供すること（Balancing Mechanism ：バランシング・メカニズム）、である。 

 この結果、新制度の下では、次の４つの卸取引形態が共存することになった。それらは、

①純粋な相対契約、②ブローカー経由の相対契約、③電力取引所を経由するもの、④需給

一致のためのバランシング・メカニズム経由のものである。 

 ＮＥＴＡ導入後、卸電力価格は低下した。その結果、2002 年 9 月、原価割れの操業を余

儀なくされていた原子力発電の専門会社 British Energy 社は、経営危機に陥った。政府は緊

急融資でこれに対処しているものの、市場競争によって原子力発電事業が破綻する最初の

事例となった。 

 以上見てきたイギリスの自由化モデルの特徴をまとめると、以下の６点になる。すなわ

 143



ち、①発電・送電・配電事業を完全に分離したこと、②電力市場への参入が自由となり、

電力会社の所有者が民間資本になったこと ③小売りの全面自由化を組み込んだこと、④

送電事業にパワープール機能を持たせたこと、⑤系統使用料などにプライスキャップ（価

格の上限）制を採用したこと、⑥独立した規制担当局として電力規制庁（ＯＦＦＥＲ：Office 

of Electricity Regulation）を設置したことである。 

 

６－１－２ アメリカにおける電力市場の自由化 

 ＰＵＲＰＡから競争的卸電力市場へ： アメリカの電気事業における自由化の契機は、

１９７８年に制定された公益事業規制政策法（ＰＵＲＰＡ：Public Utility Regulatory Policy 

Act）の施行であった6。この法律は直接規制緩和を目指したわけではなく、石油危機に対処

するために、省電力や再生可能エネルギー利用の促進を目的として制定されたもので、電

気事業者以外が保有する発電設備（QＦ：Qualified Facility、認定施設）に対して、卸電力市

場へ参入する機会を保証したものであった。それが再生可能エネルギーを燃料とする発電

設備や発電効率の良いコジェネレーションをＱＦとして認定し、ＱＦによって発電された

電力を電気事業者に買い取る義務を課したことから、派生的に卸電力（発電）市場が生み

出され、それが自由化のきっかけとなったのである。また、ＰＵＲＰＡは、石油危機によ

って電気事業者が抱えるようになった様々の問題を浮き彫りにした。 

 第一の問題は、二度の石油危機によって引き起こされた経済環境の変化によって大幅な

電力料金値上げに追い込まれたことである。燃料価格の急騰が、インフレ、高金利政策を

もたらすなかで、電力需要が伸び悩んだ。料金値上げによる価格効果と予想以上の省エネ

ルギーの進展で、需要が想定を越えて鈍化し、想定料金収入を確保できない状況に陥ちい

る一方で供給力である電源建設は従来の需要想定に沿って進めるために過剰設備を抱える

ことになった。その結果生じた経営悪化に対し、再び料金値上げを申請せざるを得ないと

いう状況に追い込まれていた。 

 第二の問題は、環境保護運動の高まりへの対応である。大気や水質の汚染を防止するた

めに、石炭火力では環境対策、また原子力発電では規制の多重化と避難計画の策定など、

電源建設に付随した環境対策上の費用が大幅に増大したことである。 

 第三の問題は、場当たり的な規制の変更である。具体的には、①急激な料金上昇を避け

るためのフェーズイン方式（発生したコストを段階的にしか料金に計上させない）の採用、

②適正審査の恒常化、などである。 
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 しかし、それ以上に料金改定の折に問題となったのは、料金の算定根拠となるレートベ

ースにどの設備を計上して、どれをさせないかという点であった。日本でも同じだが、ア

メリカでも、「適正かつ合理的かつ公正」な費用のみが料金算定のベースとして算入を認

められる。しかし、この原則は裁量範囲が大きく、料金改定において過剰設備をレートベ

ースに認めないための理由として使われた。建設途中で中止したプロジェクトのコスト回

収は難しく、費用の３分の２が料金ベースへの算入を否認された。 

 こうした要因により、電気料金が大幅に値上げされ、電気事業のあり方が行政や政治の

場でも議論されるようになっていったのである。 

 このような状況の中で、１９７８年、ＰＵＲＰＡが制定されたのである。先に指摘した

ように、ＰＵＲＰＡは競争促進を意図したものではなく、省エネや再生可能エネルギー利

用に資する発電施設をＱＦ(Qualified Facility)と認定し、その導入を促進するためにＱＦ事業

に リスクフリー7の特典を与えたところから、発電市場における新規参入が始まり、その

ことが、競争促進のきっかけとなったのである。 

 また、ＰＵＲＰＡ自身およびＦＥＲＣによるＰＵＲＰＡ実施規則には、実効上２つの大

きな不備があった。一つは、電気事業者とＱＦとの契約は「先着順」でほぼ無制限であっ

たこと、他の一つは電力を買いとる価格の決定方法に曖昧な点が残されていたことである。 

 電力会社にとって、「先着順」のＱＦとの契約は、電力会社の電源選択や長期計画に関

わる意思決定の範囲を狭めた。また、買い取り価格決定方法の曖昧さとそれに基づく長期

契約が、電力会社にリスクを負わせた。 

 この結果、カリフォルニアやテキサス州内の電力会社では、①過剰なＱＦ電源を抱え、

電源開発計画が一層困難になるとともに、②ＱＦ電源からの購入価格が著しく割高なもの

になるなどの問題が顕在化してきた。こうした問題を解決すべく、供給力をふるいにかけ

る「競争入札制度」が電力会社側の要請によって実施されるようになった。 

 メイン州においては、ＰＵＲＰＡ実効細則の制定と同時に競争入札の制度を定めた（1981

年）が、その後、マサチューセッツ州（1986 年）やＱＦが乱立するカリフォルニア州（同

年）において入札が制度化されると、この制度の採用が他州に波及していった。 

 電力会社にとって、入札制度を導入した目的は、規制緩和のためではなく、ＱＦを過剰

に抱える恐れのある電力会社は、足切り手段として、逆に供給力に不足のある電力会社は、

世間に市場規模を知らせる手段としてこれを利用するためであった。 

 ＱＦがリスクの少ない安全確実な商売として認識されると、ＱＦ（とりわけコージェネ
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レーションＱＦ）を目指したプロジェクトが数多く計画された。ところが、コージェネレ

ーションＱＦの認定を受けるためには、電力と一緒に発生する熱の需要家を後背地に持た

なくてはならない。そうした望ましいサイトは徐々に少なくなってきた。 

 そこで登場したのが、熱は供給せず、電力を供給するだけでもビジネスにならないか、

という考えである。事業環境としては入札制度という純粋にビジネス機会を与えてくれる

制度が導入されつつあった。こうして、電力会社の発電所でもない、ＱＦでもない、発電

した電力を卸市場に供給しようという非電気事業者がＩＰＰ（独立系発電事業者）として

登場し、1988 年以降、ＩＰＰを含めた競争入札が実施されるようになった。 

 またＩＰＰの登場により、送電線への自由なアクセスやＰＵＨＣＡ（公益事業持ち株会

社法）改正が議論されるようになった。これは、電力市場全体の設計変更を念頭においた

本格的な規制緩和の議論が始まったことを意味するものであった。 

 送電線の開放は、供給元や需要先の立地にとらわれないで、自由に電力の売買を行うた

めには必要不可欠な制度改革である。とりわけ大口需要家は小売託送を含めて開放を積極

的に働きかけた。しかし、垂直統合型の私営電力会社は、過度な送電線開放は系統信頼度

が損なわれる恐れがあるとして、前向きではなかった8。 

 また、ＰＵＨＣＡは、１９２９年の大恐慌の反省から成立した１９３５年の法律であり、

公益事業の持ち株会社化を厳しく監視する法律であった。例えば、電力会社が他州で発電

事業会社を傘下に持つと、親会社となる電力会社はＳＥＣ（証券取引委員会）から厳しい

経営上の規制を受けるようになる。そのため、電力会社にもＩＰＰを自由に所有できるよ

うにＰＵＨＣＡを改正すべきだという主張が行われるようになった。 

 このような状況を見て、卸売り電力に関する規制官庁であるＦＥＲＣは、1988 年に後追

い的に規制案（ＮＯＰＲ：Notice Of Proposed Rulemaking）を提出し9、ＩＰＰや競争入札を

認知した。さらにＦＥＲＣは、この市場をより競争的にするためには、①送電線の開放と、

②公益事業持ち株会社法（ＰＵＨＣＡ）改正の必要性を認めた。 

 1992 年 10 月に包括的なエネルギー法であるＥＰＡ（Energy Policy Act:：エネルギー政策

法）が成立して、送電線の開放とＰＵＨＣＡ改正が実現した。ＥＰＡは、連邦動力法にお

けるＦＥＲＣの託送命令権限を強化し、また、ＩＰＰ事業を展開してもＰＵＨＣＡの適用

が免除される措置を設けた。 

 競争的電力市場の進展とカリフォルニア州の失敗： 競争的な卸電力市場の拡大に積極

的なＦＥＲＣは、1995 年３月、①全米の送電線をコモンキャリア化すること、②競争によ
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って生じるストランディッド・コスト（回収不能費用）10扱いに関すること、③電気事業者

に送電線に関わる情報システムの構築に関わること、についての規制案を公開した。この

提案は、翌 1996 年にＦＥＲＣ規制として決定され、「規制 888」および「規制 889」とな

った。これらは、オープンアクセス送電料金表を通じて、自他の区別無く、誰もが非差別

的に送電線を利用できるよう送電線所有者に求めたものである。  

 さらに進んで、ＦＥＲＣは 1999 年の「規制 2000」によって、全ての市場参加者から独立

したＲＴＯ（地域送電機関）の設立を要請した。これは、垂直統合型の電力会社が抱える

系統運用部門を他部門から分離させることを義務付けたものである。そして、2001 年 7 月、

ＦＥＲＣは広域的なＲＴＯの形成を目指し、４大ＲＴＯ（北東部、南東部、中西部、西部）

形成命令を出した。ＲＴＯが形成されれば、広域的な系統運用や送電計画の実施、さらに

は地域をまたがる託送に関した料金問題が一気に解消されると期待されている。加えて、

2002 年 7 月にＦＥＲＣは、標準市場設計（ＳＭＤ：Standard Market Design）に関する規制

案を公表している。「規制 2000」で目指したＲＴＯ設立は大きな進歩を見ていないが、Ｆ

ＥＲＣは、全米規模で高い信頼度を持つ卸電力市場の整備が必要であると認識している。

ＳＭＤには、①一日前電力市場とリアルタイム市場の設立、②価格決定は「地域別限界価

格（LMP:Locational Marginal Pricing）」方式を採用することなどが盛り込まれた。 

 アメリカで、電力小売りに関する規制を担当しているのは、各州のＰＵＣ（公益事業委

員会）である。そのため、小売自由化を進めるか否か、どの範囲の自由化を行うかは、個

別州のＰＵＣに委ねられている。 

 1996 年にカリフォルニア州やマサチューセッツ州が、小売りの全面自由化を決定して以

来、その動きは全米に拡大する様相を示した。しかし、小売りの全面自由化を進めていた

カリフォルニアで 2000 年の夏に電力危機が起こると、その勢いは弱まった。 

 2003 年現在、全米 50 州とワシントンＤＣのうち、小売りの全面自由化が実施されている

のは、ワシントンＤＣと 17 州である。それ以外の 10 州は検討中であり、その他 16 州には

自由化の動きは無い。また、カリフォルニア州は電力危機の発生によって、自由化を放棄

し、オクラホマなどの 4 州は実施を延期した。オレゴンとネバダの２州は大口需要家のみ

の部分自由化を行っている。  

 

６－２ 世界に広まる電力市場の自由化 

 イギリス、アメリカの電力市場自由化の動きは世界に広まった。特筆されるのは南米チ
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リで、１９８２年に電力市場の改革が行われていることである。国土の細長いチリでは、

送電線の関係で全国レベルの電力市場を形成することが困難なところから、電力会社間の

融通市場（協調的プール）を運営していたが、早い時期に電力市場の改革が行われたのは、

そのような事情に加え、シカゴ学派、ならびに次節で取り上げるＭＩＴの電力自由化推進

知的グループの影響を強く受けていたからであると指摘されている11。イギリスに続いて自

由化が始められたノルウエーではイギリス以上にドラスティックな改革が行われ、すべて

の需要家に供給業者の選択をはじめから可能にした。ノルウエーが水力発電主体、スエー

デンが火力発電主体で、電力取引のメリットが大きなところから、１９６０年代初めから

両国では電力の国際プール取引が行われていたが、ノルウエーに続いてスエーデンでも小

売り市場の自由化、取引所プールの設立などが始められた。 

 ヨーロッパ全体では、ＥＵ統合の動きに併せて、電力市場の統合、相互参入に向けて、

小売市場の開放、託送制度の創設を促すＥＵ指令が、１９９６年に発効し、それに従って、

加盟各国で小売市場自由化が進んでいる。電力自由化に消極的であったフランス等でも小

売市場自由化が行われるようになった。１９９９年に入ると、ヨーロッパ電力市場は各社

入り乱れての大口顧客争奪戦の場となった。なかでもフランスのＥＤＦは、イギリスの配

電会社ロンドン・エレクトリシティーの買収やドイツ市場への進出等自由化に対応した動

きを見せている。 

 ニュージーランド、オーストラリアも思い切った電力市場の自由化を取り入れた。ニュ

ージーランドにおける電力再編は、１９７０年から１９８０年にかけての経済の低成長、

大幅な財政赤字、失業率の上昇、債務超過等を背景に推進された、労働党政権下における

産業全体の制度改革の一環として行われたものである。電気事業に関しては、競争の促進

や政府の直接的な管理統制を廃止することによってその効率化を達成することが必要と考

えられた。改革の結果、発電、送電、配電が完全に分離され、発電部門、小売り部門とも

に完全に自由化、配電線の建設も自由となった。 

オーストラリアでも、１９７０年代後半からの経済危機に伴い、州政府による規制色の強

かった経済から、より競争的な経済を構築する動きが見られるようになった。その経済改

革の一環として１９９０年代に入ると各州において電力分野における本格的な再編が始ま

り、州政府からの電力事業の分離、再編、発電部門と小売り部門への競争導入が始められ

た。また州際レベルでも全国電力市場(NEM: National Electricity Market)が導入された。 

 アジア諸国では、１９９７年のアジア経済危機以降、ＩＭＦ等の国際金融機関が電力分
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野の制度改革を融資の条件とする傾向が強まったこと等により、民営化、組織分離、プー

ルの導入等が進められた。多くのアジア、中南米等の発展途上国における電力市場自由化

には、強制されるという側面が出てきたのである。これは、ヨーロッパ、オーストラリア、

ニュージーランド等の場合と異なるところである。 

 すなわち、１９８０年代に入るとレーガン政権の圧力で、世界銀行とＩＭＦは、融資の

条件として発展途上債務国に、電力を含む公的サービス部門への海外からの投資の自由化

を求めるようになった。世界銀行のチーフエコノミストであったＪ．スティグリッツによ

ればこの戦略には４つの段階が踏まれた12。第１は、政府資産ならびに国営企業、サービス

部門の売却、第２は、資本市場の自由化、第３は、市場原理に基づく価格決定、第４が、

自由貿易の導入である。これに税制改革と規制緩和が加えられ、一般的に「ワシントン・

コンセンサス」と呼ばれるようになったものである。イギリスでも、アダム・スミス協会

(Adam Smith Institute)顧問のＰ．ヤングは、「民営化」は「イギリスの主要な輸出品」とな

った、「共産主義との戦いは終わったので、発展途上国に目を向けよう」と述べていた13。 

先進工業国の資本が、ＩＰＰ（独立発電業者）としてこれらの発展途上国に登場し、次い

で電力市場の完全な自由化を要求した。中国、タイ、フィリピン、韓国等が世界銀行の称

賛を受けながら、電力市場の競争を促進するための電力プール導入計画を発表し、自由化

の方向へ舵を取った。２００１年フィリピンでは電力産業改革法が成立し、イギリス型の

電力市場自由化が行われることになった。  

 このような動きは、日本にも波及してきた。規制緩和の動きは、日本では行政改革の推

進という形で１９８０年代に始められたが、１９９０年代に入り、細川内閣の登場によっ

て拍車がかかった。勿論日本の場合、世界銀行やＩＭＦから融資の条件として自由化をせ

まられるということではなかったが、日米間の構造協議にエネルギーが取り込まれるよう

になり、日本でも一挙にエネルギー、電力市場自由化への動きが強まった。日本のエネル

ギー、電力市場自由化の動きについては、第８章で詳しく触れることにする。 

 

６－３ 電力市場の自由化と知識の役割 

 キース・ジョゼフとＣＰＳ： サッチャー首相の下で遂行されたイギリスの経済改革の

立役者が、キース・ジョゼフ(K. Joseph)であったとサッチャー首相が述べていたことは前節

で指摘したが、彼は、ケインズ主義が圧倒的な力をもっていたイギリスで、自由主義の孤

島のような存在になっていた経済問題研究所（IEA: Institute of Energy Analysis)の活動に１９
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６０年代から参加していた。ＩＥＡは、当時経済学の主流から外れていたと思われていた

オーストリア学派のフリードリッヒ・ハイエクと、シカゴ大学のミルトン・フリードマン

に発言の機会を与えていた。ＩＥＡは、フリードマンのマネタリズム理論をイギリスに広

める役割を果たしたのである14。ジョゼフは、１９７４年、サッチャー首相と共に、自らの

研究機関として政策研究センター(CPS: The Center for Policy Studies)を設立したが、学問的

な研究機関というよりは、具体的な政治目標の達成を目指す組織にした。オピニオン・リ

ーダーに影響を与えて文化と政治を変えようとしたのである15。 

 ＣＰＳの電力ワーキンググループ委員長の、Ａ．ヘニー(Alex Henney)は、中央電力庁（Ｃ

ＥＧＢ）を、非効率、非弾力的、秘密主義であると非難した。ＩＥＡとＣＰＳはアメリカ

のシンクタンクと比べると規模は小さいが、イギリスの政治、行政官社会が非常に集中化

されているために効率的であった16。学問的な研究で電力市場自由化に理論的な根拠を与

え、推進した学者としては、 Ｃ．ロビンソン(Robinson C.)17, Ｄ．ニューベリー(Newbery, 

D.M.)18 , Ｇ．ヤロー(Yarrow G.)19 等があげられる。 

 Ｐ．ジョスコウ、Ｒ．シュマーレンジーの『電力市場』： アメリカで、１９７０年代

以降の自由化の流れを思想的に支えたのは、シカゴ学派の経済理論であり、そのような流

れの中で、エネルギー部門の自由化も推進されたのであるが、電力市場自由化について、

最初に理論的な分析を加え、その後多くの経済学者がこの分野に参入するきっかけを作っ

たのは、Ｐ．ジョスコウ(Paul Joskow)と Ｒ．シュマーレンジー(Richard Schmalensee)が著

した『電力市場』(Markets for Power)20 であった。彼らは、同書のイントロダクションで何

故この問題を取り上げたかについて次ぎのように述べている。「１９７３年の石油危機以

降電気料金が急騰し、消費者は不満を抱いていた。一方電気事業者の方も、操業費、建設

費、利子率の上昇によるコスト増をカバーするに十分な早さで値上げが出来ていないと考

えていた。７０年代を通じて、実質収益は低下し、株価が下がり、社債の格付けも落ちた。

また、新たな投資によって予想される利益では、将来必要とされる設備投資のための資金

を投資家から調達することは難しいと考えられる状況にあった。・・・原因として、現在

の規制による料金構造は、限界コストを反映していない、・・・伝統的な収益率、サービ

スコストに対する規制は十分な電力を供給するためのインセンティブを削ぐものであ

る・・・現行規制が厳しすぎるために予想される収益率では不十分である・・・。このよ

うな状況のなかで電気事業者、消費者、独立アナリストがはじめて、現行システムはよく

機能していないという意見の一致を見た。・・・このままでは、９０年代のはじめに電力
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の供給不足が生じる恐れがある。・・・このような状況に対処する論理的な帰結は、現行

規制をよく機能させるようにすることである。・・・しかし、ここでは、より広い観点か

ら電力事業の長期的な経済的効率について研究した。21」 

 彼らは、発電における規模の経済性が低下してきており、発電分野への競争の導入は可能

であるとして、４つの自由化シナリオを提示した。第１は全面自由化で、すべての価格と

参入を、すべての段階で自由にするシナリオである。第２は、卸売市場の自由化である。

電力プールを作り、そこで電力の取引を行う。第３は、配電部門を分離し、卸売市場を自

由化するシナリオである。従来の電力会社は、発送電会社となる。第４のシナリオは、発・

送・配電部門を分離し、電力プールによる卸売り電力市場を設立するという自由化案であ

る。このようなシナリオのメリット、デメリットを分析した上での結論は以下の通りであ

る22。 

１．航空、トラック、鉄道、電信・電話で行われたような規制緩和モデルが電力にも採

用出来るかどうかについての答えは単純なイエスかノーではない。  

２．性急で、完全な自由化は効率を低下させ、政治的にも受け入れられないであろう。 

３．ある条件、状況の下で、価格、参入の自由化は効率的な競争を導入することになる

だろう。  

４．電力事業の技術的、経済的特性を十分配慮した設計を行うこと。 

５．どのような規制緩和でも、何らかの部分で、規制は必ず残る。特に小売価格と配電

部門への参入は引き続き規制が必要である。 

６．送電アクセスには、引き続き規制が必要であり、また協調サービスとそのための費

用に関しても、引き続き規制が必要である。 

７．小売価格構造の大きな効率化は期待出来ない。電力市場を自由化して、困難に直面

しているところでは彼らの結論に耳を傾ける必要があると考える。 

 ＭＩＴのＰ．ジョスコウとならんで、電力市場自由化をリードした学者は、ハーバード

大学のＷ．ホーガン(William Hogan)であった。彼は、独立の系統運用者(Indepenent System 

Operator)によってスポット市場や給電指令が管理される電力プール・モデルを提唱した23。

この考えに基づいて設計されたＰＪＭ（Pennsylvania,New Jersey, Massachusetts)モデルは電

力市場自由化の成功例として引き合いにだされるようになった。しかし、ＰＪＭの卸売市

場の価格は上昇し、小売価格もいったんは下がったがその後自由化前の水準まで上昇した。

また、「ＰＪＭは、・・・高度な統制と制裁に支えられたシステムであり、・・・自由な
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取引を前提とする自由化の基本的な理念とは相容れないシステムである」24という批判もあ

る。すなわち、実質的に新規参入者の参入障壁となる容量確保の義務づけなどが行われ、、

市場支配力の行使も指摘されている25。Ｐ．ジョスコウは、当初から競争だけでは効率的に

機能する電力システムを構築することは出来ず、計画的な要素が重要であることを指摘し

ていた。いずれにしても、Ｐ．ジョスコウ、Ｗ．ホーガンに引っ張られる形で、電力市場

自由化市場という新たな経済学の市場に、米英だけでなく、日本を含め多くの経済学者が

参入するようになった。 

 

６－４ 電力市場自由化運動の性格 

 経済学者の連帯感に基づく運動： 以上見てきたように、１９８０年代にイギリス、ア

メリカで始まったエネルギー・電力市場自由化の動きは世界に広まったが、ここでこの動

きの性格について論ずることにしよう。 

 この運動を支えた原理は、市場メカニズムを貫徹することが、経済効率を高めるととも

に、自由主義、民主主義を支える基盤として不可欠であるというものであり、シカゴ学派

に共有されている知的信条であった。シカゴ学派の考え方がイギリスのサッチャー政権、

アメリカのレーガン政権等に受け入れられたが、それによって利益を受ける米英の民間大

企業の後押しも大きかった。電力市場自由化では、イギリスの経済問題研究所（ＩＥＡ）

アメリカのＭＩＴ，ハーバードグループのような知的リーダーの存在があり、これらのグ

ループが政府や、州政府公益事業担当者にアドバイスを与えたりして、影響を与えた。山

本吉宣によれば、レジーム論の前提の一つとして、「当該する問題領域において、国家（そ

して非政府主体ーＮＧＯ）の間に相互依存的な関係（必ずしも経済に限定されるものでは

ない）が形成されており、その中で（意識するにせよ、しないにせよ）〈共通の利益〉あ

るいは〈全体的な利益〉が存在する」26という認識があるとしている。電力市場を自由化す

ることが共通の利益あるいは全体的な利益となるという認識は、アメリカ、イギリスのあ

る経済学者グループならびにそれに同調する経済学者には共有される知的信条であろう

が、多くの国、人々にとっては、経済の発展段階、構造の違い等により、その効果は明確

ではなく、場合によっては経済的にマイナスだけでなく、社会的、文化的摩擦が発生する

可能性もあり、共有出来る知的信条とはいえないであろう。また、電力関係の技術者にと

って電力の技術的特性、インフラストラクチャーとしての要素等を考えると経済学者のい

う自由化に手放しでのれるものではなかった27。ということで、規範、ルール、手続きを決
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めようとしても、一国の中でも簡単な問題ではなかった。 

 また、電力事業は、もともとローカルな事業であり、国際的な広がりを持っていなかっ

た。北米、ヨーロッパ、その他一部の地域では、古くから国と国の間で電力融通が行われ

ており、最近では、これらの地域では、電力市場の国際化も進んでいるが、それらの地域

でも、ベースは今日においても基本的に国内市場である。電力市場自由化の波に乗って、

先進工業国のエネルギー企業、商社、電力会社等が、ＩＰＰ（独立発電業者）等として、

海外市場でビジネスを行うようになったが、世界の電力事業の規模に比べれば、微々たる

ものであり、今後大きく伸びるかどうかもはっきりしていない。 

 エネルギーの中で石油、原子力発電については国際レジームが形成されたが、これはそ

れらの財が持つ世界的な広がりと政治性にあった。そのためにある国際的な枠組みを作る

ことが共通の利益、全体の利益となると認識されたのであるが、そのような意味の広がり

も、政治性も電力の場合には存在しない。８０年代以降の世界的な電力市場自由化の動き

は、以上のような理由によって国際レジームを形成することはなかった。電力市場自由化

の世界的な動きは、経済学者の職業的連帯感のようなものによる、競争は善という暗黙の

了解の存在により、特にエピステミック・コミュニティーをつくるまでもなく、世界の多

くの経済学者が支持するという基盤に支えられたものであった。経済的知識によって世界

は動かされたわけであるが、電力市場を自由化したところではいろいろな問題がが出てき

ており、短期的な利益を優先する考え方は、国の基盤を支える電力の長期的安定供給とは、

相容れないことが、明らかになってきている28。 
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第Ⅱ部 

 

 これまで、知識が重要な役割を果たしつつ、国際的なエネルギーレジームが形成されて

きたことを明らかにしてきたが、それらの分析は、主として知識を発信する側に向けられ

ていた。国際的なレジームが形成される過程の他の一つの重要な側面は知識を受け入れる

側の対応である。第Ⅱ部では、日本を知識を受け入れる国の事例としてとりあげこの側面

について分析を行う。すなわち、ここでは、第二次大戦後の日本のエネルギー・地球温暖

化問題に対する基本的な政策が、海外要因の変化への対応という形で行われ、またそれら

の対応の中で重要なものの幾つがが、国際的なエネルギーレジームの中に組み込まれる形

で策定されてきたことを明らかとし、これまで欧米を中心に発展してきた国際レジーム論

で不十分であった知識を受け入れるあるいは強制される側に光をあてた分析を行う。 

 

戦後日本のエネルギー政策の変遷 ６つの時期小区分と２つの時期大区分： 第二次大

戦後の日本のエネルギー情勢、政策の歩みを振り返ってみると、海外情勢の変化に対する

対応を主たる要因として、凡そ十年の期間で、局面が大きく転換してきたことがわかる。

ここで局面の転換とは、エネルギー情勢、政策に関連する主要な政治的、経済的、社会的

条件の一つもしくは幾つかが大きく変化し、それまでの時期における政策、企業経営の主

要な要素を廃止もしくは抜本的に変更することにより新たな状況に対応した政策、経営方

針の下に政策運営、企業経営が行われるようになることである。 

 第１の時期は１９４５－５１（昭和２０～２６）年で、この時期においては、日本は独

自に政策を立案し実行することが出来ず、基本的に連合軍の管理のもとで産業基盤を整備

する時期であった。このような意味で、この時期は「占領下の経済復興とエネルギー供給

基盤の整備」と名付けられる期間である。この状況は、１９５１（昭和２６）年のサンフ

ランシスコ講和条約の発効で終わり、行政権を取り戻した日本は、独自の政策を立案、実

行し産業の近代化を進めることになった。 

 この第２の時期は、１９５２－６１（昭和２７～３６）年で、「経済自立とエネルギー

産業の近代化」と呼べる時期であった。朝鮮戦争の特需もあり、経済復興を遂げた日本は、

やがて、貿易自由化を迫られるに至り、次の第３の時期へ移行することになる。 

 第３の時期は、１９６２－７２（昭和３７～４７）年で、「高度成長の持続と総合エネ

ルギー政策の確立」と名づけられる時期である。この時期、貿易の自由化政策が進められ
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る一方で、種々の産業政策が策定された。エネルギー面では、特に脆弱と見られた日本の

石油産業の保護育成を目的に石油業法が制定された。天然ガス、原子力発電の利用も拡大

し、総合的なエネルギー政策が検討されるようになった。順調な発展を遂げてきた経済、

産業活動は、１９７３年の第４次中東戦争をきっかけに始まった石油危機によって急ブレ

ーキを掛けられ、石油危機への対応に追われる第４の時期に移ることになる。 

 第４の時期は、１９７３－８５（昭和４８～６０）年で「石油危機と省エネルギー型経

済構造への転換」と名づけられる時期である。石油緊急時対策、石油代替エネルギー対策、

省エネルギー対策等を矢継ぎ早に導入し、石油危機後の混乱を乗り越えた日本を待ってい

たのは１９８６（昭和６１）年の原油価格の暴落とプラザ合意に基づく急激な円高と経済

の自由化を求めるアメリカを中心とする海外からの圧力ならびに地球温暖化問題であった。

時代は新たな局面を迎えることになったが、この時期に入ると、それまでの時期と異なり、

エネルギー部門の対応もそれまでのようなエネルギー部門内部だけの調整では済まなくな

り、全体的な経済構造の改革、人々の環境問題への関心等の多元的な要素を配慮した対応

を迫られるようになった。 

この時期は、規制緩和、地球温暖化問題への対応のを迫られる度合いという観点から、

１９８６～９６（昭和６１～平成８）年の「規制緩和への動きと地球温暖化問題の登場」

と名づけられる第５の時期と、１９９７（平成９）年以降、今日にいたる「規制緩和と地

球温暖化問題対策の本格化」と名づけられる第６の時期に分けることが出来る。 

 第５の時期は、原油価格の暴落、プラザ合意とそれに続く円高で、一時はバブル景気に

湧いた日本の経済が、バブルの崩壊で、大きなダメージを受けるとともに、規制緩和、地

球温暖化問題への対応を迫られることになったが、総論的な対応でしのげた時期であった。

これが次の第６の時期に入ると、日米構造協議におけるアメリカの圧力が強まり電力・ガ

ス部門でも自由化が具体的な課題になるとともに、１９９７年京都議定書の締結によって、

地球温暖化問題も総論から各論的様相を強めることになった。 

 以上、戦後凡そ６０年間が６つの時期に区分されるとともに、第１－４期は、海外要因

の変化に対し、エネルギー部門内部の調整で対応出来たものが、第５，６期に入ると、そ

れだけでは対応出来ず、他の多くの要素を考慮した対応が必要となったという点を指摘し

た。ここでは、そのような状況の違いに着目して、第１－４期をまとめて一元的エネルギ

ー政策の時代、第５，６期をまとめて、多元的エネルギー政策の時代と大きく区分するこ

とにした。なお、ここにあげた時期区分の年はおよそ、その頃という意味である。以下、
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一元的エネルギー政策の時代について第７章、多元的エネルギー政策の時代について第８

章で考察する。それぞれの章では、時期小区分に沿って、まず、エネルギー情勢と政策を

概観し、次に海外要因との関係から、特に重要となった政策的な動きを取り出し、詳しく

分析する。 

 

第７章 戦後日本のエネルギー政策と海外要因 一元的エネルギー政策の時代 

 

第１期 占領下の復興とエネルギー供給基盤の整備 

１９４５－５１（昭和２０ー２６）年  

 概況： 第１期は敗戦で壊滅した日本の経済が、連合軍総司令部（ＧＨＱ）のコントロ

ールの下に自立のための基盤を整備した時期であった。期間としては、終戦の年の昭和２

０年から、サンフランシスコで対日講和条約が調印された昭和２６年までである。 

 まず、この期におけるエネルギー情勢と政策の概要は以下の通りである。 

 １９４５（昭和２０）年８月の敗戦で日本の経済は壊滅した。物資が極端に不足し、失

業者があふれ、国民生活は危機に瀕した。４６（昭和２１）年夏において鉄鋼高炉で操業

しているのは一基のみ、石油の輸入は殆どなく、火力発電も殆ど停止、年間２,２００万ト

ンの石炭と石炭換算１,７００万トンの水力発電ならびに９６０万トンの薪炭がこの年の

エネルギー供給量の全てであった。 

 この時期の政策目標は、このような状況を一刻も早く脱却し、国民生活の最低の基盤を

確立することであった。政府は、石炭の増産を最優先課題とし、１９４６（昭和２１）年

１２月「傾斜生産方式」の実施を閣議決定した1。この方式は、石炭、鉄鋼などの重要物資

に政策を集中的に傾斜するところから名づけられたものである。具体的には、先ず重油を

輸入、これを鉄鋼業に投入し、生産された鉄鋼を、重点的に炭鉱の資材生産に投入し、生

産された石炭をまた鉄鋼業に向けるという形で、石炭と鉄鋼を増産し、これを梃子にして

全産業の生産を回復させるというものである。この政策の遂行のための主要な手段は、重

点産業に対する価格差補給金制度を利用した低価格による物資の供給と復興金融公庫によ

る融資である。傾斜生産方式の導入により、４７（昭和２２）年度には石炭生産量は３,０

００万トンに達し、更に翌年度には３,４００万トンとなり石炭不足はほぼ解消した。 

 次に電力の方を見ると、電力供給の大半を占めていた山間の水力発電所は、戦災を受け

なかったために、石炭不足の際の貴重なエネルギーとなった。しかし、経済が復興してく
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るにつれ、１９４８，４９（昭和２３、２４）年頃には、古い発電設備だけでは需要に対

応できなくなることが明らかになってきた。電力供給基盤とそのための体制整備が急務と

なったが、独占的性格の強い日本発送電株式会社（略称：日発）が集中排除法の対象にな

っていたこともあり、現在の９電力会社体制が、５１（昭和２６）年５月に確立されるこ

とになった。この体制はその後のわが国の電力産業の基本的骨格を形成したものであるが、

９電力体制の決定にいたるＧＨＱ、政府、電力産業の３者の折衝は、海外からの要求に対

する対応という観点からみて重要な出来事であった。このような体制整備と並行して、電

源開発が進み、わが国の発電電力量は４６（昭和２１）年度の３０３億ＫＷＨから、５１

（昭和２６）年度には４８２億ＫＷＨへ増大した。なお、この時期、原子力の平和利用に

ついては、後に見るようにＧＨＱにより全面的に禁止された。 

 石油の需給もＧＨＱの厳しい管理のもとにおかれ、石油の消費については、経済安定本

部が配給計画を立案し、ＧＨＱの許可をうけて商工省がこの計画を実施した。また日本の

製油所は、賠償の対象となる価値もないとされ、廃棄の対象とされた。しかし、冷戦の激

化を反映してこのような管理も徐々に緩和されていった。１９４８，４９（昭和２３、２

４）年にかけて、それまで禁止されていた石油の輸入が再開されるとともに、閉鎖されて

いた太平洋岸製油所の操業が許可された。わが国の多くの石油会社は、外国の石油会社と

資本、技術提携を行なって操業を開始し、今日の石油産業の骨格が形成された。 

 以上、第１期におけるエネルギー情勢、政策の動きを概観したが、エネルギー政策の面

では石炭が主要なエネルギーであったこと、傾斜生産方式の対象となったことなどにより

石炭政策が重要な部分を占めたが、この分野では、ＧＨＱとの軋轢は小さく、もっぱら国

内の利害関係者が主要なプレーヤーとなって政策が決定された。この時期、エネルギー部

門において、海外要因との関係で重要な意味を持ったのは、電力事業再編成（９電力体制

の決定）、日本の石油会社と外国の石油会社との提携問題ならびに原子力の平和利用をめ

ぐる動きであった。以下、この３点について、より詳細に考察することにする。 

 

九電力体制の決定： はじめに、戦後の電力産業体制の基礎となった９電力体制の決定

過程を、主たるプレーヤーの論理と行動ならびにプレーヤー間の力関係を中心軸に考察す

る2。 終戦時には国家管理された日本発送電（株）と九配電会社によって電気の供給が行

われていたが、戦後の経済民主化の中で電力国家管理体制が見直されることになった。こ

の電力再編成の直接のきっかけとなったのは、１９４７（昭和２２）年１２月に施行され
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た「過度経済力集中排除法」に基づき、日本発送電と九配電が集中排除の対象企業として

指定されたことである。電力再編成問題での主たるプレーヤーは、ＧＨＱ、政府（商工省）

ならびに日本発送電、９配電会社、日本電力産業労働組合（電産、前身は日本電気産業労

働組合協議会、電産労協）、地方公共団体であった。 

 ＧＨＱは基本的にアメリカ型の電気事業形態を念頭に、地域別の発送配電一貫民営会社

を求め、商工省と日本発送電は、基本的に全国一社の一貫会社、電産も民主化の立場から

国営の一貫会社、９配電会社は九つの地域別発送配電会社の設立、地方公共団体は、都道

府県別分割の配電公営化を求めた。 

 商工省は、１９４６（昭和２１）年１１月、商工省が監督し、商工省に設置する中央電

気委員会が再編成の具体案を作成し、そこで電力再編成の主導権を握ろうとした。しかし、

ＧＨＱは、この案を認めず、中央電気委員会の設置を拒否した。商工省は１９４７（昭和

２２）年１２月商工省の外局として電力庁を設置し、そこに商工大臣が議長を務める電力

行政委員会議を組織し、電力行政に取り組むとする「電力庁設置法案」をまとめたが、こ

の案についてもＧＨＱは退けた。ＧＨＱの指示により、１９４８（昭和２３）年４月には

内閣了承事項として電気事業民主化委員会が設置され、約６ヶ月の審議を経て同委員会は

商工大臣宛答申を提出した。しかし、この答申は電力運営の一体化を主張する日本発送電

と９分割を主張する配電会社の双方の見解を取り入れた折衷案という性格のもので、これ

もＧＨＱの受け入れるところとはならなかった。そこで政府は、１９４９（昭和２４）年

１１月、通産大臣の諮問機関として「電気事業再編成審議会」を松永安左エ門元東邦電力

社長を委員長として発足させた。松永安左エ門は、自由主義、民営主義者であり、同氏を

委員会の中に入れることは政府の本意ではなかったが、ＧＨＱに認められるためにはやむ

を得ないという譲歩の結果であったという3。再編成審議会は、１９５０（昭和２５）年２

月に答申を行ったが、三鬼委員（日本製鉄社長）他３名の委員が支持した案の他に松永委

員長案が付記されていた。松永案は発送配電一貫の９ブロック分割案であり、三鬼案は９

ブロック会社プラス電力融通会社の新設を求めるものであった。この答申に対し、ＧＨＱ

は、審議会の多数意見である三鬼案に対しては反対の意向を示した。国会における審議も

難航した。この事態を受け、ＧＨＱは、見返り資金4の停止等の実力行使に出るとともに、

法律ではなく、ポツダム政令により、松永案による電力再編成を行わせることにした。１

９５０（昭和２５）年１１月２４日公布、１２月１５日施行された「電気事業再編成令」

により、翌５１（昭和２６）年５月１日、九配電の供給地域に対応する発送配電一貫の民
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営電力会社が発足した。 

 以上、電力再編成の経緯をみてきたが、ここで、商工省・日発案、三鬼案、松永案の理論

的根拠を比較検討しておこう。 

 まず、商工省・日発が推した日本発送電を中心とする１社案の主なポイントは以下の通

りであった5。 

第一は、電気は貯蔵出来ず、生産と消費が同時に行われ、その配分は送配電を通じて行

われる。従って配電と発電とは元来一体として運営されるべき性質のものである。また、

日々、刻々に変る需要の変動に、発電を調節することも、給電指令が分離していると迅速

に行えない。更に、一貫経営といえども、地域別に行われたのでは電力配分の全国的均衡

を保持することはできない。 

第二に、全国の一元的運営が行われていれば、水力資源の最も有利な地点を大規模に開

発し、発電された電力を超高圧送電線によって需要地に送れるので、水力資源が最も合理

的に開発され、豊富低廉な電力を供給できる。 

第三は、電気事業を一元化することによって、中央指令の一貫した意思により、全国的

に公正な電力の計画的配分がきわめて有効に行えるが、もし地域的に経営体が分離される

と、利害関係が対立し、地帯間の電力融通は合理的になされなくなる。 

第四は、地域別会社に分けると、電気料金の地域的不均衡が非常に大きくなり、これを

避けようとすると弊害の多い不合理なプール計算制によらなければならなくなる。経営の

全国一元化によって、全国綜合的な電力原価により、適正な電気料金を設定することがで

きる。 

第五は、資金、資材をもっとも能率的に使う為には、補修や建設に優先順位を定めて、

最も必要な地点に重点的に投入することが必要であるが、企業が分断されていると各社と

も自社の工事の優先を主張し、これに合理的な順位をつけることが困難となる。その結果、

貴重な資金、資材の利用が効率的に行われなくなる。 

第六は、電力外債の処理は、政府の責任において行うにしても、電気事業において行うに

しても、企業が分解されると債務の帰属の困難、担保力の弱化をまねき好ましくない。 

 以上が一社案の根拠としてあげられた主要なポイントである。当然のことながら、独占

による弊害については全く触れられていないが、電力産業には、独占的な事業形態が適し

ている点があることは事実であろう。第８章の第５期、第６期のところで取り上げるが、

戦後、５０年ほど経って、電力自由化を求められた九電力が、同じような論理で自由化に
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抵抗したことは、歴史のアイロニーを感じさせる。 

 ＧＨＱが、このような一社独占を認めないことについては、最初から、明確な方針を示

していた。商工省はこの案が認められないことが明らかになると民営９電力の他に、全国

的な電力融通のための会社の設立を提案した。背後には商工省の省益があったことは明ら

かであるが、地域的格差等を考えると、考慮するに値する案であり、次にあげる再編成審

議会の多数案であった三鬼案でもこの考え方が取りいれられた。 

 三鬼案の内容とその主な根拠は、以下の通りであった。 

まず、内容についてみると6、日発および九配電会社を解体し、新たに北海道、東北、関

東、中部、北陸、関西、中国、四国、九州の九つの地域に、ブロック会社を設立する。ま

た、分割による電力不足の激化、料金の地域別不均衡の増大を防止するため、地域間の電

力融通を主眼とする電力融通会社を新設する。電力融通会社は、それ自体の供給区域を持

たず、ブロック会社に対する融通及び大口需要者に対する直配のみを行い、一般供給は行

わない。 

 次に、電力融通会社を必要とする主な理由として以下の２点をあげた7。第一点は、公益

事業委員会の介入だけではせいぜい電力融通契約を認可し、締結を命令しうる程度で、特

別の設備をもたないので、電力融通を十分に行えない。第二点は、電力融通会社の設立に

より、電力の融通が、円滑となり、九電力だけの場合に比べ、料金の地域格差を緩和出来

る。 

 これらの案に対し、松永委員長の再編成案は、このような電力融通会社構想を日本発送

電の温存とみなし、これを排して、独立採算制にもとづく地域的な発送配電一貫企業の設

立を内容とするものであった。すなわち、松永案は、官の関与は、効率性の点から好まし

くないので、まず官の関与を排し、次に大消費地を抱える電力会社には給電地域以外にも

電源を持たせる方式いわゆるたこ揚げ方式を認める９民営電力会社案であり、その根拠に

ついて、松永自身その回想のなかで次のように述べている。 

「・・・私の考えもだんだん固まって行った。それは日発の持っていた発電設備、送電設

備を九つに分かれている配電会社単位に統合するのが一番早道だということであった。た

だ新しく開発すべき水力地帯、電源の帰属をどうするかという点がヤマであった、配電会

社の供給区域に分けてみても新規の開発は必ずしもうまく行かない、力が伴わぬ点が生ず

るためである。かつて日本電力が開発した黒部川水系などは資本は関西資本であったわけ

だし、庄川筋もしかり、大電源地帯である只見川地域などを仮りに東北につけてみても力
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が伴わないし電力消費も出来ない。開発については共同という手もあるが、それにしても

開発する力をもたないのに河川を帰属せしめるのは無理である。例えば北陸の庄川などは、

かつては日本電力が開発したところであることなどを考慮して、それらの発電地点のみな

らず、日発の持っている送電線なども関西に属させるという考え方であり、木曾川も同じ

く関西に、猪苗代湖系統を東電にといった考えである。8」 

 民営電力体制はＧＨＱの望んでいたものであり、当時の力関係を考慮すれば、日本とし

て受け入れざるを得ないものであった。しかし、松永安左エ門が日本の事情を説明し、Ｇ

ＨＱもこれを受け入れ、日本の事情にあった９分割が認められたという点は、注目される

ところである。 

 確かに占領下という特殊な事情もあり、電力再編成をめぐるプレーヤーの間における力

関係は明らかで、ＧＨＱが希望する案を押し通すことは、可能であったと考えられる。そ

れが３年間にもわたる激しい議論となったのは、ＧＨＱサイドとしても電力産業が国家管

理の象徴的産業であり、独占の打破に並々ならぬ決意を持っていたものの、一方で重要な

産業が対象となっているために出来るだけ日本の事情を配慮するという慎重さを示したも

のと考えられる。また、ＧＨＱの交渉担当者の中に、電力の専門家がいて、松永案の合理

性が理解されたという事情も松永案実現の大きな要因となったといえるであろう9。 

 

日本の石油会社と外国石油会社との提携： 次に石油産業の再編成についてみると電力

体制の再編成に比べれば、スムースであった10。主たるプレーヤーはＧＨＱ，日本の石油会

社、外国の石油会社であり、後に見るように三者の利害が一致していたからである。また

形式的には、ＧＨＱと外国の石油会社は別のものであったが、ＧＨＱの石油担当部局には、

石油顧問団（ペトロリアム・アドバイザリー・グループ）が設置されており、そこには、

スタンバック（スタンダード石油会社とモービル石油会社のアジアにおける合弁販売会社）、

シェル、カルテックス（ソーカル石油会社とテキサコ石油会社のアジアにおける合弁販売

会社）、タイドウオーター石油会社、ユニオン石油会社の社員が配属され、実質的に、日

本に対する石油業務を行っており、両者は一体と見られるものであった。 

 まず、再編成の前史として、戦後賠償の対象となった石油施設の処置の問題があった。 

  石油施設については戦後賠償の対象となりＧＨＱは調査団を派遣して対象物件の調査を

行った。まず、ポーレーを団長とする賠償調査団が調査を行い、石油関係では、人造石油

施設の全廃、４万バーレル/日までの石油精製施設と１０００万バーレルまでの貯油施設の
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残置を主たる内容とする報告書11（昭和２１年１１月１６日）をまとめた。その後米ソ対立

が激しさを増すという状況の中で、対日占領政策のため連合国１１カ国をもって構成され

た極東委員会が生産物賠償主義を加味した取り立て方針を決定した。これをうけ、アメリ

カは、ストライクを団長とする新しい調査団を組織した。１９４８（昭和２３）年３月に

まとめられたストライク報告12では、撤去勧告施設はポーレー報告の３分の２に減少したも

のの、日本の製油所は賠償取り立ての価値さえない非効率的なものであるから廃棄すべき

であるとされた。これに対し、石油業界、地元、政府はＧＨＱに対し再考を求めた。この

ような状況の中で、米ソの対立が一層明らかとなり、極東委員会、アメリカは日本の平和

産業の発展に制限を加えない、賠償指定施設は日本の平和経済復興のために利用すべきで

あるという新たな方向を打ち出した。これを受ける形で、製油所の操業制限の緩和に関す

る基礎条件を決めるために来日したノーエルは、１９４９（昭和２４年）３月、日本の製

油所は使用に耐えるものであり、日本の石油需要に応じるためにはこれらを復旧するのが

経済的である、石油製品の代わりに原油を輸入して国内で精製すべきであるということを

主な内容とする報告書13をまとめた。これを受けて、昭和２４年７月１３日、ＧＨＱから日

本政府にあて「太平洋岸製油所の操業及び原油輸入に関する覚え書き」（ＳＣＡＰＩＮ202

7）が発せられ、５０（昭和２５）年１月から輸入原油の精製が始められた。 

 太平洋岸製油所の復旧再開は、第１段階として日本石油・横浜、同・下松、昭和石油・

川崎、東亜燃料工業（以下、東燃）・清水、大協石油・四日市が許可され、第２段階とし

て丸善石油・下津、東燃・和歌山、三菱石油・川崎、興亜石油・麻里布のそれぞれの製油

所が許可された。このような動きと並行して「過度経済力集中排除法」の石油会社への適

用による審査が帝国石油、日本石油、昭和石油、丸善石油、三菱石油、日本鉱業、出光興

産に対して行われたが、１９５０（昭和２５）年８月までにすべて同法の指定を解除され

た。 

 また民営化を急ぐＧＨＱの勧告により、政府は１９４９（昭和２４）年３月石油配給公

団を解散し、輸入基地を運営して配給能力を有するもの及び国産原油を精製して配給能力

を有するものを元売り業者の名で登録し、販売業者への配給業務を分担させた。元売り業

者の指定を受けたのは１３社であるが、この中には、４８（昭和２３）年８月日本国内に

おける連合国人への非軍事用石油の販売を許可されていたシェル石油、スタンダード石油、

カルテックス石油の外国石油会社３社が入っていた。 

 この３社は、１９４９（昭和２４）年３月「外国人の財産取得に関する政令」によって、
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日本の石油会社との提携が認められると、それぞれ昭和石油、東燃、日本石油と原油供給

契約、株式投資の形で提携した。この他にも、三菱石油とタイドウオーター、興亜石油と

カルテックス、ゼネラル物産とスタンダード石油、丸善石油とユニオン、丸善石油とシェ

ルが原油供給、原油処理、株式譲渡等の提携を行った。５１（昭和２６）年１０月には日

本石油とカルテックスの合弁で日本石油精製が設立された。 

 日本の石油会社としては、投資資金の調達、精製技術の入手、原油の入手、また政府に

とっては、外貨の節約、供給の安全、石油需給の均衡、国内関連企業の振興といった諸点

を考慮すると、国際石油資本と結びついて消費地精製方式を取るほうが利点が多いと判断

されるものであった。そのため、政府は基本的にそれらのプレーヤーによる決定を認めた。 

 一方、中東で大規模な油田を幾つか発見していた国際石油会社は、原油価格の上昇気運

にあったアメリカ国内に生産コストの低い中東原油を持ち込むわけにはいかず、過剰状態

に陥った石油需給を改善するため、新たな石油市場の開拓を迫られており、ヨーロッパと

ともに、日本の石油市場を開拓する必要があった。ノーエル報告の背景には、米ソ対立の

他に国際石油会社のこうした事情が働いていたことも見逃すことができない。また、第２

章で指摘した国際レジームとしての国際石油カルテルとの関連も重要なポイントであった。

すなわち、スタンダード、シェル、ソーカル等が国際石油カルテルの枠組みに沿って、戦

後の日本市場に進出したのである。この点については、井口東輔が詳しい14。第２章で指摘

した批准されなかった「国際石油協定」が行おうとした世界の石油市場の管理が、国際石

油会社によって行われたことの一例が戦後の日本の石油会社と外国の石油会社との提携交

渉を通じた日本市場への参加の形態に見ることが出来るのである。 

 

禁止された原子力研究： 占領下の日本では、原子力の研究は全面的に禁止された15。陸

軍の原爆研究「二号研究」のリーダーを務めた仁科芳雄によるサイクロトロン16利用へのア

メリカへの働きかけもあったが、結局日本にあった４台のサイクロトロンはアメリカ軍に

よって全て破壊された。事態が変化したのは、１９５１年５月サイクロトロン発明者で、

マンハッタン計画の首脳を務めたアーネスト・ローレンスが来日し、実験物理学研究再開

のきっかけを与えてくれた時であったという17。これにより、サイクロトロン建設の方向が

日本学術会議原子核研究連絡委員会で決定され、講和条約発効の１９５２年に最初のサイ

クロトロンが理化学研究所の後身にあたる科学研究所（株）によって作られた。 
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第２期 経済自立とエネルギー産業の近代化 

  １９５２－１９６１（昭和２７ー３６）年  

 概況： １９５２（昭和２７）年、サンフランシスコ講和条約の発効で独立を達成した

日本は経済の自立を達成し、産業の近代化をすすめる新たな時期を迎えた。この時期は、

期間的には、講和条約の発効した１９５２（昭和２７）年から貿易自由化が行われる１９

６１（昭和３６年）までとなる。 

 １９５１（昭和２６）年９月、サンフランシスコで対日講話条約が調印され、翌５２（昭

和２７）年４月に同条約が発効し、日本は独立を達成した。日本経済は朝鮮戦争ブームに

助けられながらも講話条約調印の年に戦前、１９３４－３６（昭和９ー１１）年平均の実

質ＧＮＰ、鉱工業生産、設備投資、個人消費、石油消費量、ガス販売量等の水準を回復し

た。そして翌５２（昭和２７）年から、日本は経済的自立を目指して邁進し、産業の近代

化を追求することになるが、輸出の回復は大幅に遅れ、長年にわたり、日本は国際収支の

赤字と外資不足の壁に苦しむことになった。 

 この時期は、神武景気（１９５５－５７（昭和３０ー３２）年）、岩戸景気（１９５８

－６１（昭和３３ー３６）年）と名づけられた好景気をはさみ高い経済成長を遂げた。１

９５２－６１（昭和２７ー３６）年の年平均経済成長率は９.７％で、これは、次の時期１

９６２－７２（昭和３７ー４７）年）の１０.２％と並ぶものであり、１９５２－６１（昭

和２７ー３６）年の期間は、前期高度経済成長期とも呼ばれる時期となった。この時期に

おける高度成長は、主として大企業を中心とした民間設備投資に導かれて実現されたもの

であり、鉱工業生産指数（１９６０（昭和３５）年平均＝１００）は、１９５２（昭和２

７）年度の３３.０から１９６１（昭和３６）年度には１１９.４に増大した。特に重化学

工業部門を中心に積極的な大型化、技術革新投資が行われた。なかでも、石油化学工業は、

石油精製業の発展で原料ナフサを豊富かつ低廉に入手できるとともにコンビナート化によ

る一貫生産体制とプラスティック、合成繊維、合成ゴムなどの需要増に支えられて急成長

を遂げた。このような重化学工業化の進展は、日本の産業構造をエネルギー多消費型へ変

貌させた。昭和２７ー３６年度のエネルギー需要の年平均伸び率は９.３％であり、この期

間のＧＮＰの伸び率との比率すなわちエネルギーＧＮＰ弾性値は０.９６となっているが、

これを部門別に見ると、鉱工業部門１.０９、交通部門０.７８、民生その他部門０.５８と

なっており、鉱工業部門の弾性値が際だって高くなっている。重化学工業化による産業活

動の拡大にともなって、交通量も増え、交通用エネルギー需要量もこの期間に年平均７.

 166



６％という高い伸びとなった。また国民生活も豊かになり、特にテレビ、洗濯機、冷蔵庫

の家電製品が普及し、電灯需要が増大するとともに、厨房、暖房における薪、木炭から灯

油、都市ガス、ＬＰＧへの転換も急速に進んだ。 

 この時期のエネルギー政策の課題は、１９５２（昭和２７）年、ＧＨＱから行政権の全

面的移管をうけ、残存する戦後統制を撤廃し、自前のエネルギー政策を立案、実施するこ

とであった。ここでエネルギー政策推進の重要な手段となったのは、外貨割当制度18であっ

た。特に外貨割当制度の運用を通じて日本の石油産業の育成が図られたが、石炭産業の保

護のためにもこの制度が利用された。 

 この時期、エネルギー需給面では、石炭から石油への転換、いわゆるエネルギー（流体）

革命が進展した。この頃、世界の石油確認埋蔵量、生産量は年々増大し、原油価格は、お

よそ１～２ドル/バーレルという低い水準で安定的に推移し、低廉な石油製品特に重油が急

速に市場に浸透した。１９４９（昭和２４）年９月に太平洋岸製油所が再開されてから、

６２（昭和３７）年１０月に原油輸入の自由化が行われるまで石油会社は、外貨割当制の

もとで低廉な原油をできるだけ多く輸入し、精製設備を近代化、大型化し、石油製品を増

産することにしのぎを削った。このように原油を輸入して消費地で精製するいわゆる消費

地精製方式は、外貨節約の意味からも政策的に推進された。 

 またわが国の石油・天然資源の開発のために昭和２７年「石油及び可燃性ガス資源開発

法」を制定して、探鉱補助金等の助成措置を導入するとともに、３０年には国策会社とし

て石油資源開発（株）が設立された。 

 石油のエネルギー市場への浸透が進むにつれ、政府は、国内の石炭を保護するために「石

炭と重油の調整について」（１９５４（昭和２９）年３月）、原重油関税の実施（１９５

５（昭和３０）年８月）、「重油ボイラー設置制限法」（１９５５（昭和３０）年１０月）、

「炭鉱離職者臨時措置法」（１９５９（昭和３４）年１２月）、「産炭地域振興臨時措置

法」（１９６１（昭和３６）年１１月）等の石炭対策を矢継ぎ早に講じたが、石油との絶

対的な経済性の格差の前に石炭産業は縮小を余儀なくされた。 

 電力政策にについてみると、サンフランシスコ講和条約の発効で占領は１９５２（昭和

２７）年４月に解除され、ポツダム政令は１０月までに失効することにとなっていたが、

通産省は８月に公益事業委員会を廃止し、電源開発調整審議会を設置するとともに、電力

政策を担う公益事業局を設置した。また、同年７月、電源開発促進法を施行し、この法律

に基づいて９電力体制の部分的補正と見られる電源開発会社が設立された。第２期に入る
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と直ちに通産省の巻き返しが図られたわけであるが、今日に至るまで電力産業は、９民間

電力会社（沖縄電力を含めると１０電力会社）が中心となり、電源開発はマージナルな役

割を果たすにとどまっている。 

 経済の復興、拡大にともなって水力だけでは電力需要の増大をカバーしきれなくなり、

１９５６（昭和３１）年１２月には電源開発調整審議会では、水力を上回って火力を開発

するという火主水従の方針を打ち出した。５２（昭和２７）年度の発電量は５２０億ＫＷ

Ｈで、水力と火力の比率は７７対２３であったが、６１（昭和３６）年度にはこの関係が、

１、３２０億ＫＷＨ、５１対４９とほぼ同じ割合になり、３７年度には火力発電量が水力

発電量を抜くことになった。この間に５８（昭和３３）年には公正報酬を認める電気料金

制度であるレートベース方式が確立された。 

 またこの時期、アメリカにおける原子力平和利用への高まりをうけてわが国でも原子力

発電の導入が決定され、１９５５（昭和３０）年日米原子力協定が調印されるとともに原

子力基本法が制定され、５７（昭和３２）年には日本原子力発電（株）が発足した。 

 以上第２期におけるエネルギー情勢と政策を概観したが、海外要因との関係で重要な意

味を持った外貨割当制度のエネルギー政策面における運用と、原子力発電をめぐる動きを

以下詳しく見ることにする。 

 

外貨割当制度の運用： 石油に関連する外貨割当制度は、①需給バランス上必要とする

外貨額は確保するが、石油供給体制は原則として消費地精製方式によること、②石油輸入

に必要な外貨は、極力節約すること、③石炭鉱業に対する政策的配慮を行うことという三

つの基本的考え方に基づいて運用された。このように基本は消費地精製方式に基づく石油

の安定供給の確保と民族系すなわち日本の資本による石油会社の育成であったが、通商政

策上、石油政策上の特別措置等の要素が加わり複雑な運用が行われた。 

 この制度のもとでは、外貨の割当は原則として製油能力、原油処理量、輸入数量などの

実績に基づいて行われたので、精油所設備の大型化、近代化、合理化が促進されたが、一

方で、この原則では、中小規模の精製会社と新たに精油所を建設した会社は不利となった。

これは特に民族系列の石油会社の育成にとって問題となるところから、運営上、中小規模

精製会社、新規精油所に対する特別割当ならびに企業合併促進のための特別割当が行われ

た。 

 １９５６（昭和３１）年度から６１（昭和３６）年度にかけて北日本石油、東亜石油、
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日本精蝋、日本漁網、日本鉱業がこのような中小規模製油所対策をうけた。また６１（昭

和３６）年度には、中小規模精油所で接触改質装置を建設するものについてはさらに追加

的な割当が行われた。いわゆるプラットフォーマー対策と呼ばれる追加割当である。 

 新規精油所の特別割当は、１９５６（昭和３１）年度北日本石油、５７（昭和３２）年

度に純元売りから精製業に進出した出光興産、ゼネラル物産、６１（昭和３６）年度に三

菱石油、日本鉱業、東亜燃料工業に与えられている。また、企業合併を行った精製業者に

対し、一定額の特別割当が行われたが、これは、６０（昭和３５）年度に亜細亜石油と北

日本石油が合併して設立された新会社、新亜細亜石油に与えられた。 

 この他、石油化学産業の育成、海外開発原油の引き取り、日本籍タンカーの優先的利用

といった目的のために特別割当が行われた。外貨割当制度はこのように石油政策の遂行の

ための主要な手段として利用された。 

 また外貨割当は需給調整の手段としても利用された。すなわち外貨予算の編成に当たっ

ては、そのときの経済見通しを前提として石油需給計画をまとめそれにもとづいて必要な

原油及び製品の輸入数量とそれに見合う外貨枠が計上されたのである。この方法によって、

原則的には供給の過不足が防止され、製品市況の安定が達成されることになるが、この考

え方は、次の時期の石油業法による需給調整手段として引き継がれた。 

 日本の石油市場は、ある一定の枠の中における競争という状態に長い間おかれることに

なるが、このような人為的な枠組みによる需給の調整は時に破綻を見せざるを得ない。外

貨割当の時代にあっては、日本経済の急速な発展にともない石油需要も大きく伸びたこと

から、外貨割当をできるだけ多く確保することが会社の拡大に直結した。そこで石油会社

の中には当該時点の割当基準にあわせて、例えば製油能力、原油処理量が基準とされると

きには、販売能力以上に製油能力や原油処理量を増やしたりするところがでてきて市場が

混乱するという事態が発生した。会社別の販売能力、製油能力の構成等の違いがそのよう

な事態を招いたわけである。また外貨割当の原則は実績主義であり、過去の実績が保護さ

れるという意味で石油企業は保護されていたといえる。 

 以上のように、外貨割当制度は、実績主義を原則としながらも、種々の行政目的を反映

して複雑な運用がなされてきた。また各年度における輸入物資予算総額に占める石油外貨

予算の比率は年々上昇し、１９５１（昭和２６）年度には３.８％であったものが、外貨割

当最終年度の６２（昭和３７）年度には７.３％に達した。 
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原子力利用開発体制の確立： この時期、海外要因との関係で大きな意味を持ったのは、

原子力発電への足がかりが築かれたことであった。１９５２（昭和２７）年４月に発効し

た講和条約には、日本における原子力研究を禁止または制限する条項が含まれておらず、

講和条約の発効を待って日本における原子力研究は全面解禁となった19。原子力研究は学者

グループと政治家グループによって推進されることになるが、伏見康治（物理学者）、茅

誠司（学術会議副議長）等の旗振りにもかかわらず、学者グループ全体としては慎重論が

強く、議論に時間がかかっていた。一方、政治家グループの動きは機敏で、５４（昭和２

９）年３月、衆議院予算委員会に提案された昭和２９年度予算案に、自由党、改進党、日

本自由党三党共同修正案として、原子炉築造費、ウラニウム資源調査費、原子力資料購入

費から成る総額２億６,０００万円の原子力開発予算が計上された。改進党の中曽根康弘等

がこの予算案の作成と根回しに中心的役割を演じたと言われている20。この原子力予算を含

む予算修正案は同年４月成立した。吉岡斉は、中曽根が優れた政治的嗅覚によって、アメ

リカの原子力政策転換の絶好のタイミングを見事にとらえ原子力予算を提出したと評して

いる21。すなわち、１９５３年末頃、アメリカは、国内における原子力商業利用解禁を求め

る世論の高まりと、イギリスにおける野心的な原子力発電計画の発表に促され、政策転換

に乗り出していた。新しい政策の柱は、原子力における国際協力の推進と原子力貿易の解

禁ならびに原子力開発利用の民間企業への門戸開放であった。この政策は、１９５３年１

２月の国連総会においてアイゼンハワー大統領から発表された。いわゆる「アトムズ・フ

ォア・ピース」の演説である。またその２ヶ月後にアメリカは、原子力法を改正し、二国

間ベースで核物質・核技術を相手国に供与する政策を明らかにした。この二国間協定方式

にイギリスを初めとする各国は直ちに追随し、またたく間に二国間協定のネットワークが

世界中に張りめぐらされることになった。このような時期に日本で原子力予算が初めて計

上されたのである。 

 １９５５（昭和３０）年１月にはアメリカから濃縮ウラン供与を含む日米原子力協定締

結への打診があり、６月に仮署名が行われ、１１月に正式に署名された。この協定に基づ

く濃縮ウランの受け入れ機関として、１１月、財団法人日本原子力研究所（略称：原研）

が設立された。また１２月には原子力開発、利用促進のための基本的な法律として、原子

力基本法、原子力委員会設置法、総理府設置法の一部を改正する法律（原子力局設置に関

するもの）のいわゆる原子力三法が制定され、５６（昭和３１）年１月に施行された。同

年５月には科学技術庁が設立された。商業炉建設に関する体制も、最初の商業炉として、
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イギリスの原子炉を導入することが５７（昭和３２）年３月、原子力委員会で決定された

ことを受け、急速に固められてゆく。まず同炉の受け皿として、民間８０％（電力９社４

０％、その他４０％）、政府（電源開発）２０％の出資による日本原子力発電株式会社（略

称：原電）が同年１１月に設立された。以後、日本の原子力開発は、基本的に、電力・通

産連合が商業発電用原子炉に関する業務、科学技術庁グループがその他全ての業務を担う

という二元体制で推進されることになる22。なお、電力・通産連合は、後に商業用原子力発

電に関わる核燃料業務も管轄するようになった。  

 

 第３期 高度成長の持続と総合エネルギー政策の確立 

        １９６２－７２（昭和３７ー４７）年 

概況： 産業の近代化を遂げた日本を待っていたのは、海外からの貿易自由化への要請で

あった。１９５７（昭和３２）年に欧州共同市場が成立し、５８（昭和３３）年末には欧

州１４カ国が一斉に自国通貨とドルの交換性を回復させた。このことは、自由世界全体を

貿易・為替の自由化に向けて大きく踏み出させることになった。日本も、ガット総会、Ｉ

ＭＦ総会等で自由化の推進を要請されるようになった。問題はあったものの、これを受け

入れることは、日本経済のさらなる発展のためには避けられない過程であり、強まる要請

を拒絶することも出来なかった。政府は、最終的に、１９６２（昭和３７）年１０月まで

に自由化率９０％を実施することを決定した。エネルギー部門もその影響を受けることに

なり、時代は第３期に移行する。この時期は、貿易の自由化が導入された１９６２（昭和

３７）年から、第一次石油危機を迎える前年の１９７２（昭和４７）年までで高度成長の

持続によってわが国経済が飛躍的に拡大した時期である。 

貿易を自由化した日本は、その後、６４（昭和３９）年４月にはＩＭＦ８条国へ移行す

るとともに、ＯＥＣＤへ加盟した。先進国の仲間入りをした日本は国際競争力をつけ、重

化学工業化、輸出主導型の拡大を遂げた。また、それまで、日本経済のネックであった国

際収支の壁も、３０年代末に黒字基調に転じたことによって取り払われた。その結果、石

油危機にいたる１０年間も更に１０％強の高度成長を持続し、この時期は後に、後期高度

経済成長期と呼ばれるようになった。 

 所得倍増計画（１９６１－７０（昭和３６－４５）年度）は、計画以上の成果をあげて

達成され、エネルギー需要量も、年平均１１.９％という高い伸び率で増大した。その結果、

エネルギーＧＮＰ弾性値は１.１７という高い値となった。産業構造が重化学工業主導の輸
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出依存型へ変化していく過程で、産業部門のエネルギー需要が大きく伸びた。交通部門で

も引き続き貨物・旅客の両部門で交通量が大きく伸び、それに伴ってエネルギー需要量も

大きく伸びた。鉄道から自動車への輸送体系の変化は、１９６０年代半ばから７０年代の

半ばにかけて、道路の整備、自動車工業の発達により加速度的に進んだ。自動車保有台数

は、１９６７（昭和４２）年末に１、０００万台を突破した。高速自動車道も、１９６５

（昭和４０）年に名神高速道、６９（昭和４４）年に東名高速道が開通した。 

 民生用のエネルギー需要も１９５０年代半ばから６０年代半ばにかけて、顕著になった

都市への人口の集中、都市における事務所ビル、飲食店、ホテル、病院、学校などの業務

用施設の増加とともに大きく伸びた。エネルギーの供給面においては、石油が石炭に代わ

ってエネルギー供給の大宗になるとともに、原子力、ＬＮＧという新しいエネルギー源が

加わった。 

 エネルギー政策面では、外国資本との競争において、特に脆弱と見られた石油産業の保

護育成が重要な課題となった。また、原子力、天然ガス等の役割の増大を踏まえて総合的

なエネルギー政策を確立することがもとめられた。 

  通産省は、１９６２（昭和３７）年１０月に予定された石油市場の自由化への対応と日

本の総合的なエネルギー対策を検討するために、６１（昭和３６）年７月、エネルギー懇

談会（議長：有沢広巳法政大学総長）を設けた。同懇談会は１５回に及ぶ精力的な審議を

行い、６１（昭和３６）年１２月には、石油業法体制を確立するための基礎となる中間報

告をまとめた23。 

 政府は、この報告を受けて、１９６２（昭和３７）年７月石油業法を制定し、外貨割当

制度にかわる日本の石油市場の安定的発展と石油産業育成の新しい枠組みを導入した。 

 石油業法は、「石油精製業等の事業活動を調整することによって、石油の安定的かつ低

廉な供給の確保を図り、もって国民経済の発展と国民生活の向上に資すること」を目的と

し、このために、通産大臣による石油供給計画の策定、石油精製業の許可、二次装置を含

む精製設備の許可の３つの手段を主要な政策手段として設定するというものである。通産

省は、これら主要手段に加え、同法の石油製品生産計画の届出、石油輸入業及び輸入計画

の届出、販売価格の標準額設定等の補助手段を合わせ、時に応じて極めて強力な行政指導

を展開した。また民族系の石油会社を育成するために、１９６５（昭和４０）年に共同石

油（株）を設立し、更に６７（昭和４２）年には海外におけるわが国資本による石油資源

開発の推進のために、石油開発公団を設立した。 
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 また総合的なエネルギー政策の確立に関しては、１９６２（昭和３７）年５月、産業構

造調査会に総合エネルギー部会を設置し、体系的な政策の確立に着手した。総合エネルギ

ー部会は、６３（昭和３８）年１２月、低廉、安定、自主の３原則に基づく総合エネルギ

ー政策を打ち出した。 

 すなわち、①開放経済体制下でのわが国産業の国際競争力強化のため、低廉なエネルギ

ーの確保が必要であり、かつ、消費者のエネルギー自由選択を尊重すべきである、②わが

国の輸入エネルギー依存がますます高まっていくことを考え、経済的安全保障の見地から、

エネルギーの安定供給の原則が要請される、③輸入エネルギーの大部分は石油であるので、

石油の低廉かつ安定供給を確保するため、わが国石油精製業の国際石油資本に対する自主

性を確保すると同時に、供給源の分散化や海外原油の自主開発を推進する必要がある、と

いうものである。なお、同報告は、石炭政策については離職者対策、産炭地振興対策とし

てとらえ、総合エネルギー政策の推進において過渡的問題であると規定している。また、

原子力の将来に大きな期待を寄せている。この方針は、１９６５（昭和４０）年８月に設

置された総合エネルギー調査会へ引き継がれた。同調査会は、６７（昭和４２）年２月、

「総合エネルギー調査会第一次答申」を提出し、石油供給の低廉安定、自主性の確保を図

るほか、原子力、ＬＮＧなどを導入してエネルギー源の多様化を図るという総合的なエネ

ルギー政策の展開を提案した。 

 このような政策の流れの中で、１９６６（昭和４１）年７月、日本原子力発電の東海（１

６.６万ＫＷ）が営業運転を開始し、更に東京電力の福島１号（４６万ＫＷ），関西電力の

美浜１号（３４万ＫＷ））等が運開し、昭和４７年末には、わが国の原子力発電能力は１

８４万ＫＷに達した。６９（昭和４４）年１１月には東京電力と東京ガスが共同で、アラ

スカからＬＮＧをはじめて輸入（年契約量９６万トン）した。 

  一方、このような産業経済の発展にともなうエネルギー消費の増大は深刻な公害問題を

発生させた。政府は、１９６７（昭和４２）年８月「公害対策基本法」、６８（昭和４３）

年６月「大気汚染防止法」、７０（昭和４５）年１２月「水質汚濁防止法」等の公害規制

法を次々に制定した。「公害対策基本法」に基づいて、６９（昭和４４）年２月「硫黄酸

化物に関わる環境基準」が閣議決定されると、６９（昭和４４）年５月に総合エネルギー

調査会の下に低硫黄化対策部会が設置された。同部会は１２月に報告をまとめ、７３（昭

和４８）年度までに環境基準の中間目標値を達成するために、過密地域の使用燃料の平均

硫黄含有率を重油換算１％程度に、また過密地域以外の既汚染地域は１.３％程度に引き下
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げる必要があるという方針を打ちだした。 

 以上第３期におけるエネルギー情勢、エネルギー政策の動きを概観したが、次に海外要

因への対応という点から重要な意味を持った石油業法の制定と民族系石油会社の育成につ

いて、考察することにする。 

 

石油業法の制定と民族系石油会社の育成： 第３期への移行を規定したのは海外からの

自由化への要請であった。日本全体としてみればこの動きは歓迎されたが、個別に見ると

問題の出てくる産業もあった。石油産業はその典型的な例であった。単純に自由化したら、

日本の石油会社は国際石油会社に太刀打ち出来ず日本の石油市場は外国資本に支配され、

日本のエネルギーの安定供給にとって好ましくないという恐れがあった。このことは国家

の安全保障にも影響すると考えられた24。後に触れるように、脇村義太郎（東京大学経済学

部教授）のように、自由化しても日本の石油会社のシェアーは低下せず、問題はない、む

しろ重点は原油生産とタンカー部門において検討すべきだという考え方も存在した。当時、

日本と同じような状況にあった西ドイツは、この考え方に沿った政策を採用し、西ドイツ

資本の石油会社に対し、国際石油会社に比べ割高と見られた原油入手コストの割高部分に

対してのみ補助金を出すことで、石油市場を自由化した。その後の結果を見ると、西ドイ

ツにおける西ドイツ資本と外国資本の石油市場におけるシェアーは自由化した時点の比率

でほぼ横ばいに推移し、今日にいたっている。通産省にもいろいろな考え方があったが、

大勢は、国内あるいは海外において自国の影響下にある企業によって少なくとも一定限度

のエネルギーを確保すること、出来ればフランスのＣＦＰ，イタリーのＥＮＩのような国

営一貫操業石油会社を設立することであった。通産省はこのような基本的方向を決定する

根拠を海外に求め、それに基づいて１９３４（昭和９）年の石油業法の再生を図った。す

なわち１９６１（昭和３６）年１０月３０日から約一ヶ月、日本と石油部門の事情が似て

いる西ドイツ、日本政府が考えている国内石油産業の育成を実行しているフランスを中心

に海外の状況を調査するために、エネルギー懇談会議長有沢広巳を団長として欧州石油調

査団を派遣した。同調査団は、報告書の中で、欧州の石油政策は、エネルギーの石炭から

石油への移行が進展していることを前提に、国際的な見地に立って策定されていること、

欧州はエネルギー供給の低廉と安定の調和を求める過渡期にあること、国内あるいは海外

において、自国の影響下にある企業によって少なくともある一定限度のエネルギーを確保

すること、つまり供給の自主性を維持していかなければならないということを考慮に入れ
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ていることを報告した25。エネルギー懇談会はこの報告をベースに、６１（昭和３６）年１

２月、中間報告をまとめた。この報告によれば、まず石油政策に関する基本的認識として、

石油は日本のエネルギー源の大宗をなす基礎物質であり、その低廉かつ安定的な供給を確

保するためには、国内石油市場の一定割合を国の影響下におきうることを基本として石油

政策を総合的に推進すべきであるとし、その上で二つの選択肢を示した。第一は、国営石

油会社の設立、第二は新石油業法の制定である。ここで新石油業法としているのは、昭和

９年の石油業法に代わる新しい石油業法という意味合いからである。通産省は、国営石油

会社案に執着したが、経済団体連合会の明快かつ断固たる反対ならびに予想される国際石

油会社の反発を理由に、この案を取り下げた26。このため、石油業法の制定が議論されるこ

とになったが、これについても内容に関し種々の意見が出されたけでなく、制定そのもの

に反対する意見も出された。制定反対の意見を述べたのは、脇村委員（東京大学経済学部

教授）で、その意見は以下の通りであった。 

「一  現在においても国の影響下におけるシェアーは十分確保されており、将来はその

比率が上昇することこそあれ低下する恐れはないと思われるので、石油業法制定

の必要性は認められず、法的規制はかえってそのシェアーの低下をきたす恐れが

ある。また石油の安定的供給を確保するための対策としては、現在は、過去のよ

うに精製業を対策の重点とする段階ではなく、むしろ原油生産及びタンカーの部

門に重点をおいて、総合的に検討すべきであると思われる。 

二   国産原油は国内資源であり、また過去における政策の推移等からみて国の助成が

 必要である、アラビア石油会社の原油については、その設立に参加している電力、

 鉄鋼業界の需要が今後飛躍的に増加するので、その面における販路の開拓に努力

 すれば問題はないものと思われる。 

三      石油製品の輸入については、なお検討すべき問題があるので、当分その自由化は

 見送るべきである。27」 

関連業界等の態度を見ると、先ず石油関係では、石油業法制定に石油鉱業連盟、全国石

油業協同組合連合会は賛成したが、石油連盟の意見は分かれていた。少数の主として中小

規模の会社が賛成し、大手に属する少数の会社が反対したが、それ以外の多数の企業は強

い規制を伴うものでなければ賛成という意見であった。鉄鋼、電力など大口の石油需要業

界、産業計画会議は反対した。経済団体連合会は、基本的には反対であったが、最終的に

は強い規制を伴うものでなければ賛成という意見であった。経済団体連合会が反対したの
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は、製鉄、電力産業等の大口エネルギー消費者が安価な燃料を選択する権利を維持してい

たいということが大きな理由であったという28。このような関連業界の動きについて、Ｒ．

サミュエルスは「法案により、影響を受ける産業界が取った立場は、一般的に国家のエネ

ルギーおよび石油政策に反映させるべき広い視野という観点ではなくて、色濃く彼ら自身

の利益を反映したものであった」という大井留明29の指摘を、正鵠を得ていたと評価してい

る30。石油業法制定にあたってはこのように多くの議論が出されたが、通産省が国営会社を

設立せず、会社に対する許認可を設備に対する許認可に変更、５年間の時限立法とする、

石油産業及び産業消費者の代表を構成員に含む石油審議会を通産省の正式の諮問機関とす

るという変更、提案を入れることで、関係者の合意が成立し31、同法は６２（昭和３７）年

５月４日に成立、５月１１日に法律１２８号として公布された。 

 石油業法制定の目的としては次の三点があげられる。第一は、完全に自由化した場合、

市場が混乱し、結局国際石油資本に日本の市場が牛耳られ、石油の安定供給に支障がでて

くる恐れがあるのでこれを防止することである。第二は、過当競争を排除し、新規参入を

制限しつつ、民族系（日本資本）の石油会社を育成することである。第三は、国際原油、

自主開発原油の引き取りに何らかの枠組みを作ることである。 

 これらの目的の達成のためにこの法律は次のような石油市場、生産調整の枠組みを制定

した。  

 先ず通産大臣が毎年度、当該年度以降の５年間について石油供給計画を定めなければな

らない（第三条、数量）。そして石油精製業者は毎年度通産大臣に石油製品生産計画を届

け出なくてはならない（第１０条、数量）。更に通産大臣は、場合によっては石油精製業

者または輸入業者の石油製品の販売価格の標準額（標準価格）を定めることが出来る（第

１５条、価格）また、石油精製業は通産大臣の許可が必要であり（第４条、参入）、設備

の新設、増設、改造についても許可がいる（第７条、設備）。石油輸入業、販売業につい

ては届出が必要とされている（第１２，１３条、参入）。総じて石油業法による業界調整

の枠組みは精製段階に集中しており、参入規制によって業界秩序を維持し、数量と価格の

安定化を狙っていた。 

その後、通産省は、石油業法の運用によって石油市場の管理、民族系（日本資本）石油

会社の育成に努めた。しかし、１９６４（昭和３９）年、通産省の民族系石油会社結集へ

の働きかけに応じたのは、アジア石油、東亜石油、日本鉱業の３社で、いずれも精製能力

に比べ、販売力の弱い会社であった。Ｍ．ブラウンによれば、「通産省はもっと力のある
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非外資系の石油会社、すなわち大協石油、丸善石油、出光興産の参加によって、この新会

社の成功を確実なものにしようと努めた。しかし、これらの会社は、特に出光は、根本的

に国営会社を設立しようとする通産省の試みに反対していたので、参加を拒否した。32」と

いう。最終的に上記３社製品の共同販売会社として、共同石油（株）が設立され、通産省

は、同社を育成するために種々の優遇措置を与えた。しかし、結局、同社は大きな成果を

得ることなく、１９９２年日本鉱業と合併して日鉱共石となり、更に１９９３年には、同

社はジャパンエナージーと社名を変更した。 

通産省は石油業法制定後も原油の探査、開発、生産という上流部門においても、国営石

油会社を設立するという考えを捨てず、１９６３（昭和３８）年度「石油供給安定基金」、

６４（昭和３９）年度「海外原油探鉱融資事業団」、６５（昭和４０）年度「原油公団」

とそのための案を出し続けた。この中で、「原油公団」の業務には、海外原油開発の促進、

海外原油開発の一手購入、販売等が含まれており、和製メジャーへの道が開かれる構想で

あった。しかし、これらの案に対して、民間の反対が強く実現されなかった。結局民間と

の競合を避ける形態の「石油開発公団」が６７（昭和４２）年１０月設立されることにな

った。この石油開発公団の目的は、「石油の探鉱に必要な資金の供給とその他石油資源の

開発に必要な資金の融通を円滑にする等のために必要な業務を行うことにより石油資源の

開発を促進し、石油の安定かつ低廉な供給の確保を図ること」とされた。具体的な業務と

しては、①海外の石油探鉱に必要な投融資、②海外石油の探鉱と採取に必要な資金の債務

保証、③石油探鉱機械の貸し付け、④関連する技術指導、⑤国内の石油と天然ガスの地質

構造調査等があげられた。 

このように石油開発公団は、主として投融資業務の担い手となり、民間企業の海外にお

ける上流部門への投資を支援する機関となった。「石油開発公団は、外国の国営石油会社

というよりはむしろ“銀行”を直接的なモデルとして設立された。・・・すなわち国家は

“銀行員”として介入するものと位置づけられた33」のである。しかし、導入された成功払

い融資制度、海外投資等損失準備金制度、探鉱準備金制度にもそれぞれ問題があり、また

有望な鉱区を獲得することが難しく、日本資本による海外での原油開発は予期された成果

を上げることが出来なかった。 

以上貿易自由化に端を発した石油供給をめぐる関係者なかんずく政府（通産省）と石油

業界、産業界の対応、駆け引きを見てきたが、このような動きを説明する理論としては、

Ｒ．サミュエルスの「相互同意」の理論が優れている。彼によれば、「相互同意というの
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は国家と企業の相互調整の結果のことである。それは市場のプレーヤーと官僚がそれぞれ

お互いに保証しあう過程である。・・・（日本では）国家と民間は、二つのポイント、す

なわち市場の管轄権（権威が行使される範囲）とコントロール（権威の行使）をめぐって、

交渉を行い、長い歴史の中で、前者は政府に与えられたが、後者は拒否され、民間が行う

形が定着したと見られる。・・・民間は国益に沿った産業構造に関して管轄権を政府に認

め、そうすることによって民間は市場での特権、政策決定過程への参加、公共財へのアク

セス、自主規制の権利を享受してきた。市場構造を決める際に国家の管轄権に民間が同意

することとそれに伴う便益の分配に参加することで官と民は相互的となるのである。・・・

民間は生産を合法的に制限することを可能にするような国家介入、つまり市場の分割、価

格のコントロール、販売協定を可能にするような国家の介入を常に歓迎した。・・・しか

し、国家が市場に代わることには極力抵抗した。・・・日本の国家は支配するのではなく、

市場に順応し、交渉するのである。34」石油業法の制定と運用をめぐる動き、石油開発公団

設立をめぐる動きはまさにこの事例といえる。 

 

 第４期 石油危機と省エネルギー型産業構造への転換 

       １９７３－１９８５（昭和４８ー６０）年 

概況： １９７３（昭和４８）年の第４次中東戦争をきっかけとして始まった第一次石油

危機は、それまで順調に発展してきた日本経済に急ブレーキをかけることになった。時代

は石油危機対策におわれる新たな時期にはいることになる。この時期は、１９７３（昭和

４８）年の第一次石油危機の発生によって重化学工業化中心の高度成長が終焉し、高エネ

ルギー価格に対応する知識集約型、省エネルギー型の産業構造が形成される時期である。

この時期は、８６（昭和６１）年の原油価格の暴落、プラザ合意によって次の時期に移る。 

 １９７０（昭和４５）年頃になると、輸入インフレ、コストインフレによる物価上昇、

光化学スモッグなど公害問題の深刻化、先進国間の国際収支のアンバランスによる貿易摩

擦の発生などの問題が生じ、経済成長率も鈍化し始めた。アメリカは、国際収支の悪化に

ともなうドル不安の広がりから、１９７１（昭和４６）年８月、ドル防衛緊急対策を発表

した。先進諸国は、同年１２月のアメリカ・スミソニアンにおける多角的通貨調整を経て

変動相場制へ移行した。このような世界経済の大きな変化が進行するなかで、７３（昭和

４８）年１０月６日に始まった第４次中東戦争が引き金となり、第一次石油危機が発生し

た。日本経済は深刻な打撃を受け、７３（昭和４８）年度から７８（昭和５３）年度の５
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年間の経済成長率は、年率３.７％と高度成長期の半分以下に低下した。特に第一次石油危

機の発生した翌年の７４（昭和４９）年度は戦後初めてのマイナス成長となった。鉱工業

生産は、７４（昭和４９）、７５（昭和５０）年度と続けてマイナス成長となり、７８（昭

和５３）年度になってようやく７３（昭和４８）年度水準に回復したが、消費者物価は７

３（昭和４８）年度から３年続けて１０％以上上昇するという状態が続いた。しかし、７

３（昭和４８）年１０月に２０％、７４（昭和４９）年１月には約２倍に上昇した原油価

格もその後は、比較的安定するとともに、新しい石油価格水準が経済のメカニズムを通じ

て浸透していくにつれ、世界経済も落ちつきを取り戻し、日本経済もも７６（昭和５１）

年度頃から安定してきた。国際収支の改善も進み、円高ドル安が基調となり、７８（昭和

５３）年度には為替レートが１ドル２００円を割り込む事態となった。このため、円建て

の石油価格は値下がりすることになったが、このような状況のなかで、７８（昭和５３）

年１０月に表面化したイランの政情不安は、イラン革命、イラン・イラク戦争へと急転開

し、イランの原油減産に伴う石油需給の逼迫で、再び原油価格が急騰した。いわゆる第二

次石油危機の発生である。原油価格は、イラン政変前の１０ドル/バーレルの水準から３０

ドル/バーレルの水準へとわずか２年余りの間に２０ドル/バーレルも値上がりした。 

 このような石油価格の高騰と供給不安は、省エネルギー化、石油依存度の低下、石油代

替エネルギーの開発、利用の増大をもたらした。 

 この時期のエネルギー政策の課題は一言で言って、石油危機への対応であり、その主要

な対策は緊急時対策の確立、石油備蓄の推進、石油代替エネルギーの開発、電源開発の促

進、省エネルギーの推進であった。 

 第１の、緊急時の対応策としては、いわゆる石油２法と通称される「国民生活安定緊急

措置法」と「石油需給適正化法」が１９７３（昭和４８）年１２月に公布された。 

 国民生活安定緊急措置法は、主として緊急時における重要物資の価格の安定化を目的と

して制定されたもので、具体的には、政府は、物価が高騰しあるいは高騰する恐れのある

場合に、政令で物資を指定し、標準額を決めることが出来ると定めている。 

 石油需給適正化法は、日本向けの石油供給が中断し、国民生活の安定と国民経済の運営

に著しい支障がでるか、あるいはでる恐れがある場合に、内閣総理大臣が閣議を経て、石

油供給確保のために発動することが出来るとしている。  

第２は、石油備蓄の推進である。 

 政府は緊急時対策として石油備蓄の増強を図り、１９７５（昭和５０）年１２月「石油
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備蓄法」を制定した。この法律によって、政府は備蓄目標を設定するとともに、備蓄を行

う企業に対し、そのために必要とされる石油タンクの建設資金に対する低利融資、原油購

入資金のための低利融資等の助成を行えることになった。７６（昭和５１）年６月には、

同法に基づき、７９（昭和５４）年度末に９０日分の備蓄を達成することを目標とした５

年間の備蓄計画が策定された。石油会社はこの目標を８１（昭和５６）年度末に達成した。

更に政府は、民間企業による９０日分の備蓄では不十分であること、民間企業に過大な負

担をかけることに問題があるとする立場から９０日分を越える分については国が追加する

ことになった。このため、７８（昭和５３）年６月石油開発公団法を一部改訂し、石油開

発公団を石油公団に改組し、従来からの民間の備蓄に対する投融資業務に加えて公団自ら

が備蓄を行えるようになった。このような対策を実施した結果、日本の備蓄日数は増大し、

９２（平成４）年度末には官民併せて１４０日分に達した。 

 第３は、石油代替エネルギーの開発、導入の促進である。 

 政府はこのために、「石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律」いわゆ

る石油代替エネルギー法あるいは代エネ法を１９８０（昭和５５）年５月に制定した。こ

れに基づき政府は同年総合エネルギー調査会の作成した石油代替エネルギーの供給目標を

閣議決定した。また大型の石油代替エネルギー技術開発を総合的に推進するために、８０

（昭和５５）年１０月に新エネルギー総合開発機構（ＮＥＤＯ）を発足させるとともに、

安定的で計画的な財源措置を講じるために、「石炭及び石油特別会計」を「石炭並びに石

油及び石油代替エネルギー対策特別会計」へ改めるとともに、「電源開発促進対策特別会

計」に「電源多様化勘定」を新設した。 

 第４は、電源開発なかんずく原子力発電の促進のための電源３法の制定である。 

 政府は発電所の立地を促進するために発電所等の立地を受け入れる地域の福祉向上を図

ることを目的として昭和４９年６月、「発電用施設周辺地域整備法」、「電源開発促進税

法」、「電源開発促進対策特別会計法」のいわゆる電源３法を制定した。これら３法の基

本的考え方は、電力消費者から税金を徴収しその税収を財源として、発電用施設周辺地域

において、公共用施設を整備することにより、地元と住民の福祉向上を図り、地元の理解

と協力のもとに電源立地を進めようというものである。 

 また原子力発電を推進するために核燃料サイクルの確立と新型転換炉、高速増殖炉の開

発が進められた。 

 第５は、省エネルギーの推進である。 
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 政府は、このために昭和５４年６月「エネルギーの使用合理化に関する法律」いわゆる

省エネルギー法を制定した。この法律により、エネルギー管理指定工場を指定しエネルギ

ー管理者の選任と使用状況の記録を義務づけたり、建築物について、ガイドラインを示し、

指導、助言、指針を示したり、自動車、冷房用エアコンなどのエネルギー消費機器につい

て消費効率の表示を義務づけることになった。 

 以上のような様々な施策と高いエネルギー価格の結果、産業構造が、重化学工業から機械、

情報、ファインケミカルなどのエネルギー消費量に比べて付加価値の高い産業へウエイト

がシフトするとともに、自動車燃費が向上し、民生用エネルギー消費機器の効率が向上し

た。 

 その結果、１９７３（昭和４８）年度から８５（昭和６０）年度に至る年平均経済成長

率は、３.９％となったが、エネルギー需要量の年平均伸び率は０.６％という低い値にと

どまり、エネルギーＧＮＰ弾性値は０.１５という極めて低い値となった。これにより、そ

れまでのほぼ１という常識が覆されることになった。またエネルギー供給に占める石油の

比率は、７３（昭和４８）年度の７４.４％から、８５（昭和６０）年度には、５６.３％

へと大きく低下し、一方で原子力の比率は、０．６％から、８.９％へと大幅に増加した。 

 以上この時期におけるエネルギー情勢とエネルギー政策を概観したが、次に海外要因へ

の対応という点から、石油危機への対応と原子力発電をめぐる動きを取り出し、より詳し

く考察する。 

 

石油危機への対応： １９７３（昭和４８）年１０月の第四次中東戦争にいたる２－３

年前と直前の２－３ヶ月前の状況からふり返ってみよう。第２章でもふれたようにＯＰＥ

Ｃ諸国は、１９７０年９月のリビアにおける公示価格の引き上げ以来、攻勢を強め、ペル

シャ湾岸産油国の公示価格を引き上げだけでなく、利権への参加も獲得した。またこの背

景には、アメリカで石油生産の頭打ち、エネルギー供給不足の傾向が顕著となりエネルギ

ー危機の様相が高まっていたことがあげられる。そのような中で、アラブ・イスラエル間

の緊張が高まり、７３年４月以来サウジアラビアのヤマニ石油大臣は石油を武器に使用す

ることを公表していた35。同年６月、私も参加したロンドン郊外ディッチレーで行われた国

際石油会社・石油問題専門家の会合においても中東で紛争が発生することはほぼ間違いな

いという見方が多数であった。ところが、同じころ開催された日本の中近東大使の会議で

は、「アラブ諸国は石油を武器としては使わないだろうし、・・・万一アラブ諸国が石油禁
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輸措置をとる場合でも日本は友好国として対象からはずされるだろう36」という見方が取ら

れていた。実際には７３（昭和４８）年１１月、アラブ・イスラエル問題発生の根源であ

るイギリスがフランスとともに友好国として認められ、７３年１－９月水準の供給を保証

された時、日本は削減緩和対象国の中に加えられなかった。日本は心情的にはアラブ寄り

と自認し、アラブ諸国から見ても日本は友好国に違いないという自己判断は崩れた。同年

１２月１０日、三木武夫副総理を特使として中東８カ国へ派遣、日本のアラブ寄り政策に

ついて理解を求め、翌７４（昭和４９）年１月になって友好国入りが認められた。このよ

うな認識の甘さという点からみると、石油輸入依存度の高い日本にとって緊急時に備え十

分な備蓄を確保しておかなかったことも指摘される。通産省は６７（昭和４２）年４５日

分の石油備蓄方針を決定、産油国情勢の緊迫化を背景に７２（昭和４７）年６０日分に引

き上げることを要請したが、不十分であり、遅かったったといえる。石油危機直前、ヨー

ロッパでも凡そ９０日分の石油備蓄を保有していたが、日本の備蓄はおよそ６０日分にと

どまっていた。私は、石油危機のおよそ２年前に少なくとも９０日分の石油備蓄が必要だ

という研究をまとめていた37。このような認識の甘さというのは、やはり日頃からグランド

デザインを描くこと、世界の中の日本という考え方を取ることに慣れていないところに一

因があると考えられる。中東産油国との関係強化もよくいわれることであるが、「日本は、

石油危機時の三木副総理以来、何かあると要人が訪問して協力を約束するがその後のフォ

ローが思わしくない。・・・サウジアラビアが日本国内での精製・販売合弁事業を提案して

きた時にもこれに応え得なかった38。」ということで、石油危機後も中東政策に腰が入って

いるようにみえない。 

しかし、先に見たように、いったん事が発生したあとの国内における対応は迅速かつきめ

細かなものであった。先に指摘したように「石油需給適正化法」「国民生活安定緊急措置法」

「石油備蓄法」「エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネルギー法）」「石油代替エネ

ルギーの開発及び導入の促進に関する法律（代替エネルギー法）」、電源３法など矢継ぎ早

に制定され、きめ細かい対策が施行された。 

 しかし、この間に、伝統的な官と民による相互同意の関係が崩れる事態も発生した。い

わゆる石油裁判である。政府は第四次中東戦争が発生すると、翌日の７３（昭和４８）年

１０月９日、灯油の元売り仕切価格を凍結するよう指導し、灯油以外についても７４（昭

和４９）年１月以降、前年１２月の価格水準に据え置くよう指導を行った。更に７５（昭

和５０）年１０月、ＯＰＥＣの１０％値上げが実施されると、石油業法施行以来２回目と
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なる標準価格が発動された。これに対し、７３（昭和４８）年１１－１２月に公正取引委

員会が闇カルテルの疑いで石油会社に一斉に立ち入り調査を行った。容疑の一つは生産調

整で、昭和４７年下期及び４８年上期分の生産計画を談合決定したいうものであり、もう

一つは、昭和４７年以降、４８年１０月までの５回のＯＰＥＣ原油の値上げに対応して価

格協定を行ったというものである。公正取引委員会は調査の後これを刑事事件としてとり

あげ、「生産調整」については、石油連盟・同会長・同需給委員会委員長を、「価格協定」

については石油連盟営業委員会各社委員、及びその法人である元売り１２社を、７４（昭

和４９）年２月５日告訴した。判決は、８０（昭和５５）年９月、東京高等裁判所によっ

て出された。「生産調整事件」については、「生産調整は石油業法施行後、通産省の行政指

導で数回行われており、“石油連盟がこれを行うことを要請又は、容認してきた”が、公正

取引委員会は、“これに対し、何らの措置も取らなかった”経緯から、被告人に違法性の意

識がなかった」ので無罪、一方、「石油価格事件」については、「たとえ、もし談合が通産

省の責任ある官僚の行政指導のもとで行われたものであるとしても、談合は単に行政指導

に従うことを目的に行われたわけではない」として有罪とされた。また、通産相の指導に

ついては、不法な談合を誘導しない限り認知されるとした。これについて、真野覚は、「佐

藤通産大臣は、標準額が守られない場合について“一般の行政指導を行うことは当然”、“公

取の規定とは別個の、いわゆる行政措置で問題を片づけていく”、標準額について石油各社

が共同行為を取った場合、“違法性の阻却ということは十分にあるだろう”としていた。こ

のように国会審議において、”供給計画“、”標準額“の遵守にあたっては、業界協調を認

める政府側の答弁が続いていた。しかし、独禁法適用除外の明文規定は全くなく、これが

石油カルテル告発事件の原因にもなった。かえすがえす残念だったといわざるを得ない。39」

と述べている。いずれにしても石油裁判によって、通産省と石油会社の関係は悪化し、通

産省もこれをきっかけに、民族系企業の公然たる育成という考え方を放棄し、下流部門に

ついては、企業の自発的な合併を支援する方向に転換した40。 

 

 原子力発電をめぐる情勢、ＩＮＦＣＥへの対応： ７０年代に入って、原子力発電所の

故障やトラブル、反原発運動の高まり、安全性の問題等が出てきたが、政府、電力会社は

これを乗り切り、ほぼ予定通りに原子力発電所の建設を進めた。しかし、１９７９年３月

２８日に発生したアメリカ、ペンシルバニア州のスリーマイル島原発事故は、世界の原子

力発電事業に大きな影響を及ぼし、日本の原子力発電に関する国民世論にも大きなインパ
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クトを与えた。まず、この事故をきっかけに、アメリカでは電力会社が発電用原子炉を発

注しなくなった。ヨーロッパでも原発見直しの世論が高まり、スエーデンを初めとする数

カ国が原子力発電から撤退することを決めた。通常、日本のエネルギー政策は、アメリカ、

ヨーロッパに遅れること数年で彼らの動きに同調してきたので、アメリカ、ヨーロッパの

動きを見ていれば、日本の政策をある程度予想出来たのであるが、この場合にはそのよう

にならなかった。ほとんど国産エネルギーを持たないという条件が日本をそのような状況

にあっても原発推進路線を放棄させなかった要因としてあげられるであろう。７０年代に

おいて日本の原子力発電事業に大きなインパクトを与えた他の国際的な動きは、インドの

核実験を契機として、アメリカが核拡散に対する懸念を強め世界各国の民事利用に対し規

制を強化する動きをとったことである。アメリカは、日米原子力協定（１９６８年改定）

第８条 C項を論拠として、動燃の東海再処理工場がプルトニウムを取り出す試験に入ろう

としていた段階で待ったをかけてきた。激しい交渉の末、７７年９月に、ウラン溶液とプ

ルトニウム溶液を１対１の比率で混合したものから直接、混合酸化物ＭＯＸ( Mixed Oxisi

de)燃料を作る、但しその技術が完成するまでは暫定的に東海再処理工場の運転を、２年間

９９トンまで認める、という合意に達した。さらに７７年１０月から、カーター大統領の

提唱により、核不拡散の観点から核燃料サイクル事業のあり方を検討するための、国際核

燃料サイクル評価ＩＮＦＣＥ(International Nuclear Fuel Cycle Evaluation Program)

という国際プロジェクトが２年半に渡って行われた。このカーター・プロジェクトのきっ

かけとなったのは、１９７７年に発表された『フォード・マイター・レポート』41であった。

このレポートは、プルトニウム・リサイクルが核拡散をもたらす危険があるとするととも

に、当分の間経済性がなく、一方で、自由世界のウラン埋蔵量が、少なくとも２０００年

までの軽水炉による原子力発電を賄うに十分であると指摘した。東海再処理工場の運転に

ついて、アメリカと厳しい交渉を行った日本にとって、この指摘に沿ってＩＮＦＣＥがす

すめられては、日本の原子力開発が著しく阻害されかねないという危惧を抱き、総力を挙

げて取り組むことになった42。すなわち、原子力委員会を中核として多くの専門家、外務、

通産、科学技術の３省庁職員から成る対策協議会を設置し、ＩＮＦＣＥのすべての作業部

会に参加するだけではなく、日本の核燃料サイクルの自立計画達成のため、特に緊急かつ

重要と考えられる再処理、及びプルトニウム利用を扱う第４作業部会の共同議長国となっ

た。このプロジェクトは、１７４日間にわたり、その間に６１回の会合が開かれた。参加

者は、４６カ国、５国際機関からの専門家５１９人から構成され、提出された文書は、２
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万ページを越える膨大なものであった。最大の争点はプルトニウム民事利用の是非とあり

方であったが、明確な結論が出ず、玉虫色の検討結果が出された。これは、実質的には日

本及びヨーロッパ諸国がプルトニウム民事利用計画を継続することを、アメリカ政府が認

めたものであり、ヨーロッパ諸国ならびに日本政府の粘り強い交渉が功を奏したものであ

った。また、その背後には、日本が、ＮＰＴ－ＩＡＥＡ体制（第４章参照）の模範生とし

ての信用を獲得していたこと、アメリカの核不拡散外交に協調的姿勢を取ってきたことが

あげられるであろう。このような日本とアメリカの原子力発電をめぐる交渉の経緯につい

て、吉岡は、「日本の原子力外交政策はアメリカ一辺倒であったと評価されることもある

が、それは単純に過ぎる。日本政府は自国の原子力民事利用にとって、アメリカとの密接

なパートナーシップを築くことが有利な場合は、それを最大限活用してきたが、自らの進

める民事利用事業の包括的拡大路線に対してアメリカから圧力がかかった時は、驚異的な

忍耐力を持ってそれを凌いできたのである。またアメリカへの過度の依存を避けるために、

ヨーロッパ諸国やそれ以外の原子力先進国（カナダ等）との協力関係をも深めようとして

きた。特にプルトニウム民事利用については、日米関係よりも日欧関係の方がはるかに緊

密であった。・・・さらに日本はヨーロッパ諸国の対米原子力外交の動向を克明に観察し、

それに追随するという行動様式を取ってきた。例えば核不拡散条約ＮＰＴの署名・批准に

際しては、ヨーロッパ諸国の署名・批准がおおむね完了した後で、またヨーロッパ諸国と

同等の国家主権をＩＡＥＡ保障措置協定のなかで確保出来る見通しが立った後でそれを行

ったのである。43」と述べている。ここには、アメリカという原子力超大国との関係を日本

という原子力周辺国が自国の利益を出来るだけ追求する形で折り合ってゆく姿が浮かび上

がってくる。 

 

 

 

                                                   

1. 傾斜生産方式は、昭和２１年７月頃から、有沢広巳（東京大学教授）、大来佐武郎（外務省）、稲葉修三

（国民経済研究協会理事）等を中心に検討が開始され、隘路となっていた石炭の生産回復を最優先目標

とし、次に生産された石炭を鉄鋼生産に振り向けて、産業、経済活動を回復させるという構想としてま

とめられたものである。昭和２２年度の石炭生産量の目標として３,０００万トンが掲げられた。 

2. 通商産業省通商産業政策史編集委員会編『通商産業政策史第３巻』第４章第１節、通商産業調査会、1992  
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年。 現代日本産業発達史研究会『現代日本産業発達史Ⅲ 電力』第４編再編成後の電力産業 交詢社

出版局、1964 年を参照。 

3. 前掲『通商産業政策史第３巻』359 頁。 

4. 見返り資金：アメリカからの援助物資及び石油などの認可輸入品の売却益（ドルに交換出来ない円）を、

アメリカが対日援助に使ったもの。 

5. 前掲『現代日本産業発達史Ⅲ 電力』378 頁。 

6. 同上、384 頁。 

7. 同上、384 頁。 

8. 松永安左エ門「電力再編成の想い出」『電力新報』1962 年 8 月号、電力新報社。 

9. 大河原透「第２章電力産業政策」松井賢一編著『エネルギー戦後５０年の検証』電力新報社、1995 年、

68 頁。 

10. 前掲『現代日本産業発達史Ⅱ 石油』第３部第２章占領地行政下の対日石油政策。 前掲『通商産業

政策史第３巻』第４章第１節を参照。 

11. ポーレー報告: カリフォルニアの石油資本家であったＥ．ポーレー（ Edwin W. Pauley）によって作

成された賠償問題に関する報告書（昭和 21 年 4 月 1 日作成、同 11 月 16 日公表）。 

12. ストライク報告 Ｃ．ストライク(Strike, Clifford S.)を団長とする賠償問題調査団は昭和 23 年 3 月 19

日第二次報告書をまとめた。石油については、班長を務めたＪ．ハリソン（Harrison, J.S.)の進言に基

づいて行われた。Ｊ．ハリソンは、ニュージャージー・スタンダード社製油技術者の経歴を持っていた。 

13. ノエル報告: ニュージャージー・スタンダード石油会社の石油技術者であったＨ．ノエル (Noel, Henry 

M.)が来日し、日本全国の製油所を調査した。昭和 24 年 3 月に報告書をまとめた。 

14. 前掲『現代日本産業発達史第２巻 石油』394-398 頁。 

15. 連合国軍最高司令官総司令部指令第３号（SCAPIN 3 号 1945.9.22）。 

16. サイクロトロン（cyclotron）：円形加速器の一種。磁場の中で電気を持った粒子を同じ周期の高周波電

場によって加速して、高エネルギーを持つようにする装置。放射性同位体の製造や原子核の人工破壊に

用いる。 

17. 吉岡斉『朝日選書 624 原子力の社会史』朝日新聞社、1994 年、55 頁。 

18. 外貨割当制度：１９６４（昭和３９）年以前の貿易管理令において、外国為替銀行の輸入承認を受け

るには、通商産業大臣の許可を受け決済に必要な外貨資金の割当を受けなければならなかった。 

19. 吉岡斉、前掲書、57 頁。 
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20. 同上、64 頁。 

21. 同上、65 頁。 

22. 同上、83 頁。 

23. エネルギー懇談会中間報告書（1961 年 12 月）。以下この時期のエネルギー政策の概観については、日

本エネルギー経済研究所編『戦後エネルギー産業史』（東洋経済新報社、1986 年）を参照。 

24. R. J. サミュエルス著、広松毅監訳『日本における国家と企業』多賀出版、1999 年、295 頁。 

25. 有沢広巳編『エネルギー政策の新段階』ダイヤモンド社、1963 年 62-64 頁。 

26. R. J. サミュエルス、前掲書、255-257 頁。 

27. 石油連盟編『戦後石油産業史』石油連盟、1985 年、156 頁。 

28. R. J. サミュエルス、前掲書、257 頁。 

29. 大井留明「石油業法科の石油産業」『石油政策 239』1972 年 9 月、20 頁。 

30. R. J. サミュエルス、前掲書、258 頁。 

31. 同上、258 頁。 

32. 同上、265 頁。 

33. 同上、267-268 頁。 

34. 同上、4、13、343、344 頁。 

35. 高垣節夫、鎌田勲『日本のエネルギー危機』日本経済新聞社、1974 年、4 頁。 

36. 同上、3 頁。 

37. 松井賢一、青木桂城「石油安定供給論」日本エネルギー経済研究所研究報告、1971 年。 

38. 津村光信「体制不備の石油開発」読売新聞、2000 年 3 月 15 日。 

39. 真野覚『石油危機神話の終焉』石油文化社、1997 年、29 頁。  

40. R. J. サミュエルス、前掲書、272 頁。 

41. Nuclear Energy Policy Study Group The Ford Mitre Report: Nuclear Power Issues and Ch ices

Washington D.C., 1977. 

o  

42. 田宮茂文編著『８０年代原子力開発の新戦略』電力新報社、1980 年、234 頁。 

43. 吉岡斉、前掲書、167 頁。 
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第８章 戦後日本のエネルギー政策と海外要因 多元的エネルギー政策の時代 

 

 石油危機後の混乱を乗り切り、省エネルギー型経済・産業構造の形成に成功した日本を

待ち受けていたのは、１９８５年のプラザ合意に基づく急激な円高と経済の自由化を求め

るアメリカを中心とする海外からの圧力の増大、８６（昭和６１）年の原油価格の暴落な

らびに地球温暖化問題であった。 

時代は新たな局面を迎えることになったが、この時期に入ると、それまでの時期と異な

り、海外状況の変化への対応は、経済、産業部門だけでなく、一般の人たちの生活様式、

生き方に直接的な関わりを持つものとなり、エネルギー部門の対応もそれまでのようなエ

ネルギー部門内部だけの調整では済まなくなり、全体的な経済構造の改革、人々の環境問

題への関心等多元的な要素を含む枠組みの中で策定される必要が出てきた。 

この時期は、規制緩和、地球温暖化問題への対応の迫られる度合いという観点から、１

９８６～９６（昭和６１～平成８）年の「規制緩和への動きと地球温暖化問題の登場」と

名づけられる前章からの続きの時期系列でいえば第５期と、１９９７（平成９）年以降、

今日にいたる「規制緩和と地球温暖化問題対策の本格化」と名づけられる第６期という二

つの時期に分けられる。 

 

第５期 規制緩和への動きと地球環境問題の登場 

     １９８６－９６（昭和６１－平成８）年   

概況： 第４期は、１９８５（昭和６０）年９月のプラザ合意によって円が急騰したこと、

８６（昭和６１）年に入って原油価格が暴落したことで、次の第５期に移る。日本経済は

省エネルギー型産業構造と低廉で安定的に供給されるエネルギー、急激な円高を背景にバ

ブル経済に突入する。１００ドル/バーレル説もあながち否定できなかった原油価格も、８

６（昭和６１）年に入って３０ドル/バーレルから一挙に１０ドル/バーレルへと急落した。

石油にも基本的には需要と供給の法則が働くことが再確認されたといえる。その後かなり

長い間、１０ドルと２０ドルの間で推移した。このような低く、安定した、石油価格は、

エネルギー需要にも影響を与え、８５、８６（昭和６２、６３）年度にはエネルギー需要

の伸び率が約５％に上昇するとともに、エネルギーＧＮＰ弾性値も１の近くに戻ってきた。 

 経済面では、日本の貿易黒字の大きさが目立つようになってきた。１９８６（昭和６１）

年度には、１,０００億ドルを突破し、その後若干低下したものの９１（平成３）年度以降
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再び増加し、９２（平成４）年度１,３００億ドル、９３（平成５）年度には１、４００億

ドルに達した。円の対ドルレートは１９８０年代前半は、１ドル２５９～２００円の範囲

で動いていたが、８５（昭和６０）年９月プラザ合意によって一気に２００円を突破した。

しかし、大幅な円高にもかかわらず、改善されない対日貿易赤字を前に、アメリカ政府は

日本に対し黒字解消、規制緩和、内需拡大を強く迫ってきた。このような流れのなかで、

８６（昭和６１）年４月には規制緩和による内需主導型経済への転換を提言した前川レポ

ートが発表された。更にイギリス、アメリカを中心にエネルギー分野で規制緩和が進んで

いたことも加わり、わが国のエネルギー産業にも規制緩和が求められるようになってきた。

日本のエネルギー政策の柱であった、民族系石油企業の育成、電力・ガス事業の地域独占

政策の変更を求める動きが出てきたのである。 

 エネルギー分野に対する規制緩和について、総合エネルギー調査会は、「セキュリティ

を中核としたエネルギー供給体制に関わる現在の制度的枠組みが、一層の効率化に対して

一定の制約要因になっている面があるのではないかとの問題意識の高まりから、エネルギ

ー供給体制をを柔軟化するための取り組みがエネルギー供給の一層の効率化への道を開く

ものとして重要な課題であり、現行規制について需要家間の公平及び消費者の利益の確保

に留意しつつ、エネルギー安定供給等の観点から行われている規制については、平時につ

いては市場原理にゆだねる」1ことを原則とするという報告をまとめた。 

 このような状況をうけて、まず１９８７（昭和６２）年４月、石油産業における規制緩

和アクションプログラムが発表され、精製二次設備許可基準の弾力的適用、ガソリン生産

割当の廃止、サービスステーション（ガソリンスタンド）建設指導の撤廃、原油処理指導

の撤廃等が進められることになった。しかし、一方で、そのような自由化の進展によって

混乱を生じさせないようにするために、８６（昭和６１）年１月、１０年間の時限立法と

して「特定石油製品輸入暫定措置法」が施行され、代替生産能力、備蓄・貯油能力、品質

調整能力のないものには特定石油製品（ガソリン、灯油、軽油）を輸入出来ないという制

度が用意された。 

 電力、ガス産業の自由化に関する議論も開始されたが、この時期においては、１９９５

（平成７）年の電気事業法の改正により、卸電力市場への参入自由化、電気料金の査定に

ヤードスティック方式を採用することなどで済み、ガス事業においても１９９４（平成６）

年のガス事業法の改正によって大口取引（２００万立方メートル以上）の自由化、ヤード

スティック的査定制度の導入程度で済んでいた。電力・ガス事業部門の自由化が本格的に
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議論されるようになるのは次の時期に入ってからとなる。 

 このような状況の中で、１９８８年には世界的な異常気象が発生したこともあって地球

温暖化にたいする関心が高まり、炭酸ガス排出抑制のための国際的な合意が形成された。

１９９２年には、リオデジャネイロで開催された国連環境と開発に関する会議で「気候変

動防止枠組み条約」が締結され、１９９４年３月に同条約が発効した。国内では、１９９

０（平成２）年度には地球環境行動計画が策定され、９３（平成５）年度には環境基本法

が制定されるとともに、石炭・石油・石油代替エネルギー特別会計が、地球環境問題にも

対応できるように石炭石油エネルギー需給構造高度化特別会計という名称に変更された。 

 原子力発電の分野では、１９８６年４月２６日、ソ連のチェルノブイリ原子力発電所で

発生した事故が世界の原子力発電の運転、建設計画に大きな影響を与えたが、日本の原子

力発電推進計画は維持された。  

 以上第５期における状況を概観したが、この時期における日本のエネルギー政策と国際

情勢との関係で重要な事項は、次の第６期の事項と重なっているので、それらの事項の考

察は第６期の概況の後でまとめて行うことにする。 

 

 第６期 グローバリゼーションと地球温暖化問題への対応  

               １９９７（平成９）年 ～   

概況： 第５期における主要な政策課題はエネルギー部門における規制緩和への動きと

地球温暖化問題の登場に対する対応であったが、第６期に入るとこれらの問題の政策課題

としての重みは、第５期とは比べられないほど増大した。このことを象徴し、この時期の

幕開けとなった出来事は、１９９７（平成９）年４月の橋本総理とクリントン大統領の日

米首脳会議で合意された「日米間の新たな経済パートナーシップのための枠組み」（通称

「強化されたイニシアティブ」）の開始と、同年１２月の京都議定書の成立である。 

 １９９０年代半ばまでの、緩やかな規制緩和の進展に対し外国特にアメリカは不満であ

り、本格的な規制緩和を強く迫るようになった。１９９６（平成８）年１２月に発足した

橋本政権は、「経済構造の変革と創造のためのプログラム」を閣議決定し、我が国経済の

活力回復のために抜本的な規制緩和等による競争環境の整備およびそれによる高コスト構

造の是正を目指す方針を明らかにした。規制緩和政策は第二段階に入ることになった。 

 規制緩和への圧力の強まりに対し、石油産業だけでなく、電力、ガス産業においても本

格的な自由化を検討せざるを得なくなった。     
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 まず石油関係では，１９９６（平成８）年３月３１日、１０年間の時限立法の期限の到

来で、「特定石油製品輸入暫定特別措置法」が廃止された。これにより、従来の石油精製

元売り業者に加え、商社等が石油製品の輸入を開始した。これ以降石油産業における競争

が激しくなり、石油業界では厳しい経営環境の中で設備の廃止、事業統合、業務提携等の

措置が急速に進められた。その結果、ガリンスタンドの数は、ピークであった１９９４（平

成６）年の６万４２１カ所から、２００１（平成１３）年には５万２５９２カ所に減少し

た2。また元売り会社は新日本石油とコスモ石油、ジャパンエナージーと昭和シェル石油グ

ループ、エクソン・モービルグループ、出光興産の４つのグループに再編された3。 

 更に２００２（平成１４）年１月には、石油業法が廃止され、石油精製業、石油販売業、

石油ガス輸入業は届け出制となった。 

 都市ガス産業においても、さらなる自由化が進められ１９９９（平成１１）年１１月ガ

ス事業法が再び改正された。ここでは大口供給の自由化の範囲の拡大、託送の公平性、透

明性を担保するための指定都市ガス事業者制度の導入等が決定された。更に２００３（平

成１５）年４月には、そこで決定された制度の実施状況を踏まえて再々度ガス事業法の改

正が行われた。この改正では、ガス供給インフラの整備とその有効利用、ガス需要家の選

択肢の増大の二つの基本的な視点を踏まえつつ天然ガスへのシフトを加速するという内容

が盛り込まれた。 

 電力事業に対する規制緩和への要請も高まり、１９９９（平成１１）年電気事業法が再

び改正された。主たる内容は、大口需要家を対象とした小売り自由化、託送制度の整備、

料金制度の多様化と引き下げの迅速化等であった。ここでもガスの場合と同様、新たな制

度の実施状況を踏まえて、一層の自由化の促進のために２００３（平成１５）年６月再々

度電気事業法の改正が行われた。ここでは、小売り自由化の範囲の拡大をタイムテーブル

として示すこと、電力取引所の設置、託送料金としての振り替え料金の廃止等が定められ、

電力自由化日本モデルの基本構想が確定された。 

 地球温暖化問題では、１９９７（平成９）年１２月の第三回気候変動枠組み条約締約国

会議（ＣＯＰ３）における京都議定書の採択により先進国は炭酸ガス排出削減量を義務づ

けられることになり、政策対応も新たな局面をむかえることになった。 

 この議定書では、第１に温室効果ガスの削減目標が地域、国別に設定された。日本の削

減目標は２００８～２０１２年の平均で１９９０年比６％減となった。第２に柔軟化措置

の導入、第３に吸収源による温室効果ガス排出量の吸収を認める措置の導入が決められた。
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１９９８（平成１０）年地球温暖化対策推進本部では地球温暖化対策推進大綱を制定した。

ここでは、２０１０年前後のエネルギー利用に伴う炭酸ガス発生量を１９９０年に比べ

２％削減する、代替フロンについては２％の増加にとどめる、森林等による純吸収量につ

いては炭酸ガス吸収量を３.７％と見込む等とされた。総合資源エネルギー調査会はこの目

標を達成するためのエネルギー需給見通しのシナリオを描いたが、ここでも中心となった

のは省エネルギーの推進と原子力発電であった。 

 以上、第５期、第６期におけるエネルギー情勢、政策の動きを概観したが、海外情勢の

変化、海外からの圧力に対する対応という点から見た重要な課題は、エネルギー市場自由

化への対応、地球温暖化問題への対応と、チェルノブイリ原子力発電所事故による世界的

な原子力発電の中止あるいは見直しといった状況下における政府、電力産業等の対応であ

った。以下この３つの事項について、考察することにする。  

 

エネルギー市場自由化への対応： 日本における１９８０，９０年代のエネルギー部門

自由化の動きは、内発的なものではなく、１９７０年代におけるイギリスの経済的苦境と

それに対するサッチャー政権の対応、１９８０年代におけるアメリカの財政赤字、貿易赤

字への対応、ＰＵＲＰＡに端を発する電力市場の自由化に由来するところが大きい。第６

章で見たように、サッチャーは、７０年代の経済的苦境は、政府の失敗によるところが大

きく、政府の市場への介入を出来るだけ少なくすること、市場原理を最大限に導入する必

要があるという政策を導入し、エネルギー市場の民営化、自由化を進めた。アメリカも経

済活動の活性化をはかるために、市場原理を最大限活用するという政策を採用し、イギリ

スとともに、市場自由化は、世界経済の活性化につながり、自由と民主主義の実現のため

に有効な手段であるとして世界中にこの政策を取り入れるよう働きかけた。 

 こうした潮流の中で、日本においても８０年代に入ってから、「規制緩和」が唱えられ、

推進されるようになってきた。それは当初は行政改革の主要分野としての取り組みであり、

臨時行政改革調査会（１９８１－８３年）、第一次行政改革審議会（１９８４－８６年）

の審議結果を踏まえ、許認可事業の整理合理化や、公的部門の役割の見直し、国鉄、電電

公社、たばこ産業の民営化などが実施された。これが、８０年代の後半に入ると、次第に

経済構造の改革という視点が取り入れられるようになってきたが、その背後には日米構造

協議におけるアメリカ側の要請があった。第二次行政改革審議会（１９８７－９０年）、

第三次行政改革審議会（１９９０－９３年）では、広い産業分野にわたって規制緩和の詳
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細が決められるとともに実行に移されるようになり、その中には、大口ガス料金自由化、

電力事業の自家発電の参入拡大が取り込まれた。バブルの崩壊、不況の長期化、円高の進

行、アメリカからの圧力などにより、政府は経済構造の改革に本腰を入れるようになった

のである。日本経済の諸々の危機の打開は規制緩和による市場原理の活用によるほかはな

い、経済の構造を変えなくてはいけない、高コスト体質を直さなくてはいけないという声

が、多くのエコノミストから発せられ、これをマスコミが煽った。内外価格差が指摘され、、

日本の物価高が攻撃された。しかし、経済、産業、労働、社会の事情、資源の基盤等が異

なっているのであるから、世界各国で物価が違うのは当然であり、それをまた為替レート

で換算するので、日本の場合には一層割高に見えたわけである。他の国との物価の比較で

あれば、基本的に貿易によって決定される為替レートではなく、購買力平価で比べるべき

であろう。この点に関する経済学者の指摘4は無視され、為替レートによる比較で日本の物

価は異常に高いという面が強調された。 

 電力、ガスの場合、長い間地域独占が認められ、安定供給の責任が果たされてきた。そ

こに降って湧いたように外国と比べ、電気、ガス料金が高い、それは独占の結果であると

いうクレームをアメリカからつきつけられ、それに日本の消費者、経済学者の一部が反応

した。ここでは、はじめに、どのようにアメリカから圧力をかけられたのかを考察し、次

に日本での対応を見ることにする。 

 まず、日本におけるエネルギー部門の自由化なかんずく電力・ガス市場の自由化は、日

米構造協議特にその第３ラウンドともいうべき１９９７年の「強化されたイニシアティブ」

（後述）の進展に合わせるように進んだことをおさえておくことが重要であるが、そこに

入るまえに、日米構造協議の性格を見ておく必要があるので、第３ラウンドにいたるまで

の経緯を簡単にふり返っておく。 

 

日米構造協議： プラザ合意後の急激な円高にもかかわらず改善しない日米間の貿易不

均衡はアメリカ内部で日本異質論5、対日強硬論の台頭を促し、その結果１９８９年５月２

５日「１９８８年包括通商法」に基づく第１回のスーパー３０１条6の対日適用が発表され

た。ブッシュ大統領は同時に声明を出し、構造調整に関する事項について日本と交渉する

ことを提案した。日本は当初、日本の市場には何ら問題がなく交渉の必要はないという立

場を取ったが、結局、第２回のスーパー３０１条適用等の強硬な措置を避けるため構造協

議を受けることにした7。また、日本側は、受け入れるに際し、アメリカの構造についても
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協議を行う、合意や具体的な約束を前提としない話し合いとしての協議であって、それら

を前提とする交渉ではないと主張した。その結果、８９年７月の首脳会談の声明文では、

交渉ではなく話し合いという表現が使われ、「国際収支への影響については経済政策調整

を補完するための新たなイニシアチブに合意した」という表現が用いられた。しかし、後

に、結局は日本が名を取り、アメリカが実を取ったことが明らかとなる8。なお、この協議

の呼称は、日本語では「日米構造問題協議」（一般的には「日米構造協議」）、英語では、

Structural Impediments Initiative (ＳＩＩ)（構造障壁（除去）に関するイニシアティ

ブ）となっている。何故、日本でこの呼び方をとらなかったかも興味のある問題であるが、

ここではこの点は指摘するにとどめる。また後に見るように、当初は１９８９年７月から

１年間で終了する予定であったが１９９０年６月の合意によっても構造協議は終わらず、

アメリカの主張でその後も延々と行われ、当初予定されていなかった分野の自由化も迫ら

れ、エネルギー分野もその中に取り込まれるようになったのである。この協議では、系列

問題など純粋に国内問題と考えられるようなものまで取り上げられ、従来の常識からすれ

ば内政干渉にあたることまで議論されたが、結果的には、アメリカが日本の消費者の利益

のためであるということを強調したこともあって、日本ではそのような反発は少なく、む

しろ歓迎された面もあった。その要因の一つとしては、日本の消費者も特に行政による規

制の緩和を強く求めるとともに政府任せではそれが達成されないと考えていたことがあげ

られるであろうし、また一般的に独占は良くないと考えられていたためであろうと思われ

る。日米構造協議において、最終的には、総額４３０兆円の公共投資１０カ年計画まで約

束させられた。落合浩太郎は、日本の公共投資について、具体的な金額までアメリカと協

議し、合意するなどということは、従来の感覚で言えば内政干渉でしかなく、歴史上、例

をみないものである9、と指摘するとともに、日米両国政府は、双方向の「対等な協議」で

あることを強調していたが、実態は従来通りにアメリカの一方的な要求に終始していたと

し、構造協議の際のＵＳＴＲ次席代表であったウイリアムズの、「全体的に見て、ＳＩＩ

の議題の選択で主導権を握ったのはアメリカである。・・・また交渉の進め方を決めたの

もアメリカ側であった。」という言葉を引用している10。また、アメリカは、一回限りの「協

議」であることを主張した日本を押し切り、日本側措置の実施を監視するために、フォロ

ーアップ（点検のための協議）、更にフォローアップの際に新たなテーマを取り上げるこ

とを認めさせた。以上のような日米構造協議の結果を踏まえ、落合は「協議」どころか、

従来以上にアメリカ・ベースの「交渉」になった11としているわけである。 
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 この結果を受けてその後日米構造協議の、フォローアップが行われるようになった。し

かし、このような取り決めにもかかわらず対日赤字が一向に減らないこともあって、１９

９２年１月、ブッシュ大統領が来日し、日米構造協議のフォローアップでなく「再活性化」

を提案した。日本はこれを受け入れ、これによって始まったのが日米構造協議第２ラウン

ド「グローバルパートナーシップ行動計画」である。なお、同じく１９９２年ブッシュ政

権はＧＡＴＴに「サービス市場対日開放要求」（１２分野の開放要求）リストを出してい

る。これも、後に見るように日本の電力・ガス事業者にとって大きな問題となるものであ

った。このように進んできた日米構造協議のなかで、エネルギーが重要な対象分野として

取りあげられるようになるのは、日米構造協議第３ラウンドとなる１９９７年６月、デン

バーサミットの際、橋本総理とクリントン大統領の間で合意された「日米間の新たな経済

パートナーシップのための枠組みのもとでの規制緩和及び競争政策に関する強化されたイ

ニシアティブ」（通称「強化されたイニシアティブ」）である。実際は、ここでも当初は

エネルギーは入っておらず、翌１９９８年５月のバーミンガムサミットの際の日米首脳会

議で、追加されたものである。これにより、エネルギー分野専門家会合が追加されるとと

もに、日米構造協議第１ラウンドの際のフォローアップにあたる共同現状報告が毎年両首

脳に報告される仕組みができあがった。１９９９年１０月、アメリカは、第１回日米エネ

ルギー専門家会合を前に、本格的な規制改革要望書である「日本における規制撤廃、競争

政策、透明性及びその他の政府慣行に関する日本政府への米国政府の要望書」12を提出した。

これには電気通信分野等に加え、エネルギー分野に関しても大幅、かつ本格的な規制緩和

の要望が盛り込まれていた。具体的には、電力分野に関しては、①独立した規制機関の設

置、②透明、非差別的な託送サービスの提供、③公正な託送料金の設定、④自由化の点検

スケジュールの設定など、またガス分野については、①ＬＮＧ受け入れ基地と輸送ネット

ワークへの合理的な料金でのアクセスを可能にする競争的な市場の構築、②長距離パイプ

ラインの建設促進と新規参入者のアクセスを容易にする制度の整備などを要望していた。

これを受ける形で、第１回のエネルギー専門家会合が、１９９９年１１月に開かれ、１．

異なる業務機能（発電、送電、配電）のアンバンドリング ２．送電線網へのアクセスに

関する契約・条件 ３．競争市場への移行期間における公正な取引の確保 ４．天然ガス

新規参入者に対するＬＮＧへのアクセス保障等が検討された。エネルギーについての報告

は第２回の共同現状報告（１９９９年５月）から取り上げられたが、ここでは、高圧ガス

保安法の保安基準等の見直し、電気事業法改正案、既存発電設備ののアップグレード、非
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常用発電設備の保安基準等の見直し、給油所及び給油ポンプの保安基準等の見直し、競争

的なエネルギー市場環境の導入を目的とした規制緩和の重要性が報告された。第２回の専

門家会合は、２０００年１月に開かれ、日本側は電力、ガス部門の規制緩和の進捗状況な

らびに予定について説明した。第３回専門家会合は、２０００年７月に開かれ、電力分野

の２０００年３月からの小売り部門自由化が追認され、２０００年６月にＵＳＴＲが調査

することになった。第３回共同現状報告（２０００年７月）では、規制緩和の目的・重要

性等の認識共有、電力分野における２０００年３月からの小売り部門自由化などの追認、

ガス分野では１９９９年１１月からの小売り自由化範囲の拡大などの追認が報告された。

アメリカの日本に対する電力・ガス部門の自由化に対する強い要求の背後には、ブッシュ

政権に多額の献金を行い、同政権に太いパイプを持っているエンロン社13が動いていたこと

はよく知られている14が、２０００年８月エンロンジャパン社は、総合資源エネルギー調査

会都市熱エネルギー部会都市ガス事業料金制度分科会中間とりまとめに関するパブリック

コメントを提出し、ＬＮＧ基地の開放等を強く要求するとともに、２００１年５月には、

「日本電力市場の改革への提案」を発表している。このような状況のなかで、第４回専門

家会合が、２００１年６月に開かれ、アメリカは、アンバンドリング15について「経営分離

を検討し、・・・主要な電力会社にあっても託送網が独立した法人によって管理運営され

るようにする」という法的分離を提案してきた。第４回共同現状報告（２００１年６月）

では、エネルギー分野の自由化・規制改革に関する外国の事例からの教訓の重要性の認識、

電力・ガス市場整備課の体制及び公正取引委員会との連携、公正取引委員会の機能評価、

パブリック・コメント手続き、電力規制改革の継続推進、電源開発の民営化、ガス規制改

革の継続推進が報告された。後述するように、このようなアメリカの強い要求を受けて政

府も本腰を入れ、日本型自由化モデルをかなりはっきりした形で示す必要があるとし、総

合資源エネルギー調査会電気事業分科会においてこの方向への議論をまとめることになっ

た。 

 ２００１年６月に入ると、小泉総理、ブッシュ大統領の日米首脳会議で「強化されたイ

ニシアティブ」を発展的に解消し、日米構造協議第４ラウンドとなる「成長のための日米

経済パートナーシップ」（通称「改革イニシアティブ」）設置が合意された。このイニシ

アティブに基づく、日米エネルギー作業部会が２００１年１１月（第１回）、２００２年

１１月（第２回）、２００３年１１月（第３回）と開かれているが、日本が電力・ガス事

業のかなり踏み込んだ第３次改革を実施することで、アメリカはその成果を見守る状況に
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あること、２０００年の夏から冬にかけてのカリフォルニアの電力危機で同州が自由化を

中止したこと、自由化の急先鋒であったエンロン社が２００１年１２月に倒産したことな

どでアメリカ側の矛先きも鈍ってきた。しかし、先に触れたＷＴＯにおけるサービス貿易

自由化交渉のアジェンダの中にエネルギーが取り込まれており、その行方次第では、日本

の電力・ガス事業は再び大きな影響を受ける可能性が出てきている。以下、サービス貿易

とエネルギーの関係について若干補足しておく。 

 先進国を中心にした経済成長に伴うサービス経済化や通信・情報技術の飛躍的な発展を

背景にした経済活動のグローバル化などの進展から流通、金融、運輸、通信、建設、保険

等のサービスビジネスの国際化が進展してきた。このためサービス分野における多国籍企

業の事業規模や活動領域の拡大が進み、１９８５年には約４０００億ドルであった世界の

サービス貿易額は２００１年には約１兆５０００億ドルに増大した。これは、財の貿易額

約６兆７００億ドルの約４分の１に達している16。 

 このためＧＡＴＴ（関税及び貿易に関する一般協定）ウルグアイラウンド（１９８６－

９４）においてサービス貿易に関する国際ルールの検討が進められ、１９９５年１月、Ｇ

ＡＴＴにかわる新たな国際貿易協定として発足した世界貿易機関ＷＴＯ（World Trade Org

anization )協定の一環として製品の貿易に関する協定とは別に付属書１Ｂ「サービス貿易

に関する一般協定」（ＧＡＴＳ：General Agreement on Trade in Services）が制定され、

１９９５年１月に発効した。 

 当初、エネルギー分野はこの枠組みにおいてもサービス貿易交渉の対象外であったが、

世界的なエネルギー産業の規制緩和・自由化や民営化の進展等を背景に貿易自由化の対象

とすべきだという動きが高まり、特にアメリカ政府は、エンロン等のエネルギー産業界の

要望を代弁したかたちでエネルギー分野における各国の規制政策の信頼性及び透明性の確

立や投資リスクの回避などが新ラウンド交渉において達成されることが望ましいとの立場

を表明し、エネルギーサービス分野を重要分野として取り上げる姿勢を示した。ＥＵもエ

ネルギー分野を新ラウンド交渉でとりあげ、各国に一層の自由化を求めるスタンスを示し

た。２０００年７月、サービス貿易理事会特別会合でアメリカは交渉のための提案を提出

した。 

 

電力市場自由化をめぐる国内の議論： 以上、電力・ガス事業の自由化に対するアメリ

カからの圧力についてみてきたが、次に国内における対応について、電力市場に焦点を当
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ててみることにしよう。 

 第６章３節で指摘したように、１９８０年代初めのアメリカの電力市場は何とかしなけ

れば、将来十分な電力を供給出来なくなるという深刻な状況にあり、電気事業者、消費者、

アナリスト全てが、改革を望んでいた。一方、１９８０年代後半から、１９９０年代にか

けて、日本では、電力会社の株価が低く、投資家から十分な投資が調達出来ないというよ

うな状況にはなく、電力会社にとって、電力市場の自由化という話は全く予想外のことで

あったと思われる。電気料金が高いというクレームも一部の大口需要家を除いては殆どみ

られなかった。 

 ところが、「内外価格差」は存在しないのに、現実に問題となるのはその時々の為替レ

ートで換算した価格であるという説のもとに電力、ガス料金の高さが攻撃され、それが電

力、ガス産業に競争が存在しないからだという説に結びつけられ、規制緩和が迫られるこ

とになった。規制は悪、独占は悪、大企業は悪、電力ガス産業は官僚的体質を持っている

のでメスが入れられる必要があるという時流に乗った議論が展開されることになったので

ある。電気事業審議会等で、攻める経済学者、大口消費者、消費者代表、守る電力、ガス

産業という図式ができあがった。行政改革、規制緩和の大合唱を前に、世論にも配慮せざ

るを得ない電力、ガス産業の抵抗は、アメリカ、市場主義論者の要求する規制緩和をその

まま受け入れるのではなく、規制緩和をどの程度、どのような形で取り入れることが日本

の長期的な電力ガスの安定供給にとって望ましいか、出来るだけ時間をかけて対応しよう

という作戦を取らせることになった。 

 電力市場の自由化については、論点が数多くあるが、主な論点は以下の３点である。 

１．発電、送電を従来通り、一貫操業（バンドリング）にしておくのか、分離（アンバン

ドリング）するのか。２．発電と送電を分離した場合、送電部門をどこが担うのか。新規

に参加する事業者が既存の送電網を利用する場合の託送料金をどう設定するか。競争が公

正に行われるようにするための監視機関を設置するかどうか。３．どこまで自由化するの

か。発電部門のみにするのか。卸売り、小売り部門まで自由化するのか。電力取引所を設

置するかどうか。自由化の度合いとスケジュールはどうするのか。 

 これらの問題に対し、電力業界は、エネルギーセキュリティー、ユニバーサルサービス、

系統運用の特殊性と重要性等の理由をあげ、従来型の地域独占による発送配電一貫体制を

望ましいとするが、自由化が抵抗出来ない時の流れであるとすれば、従来の供給体制に出

来るだけ影響の少ない形で行うことに妥協するということで、先ず、卸売り発電事業の一
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部自由化、入札制度の導入等（９５年電気事業法改正）、次いで小売り部分自由化等（９

９年電気事業法改正）に応じた。ここまでであれば電力業界にとって大きな変革とは言え

ず、とりあえず、長引かせる作戦は成功したと考えられるものであった。しかし、このよ

うな自由化ではテンポが遅いと、アメリカからの圧力が強まるとともに、日本の自由化推

進論者の圧力も強まった。このような状況の下で２００１（平成１３）年１１月より行わ

れた総合資源エネルギー調査会電気事業分科会の審議が始まったわけである。以下この審

議会でどのような議論が行われたかを議事録に基づいて整理してみる。 

 

電気事業分科会の審議： 先ずこの審議会の構成17を見ると、電力業界４名、ガス業界１

名、経済学者５名、工学部学者１名、大口消費者６名、小口消費者２名、特定規模電気事

業者１名、シンクタンク・団体５名、審議会会長１名（経済学者）となっている。 

 先にも述べたように、電力部門の自由化については攻める経済学者、守る電力という構

図ができあがり、そのなかで大口・小口消費者、シンクタンク代表者等がそれぞれの立ち

場で発言をしている。 

 まず積極推進派経済学者委員の議論を見てみよう。なお意見の後の，○のなかに記して

いる数字は何回目の会合であったかを示している。 

 鶴田俊正委員（専修大学経済学部教授）は、「公益的課題と効率化とを同時に達成する

ことが最も必要だと思います。①」とした上で、「垂直構造を維持して自由化範囲だけを

拡大するというのであれば、独占が強化されるだけだと私は思いますから、市場構造を競

争的にするためには、やはり垂直構造を見直して、発送電の分離をきっちり行うとか、あ

るいは振替料金制度等々の見直しを実施することが私は不可欠だと思います。⑥」と述べ

ている。基本的には全面自由化すべきであるが、一挙にすすめるのは問題があるので時間

をかける必要がある。しかし、「この（全面的自由化への）準備期間として、私は３ない

し５年程度が妥当だろうと思います。段階的自由化が最も現実的な選択だと思います。私

の発想は、ラジカル・スィンキング・アンド・グラジュアル・リフォーム(radical thinkin

g and gradual reform) でございまして、発想は急進的であっても、段階的に確実に移行

していったほうが良いということであります。ただ、段階的自由化でも制度面での抜本的

な解決が私は不可欠だと思います。⑦」としている。またこの方向へ進むために、「卸電

力取引所やプールをつくることは不可欠と思います・・・マーケットを監視する、あるい

は紛争処理機関を設立することも必要不可欠だと思っております。⑧」「市場が正常に機
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能するような取引所なり市場構造を制度的につくり出しておくことが大事だと思うのです。

⑩」としている。また「電力産業は規制部門と自由な市場とが併存するわけですし、また、

電力は必需財ですから、国と民間とが適切な役割分担していくことが大事だと思います。

⑩」と述べているが、自由化を進めても、自由放任にするということではなく、規制は残

り、国の役割も残ることは当然であるという指摘は、後に見るように他の経済学者委員の

八田委員、植草委員も触れている。鶴田委員はまた自由化の進展に対応出来ない企業が出

てくる可能性について触れ、「つまり秩序転換が起こっているわけですから、その間で経

営資源の蓄積の程度に応じて、新しい事態に対応できる企業と対応できない企業が出てく

るのは至極当然であって、そういう意味では自由化は、従来の産業組織がそのまま維持で

きないということだと思います。⑨」としている。 

 八田達夫委員（東京大学空間情報科学センター長）は、まず、「自由化をやるなら、中

途半端な妥協はしないで、原理原則に立ち返って市場機構がきちんと機能するような市場

を設計するべきではないかと思います。④」とし、「計画部門を運用部門と一体にしたま

ま発電部門から切り離すべきだと思います。⑤」と述べている。また、この点に関連して

「発送電一貫体制の重要性について何人かの委員がご主張になり、発送電分離だけは止め

てくれとおっしゃった。これは、考えてみますと言葉をどう定義するかという問題だと思

うのです。⑫」と述べている。また電力取引所の設置に関連して「取引所には、アグリゲ

ーター、マーケッター・・・更に需要家、特に大口の需要家を入れるべきだと思います。

⑨」と述べている。市場と規制の関連については、鶴田委員と同じ趣旨で、「市場に大き

な役割を果たせという意見で、自由放任をしろという意見は一人もいないわけです。結局

は規制と市場との役割をどう分担するかですが、それは、アドホックに、この問題は重要

だから市場は退いてもらいましょう、規制を入れましょうというのでは、これはもう全く

基準がなく裁量的になってしまいます。・・・原子力発電による廃棄物を官が責任を持っ

て引き取る体制を作る必要がある。⑫」という意見を述べている。 

 大田弘子委員（政策研究大学院大学教授）は、「ユーザーの視点が第一だということを

貫かなければいけないと思います。・・・電力会社間の競争をいかに促進するかというこ

とが非常に重要なポイントだと思っています。⑤」とした上で、「構造全体を変える。②」

必要があり、そのために「送電部門を電力会社から完全に独立させて中立的に運用するこ

と、・・・非対称規制、それからシステムを監視する専門機関、・・・新規参入者が起こ

りやすい市場を整備する・・・全国規模の市場を整備することが必要だと思います。②」
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と述べている。 

 金本善嗣委員（東京大学経済学部教授）は、「特に電力に関しては規制産業から自由化

して競争を入れるそのプロセスにおいて非常に大きな問題が発生する可能性はないわけで

はないということがあります。・・・電力は全体的に価格弾力性は小さいですから、少し

供給が絞られますと価格がドンと上がります。利益が出てくるという構造になります。従

って、マーケットのインセンティブの構造というかリスクの構造が逆転するということを

念頭に置いて、これから制度設計をする必要があるということになります。②」という指

摘をした上で、「広域的な電力流通の料金体系については、・・・送電ロスがどれぐらい

であるとか、キャパシティー制約に対応する混雑コストがどのぐらいであるとか・・・き

ちんと調べていくということになろうかと思います。・・・電力取引市場（を考えるにあ

たっては）・・・供給信頼度（との関係で）リアルタイムのマーケットが一番重要だとい

うことになります。⑨」という意見を述べている。 

 最後に経済学者委員のなかでも自由化を慎重にすすめるべきだという点を重視している

植草委員の意見を見ることにしよう。 

 植草益委員（東洋大学経済学部教授）は、まず、発電部門と送電部門の分離については、

「我が国の電力需要等々を考え、原子力を考慮していきますと、分離論はそう簡単にはで

きない。・・・それから、さらに、系統運用管理ということを考えますと、これもそう簡

単に分離できない。分離論は、そういう意味では私は避けるべきだと思います。⑧」と述

べた上で、「取引所の創設はぜひやるべきだと思います。・・・中立機関等々を含めてど

んな形でつくるかという議論をしなければいけないのです。⑥」、「使い勝手のよい、参

加容易性を重視した全国ベースの卸売電力取引所の創設が不可欠だと思います。また、電

気の特性に応じた送電部門の規律の強化も不可欠と・・・申し上げました。単純に国の規

制にゆだねるのではなく、市場参加者が参加できる、そしてまた自己規律方式で運営でき

ることを目指すべきではないかと思います。・・・電力産業においてはレギュレーテッド・

コンペティションというのが本質だということを申し上げました。これを十分に認識して、

発電、送電、配電、小売の各分野における規律と自由のバランスのよい体系をつくるとい

うことで、それは今後鋭意進めていけばいいのではないかと考えます。⑫」という意見を

述べている。また、「高コスト構造の是正については何とかしなければいけないと思いま

すが、自由化をすればコストが下がるというのは迷信ではないかということを申し上げた

い。③」、「全面自由化したら、多分、家庭用の料金は長期的には上がるのではないだろ
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うかと思います。⑥」と述べるとともに、「電力が競争するという体制へ移行することは

賛成です。賛成ですが、この競争がかなり進みますと、多分、・・・幾つかの電力会社は

経営が破綻する可能性を持っていると私は判断しております。・・・ その行き着く先

は、・・・多分寡占化が急激に進む可能性を持っていると思います。そこのところをどう

するかという問題なのです。・・・もし電力会社のＡ社が外資に吸収されたら、日本の電

力という社会的公共インフラはこれでいいのかということも視野に入れておかなければい

けないのです。もう一度言います。全国的な競争が展開されることは大いに進むべきです。

しかし、その行き着く先にはこういう大きな問題を抱えているのだということを認識して

おいていただきたいのです。⑨」という警告を発している。 

 次に電力技術専門家の工学系学者委員である関根泰次委員も慎重論を展開している。 

 関根泰次委員（東京理科大学工学部教授）は、まず、「新しい自由化の制度を実際に移

す場合には、どういう制度になるにせよどうしても技術という場を通らなければいけない

わけであります。③」と技術面の重視を強調し、その上で、「全面自由化というのは、ゴ

ールとしては良いのですが、現実に直ちにというのは、現実問題として無理だろうと思い

ます。⑦・・・電力では長期的な視野が絶対に必要であります。・・・発電部門と送電部

門というのは情報交換さえ行われればよいのではないかという議論がありますが、私はそ

うは思わないのです。大切なのはディシジョンメーキングがきちんとできるかどうかとい

うことでありまして、情報交換するということとディシジョンメーキングをするというこ

とは全く別の事柄のように思います。・・・発電部門と送電部門の一体化といった時に、

長期間にわたってその関係が安定的に維持されることが第一に大切になってくると思いま

す。（以上⑥）」と発電部門と送電部門の一体化の重要性を強調している。次に、「混雑

料とか、あるいは送電権等について、・・・お話がありましたが、将来の料金を限界費用

で考えていくか、あるいは総括原価で考えていくかということは、大きな分かれ目だと思

います。結論からしますと、私は、日本はいろいろな理由でまだ限界費用で論ずるところ

まで成熟していないと認識しています。・・・投資の回収を考えますと、おそらく総括原

価主義から出発したほうが実際的ではないかと考えております。⑨」と述べている。また

段階的自由化案は、「あくまで暫定的な、競争を活発化するための優遇政策と考えますと、

この優遇政策によって利益を得る人が、将来、これは既得権益であると考えると非常にお

かしなことになりますから、仮にこの案を採用するにしても、暫定的な優遇策だという認

識をはっきり持つべきだという気がしております。・・・これは私の個人的な提案であり

 202



ますが、この案と現行制度の両極端を比較するのではなくて、その中間的な方法がいろい

ろ考えられると思います。⑪」と結論を急ぐべきでないという意見を述べている。 

 次に大口消費者委員の意見を見てみよう。 

 大塚陸毅委員（東日本旅客鉄道株式会社代表取締役副社長）は、「やはり基本的には全

面自由化を目指すというのが原則だと思います。⑦」しかし、「 抜本的な改革をやるとい

う結論になったとしても、それを一気にやるということについては、やはりリスクが大き

いのではないかなという感じもいたします。⑥」と段階的自由化に賛成している。 

 大歳卓麻委員（日本アイ・ビー・エム株式会社代表取締役社長）は、「需要家といたし

ましては、いろいろなサービスがあっていいと思いますし、・・・そういうものを我々は

求めているわけですので、ぜひそういう視点でアプローチをお願いしたいと思います。・・・

あとはスピードの問題ですが、良いことなら早くやるにこしたことはないと思うのですが、

とは言いながら、難しさもいろいろ勉強させていただきましたし、やはり現実的な時間軸

というものの設定も非常に重要だろうと思います。⑫」と段階的自由化論に賛意を示して

いる。 

 千速晃委員（新日本製鐵株式会社代表取締役社長）は、「電力の自由化においては、競

争環境を整備した上で新規参入者を含めて電力会社間の効率化競争を促すような仕組みを

自由化政策に取り組んでいくことは非常に重要と思っておりますが、とりわけ制度議論は、

消費者の利益を常に念頭に置いてなされるべきであります。①」また、「分散型電源によ

る動力供給について・・・事業所内の再開発地域や周辺の企業、近隣地域に対する効率の

よい自営線による供給について、ぜひもう一度検討していただきたいと思っています。⑦」 

 次に新規参入した電力業者委員の意見は以下の通りである。 

 森勇委員（株式会社エネット代表取締役社長）は、「電力会社の電源だけでなく、新規

参入者の電源も平等に公平に扱われる仕組み、こういったものを構築すべきではないかと

考えます。⑥」「段階的な自由化という選択肢を選ぶにしても、・・・全面自由化までの

スケジュールを明確にした上で、それに向けた検討準備を速やかに開始すべきであると考

えます。⑦」 

 次に、シンクタンク等からの学識経験者委員の意見についてみると次のようになってい

る。 

 坂本吉弘会長代理（財団法人日本エネルギー経済研究所理事長）は、「経済学的なアプ

ローチからしますと、このプール制というのは理論的に極めて妥当なものだと思われがち
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ですが、現実の系統運用というものが技術的にどういう問題を日々克服しながら行われて

いるのか・・・現実的にどういうやり方が規制として本当に可能なのか。・・・経済学的

に正当化されていくことと、技術的に最もコストを低く運用できるかということは違うと

思っています。②」「立派な自由化の制度はできました。しかし料金は上がりました、と

いうようなことになっては絶対にいけないと思います。⑦」「やはりいろいろ制度の運用

に伴って思わざる問題が出てくる可能性がございますから、そこは事情を見ながら次第に

自由化に持っていくと。私はグラジュアリズム（漸進主義））といつも思っているのです

が、それぞれの例えば自由化の範囲をどこまで広げたときに、どういう問題が出るから、

この制度はこうするかとか、あるいはやってみて、不具合が出てきたとすれば若干元へ戻

るということも含めて、制度設計はおそるおそる謙虚に対処すべきものなのではないかな

と、諸外国の例を見てもそういうふうに思うところでございます。⑩」ということで自由

化については極めて慎重にすすめるべきであるという意見である。 

 河野光雄委員（内外情報研究会会長）は、「（公益的課題と効率の）バランスが欠けた

議論は、結局最後に国民経済的に通らないのではないかと思っています。②」「行為規制

でとにかく５年か、１０年やってみて、それでどうしても電力は信用できないということ

になったら、そこから先はみんなでまた議論すればいい。⑧」「発送電分離一貫体制とい

う原則だけは守らなかったらえらい禍根を残すのではないかということを申し上げたい。

⑫」と述べている。 

 末次克彦委員（アジア・太平洋エネルギーフォーラム代表幹事）は、「プールとか系統

管理の中立性と言った場合に、・・・アメリカ型のＩＳＯ、あるいは欧州流のプール、こ

ういうものをすぐに頭に浮かべて構造を思考するというのは短絡すぎると思います。②」

「段階的自由化がやはり一番妥当だと思います。⑦」「（送電部門の中立化は、構造分離

ではなく、）発電部門と送電部門を分離したにほぼ等しい中立性維持のメカニズムができ

あがるのではないかというアプローチに賛成です。⑧」 

 西村正雄委員（日本興業銀行頭取）は、「電力事業の自由化を検討するに当たって、公

益性と効率性の並進を見据えた中長期ビジョンの策定が不可欠であります。①」「電力の

ように、公益性の高い業種におきましては、規制緩和を急ぐ余り、社会のインフラとして

の電力供給システムの運用、さらには、業界そのものに甚大な悪影響を出すような事態は

避けるべきであると思います。⑥」「自由化の流れの中で市場メカニズムの取り組みは当

然に必要であると考えますが、供給責任があいまいにならない安定供給システムを維持す
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るために、相対取引の補完的マーケットとしてスタートを切ることが望ましいと考えてお

ります。⑨」 

 次に消費者代表の意見は次のようになっている。 

 吉岡初子委員（主婦連合会事務局長）は、「消費者の立場で申しますと、安いというこ

と、もちろん必要なんですけれども、安全の確保、安定供給、これについても十分にお考

えいただく必要があると思います。①」「自由競争のしわ寄せが一番末端の消費者に来て

しまう事例が多いということも忘れてはいけないと思います。そういう意味で、電力は特

別だという考え方に立って良いのか、そこをもう少し精査する必要があるのではないかと

思います。⑩」「全面自由化について検討を行う時期及びその基準についてですが、全面

自由化を最終目標とすること自体には何ら異論はございません。・・・（しかし）やはり

国民生活の必須の糧であることの影響の甚大さ、・・・活発かつ適正な電力取引可能な実

現性が不透明な現在（の状況）を考えますと、今回始まろうとしているワーキングで実施

時期を決めることは時期尚早ではないかと考えております。⑫」 

 渡辺光代委員（日本生活協同組合連合会理事）は、まず、「消費者感覚というのをぜひ

ご理解いただきたいと思います。①」とした上で、「一般家庭以外の需要家にとって高圧

とか低圧とかを段階的に自由化する意味があるのでしょうか。一般家庭以外の法人需要家

については、原則として早期にまとめて自由化したほうが良いのではないかと思いま

す。・・・、一般家庭については、その状況を見ながら準備期間をとって自由化を進めて

いくのが現実的ではないかと思います。⑦」と述べている。 

 最後に守りの立場にある電力会社の意見を見ることにしよう。電力会社の意見は、東京

電力社長の南直哉委員の第６回分科会の以下の発言に集約されている。 

 南直哉委員（東京電力株式会社取締役社長）の発言で、まず注目されるのは、「電力自

由化は、電力会社にとっても自らの経営体質を強化する上で大いに刺激となるとともに、

経営自由度が増すことにより事業機会の拡大にもつながっていると積極的に受け止めてお

ります。①」と、まず、電力自由化を前向きに受けとり、電力会社の経営体質の強化、事

業の拡大につなげたいと明言していることである。次に、具体的な自由化への対策として

電力業界を代表する形で以下のような提案を行っているが、最終的にまとめられた分科会

の報告がほぼこの線に沿っており、その意味では電力業界の意向が認められたというか、

認められるような線まであらかじめ電力業界が妥協したことを示す提案となっている。 

「まず１点目は、自由化の範囲についてでございます。この電力自由化の目的は、競争原
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理を導入しながら、お客様の利益、ひいてはその集合である我が国の利益の増進が目的で

あることは言うまでもございません。これが現行制度の大原則ですが、こうした基本的ス

タンスから、自由化範囲を拡大し、最終的には全面自由化を目指すことについても、私ど

もとしましては、前向きに検討したいと思っております。・・・それから２点目として、

いわゆる発電と送電との分離という点について申し上げます。電気という財は他で代替す

ることが困難なうえ、貯めることができずにリアルタイムでの需給を一致させる必要性が

ある等、いろいろな特性がございますが、そういう特性を考えますと、発電と小売との関

係が特定されない強制的な全面プール市場では、価格の乱高下や、価格操作の問題等が生

じることが、これまでの事例からも明らかです。したがって、我が国では、引き続き、発

電と小売との関係が特定され、供給する責任主体が明確となる相対取引と、これに基づく

小売託送をベースとした仕組みとしていくことが重要だと考えております。・・・電気が

きちんと責任をもってお客様に届けられることが大事ですので、責任ある事業者による発

送一貫のシステムが、日本においては、需要の非常に急峻な立ち上がりに対応し、用地取

得や設備建設を、非常に困難な条件の中で適切なリードタイムを守ってきちんと行い、電

気料金を着実に低減させる、などといった役割を果たしてきております。この現在の体制

について、もう一度きちんと確認していただくことが大事だと思っております。それから、

３点目には、送電部門の公平・透明性確保の問題が非常に大事だと考えております。これ

は現行制度の設計に当たっても、十分配慮されているわけでございますが、一層の公平・

透明性の向上が新規参入事業者の方々からも求められており、このことは十分認識してい

ます。電力会社といたしましては、これまでどおりネットワークへの原則自由なアクセス

を保障したいと思いますが、改善すべき点があれば、さらに見直すことにしていこうと思

います。・・・４点目は、電力取引所の在り方についてです。これは、競争の一層の促進

のために必要と考えております。先ほど強制的な全面プールは適切ではないと申し上げま

したが、競争を促進する観点から、電源を調達、あるいは取引する手段の効率的かつ多様

化を図る仕組みとして、安定供給の維持をもちろん前提としなければいけませんが、電力

取引所の創設について議論させていただければと思っております。・・・原子力について

は、冒頭申し上げた公益的課題との両立の上で柱をなすものであると考えております。エ

ネルギー・セキュリティ、地球温暖化防止等で中核をなすのが、この原子力であり、これ

なしでは我が国のエネルギー政策や環境政策は成り立たないと言っても過言ではないと思

っております。短期の利益追求がどうしても重視されがちになる自由化、競争市場化の環
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境の中で、長期的観点に立って国の役割や民間の役割を明確にしながら、エネルギー政策

の根幹をなす原子力発電全般の推進と両立できる仕組みを整備することが必要であると思

っております。⑥」 

 電力業界の考え方の重要なポイントはここに尽くされているが、他の電力業界委員はこ

れを繰り返したり、補充したりする形で次のような発言を行っている。 

 藤洋作委員（関西電力株式会社取締役社長）は、「我が国においては長期的な視点に立

って、エネルギーのセキュリティシステムを確保する、あるいは電源の多様化を推進する

責任主体が不可欠であると考えます。④」「発電部門と送電部門を分離したり、あるいは

送電線の所有と運用を分離するということについては、諸外国の例を踏まえると、我が国

における安定供給を確保するという観点からふさわしくないのではないかと考えます。⑧」

「負荷追随をきちんとやっていただいている方とそうでない方が生じた場合、その差が正

当に評価されるようなスキームが大事であると思います。⑩」「責任を持って安定供給を

確保していくためには、引き続き、・・・我が国の国情にかなう格好で発展してきた発送

電一貫体制の電力供給システムを前提とすることが最も相ふさわしいのではないかと考え

ております。⑫」 

 鎌田迪貞委員（九州電力株式会社代表取締役社長）は、「新規参入者、ＰＰＳの方も含

め、市場に参加する全参加者、学識経験者、そういった幅広い層で構成する中立機関が必

要であろうかと思う。⑧」 

 川口文夫委員（中部電力株式会社取締役社長）は、「今までの分科会の議論を通じて、

現在の発送配電一貫体制の重要性については、おおむね皆様にご理解いただけたものと考

えております。⑫」 

 次に電力と同じ公益事業ではあるが、競合関係にもあるガス業界は電力供給への進出を

考慮して、新規参入者の立場から次のような意見を述べている。 

 上原英治委員（東京ガス株式会社取締役社長）は、「全面自由化によってガリバー企業

による規制なき市場での独占が生ずるようなことがあってはならず、そのためには新規参

入者に対する公正な競争条件の整備が不可欠であり、そのためには、電力の取引市場の創

設や送電部門の中立化等の条件整備を行うべきである。⑧」、「新規参入者の電力の調達

方法を多様化する観点から、相対交渉と併存する形での電力取引市場の創設に賛成いたし

ます。さらに・・・市場の立ち上がり時期においては、電力会社に一定量の市場参加を義

務づけるなどの方策も講ずる必要があるのではないかと考えます。また、取引所の設立に
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伴い、短期の託送契約や一発電所から複数のＰＰＳへの電力供給など、多様な取引形態に

対応できるような柔軟な託送制度を整備することも併せて検討すべきではないかと考えま

す。⑨」 

 以上、電気事業分科会における各委員の発言を主要な点に絞って整理した。これを更に

要約すれば、電気事業分科会委員となっている経済学者委員は、基本的に、発送電分離等

による全面自由化を主張しているが、商品としての電力の特性を理解し、最終的にはそこ

を目指すにしても時間をかけるべきだという考え方である。勿論、電力市場自由化に反対

もしくは極めて限定されるべきであるとする経済学者は海外にもいるし国内にもいる18が

この分科会の中には入っていない。大口消費者は、基本的に安い電気料金を望んでおり、

自由化に賛成ということになる。消費者代表という形で出ている委員が小口消費者の意見

を代表していると考えれば、小口消費者も自由化を支持していたということになるだろう。

しかし、本当に自由化で電気料金が安くなるのかどうかに疑念もあり、家庭用まで自由化

することは時期尚早であるという意見が消費者代表委員からも出ている。経済学者委員の

植草委員は自由化したら、家庭用電気料金は上がる可能性があるという指摘をしていた。

電気事業新規参入者は当然のことながらできるだけ早い全面的自由化を望んでいる。シン

クタンク等の学識経験者委員はどちらかといえば自由化慎重論者が多いように見られる。 

 電力業界は、さらなる自由化を時の流れとして受け入れるが、電力の安定供給という社会

的責任を重視し、ネットワーク運営の責任体制を明確にしておく等の点は譲れないとした。 

以上、電気事業分科会における各委員の発言をまとめる形で、関係者のこの問題に対す

るスタンスを明らかにしたが、ここでこの審議会の性格を検討することにしよう。戦後の

政策決定で審議会の果たした役割には大きなものがあるが、「審議会の事務局は当該官庁

が担当し、更にメンバーの選定にも当該官庁が大きく影響力を持つこともあって、審議会

の報告書や答申等は、概して当該省庁の方針を反映したものになることが多いと指摘され

る。19」「審議会は政府原案に合意を与えることが多い。20」といわれるが本審議会もこの

範疇に入るものであったといえるだろう。各委員は第５回目まではそれぞれの立場からか

なり自由な発言をしているが、第６回目に事務局から、基本的視点と具体的論点を示され

ると以後の議論はそれをめぐって行われることになった。まず事務局は海外での自由化の

進展は、「公平な競争条件の下で民間事業者が自らの存続をかけて的確な事業体制を行う

ことによってシステム全体の効率化を図るということと同時にシステム全体の安定化を図

るためのメカニズムを導入することによって、全体として非常に価値の高いシステムを作
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り上げようという動きが背景にあるのではないかと思います。こうした視点に立ちますと、

我が国におきましても、市場との対話を通じて、合理的に行動する責任ある事業主体とし

ての民間事業者の自主性を最大限活用するといったことが電力供給システムの効率化を進

める上で重要ではないかと思っております。」という基本的な状況認識を示した。ここで

も海外の状況の変化に対応する形で日本も変化する必要があるという戦後日本のエネルギ

ー政策決定のパターンを踏襲している。このような基本的認識の下に、事務局は、「自由

なビジネス環境の整備、規制等の最小化、需要家利益の重視、エネルギーセキュリティー・

環境保全への配慮」という基本的視点とそれを実現するための具体的論点を示したわけで

あるが、それ以後審議会の議論はこれをめぐって、行われるようになる。この時点で電力

側も、発送電分離は避けてもらいたいといった条件を付ける形で基本的視点を認め、議論

は、自由化を早急に行うか、時間をかけるかといった問題に移り急速に収束に向かうこと

になった。このようにして、経産省は、発送電分離は行わないものの、小売り部門を全面

自由化するスケジュール、託送要件の緩和、中立機関、電力取引所の設立等を骨子とする

自由化推進案をまとめた。しかし、発送電分離は行わない、中立機関等に電力側の委員が

参加出来る可能性を含むなど電力サイドに配慮したものとなっており、そこには、Ｒ．サ

ミュエルスのいう政府と民間の「相互同意」による政策決定の側面もうかがえる21。この分

科会の報告に沿って、２００３年６月電気事業法改正案が国会で可決された。 

 

地球温暖化問題への対応： 地球温暖化問題も、日本にとっては海外から持ち込まれた

問題であった。当初は、人々の関心も低く、政府の対応も消極的であった。日本で地球温

暖化という言葉が新聞に出てくるようになったのは１９８８年であった。第５章で見たよ

うに、１９８８年は、６月にトロントサミットで地球温暖化問題の重要性が指摘され、Ｗ

ＭＯ（世界気象機関）執行委員会でＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）の設置が

決められ、アメリカ上院エネルギー委員会でアメリカ航空宇宙局ゴダード研究所Ｊ．ハン

セン博士の地球温暖化が９９％の確率で進行しているという証言があり、地球温暖化問題

が国際的な政治課題として取り上げられる決定的なモメンタムが与えられた年であった。

この頃から新聞紙上では、地球温暖化問題で日本がリーダーシップを取るべきだという論

調が目立つようになってきた。しかし、地球温暖化問題について政府は消極的で、１９８

９年オランダ、ノルドヴェイクで開かれた「大気汚染と気候変動に関する環境大臣会議」

では、温室効果ガス排出削減の目標値設定に反対した。このような日本の消極的な態度も、
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１９９０年の、ＩＰＣＣの第一次評価報告書、９２年のリオデジャネイロにおける国連環

境と開発に関する会議で、気候変動枠組み条約が締結され、徐々に変化し対応策を強化す

るようになった。さらに、ＩＰＣＣ報告と気候変動枠組み条約の締結で盛り上がったマス

コミのキャンペーンとそれによってもたらされた世論の盛り上がりならびに外交的な圧力

で、日本は積極派に転じてゆくことになる。この変化を象徴するのが、１９９７年１２月

京都で開催されたＣＯＰ３における京都議定書の採択である。ここでは、京都議定書へ向

けた交渉、会議中の動き、批准へ向けた動きの中で政治家、行政官、学者、マスコミ等が

どのような対応をしたかという視点から考察してみる。 

 まず、「そもそも、ＣＯＰ３を日本で開催すること自体に対し、通産省などから、“一

体誰が呼んできたんだ”という反発と詮索を呼び、“日本で開くと厳しい目標を作らされ

る”、“いや、日本が取り下げると、ボンで開くことになる。ドイツは厳しい目標を主張

する急先鋒なので余計厳しくなる”といった議論もでて、かなりもめ、正式に開催を閣議

決定したのは１９９６年５月のＣＯＰ２の直前であった。」22という。この問題について政

府の中に消極的な考えが根強く残っていることを象徴するような事態であったといえる。 

 そのような状況の下で、ＣＯＰ３に対する日本政府案もなかなかまとまらなかった。こ

こでの政府の主要なプレーヤーは、環境庁、通産省、外務省、内閣官房であった。 

以下、ＣＯＰ３に向けた政府案のうち、温室効果ガス削減目標量にしぼって、決定過程

を追い、何が決め手になったかを検討する23。 

  環境庁は、国立環境研究所のＡＩＭモデル24の、シミュレーション結果から、「産業界が

「最も安い技術」を選択する場合は、２０１０年時点での炭酸ガス排出量は９０年比で５.

６％の増加となるが、省エネの徹底と新エネルギーの大幅導入、炭素税導入を考えれば、

７.６％の減少が期待出来る。」として、２０１０年に、１９９０年比７％減を主張した。

通産省は、積み上げモデルを作成し、省エネルギー・新エネルギーについて、「現行施策

の推進」、「最大限強化」の二つの選択肢、原子力発電について、「立地が横ばい」「（大

きく増やす）現行計画実現」の二つの選択肢を設定し、これらの選択肢の組み合わせによ

る４つのケースについてシミュレートした結果、炭酸ガス排出量がもっとも少ないケース

は、省エネ・新エネ「最大限強化」、原子力発電「原子力現行計画通り」の組み合わせで

あるが、これでも、炭酸ガス排出量が１９９０年レベルに戻るのは、２０３０年であると

した。また、２０１０年時点ではどう計算しても３％増になるとした。外務省は、世界全

体で考えた場合、温暖化を防ぐには２１００年時点で人口一人あたりの炭酸ガス排出量は

 210



約１トンでなければならず、先進国がその量に向かって排出量を減らしていくとすれば２

０１０年に、１９９０年比６.８％減くらいの削減量が必要なので、これを提案する。とい

うことで関係３省、特に通産省と環境庁・外務省の間に大きな差があった。話し合いの中

で、、環境省７％削減、外務省５％削減、通産省は０％に収斂されてきた。外務省は、国

際的な相場観や、議長国として他の国に与える印象なども含めた総合的な判断で、５％に

するというものであった25。 

 これまでの経過で、まず指摘されなくてはならないことは、環境庁、通産省の議論のベ

ースは、数量モデルのシミュレーション結果であったという点である。 

 竹内は、「環境、通産の両論は、方法論の違いでもあり、将来をどうしたいかという意

思の違いでもある。将来予測はどんな方法を使っても十分には当たらず、目安でしかない。

さまざまな経済指標の基本になる長期エネルギー需給見通しそのものもあたらず、修正の

連続である。もっと長期に及ぶ炭酸ガス削減の予測は、取るべき政策によって全くかわっ

てくるのだから、なおさらである。政策に対する考えが全く違う二者が異なるパラメータ

ーを使って計算したものを比べてどちらが正しいかをいうのは難しい。全く不可能な政策

を前提にするのは論外だが、目標を達成出来るかどうかは、それが本気で達成したい目標

なのかどうかに、かなりのところかかっている。26」と述べている。結論として、ある達成

したいという目標を掲げ、後はそれを達成出来るように状況に応じて政策を変えていった

らよいという考え方である。 

 異なるパラメーターを使って計算したものを比べて、どちらが正しいかをいうのは難し

いというのはその通りであるが、政策を議論するのに、モデルの結果が重要な役割を果た

していることも事実であり、モデルの構造、パラメーター、前提条件の違い等はそれなり

に分析されるべきであろう。第９章で紹介するようにアメリカ、スタンフォード大学のエ

ネルギー・モデリング・フォーラム(Energy Modeling Forum)では、種々のエネルギー・環

境モデルを集め、リファレンス・ケースを比較し、次に同じ制約を与えた場合の結果がど

うなるかを比較研究している。ここでは、ＡＩＭモデルも取り上げられている。細かな点

は第９章に譲るが、このようなモデルの比較で、将来における数値の輪郭のようなものは

浮かんでくるように思われる。しかし、数量モデルは数量モデルである。全ての要素をそ

の中に取り込むことは出来ない。外交上の配慮、バランスといった要素は、そのよい例で

ある。環境庁、通産省のモデルによるシミュレーション結果は議論の出発点であり、重要

な意味を持ったが、以下に見るように最後の決め手となったのは、むしろこちらのモデル
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に取り込めない方の要素であった。 

 すなわち、炭酸ガス排出削減目標量について、環境庁が７％減、通産省がゼロ％、外務

省が５％減というところまでは詰まってきたものの、それ以上は進まなくなったところで、

日本としての統一した数字を決めるための検討会が、１９９７年９月２４日、古川官房副

長官の下に主要な関係省庁の責任者が集められ、夜を徹して行われた。その結果、「まず、

温暖化防止のための対策が全て実施される点について１００％確信を持ち得ないところが

あるとすれば、これをベースに我が国が提案する数値目標を打ち出すことに慎重にならざ

るを得ない。・・・他方、・・・事前交渉における各国の反応から見て１９９０年比安定

化を提案することは不可能であるとして退けられ、・・・①日本が提案するのは、あくま

でも京都会議議長国としての提案であり、日本の立場のみに拘泥されるべきものではなく、

各国が交渉のベースとして受け入れうるものである必要がある。②したがって、日本にと

って１９９０年比安定化がぎりぎりのところとしても、これをそのまま先進各国に適用さ

れるべき数値目標とするならば、議長国としての責任を自覚していないとの非難を受け、

その信頼性を損なうことになりかねなず、また日本が重視する差異化の放棄につながり、

自己矛盾になるとの二点が強調された。・・・その上で、田邊議長の、イギリス代表、エ

ストラーダ議長と接触した時の感触を踏まえて、各国が交渉のベースとして受け入れうる

数値目標を検討するに当たって、先進国全体の排出削減率が１９９０年比５％の大台に乗

ることが是非とも必要である。・・・かくして夜を徹した議論は、一方において日本自身

として更に排出削減に努力したとしても削減出来る Allowance は、１９９０年比２～３％

が限度であるとの国内的制約と、他方において京都会議議長国として国際的信任を得るに

足る数値目標（５％）を提案する必要があるとの国際的要請をそれぞれ、日本が重視して

いる差異化によって克服し、満足させる形で決着を見た。27」すなわち、削減目標は５％が

基準であるが、差異化を考慮して計算すれば、日本は２．５％削減とし、２％分は許容範

囲とする、ということになった。 

 ところが会議が始まってみると、これでは各国の同意を得られないことが明らかになっ

た。ここでも、日本代表団内部では通産省が「５％以上は絶対にダメだ。６％はとんでも

ない」と主張していた28。交渉の最後では日本が６％さえ受け入れれば合意出来るところに

追い込まれた。通産省は「無理だ」といったが橋本首相が受け入れを決めた29。ここでも、

外交的配慮、国際的なバランスへの配慮が、重要な決定要因となり、日本は譲歩を重ね、

６％の削減に合意したといえる。最終的に、ＥＵ８％、アメリカ７％、日本６％の削減に
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なったが、この間に、ロシア、ウクライナは議長案の５％削減からゼロパーセントへ、オ

ーストラリアも５％増だったものが８％増となっていた。いずれもそれぞれの政府からの

強い要請であったと見られている。 

 以上、炭酸ガス排出削減目標量に絞って、京都議定書締結へ向けての日本政府関係者の

動きを追ったが、ここに見られた通産省と環境庁、外務省の基本的な考え方の違いは埋ま

ったわけではなく、京都議定書の批准に向かう段階で、再び同じような議論が蒸し返され

た。 

 まず、２００１年に「庁」から「省」へ昇格した環境省は、全力を挙げて批准実現へ取

り組んだ。また、１９９９年に通商産業省から名前の変わった経済産業省は、政府の一組

織として、批准しなければ大きな外交的成果を失うという認識を共有しなければならなか

ったこと、さらに、公衆の支持を失っては、経済産業省が目指す政策的方向性を実現しに

くくなるおそれがあるという懸念を持っていたため、批准自体に徹底抗戦するという選択

肢を取ることは困難であり、環境と経済の両立という基本方針を打ち出した30。  

次に、政治家の動きを見ると「政府、自由民主党の中では、内容・手法や米国の不参加

問題を取り上げて、拙速な批准に関して非公式に疑問を呈する向きも多かったが、表舞台

に反対論が浮上してくることはなかった。その背後には、それぞれの選挙区において環境

問題に敏感な“公衆”が増えている現状や環境ＮＧＯ・マスコミの“京都議定書に賛成す

る人は善、反対する人は悪”といったレッテル張りが、個々の国会議員のポジションに少

なからぬ影響を及ぼしたという面が大きい。・・・また、多くの国会議員の間では、京都

議定書の内容、それが日本経済にとってもたらしうるインパクトについて、深い問題意識

が浸透しておらず、むしろ“京都議定書は、日本の環境外交の輝かしい成果である”とい

う認識だけが広く共有されていたという要素もある。」31 

 自民党の各部会は、党の意思決定プロセスの中で、特定の支持者層の利益擁護を図るこ

とで、当該支持者層（当該分野の利益集団・圧力団体）からの支持を最大化することを目

的としており、環境部会は、京都議定書を批准することを最優先課題とし、批准をてこと

して産業界に温室効果ガス排出抑制・削減規制を導入することを目指し、経済産業部会は、

議定書には問題が多いのでこれに基づいて環境規制を導入することに反対した。このよう

な事態を受けて、２００１年１２月、政務調査会長直属の自民党温暖化対策特命委員会が

設立され、それ以後、京都議定書批准問題と国内対策の審議はこの委員会が行うことにな

った。農林部会、国土交通部会等の関連部会との調整を図り、２００２年１月３１日、検
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討結果が、総理（政府）に申し入れられた。主な内容は、環境と経済の両立をはかる、民

生、運輸部門の対策を強化する、安直に規制などを課さない、産業界の創意工夫と自主的

な取り組みを尊重するというもので、経済産業省の考えに近いものとなっている。３月１

９日には、この考え方に基づいて京都議定書採択時に決定した大綱を改定し、新しい「地

球温暖化対策推進大綱」を決定し、２００２年５月３０日には京都議定書批准が国会で承

認された。 

 この間において、経団連は、経団連参加の産業界負担分を、１９９０年と同じ水準とする

自主行動計画を決め、 産業界の協力姿勢を示しつつ将来の規制導入や税負担を予め阻止し

ようとする戦略をとった32。京都議定書批准については、アメリカ、途上国を入れる外交努

力を十分に行わないうちに批准することは疑問であるとしていた。 

 マスコミについてみると、京都議定書の批准の確度が高くなり、焦点が国内対策の策定に

移ってくる段階で報道・論調とも微妙に変化していった。通産省の審議会での議論や自民

党内の議論に加え、経団連などの経済界による経済への悪影響の危険性の指摘などを踏ま

えて、各紙の論調も環境と経済とをバランスさせるべきとの方向に向かう。「環境と経済

の両立」というフレーズで記事検索を行うと、１９９７～１９９９年の三年間（京都会議

後）ではわずか１１件であったのが、２０００－２００２年の３年間（ボン会議前後、国

内対策・新しい大綱の作成プロセス段階）では１９３件に急増している33。澤、関はマスコ

ミ論調の変化として、京都議定書批准を前にした日本経済新聞（２００２年３月２６日）

の以下の記事を引用している。「結局京都議定書で厳しい義務を負わされるのは日本だけ

といっても過言ではない。後でたたかれるのも日本が一番になる。・・・後で国民に極め

て厳しい法律を出さざるを得なくなるのではないかとの懸念をぬぐいがたい。・・・今後

の経済成長の大きな制約要因になる可能性があるだけに、ここで国民の真のコンセンサス

を得る努力を惜しんではならない」 

 日本国内では、京都議定書による経済的負担の大きさについて殆ど議論がなされなかっ

たが、京都議定書をめぐる交渉は経済的利害をめぐって関係国が鋭く対立し、国益をめぐ

る議論が展開されたのである。そのような状況のなかで、日本はまとめることが議長国の

責任であるということで、大幅に譲歩したわけであるが、そこまで譲歩してよかったので

あろうか、私は疑問を感じている。  

 

正念場を迎える原子力発電将来像の策定： 第５期、６期、すなわち１９８０年代半ば
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以降における世界の原子力発電事業に大きなインパクトを与えたのは、第一に１９８６年

４月２６日の、チェルノブイリ原子力発電所４号炉で発生した核暴走・メルトダウン事故

であった。この史上最悪となった原発事故は、ベラルーシ、ウクライナ、ロシアの広大な

土地に放射能汚染をもたらし、ヨーロッパにも放射性物質を降らせた。この事故は世界の

原子力発電事業に深刻な影響を与えたが、日本政府の原子力政策への影響は小さく、国内

各地の原発建設計画や青森県六ヶ所村の核燃料サイクル施設の立地計画にもブレーキをか

けることはなかった。確かに一般市民を巻き込んだ脱原発世論は高揚し、「ヒロセタカシ

現象」34という言葉も生まれた。１９８８年に起こされた「脱原発法制定運動」は３５０万

人の署名を集め、国会に提出されたが、政策転換への具体的な動きへつながることはなか

った。 

 このように、巨大な原発事故、アメリカの圧力、高まる国内世論をおさえ、包括的原子

力開発路線を強力に進めてきた日本の原子力開発利用政策は、内部からきしみが出てきた。 

 第一に、動燃が進めていた核燃料再処理について、電力業界がフランスから技術導入を

して１９８０年に日本原燃サービスを設立したことであった。しかも、その方法は動燃が

東海再処理工場でやっているものと同じであった。これは動燃の技術者にとって、自己の

存在価値を揺るがされるものであった。 

 第二は、ウラン濃縮について、１９８１年８月原子力委員会ウラン濃縮国産化部会が動

燃から民間に技術を移転し、民間による国内事業化を進めることが決定されたことである。

電力業界は、動燃との共同開発形式を当分続けてゆくことを１９９０年代前半の段階で確

認していたが、１９９７年の動燃改革検討委員会の答申により、動燃のウラン濃縮開発業

務は廃止されることになった。 

 第三は、高速増殖実証炉の開発主体について１９８２年の原子力発電長期計画で民間に

することが確定された。しかし、政府としては、実証炉以降の高速増殖炉の建設運転主体

を電気事業者に委ねたものの、実用段階に到達するまで国策として高速増殖炉開発を推進

する姿勢を変えず、また動燃にも引き続き研究開発における重要な役割を与えるとの方針

を示した。一方電力業界は発電コストが高く、実用化の見通しが定かでない高速増殖炉の

開発には一貫しておよび腰の姿勢を取ってきたということで、これから急速に進めること

も考えにくい状況にあるといえる。 

 第四は新型転換炉について、高コストを理由に電力業界は採用を拒否する決定を行った。

これにより、実証炉建設計画は中止に追い込まれた。このことは科学技術庁グループに衝
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撃を与えた。同じ理由により、高速増殖炉の開発も中止に追い込まれる可能性が出てきた

からである。そうなると関連した科学技術庁のプロジェクトも中止に追い込まれることに

なる。 

 このような状況のなかで、包括的原子力開発路線の信頼性に関わる大きな事故が、１９

９０年代の半ばを越えた時点で、立て続けに３件発生した。 

 第一の事故は、１９９５年１２月８日動燃の高速増殖原型炉「もんじゅ」の事故である。

この事故により、日本の高速炉技術は極めて粗末であることが明らかとなった35。第二は、

１９９７年３月１１日に発生した動燃の東海再処理工場のアスファルト固化処理施設の火

災・爆発事故であった。この事故によって動燃の安全対策の不十分さがクローズアップさ

れた。  しかし、このような困難な状況を乗り越え、１９９７年末までに、プルトニウム

利用に関して柱となる高速増殖炉、核燃料再処理、プルサーマルプロジェクトを開発する

という国家的方針が再確認されることになった。ところが、１９９９年９月３０日、東海

村核燃料加工工場（ＪＣＯ）東海事業所で、臨界事故という第三の事故が発生した。この

事故では作業員２名が死亡したほか、他にも被爆した作業員が出た。また付近住民に対し

て避難要請が出された。 

 一方で、電力産業の自由化も進んでおり、電力企業もコストに関してはシビアーになら

ざるを得ない状況を迎えている。日本の包括的原子力開発路線は、２００１年９月１１日

の同時多発テロ以降のアメリカの核戦略の行方という海外要因とともに、今度は国内要因

もからんで新たな対応を迫られているといえる。 

 

まとめ 海外要因ならびに知識と日本のエネルギー政策、地球温暖化問題対策：  

以上、第７章、第８章において、戦後日本のエネルギー政策ならびに地球温暖化問題へ

の対応を見てきたが、ここで、それらのまとめとして、海外要因および知識との関係で見

た日本のエネルギー政策決定の特徴をまとめておく。 

第一の特徴は、海外の状況に対応させる形で、基本方針が決定されてきたことがあげら

れる。すなわち基本的に受け身の対応をしてきたわけであるが、このことは、エネルギー

資源に恵まれず、経済面では貿易に依存し、防衛面ではアメリカに依存している日本にと

ってやむを得ない選択であったといえよう。また受け身の対応は、後追い的、対症療法的

な対策に結びつくが、いったん方向が決まればきめ細かい対策が策定されてきた。また受

け身的な対応は、ウエイト・アンド・シー（様子を見る）政策にも結びつくが、これには、
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海外における結果を見て政策を決定出来る、また時間がかけられるというメリットがあっ

た。電力市場自由化では、時間をかけて外国の事例を見ることが出来たことは、日本にと

って幸いであった。いったん、海外情勢にあわせる形で基本方針が決定されると、

具体的な政策は政府と関連企業、産業界の相互合意によって形成されてきた。

このようなわけで、日本のエネルギー政策の基本的な方向は欧米のエネルギー事情、政策

を見ていればほぼ想像がつくものであった。ただし、１９７０年代以降の原子力発電政策

は、フランスを除く主要欧米諸国の方向と乖離しており、これまでのところ例外的なケー

スとなっている。これは日本における原子力発電の特別の重要性の表れと見ることが出来

る。 

第二の特徴は、海外からの要求がある場合でも、要求をそのままの形で受け入れるので

はなく、日本の事情にあわせるような交渉が行われ、対応が工夫されるとともに、対応に

時間がかけられたことである。これは、戦争直後における電力産業の再編成、原子力発電

に関する日米原子力協定の改訂交渉、ＩＮＦＣＥ（国際核燃料サイクル評価）への対応、

１９８０年代後半からの石油市場、電力市場自由化への対応等に良く表れている。 

第三の特徴は、第１期から第４期までは、海外要因に基づく変化への対応は、政府とエ

ネルギー産業の間で相対的にスムースに行われた。それぞれのエネルギー政策の転換は、

エネルギー部門にとって大きな変化をもたらしたが、エネルギー部門以外への影響は小さ

く、エネルギー政策もエネルギー部門の論理だけで、すなわち、一元的に策定出来た。と

ころが、第５，６期に入ると、人生設計、生活様式の変更を求めるような新たな考え方が、

海外から押し寄せ、その波がエネルギー分野にもおよんできた。このために、エネルギー

政策はエネルギー部門だけの論理だけでは策定出来ず、経済政策一般、更に社会政策、環

境政策等の関連という枠組みの中で、多元的に構築されなくてはならなくなった。 

この期に入って、海外から押し寄せてきた新たな知的信条体系の第一の波は、自由化、

規制緩和を求める動きである。この問題は、経済効率だけでは割り切れず、知的信条体系

による文化要素の変化を求める圧力とうけとられるところがあり、第３の黒船来航といっ

た言葉も使われるようになった36。すなわち、グローバリゼーション、規制緩和は、これま

での人々の人生設計、生活を支えてきた終身雇用制度、年功序列制度、職業の安定といっ

た基盤を揺るがせ、新たな生き方の模索を要請するものだったからである。 

第四の特徴は、このように、規制緩和は、広く人々の生活や文化にまで影響を及ぼす変革

であり、深く、幅広く考える必要があったにもかかわらず、急激に行われてしまったとこ
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ろに問題が出てきたことである。バブル崩壊後の不況は、需要不足への対策が問題であり、

そのための一つの対策としての規制緩和が、構造改革とミックスされ、構造改革の大合唱

の中で、当初対象に入っていなかった電力部門も、最終段階でアメリカの要請のもとに規

制緩和の対象に入れられた側面が強い。構造改革論議の高まり、アメリカからの圧力、政

府の自由化方針の決定、経済学者、マスコミの後押しで、電力業界は、抵抗しきれなくな

り、徐々に規制緩和を認める方向へ転換した。 

 何故このようになるのだろうか。関係プレーヤーの行動原理から見てゆくことにしよう。

まず、政府担当者は国益をはかり、また国益にとってマイナスになる場合にはそれをでき

るだけ少なくするように、またその中で省益を出来るだけ確保するように行動する。政府

が海外における世界の自由化の進展を目の当たりにし、日本の産業競争力を維持、強化す

るには、自由化政策を取りこむ必要があると考え、従来の護送船団方式から、出来るだけ

市場を自由化するという政策に転換したことは、一般論としては理解出来ることである。

しかし、自由化してよいところとそうでないところの区別を考慮した上でこれを行うこと

が出来なかったところに問題があったといえるだろう。 

企業経営者は、自社ならびに自社の属する業界にとって有利であるように、また不利に

なるとしてもその度合をできるだけ小さくするように行動する。電力会社は、規制緩和を

出来るだけ遅らせ、社会的な責任を果たせるような方策を探るとともに、規制緩和をして

も有利になる方策を模索した。多くの経済学者は、競争原理の効率性と自由主義との不可

分性を説き、電力市場自由化を推進しようとした。これに疑問を呈する、あるいは制約を

つける経済学者もいたが、少数派として無視された。ジャーナリスト、評論家、ＴＶ等の

マスコミは、市場原理の効率性を受け売りし、人々の考えを誘導した。一般の人々は、基

本的にマスコミに操作される。考える材料、時間が不十分な上に判断基準もないのに判断

を迫られ、情報の洪水の中で思考停止に陥る。近年テレビの普及でこの傾向が加速されて

いる37。構造改革の大合唱は、問題の所在を不明確とし、やらなくとも良い市場の自由化を

もたらした。 

第五の特徴は、以上の指摘は、地球温暖化問題をめぐる動きにもあてはまるところが多

いという点である。この問題も海外から入ってきた新たな知的信条体系である。日本国内

では、この問題について、１９８８年以前には殆ど取り上げられなかった。ところが、同

年この問題がトロントサミットで取り上げられたこと、アメリカ上院エネルギー委員会に

おける、Ｊ．ハンセン博士の地球温暖化が進展しているという証言が、折からの異常気象
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に悩まされていたアメリカで大きな反響を呼んだことにより、日本でも取り上げられるよ

うになった。日本では、例によって、まずは情報収集に努め、各国の対応をうかがおうと

いうことになった。また、フロン問題で日本の消極的態度が国際的な非難を受けたので、

温暖化問題でまた非難されないようにするため、とりあえずは総論で賛成し、各論はでき

るだけ先延ばしすることが良さそうだと受けとめられた。ところが、気候変動問題エピス

テミック・コミュニティー、欧米を中心とする世界のＮＧＯの活発な情報活動が日本の環

境論者、経済学者をとらえた。マスコミも大々的なキャンペーンを開始し、人々への刷り

込みが行われるようになった。それでも、ＥＵの一部の国を除いては、ＣＯＰ３において

も、強制力のある目標数値が決まることについて確信を持っていなかったと思われる。し

かし、国内外の高まる世論に徐々に追いつめられ、日本も削減目標量の設定に同意した。

それは、第８章でみたように、世論に代表される時の流れあるいは外交バランスでそうせ

ざるを得なくなったものであった。 

 このような知的抵抗力の弱さはどこから来るのであろうか。そのことを考える手がかり

の一つは、日本のエネルギー政策決定プロセスにおけるエピステミック・コミュニティー

の不在であると考える。 

 これが、第六の特徴としてあげられるものである。日本のエネルギー政策決定の過程で、

学者、研究者が仲間を作り、行動する学者グループとして、政治家、行政官に働きかけ、

ある知的信条を政策に反映させる動きは殆ど見られなかった。これは日本のエネルギー政

策が基本的に海外要因への受け身の対応として決定され、政府（通産省）がシンクタンク

を兼ね、民間企業と交渉する形で政策を決定することで対応出来たからであると考えられ

る。それらの政策を支持するために、一部の学者が、政府から指名され、学識経験者とし

て審議会委員として意見を述べる方式が定着した。グランドデザインを描く必要がなく、

外から与えられたグランドデザインに受け身的に対応し、あとは政府と民間企業が相互に

利益を得られるような対策が交渉で決められた。 

しかし、このことは政策論議を政府にまかせることになり、一般の人々の政治への関心

を表面的なものとさせ、海外からの知的信条の波に対する知的抵抗力の弱体化を招く一因

となった。その結果、マスコミの情報によって、人々が何となくわかったような気分にさ

せられる状況の下で、大衆迎合的（ポピュリズム）に構造改革、電力市場自由化がすすめ

られ、地球温暖化対策が決定されるようになった。しかし、このような状況の中で、従来

の政府、企業の交渉による政策決定では、事態に対応出来なくなっていることも明らかと
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なり、学者、研究者のグループによる政策立案への働きかけも見られるようになってきた。

例えば、第８章でふれた国立環境研究所と京都大学のグループによる地球温暖化問題に関

する学問的研究の成果は、政策立案に影響を与えている。戦後６０年を迎え、いわゆる追

いつき追い越せの状態を脱し、独自に世界の中における立場を確立しなければならない、

すなわち日本としてのグランドデザインを描かなければならない時期にさしかかっている

ようにみえる。このような状況のなかで、日本でも学者グループが積極的に新たな知的信

条を、エネルギー政策論議の場に登場させ、人々もより深い関心を持ってそのような議論

に参加することが望まれているように見える。 
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第Ⅲ部 

第９章 エネルギー・地球温暖化問題と知識 

  

９－１ 知識の発信と伝達 

 一般に人々の意見、考え方と呼ばれているものの背後には、意識するにしろ、無意識的

であるにしろ何らかの学問的理論あるいは知的信条、あるいはこれを支える道具として利

用されているコンピューターシミュレーションの結果に対する誤解を含む種々の度合いの

理解、さらには思考放棄による盲従がある。人々は学問的理論に対し､単純化され、かつ表

面的な知識を持っているか、あるいは権威とされている考え方を安易に受け入れ、最初か

ら思考を放棄するか、判断したくても、そのための予備的な知識がないので、思考を放棄

せざるを得ない状況におかれている。人々の今日の経済に対する見方の背後には、新古典

派の理論に関するキャッチフレーズ的に刷り込まれた表面的な理解がある。曰く、競争に

よって、効率が高まり、財の最適配分が行われ、人々の満足が最大化される。官僚による

規制、指導に縛られていた人々には魅力のある考え方である。とにかく市場の原理に任せ

なさい、そうすれば効率があがるんだということで単純で覚えやすい。そこでは分配問題

は問わないとか、経済主体が相互独立で完全な知識を持っているとかの前提条件が満たさ

れている必要があるといったことは問題にされない。しかし、世の中はそのような思いこ

みによって動かされてゆく。地球温暖化問題についても同様なことが進展している。「我々

の周りでは、新聞、テレビ、雑誌、書物などが、連日のように地球温暖化問題の情報を発

信し続けている。このような、温暖化問題に関する情報洪水のごとき状況下で、多くの人々

は、科学的根拠も理論もデータも殆ど知らないまま、人為的活動によって地球温暖化が生

じるのだと、いつの間にか思いこむようになっているのではないだろうか。ここで問いか

けているのは、地球温暖化がホントかウソかといった、単純な二分法的問題ではない。そ

うではなくて、本質的問題は、よく考えてみればホントかウソか自分では見当もつかない

大問題に関して、自ら熟考することなく勝手にホントだと決めつけ、思いこまされてしま

っているという事態なのである。1」大型コンピューターを使ったモデルのシミュレーショ

ン結果であるといわれれば、それが権威のある学者、機関からのものであればなおさらの

ことであるが詮索されずに受け入れられる傾向がある。更にそれが、自分の考え、直感と

合致し、あるいはまた自分の利益になれば、前提等は詮索せず、自分の考えを支持する根

拠として利用する。このような状況のもとでは、マスコミによる情報の誘導も容易であり、
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簡単にある方向への世論が形成される。いったん世論らしきものが作られると、政治家、

行政官にとってこれに抵抗することは困難となる。政治家、行政官、マスメディア等にと

っていったん作られた世論を批判する、あるいは自分たちで作業をして新しい考え方を示

すには、手間のかかる調査、研究と勇気が必要になる。このために、流れに棹をさすこと

になる。学者の世界でも、程度の差こそあれ同じことが当てはまる。時流に乗った研究テ

ーマを選び、主流となっている手法による研究をしておいた方が無難である。このために

いったん多数説になった考え方はますます強くなる。現代社会では情報技術の進歩によっ

てこのプロセスが加速されている。 

 第一次知識の発信者：ここで、まず問題となるのは、人々の考え方、生活に大きな影響

を及ぼす知識あるいは知的信条がどこで作られ、発信されるかである。ここでは、最初に

作られた当該の知識あるいは知的信条を第一次知識、それが発信されたものを第一次情報

と呼ぶことにする。 

 エネルギー分野における第一次知識あるいは知的信条体系の発信者についてみると、エ

ネルギー関係者を発信者とするものとそうでないものの二つに分けられる。前者の場合、

１９７０年代半ば頃まではエネルギー関連企業、エネルギー政策担当者、エネルギー関連

国際機関もしくは一般国際機関のエネルギー担当部局が主要な発信者となっていた。なか

でも重要な役割を果たしてきたのは、アメリカ、イギリス、とりわけアメリカ政府のエネ

ルギー関連政策担当者ならびに米英系の国際石油会社であった。いわゆるエネルギー流体

革命推進の世論を盛り上げたのは、主として米英系の国際石油会社が提供する情報であっ

たし、原子力発電促進の世界的な世論形成のきっかけとなったのは、１９５３年、アイゼ

ンハワー大統領が、国連で行った原子力平和利用促進の演説であったが、その背後には第

４章で見たようにアメリカの原子力関連産業界の意向も働いていた。 

 第一次知識の他の一つの発信者は、エネルギー関係者以外、例えば、経済学者、政治学

者、環境学者、気象学者等の学者もしくはそのグループである。これらの発信者による情

報は、石油危機以後、７０年代の半ばから目立つようになってきたが、それ以前において

も、核不拡散・国際原子力発電レジームの形成過程においては、アメリカの政治学者の影

響力が大きかった。エネルギー関係者以外の情報発信においても、主たる発信地はアメリ

カであった。石油危機直後から、アメリカを中心に経済学者がエネルギー問題の分析に参

入し、それまでのエネルギー見通しの方法、結果に疑問を投げかけた。彼らの見方は第二

次石油危機後に先進工業国の石油、エネルギー需要が落ち込んだことによって、一般的に
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も受け入れられるようになり、世界のエネルギー世論に取りこまれた。 

 １９７０年代に入ると環境を重視する立場からの発言も、世界のエネルギー情勢に大き

な影響を与えるようになった。先ず世界の世論に大きな影響を与えたものとして、ローマ

クラブの『成長の限界』があげられる。このレポートの基礎となったのはＭＩＴの学者が

開発したシステムダイナミックス手法による世界モデルのシミュレーション結果であっ

た。ＭＩＴグループの研究結果を広め、更に発展させるためにその他の国々の学者も同じ

ような研究を始めた。石油危機をきっかけとして、反物質的成長主義、反原子力発電、ゼ

ロ・エネルギー成長論、ソフト・エネルギー路線等の考え方が出てきたが、この報告はそ

れらの考え方の基礎となる知識を提供するものであった。１９８０年代に入って地球温暖

化問題を世界的な政治課題に押し上げたのはＩＰＣＣ の報告であったが、それには、それ

までの欧米諸国の学者を中心とした研究の積み重ねとそれをもとにした幾つかの国際会議

があった。また、グローバリゼーションの理論的根拠となっている経済理論も、イギリス

を中心としたヨーロッパで生まれ、以後多くの国で経済運営の原理として適用されてきた。 

第一次知識の伝達： 第二の問題は、第一次知識、あるいは知的信条体系が、どのよう

な伝達者、伝達手段によって世界に広められるのかという点である。一般的にこれらの第

一次知識、知的信条体系ならびにその要約、解説、補足的情報は、種々の調査レポート、

企業のエグゼクティブ、政治家のスピーチ等の形で提供され、主として英語圏のエネルギ

ーならびに一般のジャーナリスト、評論家、学者等によって、英語のエネルギー業界専門

紙誌、ラジオ、テレビ、その他のメディアによって世界に流されている。 

 国際石油会社は、独自に情報を流すほかに、政府、国際機関、民間の主催する国際的な

会議、ワークショップに自発的に参加するか、あるいは参加を求められ、そのような場に

おいて積極的に情報を提供した。アメリカ政府のエネルギー政策に関する情報も、政府の

調査レポート、政府高官のスピーチ、政府間協議、国際機関での協議等の場を通じて提供

された。国際的な会議、ワークショップ、協議等は、多くの国でニュースとして取り上げ

られるので、国際的な世論形成の上で重要な役割を果たすものであるが、一般的に、この

ような場における会議資料の準備、根回し、議論の誘導等の面で、米英系の国際石油会社

ならびに両国政府、なかんずくアメリカ政府の担当官が重要な役割を果たしてきた。８０，

９０年代に入ると、地球温暖化に関する知的専門家コミュニティー、さらにはインターナ

ショナルレジームが形成され、それらによって一次情報、要約、解説が流され国際的な世

論が形成されるようになった。地球温暖化問題の場合には、第一次情報の流布、解説は気
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候問題の専門家の枠を越え、メディア一般が世界中に流したがこれもまず、英語で行われ、

次いで地域的な言語で行われた。同じく、８０，９０年代における市場主義の世界的な広

がりの過程において、米英系の経済学者、政府関係者ならびに国際通貨基金等の市場主義

信奉者によって、国際的な世論形成がはかられた。 

 このように見てくると、一般的に新しい知識、知的信条体系の形成は、例外もあるが、

それを可能とするような学問的研究環境が存在するところ、さらにはそのことを可能とす

る経済的蓄積が存在するところで行われてきたといえるだろう。単純には言えないが、や

はり例えばノーベル賞受賞者を輩出しているような国がそのような知識の発信国となる可

能性が高い。このような点から言えば、１９７０年代以降エネルギー問題に大きな影響を

持つようになった知識ならびに知的信条体系に基づく第一次情報の発信者はやはり、米英

を中心とする欧米諸国ということになる。更に、その情報が米英を初めとする欧米諸国の

利益になるということであれば、それは強力な国際世論あるいは圧力となって欧米以外の

国にも押し寄せてくる。そのような観点から見ると、知的信条体系による国際レジームの

形成は自然発生的であるといわれるが2、どこでも自然発生的に生まれるのではなく、新し

い知識を評価し、世界をどうするかというグランドデザインを常日頃考えている国でない

と生まれにくいといえるであろう。そういう意味では、知識の発信の基本には覇権国の力

があるという解釈もできる。 

 次に、それらの第一次知識が一般の人々に伝えられるには、第一次知識を作った人たち

の中で政治的行動を好む者、また第一次知識は作れないがその解説は出来る多くの学者、

調査研究機関の研究員、ジャーナリストなどがわかりやすい形でエッセンスを伝えるとい

うプロセスが入ってくる。このような伝達者には専門性の高い人、多くの場合学者と研究

者、低い人、多くの場合、ジャーナリストと評論家がいる。一般の人々に直接の影響力を

持っているのは、理論の創始者、事実の発見者より、これらを伝達するここにあげたよう

な人たちである。このことは世論を盛り上げてゆく過程において重要な意味を持ってくる。

エピステミック・コミュニティーは、第一次知識を作った知的専門家、ならびにその周辺

の知的専門家から構成されているが、コミュニティー自身で政治家ならびに一般の人々に

働きかけるとともに、ジャーナリスト等の伝達者に知識をわかりやすい形で知らせるとい

う役割も果たしてきた。 

 受け手側の対応： 第三の問題は、第一次情報を伝達された国における対応である。す

なわち、ある考え方を受け入れる、あるいは受け入れざるを得ない国における対応である。
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受け手の国において、政府担当者、企業経営者、ジャーナリスト、一般の人々等が、どの

ような意思決定をどのような基準によって行っているかである。この点については、日本

を事例として、第２部のまとめのところでふれたが、これを要約しておこう。まず、政府

関係者は、国益を図り、またその中で省益を図るように行動する。企業経営者は、自社な

らびに自社の属する業界の利益を図って行動する。不利益が発生する可能性のある時はそ

の不利益を出来るだけ小さくするように行動する。ジャーナリストは、一般的に正しいと

される考え方を世論として形成するように動く。人々は、一般的にマスコミの報道に従う。

新たな知識、知的信条体系が海外から入ってきた場合、それぞれの人がそのような基準で

これに対応するが、エネルギーの場合、第４期までは、政府担当者が国益という立場から、

受け入れるべきかどうか、受け入れざるを得ない場合にはどのような形で受け入れること

が国益に沿うかどうかという観点から判断し、基本線を決めるとエネルギー産業と具体的

な交渉に入った。エネルギー産業は、上記の企業の基準で政府と交渉する。第５期以降に

なると、政府とエネルギー産業だけでなく、一般の人々も強い関心を持つような、幅広い

領域に関係する知識、知的信条への対応を迫られることになり、マスコミも、人々に働き

かけ世論形成をはかるようになった。エネルギー政策も、多くの要素を配慮した多元的な

ものとなった。 

 

９－２ 数量モデルの役割と限界 

 概念モデルと数量モデル： エネルギー・地球温暖化問題の多くの分野において、エピ

ステミック・コミュニティーが形成され、世界の方向を決定してきたことを見てきたが、

彼らの力の源泉は、新たな知識を創り出すこと、それを政治的アジェンダとしてとりあげ

させる影響力であった。そこで創り出された知識、あるいは知的信条体系は一般的にモデ

ルとかパラダイムと呼ばれるものである。「モデルとは、複雑なシステムに関する仮定を

秩序立てて集めたものである。それは、認識作用と過去の経験の中から、当面する問題に

適用可能な一般性のある観察の集まりを選び出すことによって、無限に多様な世界のある

側面を理解しようと試みるものである。3」 

 モデルには数式を使わない概念モデルと数式を利用する数量モデルがある。前者には例

えば、国際政治学で使われているリアリストやリベラリストの理論があげられる。国際レ

ジーム論も一つのモデルといえるだろう。数量モデルには、経済予測モデル、大気循環モ

デル、気候・経済統合モデルといったものがあり、手法的には計量経済モデル、ＬＰモデ
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ル、数学的最適化モデル、システムダイナミックスモデル等のモデルならびにそれらのミ

ックスされたものがある。 

 概念モデルと数量モデルを比較して、「多くの場合、計量モデルのようなフォーマルな

モデルの方が恣意的な判断に基づくモデルよりもいくつかの利点を持っていることは疑い

えない。なぜならフォーマル・モデルは予測に関して明示的で組織だったフレーム・ワー

クをもっており、これが予測条件を明確にすることを助けている。それは同時にモデルを

作った人とそれを使用する人の意思の疎通をよくし知識の蓄積を助け異なった条件の下に

おける予測を容易にする。さらにこのようなフォーマル・モデルは直感に反する予測結果

を見出し、事態のより深い洞察を可能にする。事実、あるモデル作成者は、はっきりとこ

ういっている。“個々の計算結果はモデルの効用や貢献からみれば大したことでない。エ

ネルギー・モデルをつくる真の目的は、数字ではなく洞察を深める”ことである。4」この

ような指摘は多くの数量モデルの開発者によって発せられている。しかし、世の中でこの

ことに関心を持つ人は少ない。数字だけが一人歩きする傾向が強いのである。 

 また、概念モデルと数量モデルの関係で注意されなくてはならないのは、概念モデルは

ある仮説を提案するものであるが、数量モデルは、仮説を提案するものではなく、価値中

立的な道具、ツールであるとされ、後者の場合、仮説は数量モデルにいろいろな前提条件

を与えたシミュレーションの結果を解釈することによって導かれると考えられている点で

ある。自然現象の科学的解明にはこのことは当てはまるように見える。しかし、社会現象

となると数量モデルを作成する人、グループの価値観と無関係に数式が作られるというわ

けにはいかない。彼らの価値観がどういう式を選ぶかに関係してくるのである。例えば、

経済学の数量モデルの場合、貨幣的な価値で表せない要因は無視されるか、無理な数値化、

数式化が行われる。またある値を出したいために、モデルを作る場合許される限度の中で

操作を加えた数式を選ぶことも行われる。優れて経済的な事象の場合には問題が少ないの

であるが、環境、福祉、文化といった要素が絡んでくると数量モデルの形式性とシミュレ

ーションの客観性に問題が出てくる。この場合、数量モデルには、初めには明示されてい

ない概念モデルすなわち仮説ないし信条が背後にあって、それを説明するために適合した

数量モデルが選ばれるという関係が出てくる。しかし、モデルビルダーにはそのような先

入観はなく、客観的に事実関係を表現するためだけに数量モデルを開発したと主張するで

あろうし、事実そのことにモデルビルダーが気付いていないケースも多い。また外生的に

与える値に価値観をしのびこませることも行われる。先に指摘したように、数量モデルの
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開発者は、モデルは価値中立的であり、数値ではなく、洞察を深めることに数量モデルの

メリットがあると主張する。「確かに、フォーマル・モデル（数量モデル）が洞察力を深

めるために使われるなら、それはきわめて有用であろう。しかし、フォーマル・モデルの

ジレンマはそのモデルを含む科学的雰囲気がモデルの計算結果を活用する人たちに、単な

る洞察以上のものを期待させることである。そしてそのような期待感は時として自分自身

のモデルに心を奪われたモデル作成者がモデルでできる以上のことを約束することによっ

て、ますます鼓舞されてしまう。5」洞察を深めるためのモデルだということがいつの間に

か消えて、ある一つの仮説、数量があたかも最もありそうな予測として一人歩きしてしま

うという問題が含まれているのである。 

 このような問題を抱えている数量モデルであるが、１９６０年代半ば頃から、コンピュ

ーターの高性能化を背景に政策決定に利用されるケースが飛躍的に増加し、今や政策決定

に数量モデルは不可欠の道具となってきた。 

 「ある著名な計量経済学者が、『官吏諸君は自分たちの権威を保つため、ますますコン

ピューター・モデルに頼るようになった』と評しているが、これは矛盾した主張や決定が

しばしば行われる社会では別に驚くにあたらない。『フォーチューン』誌はこの状態を大

きな『多分』という見出し付きで次のように要約している。『乱気流の 1970 年代後半に行

われた経済政策に関する政治的決定を歴史的に回顧すれば、連邦政府の政策決定に対する

計量経済モデルの影響が年々増大した時代であったと特筆しなければならないであろう。

驚くべき大型モデルとそれを駆使する経済学者たちがワシントンにおける新しい立役者と

なった。当今ではすべての財政や租税法案はコンピューターに内蔵されているモデルを用

い、数学的シミュレーションによってその効果の測定が行われているようである。モデル

分析の責任者自身が将来を予測し国家の方向を定めるべき議会の政策委員会における花形

の証言者になった。そしてこのようなコンピューターやそのオペレーターが証言したこと

が、ワシントン政府の判断に重大な影響力を持つようになってきた。』6」このことは、１

９６０年代の軍備管理理論の形成に関連しても当てはまるといえる。 

 本研究で対象としたエネルギー・地球環境問題に関連する意思決定ならびに国際レジー

ムの関係で数量モデルが果たした役割として重要なものは、第一次石油危機前後から注目

されるようになった石油・エネルギー需給予測のための計量経済モデル、ローマクラブの

「成長の限界」のベースとなったシステムダイナミックモデル、地球温暖化問題の分析に

使われた気候関係モデル、同じく温暖化ガス排出量抑制対策の効果とコストの関係の分析

 230



に使われたエネルギー資源・環境・技術・経済統合モデル、軍備管理理論のベースを提供

したゲームの理論を主体とした数量分析モデルがあげられる。 

 まず、第一次石油危機後エネルギー政策策定の上で重要な役割を果たすようになったの

は、政府、国際機関、国際石油会社の作成した長期エネルギー需給見通しであったが、そ

れらの見通しは、第２章で指摘したように、７０年代以降、結果的に見ると大きく外れる

ものが多かった。しかし、世界のエネルギー世論を形成するために利用された。知識受け

入れ国の政府、大きなエネルギー企業のエネルギー予測も、世界のエネルギー世論を前提

としているために、同じような結果を示した。 

多数派長期予測の短期性： 図９－１は、日本政府の長期エネルギー需給見通しを発表

された時期の順番でプロットしたものである。これは手近にある日本政府の見通しを例と

して出したものであるが、ここで見られる傾向は世界的に見られるものである。というよ

りは、世界の傾向に従って日本でもこのような予測が出されたと言えるものである。ここ

で、このような世界のエネルギー世論の基礎となっている長期エネルギー予測を、多くの

国々、研究者、研究機関が作成し、発表しているということで多数派予測と呼ぶことにす

る。このような多数派予測には以下に述べるような特徴があり、長期予測には向いていな

いことがわかる7。 

 まず、第一に、多数派予測は以下のような理由によって現状延長型になる傾向が強い。

多数派予測は、一般的に遠い将来より目先を重視するエネルギー政策担当者、エネルギー

企業経営者によって、主として、予測作成時点におけるエネルギー供給基盤、ならびに彼

らが３～１０年後に実現しているだろうと予想するエネルギー供給基盤を前提として作成

される。彼らにとっては、現状延長型を大きく外れた変化を予測することは、自らの存在

を否定することになりかねない。さらに将来予測としては現状延長型が最も無難でリスク

が小さく、不確実だからといって決断を下さないわけにはいかない立場にある者としては、

このようなリスクの小さな道の選択は賢明であると同時に、保身上からも好ましい選択と

なる。この選択は、悪くいえば硬直的、保守的であるが、良くいえば現状破壊のリスクを

最小限にするという政策担当者、経営担当者としての責任感からくるところの本質的な保

守性に由来するということになる。すなわち、多数派予測は制度的バイアスを持っている。 

 第二に、多数派予測はこのように一般的に、近時点の傾向を強く取り入れ、ドラスティ

ックな変化を避けようとする方向で形成されるために、手堅い現実的な政策とみられ、人々

に受け入れられやすい。 
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図8-1　政府長期エネルギー需給見通しと実績

＊図中にある予測時点の年月表示は左の囲み

の予測の中から幾つかを表示したものである。

 第三に、多数派予測は権威のあるエスタブリッシュメントによって作成されるケースが 

多いという点でも、一般に受け入れられやすいものである。誰にとっても判断の困難な問

題の場合には、何が言われているかより、誰が、すなわち権威のある人、機関の発言かど 

うかの方が問題となる傾向が強く、この面からもエスタブリッシュメントの発言は受け入

れられやすい。エスタブリッシュメントは自己に都合の良い考え方、予測を正当化するた

めに必要なデータを豊富に持っており、これを駆使して人々を説得できるという強みを持
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っている。彼らは時に都合の悪いデータを持っていても、持っていない振りをするか、密

かに研究し、対応を迫られた場合にのみ、研究成果を公にし、新たな事態に対応しようと

する傾向がある。 

 第四に、現状延長型の考え方、見通しを作成するには相対的に時間が短くて済むという

利点があり、早急に対策を講じなければならないような場合、便利である。石油危機のよ

うな大難の場合には、政治家、行政官、経営者には国民を団結させるために、ある程度長

期的な論理性を無視しても、早急に対策を講じ、ある種のスローガン的な政策で対応した

方が事態に対応しやすいということもあり、手軽にでき、現実の政策策定の基礎となり一

般に受け入れられやすい見通しが採用される。 

 第五に、多数派予測は、いったんでき上がってしまうと、まさに多数派予測であるが故

に一層強くなるという傾向がある。すなわち、多数派予測はたとえそれが誤っていると思

われても、それに従って間違えた場合、他の人も間違えたという言い訳ができるし、多く

の人がその結果、同じ問題を抱えるようになるのだから心強いということで、多数派予測

に従おうとする人も出てくるからである。世の中は、結局、正しいか正しくないかは別に

して、多数が従う意見によって動かされる。その結果、ある事態がもたらされると、社会

事象は不可逆なので、その事態を既成事実として受け入れざるを得なくなるわけで、正し

いか正しくないかを論ずる以上に、とりあえずは多数派予測を受け入れて、それに従った

場合の利害得失を計算することの方が優先される。ということで、多数派予測は、ますま

す多くの人の支持を受けることになるのである。 

 第六に、多数派予測はまた次のような予測者の心理によってもますます多数派となる傾

向がある。すなわち、一般的に予測者の心理として予測結果を比較し、他の権威があると

されている機関の発表している結果に近いと安心し、方法論的にも認知されたような気に

なるという心理である。エスタブリッシュメント、大組織は本質的に保守的になりやすく、

人と異なった予測を出すことに抵抗がある。他の予測と大きく異なっていなければ、ある

いは他の大きな社会的に認められている機関とか、人物が発表した予測であれば、内部的

な手続きも容易となり、認められやすいということも、多数説をますます多数説たらしめ

ている一つの要因としてあげられるだろう。 

 第七として、多数説は、長期的にみればフレキシブルで、少数説のなかである時期が経

過し、正しいと分かったもの、エスタブリッシュメントにとって有利になると思われる部

分については、これを取り込んでしまう。問題は、これを取り込む時期で、一般的にいえ
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ば、このプロセスは緩慢で、取り込まれるようになる時期には、その考え方の効用が薄れ

ているということが多い。今日の異端は、明日の正統といわれるが、今日の正統は、常に

多少とも時代遅れになっているともいえるだろう。 

 ローマクラブ『成長の限界』は、ＭＩＴのフォレスター教授のシステムダイナミックス

モデルを利用し、幾何級数的な経済の成長は、種々の制約により不可能であることを簡潔

に示し、多くの人々の関心を集めた。システムダイナミックスモデルでは、ある変数の増

加が他の変数への影響を経て、自身の変数をより増加させるように働く因果関係ループ（正

のフィードバックループ）と、自身の変数を減少させるように抑制的に働く因果関係ルー

プ（負のフィードバックループ）の組み合わせで作られている。 

 Ｄ．メドーズは、『成長の限界』に利用したシステムダイナミックスモデルについて、

以下のように述べている。「他のすべてのモデルと同様にわれわれのつくったモデルも不

完全であり、単純にすぎ、かつ未完成である。われわれはその欠点をよく知っている。し

かし、われわれは、それが時間＝空間グラフの遠方に位置するような問題を扱うためには、

現在利用可能なモデルの中で最も有用なものであると信じている。われわれの知るかぎり

では、このモデルは、その範囲が真に世界的であり、３０年以上の射程をもち、さらに人

口、食糧生産、汚染のような重要な変数を独立のものとしてではなく、現実の世界におけ

るように動態的に相互作用を行うものとして包含している唯一の現存する定式化されたモ

デルである。われわれのモデルは定式化された数学的なモデルであることから、概念モデ

ルに比べ２つの重要な利点をもっている。第一に、われわれが設定したすべての仮定は厳

密な形で書かれており、したがってすべての人の吟味と批判を受けることができる。第二

に、これらの仮定が吟味され、議論され、そしてわれわれの現在の最良の知識に合致する

ように修正された上で、それが世界システムの将来の動向に対してもつ意味を、たとえそ

れがどんなに複雑なものとなっても、コンピューターによって誤りなしに跡づけることが

できる。このような利点により、本モデルは今日利用可能な全ての数学的、ならびに概念

的世界モデルの中でユニークなものであると思う。しかし、現在の形のままで満足すべき

理由はない。われわれは、われわれの知識と世界的なデータの基盤がしだいに改善される

につれて、それを変更、拡大、改善したいと思っている。作業がまだ暫定的な状態にある

にもかかわらず、われわれはモデルとわれわれが見出したものを今、発表することが重要

であると信じている。毎日、世界のいたるところで決定が下されており、それは今後何十

年にもわたって世界システムの物理的、経済的、社会的状態に影響を及ぼすであろう。こ
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うした決定は完全なモデルと完璧な理解を待つことはできない。いずれにせよ決定は、観

念モデルであると記述モデルであるとを問わず、なんらかのモデルにもとづいて行われる

であろう。われわれは、ここで述べるモデルが政策決定者にとってなんらかの役にたつ程

度にはすでに十分開発されていると思う。さらに、本モデルでわれわれがすでに観察した

基本的な行動様式は非常に基本的かつ一般的であるので、いっそうの修正を加えたとして

もわれわれの結論の大筋が大きく変わるとは思われない。」この言葉は、先に引用したＤ．

ヤーギンのフォーマル・モデルのジレンマについて述べた以下の指摘を想起させる。すな

わち、「モデルを含む科学的雰囲気がモデルの計算結果を活用する人たちに、単なる洞察

以上のものを期待させることである。そしてそのような期待感は時として自分自身のモデ

ルに心を奪われたモデル作成者がモデルでできる以上のことを約束することによって、ま

すます鼓舞されてしまう。」という指摘である。 

 茅陽一は、Ｄ．メドーズらが、世界の人口、経済、資源、環境等との長期的な関係の分

析にシステムダイナミックス手法を利用したことについて以下のように述べている。「こ

の手法のもとをただせば、フィードバックシステムを利用して一つの工学システムを構築

するという制御工学に起源をもつ。この工学的メカニズムと同じものが生物や社会にも存

在するのではないかということで、経営における意思決定の機構を模擬する手法として開

発されたのがインダストリアルダイナミックスであり、それを更に発展させたのがシステ

ムダイナミックスである。システムダイナミックスの手法は、統計処理をしたデータを用

いるのではなく、主観確率を使って問題を考えるファジーアプローチに近い。その為、果

たして経営以外の分野にも持ち込むことが適当かどうかという議論もないわけではない。

つまり、例えば、汚染とその人間への影響の関係は、科学的データによって判断されるべ

きものであって、主観的に線引きをするべきものではない、というような議論である。し

かし、私（茅）は、このシステムダイナミックスという手法は、合理的な推論のための一

つの手段としてそれなりの意味を持っていると考える。特に今回（『限界を越えて』8を指

す）は著者たち自身、「４つのレンズ」（１．地球システムに関する標準的な科学的・経

済的理論 ２．世界の資源や環境に関する統計資料 ３．これらを統合するコンピュータ

ーモデル ４．システム的視野という世界観）を用いたと述べているように、コンピュー

ターモデルは、地球システムに関する標準的な科学的・経済的理論や統計資料、パラダイ

ムとともに、さまざまなファクターを総合して考える合理的思考の手段の一つとして限定

的に位置ずけられている。9」 
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大型コンピューターモデルによる予測：『成長の限界』で利用され、脚光を浴びたシステ

ムダイナミックスモデルは、変数を増やし、モデルの改良も加えられ、更にその結果を解

釈するために種々の材料を加えて、一層精緻な分析が行われたわけであるが、皮肉にも、

その結果は世界的に余り注目されなくなっていた。筆者は、『成長の限界』が、大きな反

響を呼んだ一つの理由は、そのとき使われたモデルが、変数が少なく荒削りではあったが、

人々に大きな流れが何となくつかめるような気にさせてくれたところにあったと考えてい

る。特に超長期の社会現象の予測のような場合には、モデルを複雑にすればよいというも

のでもないと考えている10。 

 地球温暖化問題の分析にも大型、小型種々のコンピューターを使った２種類の数量モデ

ルが利用された。一つは気候モデルであり、他の一つは、エネルギー資源、経済、環境、

技術の関係を統合した数量モデルである。 

 気候モデルとしては、大気大循環モデル(GCM: General Circulation Model)と大気・海洋結

合モデル(CEGM: Coupled General Circulation Model)が主要なものである。「最初の大気循環

モデル」は、すでに１９５０年代に登場している。地球温暖化論において中心的な役割を

演じてきたのが、この種のモデルである。・・・１９９０年代に入ると、大気と海洋の相

互作用をまでも取り込もうとして、作られたのが大気・海洋結合モデルである11。」問題は

これらのモデルによるシミュレーション結果をどのように判断したらよいかということで

ある。勿論素人に判断出来るわけがないので専門家の意見を聞いてみよう。地球温暖化に

対する警鐘を鳴らし、世界の世論形成の上で大きな役割を果たした、Ｓ．シュナイダーは、

このようなモデルについて以下のように述べている。「コンピューターによるモデル化は、

人間が未来に及ぼす影響・・・など、もしこうすればどうなるかという仮定に基づく実験

をする上で、我々にとって唯一の手段である。しかし、よく確立された多くの事実がある

反面、合理的に不確実と考えられる多くの領域もあるので、当然ながら油断のならない、

しかも間違いやすい実験である。12」松野太郎は、気候モデルの恣意性を次のように指摘し

ている。「どこまでを変数として取り扱うか、あるいはあらかじめ指定するか、といった

基本的枠組みの差は当然として、それが同じであっても違いが生じる。分解能の差とか、

方程式の解法の差の他に、積雲対流による熱や水蒸気の鉛直輸送とか、地面近くの境界層

中の乱流輸送のような、格子で直接表現出来ない現象の効果を取り入れるのに多様な可能

性が残されている。土壌水分とか海水のあつかいになると任意性は更に拡大する。13」薬師

院仁志は、気候モデルに関する科学者の記述から、「いずれにせよ少なくとも大気や気候
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に関して言えばコンピューターモデルによるシミュレーション予測が、それほど信頼性を

有するとはとても考えられないのである。むしろどのようなスーパーコンピューターを用

いたとしても、世界を数理データとして再現することは出来ないのかも知れないという感

さえある。・・・にもかかわらず、いつの間にかコンピューター予測が一人歩きし、それ

がいかにも”証明済み”の代名詞にすり替わってしまっているかのようである。14」更に薬

師院仁志は、Ａ．ロボックの「過去百年間の気候変動は内的な強制の積み重なりで説明し

うる15」という自然変動説が無視されていることを例にあげ、「人為的温暖化論者が少数意

見を無視している。しかし多数決による科学などあり得ないのではないか。16」と疑問を呈

している。 

 エネルギー資源、経済、環境、技術の関係を統合した数量モデルも数多く開発されたが、

スタンフォード大学エネルギー・モデリング・フォーラムでは、日本のＡＩＭモデルを含

む世界の代表的な統合モデルを１３個選び（表９－１）、それぞれのリファレンスケース

の結果ならびに同じ制約を与えた場合のシミュレーションの結果等を比較研究している17。

リファレンスケースは、何らの制約も設けず、現在の政策、技術を前提としたケースで、

この場合に予想される炭酸ガス排出量の結果が、図９－２に示されている。この図を見た

時の第一印象は、十分に予想されることではあるが、まずモデルによって何故このように

大きな違いが出てくるのであろうか、どのモデルを信じたらよいのだろうかという困惑で

ある。細かく詰めてゆけばその理由は明らかになるのであろうが、だからといってどのモ

デルがよいのかというと、明確な答えは得られないであろう。次に京都議定書の目標を達

成するために必要な炭素税がどの位になるかをシミュュレートさせた結果の中からアメリ

カ、ＥＵ，日本の結果を抜き出したものが図９－３である。ここでは、１．排出権無し ２．

アネックスⅠ国（先進工業国）のみ排出権取引あり ３．ダブル・バブル（排出権取引を

ＥＵとその他地域で分けて行う）４．非アネックスⅠ国も含む世界全体で排出権取引あり 

の４つのケースでシミュレーションが行われている。排出権取引がないと日本の炭素税す

なわち削減コストはヨーロッパよりかなり高く、アメリカと比べると２ないし３倍くらい

高いことが示されている。排出権取引があれば、削減コストは、かなり下がることが示さ

れている。そもそもリファレンスケースの炭酸ガス排出量の値が大きく異なるのであるか

ら、この結果で数字的に細かい削減コストの議論をすることは難しいように思えるが、排

出権取引の効果がケース毎に大づかみの数字で示されているところにメリットがあるとい

えるだろうか。 
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図9-2　リファレンスケースにおける炭酸ガス排出量予測
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図 9-3 シナリオ別 2010 年炭素税 
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統合モデルの一つとして、数理計画法を応用した最適化型モデル「世界エネルギーモデ

ル（ＮＥ２１）」を開発した山地憲治、藤井康正は以下のように述べている。「ただし、

コンピューターモデルによって２１世紀のエネルギーシステムが“予測”できると考える

のは誤りである。２１世紀エネルギーシステムは今から我々が作るものであり、予測する

ものではない。そもそも、人間は目的に向かって日々の行動を調整する（フィードバック）

と同時に、その目的自体も絶えず修正する（フィードフォワード）。このように、フィー

ドバックとフィードフォワードが組み合わされたシステムでは、カオスが発生し易いこと

が知られている。つまり、ほんのちょっとした初期条件の変化がその後の展開を根本的に

変えてしまうという予測不可能性である。本書で我々が紹介するエネルギーモデルは、カ

オスに挑戦して人類の将来を予測しようとするものではない。明瞭に定義された目的を設

定して、それを実現する２１世紀のエネルギーシナリオを、いくつかの条件で描くことで

ある。18」 

アメリカの核戦略構築の上で、大きな影響力を持った、軍備管理理論は、ゲームの理論、

システムアナリシス、合理的行動者のモデルに基づきコンピューターを駆使して創られた

がこれについても、Ｒ．コルコヴィッチ(Roman Kolkovicz)によって、以下のような指摘が

なされている。「防衛知識人(defense intellectuals)が、最近の歴史の中で最も重大な時期に

おける政策決定方法を改善し、合理化したことは疑い得ない。彼らは戦略と政策の宇宙を

広げ、複雑さを記述する一方で政策決定の中に秩序の要素を取りいれた。しかし、政策決

定のプロセスに以下のような幾つかの好ましくない考え方も導入した。・相手は徹底的な

敵意を抱いている。・政治はゼロ・サムゲームである。・国防が最高の社会的ゴールであ

る。・複雑な国際政治も経営問題である、すなわち合理的な目的－手段の手法で結果を予

測出来る問題である。19」「過剰な数量化と科学的な装いは客観性のオーラを醸し出したが、

彼らの理論が創り出した世界と現実の世界との関係が希薄なために、結論の妥当性には限

界があった。20」「経済学が完全な経済人を発明したように、防衛知識人は完全に合理的な

戦略人を創り出した。このために抽象的なモデルと、社会政治的な現実との関係に関する

批判に弱い面が出てくるのである。21」「彼らは、現実世界のプレーヤーが、理論モデルで

近似される状況に直面した時にどのように行動するか、あるいは反応すべきかを予言出来

ない。22」以上のような理由によって、１９５０，６０年代に黄金期を迎えた防衛知識人の

活躍は７０年代に入ると次第に勢いを失うようになってきたとしている。 
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数量モデルの役割と限界： 以上、エネルギー・地球温暖化問題で利用されてきた主要な

数量モデルの役割と限界について開発者、利用者の見解を見てきたが、終わりに、これら

を参考に、私の考えをまとめておく。 

 第１は、数量モデルが政策決定、意思決定の上で、重要な役割を果たしていること、不

可欠になっていることは明らかである。ふり返ってみれば、コンピューターが発達してい

なかった時にも、そろばんとか卓上計算機が使われていたのであり、政策決定に際し、何

らかの数量計算はこれまでも不可欠であった。数字は説得のための重要な要素なのである。

コンピューターの発達によって、より多くの変数、変数間の関係を規定する式の数が増大

したのである。 

 第２に、それでは、より多くの変数、より多くまた複雑な計算式を導入することによっ

て、より有効な政策が決定されるようになったかというと、それは分野、領域によるので

はないであろうか。いくら大型で、精巧なモデルを作っても、これまでのところ、その復

元するところは地球環境、世界的な政治、社会現象の複雑性に比べれば、微々たるもので

あるといわざるをえないであろう。そういう領域では、モデルを使っても真に有効な政策

はまだ策定しにくいといえる。場合によっては、そのようなモデルの結果を使うことによ

って間違った政策を導入する可能性すらある。 

第３に、長期予測といわれるものの多くが、短期予測の性格を持っていると見られるこ

とに注意する必要があるということである。これは、その時々の政策担当者、企業経営者

の政策、経営プラン、予算獲得を正当化するために使われる。このために、制度的バイア

スが出てくる。また、長期的な技術予測が困難なこと、この点について大胆な仮定を入れ

にくいことも、長期予測が短期予測になる一因となる。仮に大胆な仮定をとり入れてもそ

れは標準ケースとはなりえず、単に計算しただけで、人目にとどまることは殆どない。 

 第４に数量モデル自体は、価値フリーであると見られており、実際そういう部分もある

が、多くの場合、モデル作成者には、意識的、あるいは無意識的にある価値観、すなわち、

概念モデルがあらかじめ存在し、それを明らかにするために都合のよいモデル、都合のよ

い変数と前提によるシミュレーションが行われる。そして、シミュレーションの結果、そ

のような価値観を表すケースの結果が予測として一人歩きするようになる。 

 第５に以上のことを踏まえた上で、関係者、一般の人々が、数量モデルの結果にどう対

応すればよいのであろうか。Ｄ．ヤーギンは、この点に関連して以下のように述べている。

「政策決定者がモデルの助けを借りて政策決定を行う例が最近急激に増加してきたので、
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政府担当官はモデルの分析結果を使う前にまずモデル作成者が用いた分析過程の背後に何

があるかを見出すことが絶対に必要である。また、モデルの予測結果の信憑性をテストす

るため、主要なパラメーターに適当な変化を与えた場合に何が起こるかをじっくり確かめ

るべきである。果たして予測値は依然として妥当な値を保ち続けるか、それとも全く馬鹿

げたとんでもない値を示すか。予測が余り大幅に変化するならば、それはモデルにどこか

欠陥があることを示している。と同時にもちろんモデル作成者自身が政策決定者にそのモ

デルを理解させ有用な道具として役立てる責任を担っている。23」全く指摘の通りであるが、

このようなことが出来る政府担当官は何人いるだろうか。せいぜい出来ることは、政府に

都合のよい結果が出るようにならないか相談するぐらいのことではないだろうか。他の数

字を出しているところはないだろうか、異なる考え方はないのか探すといったことが望ま

れるように思えるがそれも無理だろうか。 

 第６にそうであれば、個人、企業として対応する場合、多数派予測が実現しない場合を

想定し、保険をかけておくということは出来ないだろうか。先にも示したように大きな機

関が出す予測は大体近い過去の延長線であり、構造変化が大きくなった７０年代以降、エ

ネルギー分野で１０年程度の長期予測が当たったことは殆どなくなってきたのである。一

方、政策担当者、それに関係する人々のグループの場合には、やはりモデルの専門家を養

成し、種々の数量モデル、特に外国で開発される数量モデルの結果に対し、詳しく理論的

な反論が出来るようにすること、対抗出来るモデルを開発すること、世界の流れに大きな

影響を与えると思われるモデル作成グループに入り込むこと等が必要であろう。このこと

は、国際的な交渉で不利な立場にならないようにするために必要性が高まっていると考え

る。 

 

９－３ エネルギー・地球温暖化問題と国際レジーム 

 国際エネルギーレジームが形成される要因：ここでは、エネルギー・地球温暖化問題の

分野で、何故国際レジームが形成されるのか、どのようなタイプのレジームがどのような

要因によって形成されたのか、また形成されたレジームは、レジームとして機能したか、

或いはしているか、課題は何かをまとめることにする。 

 まずこの分野で国際レジームが形成される理由を整理すると以下のようになる。 

 第一に、この分野における問題が、国際的な広がりを持っているという点があげられる。

エネルギー、特に石油は国際的な商品である。核戦略は、人類全体、地球上のすべての生
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物、植物にも関わる問題である。地球温暖化問題も同様問題である。  

第二は、これらの分野における問題は、政治とのつながりが強いという点である。石油

は第二次大戦の際には戦争の一つの要因となり、近年では中東地域の政治と密接な関係を

持っている。原子力発電は、核兵器と関係のある政治的な財である。地球温暖化問題対策

も国の経済的な利害が絡む政治的問題である。 

第三は、不確定の存在である。石油の確認可採埋蔵量、代替エネルギー登場の可能性、、

核戦略に関する不確定性、温暖化に関する科学的知識の不確定性、温暖化対策の効果に関

する不確定性等、エネルギーなかんずく石油、原子力発電、ならびに地球温暖化問題は不

確定の宝庫である。 

 第四は、いずれの分野も前例のない問題であり、対応策を創り出さなくてはいけないと

いう点である。  

第五は、石油の場合に特有であるが、当該資源が、生活、産業活動にとって不可欠であ

り、かつ偏在している天然資源であるという点である。このような財にあっては自由な競

争市場では安定的な供給が期待出来ず、安定的な供給が確保されるためには何らかの枠組

みが必要である。 

 第六は、したがって、これらの問題には、関係者、関係国が協力することによって、個々

にとっても全体にとってもより好ましい結果が得られる可能性があるという点である 

 第七は、以上のような特性を持つ分野への取り組みは、人類全体、或いは自然への配慮

が要請され、理念が求められるという点である。  

それぞれの問題がいわゆる自由競争、独立した国家の独立した意思決定に委ねるよりは

協力した方がより好ましい結果が期待されること、また不確定性の高い問題なのでそれぞ

れの問題に対応した仕組みを工夫する必要が出てくる。そのために知識が重要な役割を果

たすようになり、これがある知的信条を共有し、行動する学者、研究者のグループである

エピステミック・コミュニティーを誕生させるのである。しかし、これもどこの国の企業、

学者、研究者でも作れるものではなく、一般的に言えば、国際的に影響力を持てる企業、

学者、研究者のグループであり、それは基本的には、軍事的、経済的、また世界のコミュ

ニケーション用語から見た言語的な大国、なかんずくアメリカ、イギリスの企業、学者、

研究者、経営者である。彼らは、それぞれの問題領域において国際的な対応策を日常的に

考えざるを得ない立場におかれてきた。石油の独占は富の源泉となったが、石油会社に有

利で消費者の利益にもなるような仕組みを国際石油会社は日常的に考えなければならなか
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った。原爆の開発はアメリカを有利にしたが、一方で重い十字架を背負わせることになっ

た。自国に有利で、他国にも、世界全体にも利益になるような核戦略は如何にあるべきか

を日常的に考えなければならなかった。地球温暖化問題でも研究が進んでいるのはアメリ

カであり、この問題における知的リーダーシップの一角を担っている。レジームではない

が、電力市場自由化推進運動も、イギリスで生まれ、アメリカに普及した近代経済学に基

づく運動であった。 

 次に、この分野で形成された国際レジームとして、国際石油市場管理レジームとしての

「国際石油カルテル」ならびに「ＯＰＥＣカルテル」、核不拡散・国際原子力発電レジー

ム、気候変動レジームについて、形成される要因、レジームの性格、形成のなされ方、エ

ピステミック・コミュニティーあるいはそこまでは行かないが知的リーダーとしてのグル

ープのようなものの存在、機能の度合い、課題についてまとめておく。またレジームは形

成されなかったが、電力市場自由化運動についてもその性格について触れておく。  

 まず、国際石油市場管理レジームとしての「国際石油カルテル」についてみると、形成

される要因は利益で、囚人のジレンマを回避するためのレジームであり、レジームのタイ

プとしては、原理、規範に加え、ルール、手続きも詳細に規定されたハードなレジームと

なっている。エピステミック・コミュニティーとは呼べないかも知れないが、三大国際石

油会社のトップエグゼクティブが企業家としての知的リーダーシップを発揮した交渉によ

り形成されたレジームである。このレジームが機能したかどうかについては、判断基準に

もよるが、多量の中東石油を中心に、量的かつ価格的に安定して国際的な石油市場に供給

したという点から、良好に機能したといえるだろう。確かに国際石油会社は、アウトサイ

ダーの中東参入の防止と寡占体制下における競争排除を完全には出来なかった。そして、

５０年代後半から、７０年代始めまで世界の石油市場では供給過剰気味になり、実勢価格

が公示価格を下回り、アメリカの海外石油産業の収益率は低下した。しかし、「メジャー

が産油国、母国、消費国に対して持つ政治力、経済力、技術、情報収拾能力を結集して、

大幅な値下がりを引き起こすことなく、多量の中東石油をおおむね整然と世界市場に出し

た事実に注目するならば、メジャーの生産・価格支配力を強調しないわけにはゆかない。24」

であろう。「ＯＰＥＣカルテル」も、「国際石油カルテル」と同様、形成の要因は利益で

あるが、国家がメンバーのカルテルであり、違反した場合の罰則規定を欠くなど、ソフト

なレジームとなっている。Ｐ．アルフォンソ・ベネズエラ石油大臣等が企業家的な知的リ

ーダーシップを発揮した交渉により形成された。機能についてみれば、ＯＰＥＣが国際石
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油市場管理レジームとして登場した１９７０年代始め以降の国際石油市場では原油価格

は、表２－２にみられるように変動が大きく、必ずしも安定した市場をもたらしたとはい

えないが、その時々の需給の状況に対応して、それなりに価格を決定し、供給量をコント

ロールするなど、不十分ではあるが機能したといえるだろう。課題は、数多くあるが、国

家をメンバーとしたカルテルという制約があり、現状では、現行の仕組みで出来るところ

までやる他はないというところであろう。 

 次に、核不拡散・国際原子力発電レジームについてみると、形成される要因は、核兵器

の不拡散である。レジームとしては、原理、規範、ルール、手続きともに詳細に規定され

たハードなレジームである。軍備管理エピステミック・コミュニティーの作る理論に基づ

く知的な交渉によって形成されたレジームであるが、交渉の過程で核兵器保有国の経済的

利益の供与等の手段も使われている。レジームとしては、機能しているといえるが、未加

盟国の存在、加盟国のルール違反、核兵器保有国の核兵器廃棄への努力に対する疑問等の

問題点があげられる。 

 次に気候変動レジームについてみると、形成される要因は、地球温暖化の抑制・回避で

ある。レジームとしては形式的にはハードなレジームとなっているが詳細が決定していな

いところが多く、実質的にハードになるのかどうかなお流動的である。形成のなされ方は、

初期の段階では気候変動問題エピステミック・コミュニティーの知的リーダーシップによ

る交渉によっていたが、次第に国による経済的利益（対策に伴う経済的不利益を小さくす

るという利益）をめぐる交渉の色合いを深めるようになった。機能するかどうかは今後の

課題であるが、京都議定書がそもそも環境法の基本原則に従っていないのではないか、主

要な炭酸ガス排出国が参加していない、すなわち、フリーライダーが大勢いる、加盟国の

みに大きな負担を課している、といった大きな問題があり、永続きしない可能性も高く、

レジームの変容の可能性が高いように見える。  

 最後に１９８０年代頃からの世界的な電力市場の自由化推進の動きについてみると、レ

ジームが形成されたとはいえず、アメリカ、イギリスの経済改革の動きの中で、競争重視

派の経済学者による経済効率化の論理が世界的に注目を浴び、世界中の多くの経済学者が

それに同調したという現象であったといえるだろう。レジームが形成されたわけではない

が、この運動によって、多くの国で程度の違い、形態の違いはあるものの電力市場の自由

化が行われた。しかし、電力産業には、長期的な視野、エネルギー安全保障の視点からの

考慮が必要であり、その効果についてはなお時間をかけて評価する必要があると思われる。
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課題としては、経済学の競争原理が前面に出すぎており、電力事業の技術的特性が軽視さ 

れたことがあげられる。以上エネルギー・地球温暖化問題とインターナショナルレジーム

に関する考察をまとめたが、これを表示したものが表９－２である。 

 

表９-２ 国際エネルギーレジーム 

レジーム 要因 
レジーム

の種類 

形成のなされ

方 

エピステミック・コミュ

ニティー（知的リーダー） 

機能の 

度合 
課題 

国際石油 

カルテル 
利益 ハード 

企業家的リー

ダーシップに

よる交渉 

ビッグスリー（三大国際

石油会社）のトップエグ

ゼクティブ 

良好に

機能し

た 

－ 国
際
石
油
市
場
管
理
レ
ジ
ー
ム 

ＯＰＥＣ 

カルテル 
利益 ソフト 

企業家的リー

ダーシップに

よる交渉 

Ｐ．アルフォンソ 

産油国石油テクノクラー

ト 

不十分

だが機

能して

いる 

課題は多いが現状でできるとこ

ろまで、やる他はない． 

核不拡散国際原子力発

電レジーム 

核不拡散 

 
ハード 

知的リーダー

シップによる

交渉 

軍備管理エピステミッ

ク・コミュニティー 

機能し

ている 

レジームに加盟していない国の

問題．レジームに加盟していて

もルール違反をしている国．核

保有国の核兵器廃棄への一層の

努力． 

気候変動レジーム 
地球温暖

化の回避 

ハード

（？） 

知的リーダー

シップによる

交渉 

気候変動問題エピステミ

ック・コミュニティー 

今後の 

問題 

環境法としての基本原則に従っ

ていない．主要ＣＯ２排出国が

加盟していない．加盟国のみに

大きな負担．変容の可能性． 

エネルギー市場自由化

推進運動 

経済の 

効率化 
― 

知的リーダー

シップによる

運動。強制の面

もある。 

経済学シカゴ学派 

ＭＩＴ・ハーバード電力

市場自由化推進グループ

等 

評価す

るには

なお時

間が必

要 

経済学の理論が前面に出すぎ．

電力事業の計画性・電気の技術

特性にもとづくシステムが損な

われる可能性．遅かれ早かれ地

域独占に近い形に戻る可能性も

あり． 
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結 論 

 

 本論文の第１の論点は、エネルギー問題、地球温暖化問題は非常に複雑で、不確定な要

素が多く、また不確定の度合いも高い問題であるにもかかわらず、その時その時に時代の

潮流というか、多くの人々に受け入れられ、国の政策、企業の経営戦略等の決定に際し、

基本的な枠組みとして取り入れられる考え方が何故形成されるのかという点であった。 

本論文では、そのような世界的に多くの人々に受け入れられたエネルギーに対する見方

を世界のエネルギー世論と呼ぶことにしたが、この世論形成の過程を考察してみると、そ

のような考え方を最初に創り出し、これを世界に広める影響力を持った人々あるいはまと

まりを持ったグループの存在が浮かび上がってくることを指摘した。具体的には、エネル

ギー関連企業、エネルギー政策担当者、エネルギー関連国際機関もしくは一般国際機関の

エネルギー担当者ならびにエネルギーとは直接に関係のない経済学者、政治学者、環境学

者、気象学者等の学者あるいは研究者等とそのグループである 

前者の中で、影響力の強かったのは、三大国際石油会社（エッソ、ＢＰ（英国石油）、

シェル）、アメリカ、イギリス、とりわけアメリカのエネルギー政策担当者、政治家であ

った。後者の中で、影響力の強かったのは、ハーバード大学、ＭＩＴの政治学者を中心と

した軍備管理論者、米英の経済学者、ソフト・エネルギー路線論者、気候変動問題研究者

であった。 

次に、このような人々、グループから発信される第一次知識あるいは知的信条が一般の

人々に受け入れられるためには、それらの知識、知的信条を創り出した人たちの中で政治

的行動を好む者、多くの学者、調査研究機関の研究員、ジャーナリストなどがわかりやす

い形でエッセンスを人々に伝えるというプロセスが入ってくる。 

一般的に、これらの第一次知識、知的信条体系ならびにその要約、解説、補足的情報は、

主として英語圏のエネルギーならびに一般のジャーナリスト、評論家、学者等によって、

英語のエネルギー業界専門紙誌、科学誌、一般のラジオ、テレビ、その他のメディアを通

じて世界に流され、その後、いろいろな国の言葉に訳されて、世界に浸透していった。 

また、ある一つの考え方が大きな世論になる背景としては、一般の人々がエスタブリッ

シュされた人、機関から出される見方には抵抗することが難しいこと、特に近年政策決定

で重要な役割を果たすようになっている数量モデルによる計算結果に抵抗することは極め

て困難になっているという事情があることを指摘した。 
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本論文の第２の論点は、エネルギーのある特定の分野において、第一次知識あるいは知

的信条の発信が単に世界的な世論の形成にとどまらず、その知識、知的信条に基づく理念

を、政府あるいは民間による制度的枠組みの設定によって実現しようとする動きに至った

のは何故かという問題である。より具体的には、石油、原子力発電、地球温暖化問題に関

する分野で、何故、そのような動きが出てきたのであろうかという点である。 

 この問題については、国際レジーム論を適用し、知識、エピスステミック・コミュニテ

ィーが重要な役割を果たして、原理、規範、ルール、手続きを備えた国際レジームとして、

「国際石油市場管理レジーム」、「核不拡散・国際原子力発電レジーム」、「気候動レジ

ーム」が形成されたこと、またこれらの分野において国際レジームが形成された要因とし

て以下のような点があげられることを指摘した。 

第一は、これらの分野における問題が、国際的な広がりを持っているという点である。 

第二は、これらの分野における問題は、政治とのつながりが強いという点である。 

 第三は、これらの分野における問題は、不確定な要素が強いということである。 

 第四は、いずれの分野の問題も前例のない新しい問題であり、対応策を創り出さなくて

はならないという点である。 

第五は、石油の場合に特有であるが、短期的には、需要、供給ともに価格弾力性が極め

て小さい生活、産業活動にとっての必需品であり、かつ偏在している天然資源であるとい

う点である。このような財にあっては自由な競争市場では安定的な供給が期待出来ず、安

定的な供給が確保されるためには何らかの枠組みが必要となる。 

 第六は、したがって、これらの問題には、関係者、関係国が協力することによって、個々

にとっても全体にとってもより好ましい結果が得られる可能性があるという点である。 

 第七の点は、以上のような特性を持っている分野への取り組みは、人類全体あるいは自

然への配慮が要請され、理念が求められるという点である。 

また、以上に指摘した国際レジームが形成される要因は、まさにこの分野でエピステミ

ック・コミュニティーが生まれる要因そのものであると指摘した。なお、１９８０年代半

ばから世界的な動きとなった電力市場の自由化については、以上のような要素を備えてお

らず、国際レジームが形成されず、経済学者の連帯による運動であると指摘した。 

本論文の第三の論点は、これまでに述べてきたような第一次知識、あるいは知的信条を

受け入れる、あるいは強制される側の対応に関する分析である。本論文では、受け入れ側

の事例として、日本を取り出し、第二次大戦後日本がエネルギー・地球温暖化問題の領域
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で、どのように海外からの知識、知的信条に対応し、先に述べたような国際エネルギーレ

ジームのなかに取り入れられていったか、その際に摩擦はなかったのか、どのような抵抗

を示し、また変容を行ったのかを考察することであった。 

第二次大戦後の日本のエネルギー政策の変遷をふり返ってみると、第一に基本的に、海

外の情勢に対応せざるを得ない立場におかれたところから、エネルギー政策の基本も、ま

ずは海外情勢への対応におかれ、その基本線に沿って国内の政策が、官民お互いが利益に

なるような形で策定された。１９８０年代半ばまでは、エネルギー面における海外からの

要求も日本にとってプラスに働く面が強く、大きな摩擦を発生することなく受け入れられ、

国際エネルギーレジームの中にもスムースに取り込まれていった。問題のある海外からの

要求に対しては、要求をそのままの形で受け入れるのではなく、日本の事情にあわせるよ

うに時間をかけた交渉が行われ、対応が工夫された。この例としては、戦後の九電力体制

の決定、原子力発電に関する日米原子力協定の改定交渉、ＩＮＦＣＥ（国際核燃料サイク

ル評価）への対応があげられる。しかし、１９８０年代半ば以降の海外からの自由化、地

球温暖化問題への対応を迫る動きは、人生設計や、生活様式の変更までも求めるところが

あり、その影響を受けて、エネルギー政策も、経済政策一般、更に社会政策、環境政策等

との関連の中で構築されなければならなくなった。経済政策との関係で、エネルギー産業

としては、必ずしも必要でなかった変革もせざるを得なくなっており、官民の関係もぎく

しゃくしてきた。このようになった背景の一つとして、それまで政策決定を、基本的に官

に任せたことにより、エピステミック・コミュニティーが育たず、日本全体として知的抵

抗力が弱まっていたことがあげられるのではないかという指摘を行った。 

本論文では、石油、原子力、地球温暖化問題という一見したところ、かなり異なった問

題を、国際レジーム論という一つの理論的枠組みで論じることが出来ることを示し、国際

エネルギーレジームという概念を創り出したことが最大の独自の所見であると考えてい

る。 

以上、エネルギー・地球温暖化問題に、知識という側面から光を当てた分析を行ったが、

最後に、今後の研究の方向、残された課題について触れることにする。 

第一は、序論でも述べたが、本論文の分析に消費者サイドの視点が欠けている点である。

今後、この視点からの研究を補充したいと考えている。 

第二に、日本のエネルギー政策の変化の分析を、知識の受け手側の対応という文化触変

論の視点から深める必要があると考えている。 
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第三は、海外からの知識、知的信条の伝達を受けて、どのように日本の中でエネルギー

世論が形成されるかという点に関する研究を深める必要があると考えている。 
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